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序章 「加熱式たばこに関するこれまでの知見の整理」作成の目的と方法 

 

 加熱式たばこは世界的に急速に普及してきている一方で、加熱式たばこの健康影響や化

学的特性、使用実態に関する知見は紙巻たばこと比較して限定的であり、また各研究の方法

論や評価指標が異なるため、体系的に整理されていない現状がある。 

 加熱式たばこは、健康増進法の一部を改正する法律（平成 30 年法律第 78 号）附則第３

条に規定されている経過措置の対象である｢指定たばこ｣と位置づけられている。また、同法

附則第８条には、「政府は、この法律の施行後５年を経過した場合において、この法律の規

定による改正後の規定の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その

結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。」と規定されている。 

 このような背景を踏まえ、加熱式たばこに関する国内外の科学的エビデンスを体系的に

収集・整理し、改正健康増進法の見直し検討に資する基盤資料として、「加熱式たばこに関

するこれまでの知見の整理」（以下、本文書という）を作成した。 

 

 本文書では、主として４つの側面に焦点を当て、包括的な分析を行った。 

 

１）加熱式たばこの現状の把握：発売以来、現在までの加熱式たばこの歴史的変遷や、従来

の紙巻たばことの違い、国内外の使用率と多製品併用の状況、などについてまとめた。また

WHO たばこ規制枠組み条約（FCTC）に基づく国際的な枠組み等についてまとめた（１章・

２章・７章）。 

 

２）加熱式たばこの化学的特性の俯瞰的評価：加熱式たばこの主流煙及び副流煙に含まれる

化学物質について、既存研究のデータを比較・統合した。特に、有害性が指摘されている成

分の濃度や、加熱式たばこ特有に検出された物質に注目し、化学物質のリスク評価の手法を

踏まえ、加熱式たばこ含有化学物質によって想定される健康リスクの程度を評価した（３

章）。 

 

３）喫煙者及び非喫煙者に対する健康影響の総合的評価：加熱式たばこの喫煙者が抱える健

康リスクや、非喫煙者の受動喫煙による健康影響に関する国内外の研究を設定したアウト

カムごとに包括的にレビューをおこなった（４章・５章）。また動物実験・細胞実験を対象

に実験室研究での研究論文を取りまとめた（６章）。 

 

４）今後必要とされる研究の提案：上記１）～３）の結果を踏まえて、現時点で科学的知見

が不足している領域を分析し、今後の研究課題を提示した（８章）。 

 

 特に３）における既存文献の収集は、令和７年 12 月時点の科学文献を網羅的かつ中立的
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に収集し、対象となる文献を抽出することが重要である。本文書では、以下のプロセスに従

い文献を収集した。 

 

加熱式たばこに関する文献の収集 

 加熱式たばこに関連した文献を、英文については Medline、Embase、Cochrane Library、

邦文については医学中央雑誌の文献データベースを使用し、本文書作成作業班で議論の上

決定した検索式を用いて、2025 年 12 月 22 日に抽出した。期間は、2010 年以降 2025 年 12

月 22 日までと設定した。抽出された文献は、Medline 1099 報、Embase 959 報、Cochrane 

Library 118 報、医学中央雑誌 58 報であった。各データベースにおける検索式とそれぞれ

の該当文献数の詳細については、本章末に参考の表として示す。 英文については３つのデ

ータベースの間での重複、また取り下げ済み論文など不適切な文献等を除外し、英文 1132

報、邦文 58 報をスクリーニングの対象文献とした。本文書の作成作業の期間が限られてい

たこともあり、研究代表者を中心とする本文書作成作業班が、第 4 章、第 5 章の各領域に

おける MeSH Terms やキーワードに基づく包含基準により一次抽出をおこなった。 

 抽出された文献については、最終的に採用するかを判断するため内容の詳細に基づく二

次抽出を実施した。ここまでの抽出作業は、独立した 2 名以上の専門家で実施されること

が望ましいとされているが、本文書作成作業班では期間が限られていたため、1 名での抽出

の実施も可とした。抽出の結果を班員全員で共有した上で、最終的な判定は文書作成作業班

において合議を行った。本抽出においては、プロトコル論文（結果が入っていないもの）、

学会や団体などの声明（オピニオン）論文、コメンタリー論文、レビュー論文は、除外する

方針とした。これらの手続きで抽出され分析対象とした文献数は表１のとおりである。 

 

 

表１ 本文書の４章、５章でレビューの対象とした文献(英文・和文の合計)  

    （※たばこ産業資金による研究も含むが、判定の際には対象外とした。） 

４章 加熱式たばこの能動喫煙の健康影響          (報) 

4.1  呼吸器疾患との関連 10 

4.2  循環器疾患との関連 26 

4.3  発がん性に関する知見  29 

4.4  妊婦の加熱式たばこ使用と妊娠・胎児への影響 6   

4.5  歯科・口腔粘膜疾患への影響 11 

4.6 ニコチン依存、抑うつ・自殺関連行動との関連 18 

4.7 代謝異常、新型コロナウイルス感染症、その他の影響 18  

５章 加熱式たばこの受動喫煙の健康影響 

5.1  加熱式たばこ使用による空気中の有害物質の発生 9 
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5.2  加熱式たばこによる受動喫煙の曝露 5 

5.3  呼吸器系への影響 3 

5.4 心血管系への影響 3 

5.5 歯科・口腔粘膜疾患への影響 0 

5.6 発がん性に関する知見 4 

5.7 妊娠・胎児への影響 1 

5.8 小児への影響 10 

 

 

健康アウトカムの判定について 

 環境因子及び生活習慣因子の健康影響評価においては、系統的文献レビュー（systematic 

review; SR）とメタ解析を実施し、個別研究のバイアスリスク評価（Risk of Bias; RoB）を

経て、疫学研究と実験研究を統合的に評価する手順が標準とされる。報告様式については

PRISMA 声明 1)、エビデンスの確実性評価については GRADE アプローチ 2)（Guyatt et al., 

2008）、環境衛生領域におけるハザード同定については OHAT ハンドブック（NTP OHAT, 

2019）3)が国際的に広く用いられている。 

 しかしながら、加熱式たばこの健康影響評価には以下の実務的制約が存在した。第一に、

加熱式たばこは市場投入から年数が浅く、健康アウトカム別にみると利用可能な査読論文

が限定的であった。第二に、がん等の発症までに期間がかかるアウトカムについては、現時

点で加熱式たばこを対象とした疫学研究がほとんどなく、従来型のエビデンス統合の枠組

みで評価を行うことが困難であった。 

 これらの制約下において、現時点で利用可能なエビデンスを体系的に整理し、専門家の合

意形成のもとで暫定的な関連性評価を提示することが、実施可能な最大限の内容であり、公

衆衛生上の意義があると判断した。そこで本文書では、既存のリスク評価手法を部分的に参

照しつつ、制約に適合させた評価手順を採用した。具体的には、第４章、５章で取り上げる

各健康アウトカムを対象としたランダム化比較試験などの介入研究が少ないことから、SR

とメタ解析の実施は困難であると考え、観察研究も含めた分野別のスコーピングレビュー

4,5)を実施し、本文書作成作業班による合議によって各健康アウトカムの評価を行うことと

した。 

 ４章（能動喫煙の健康影響）及び５章（受動喫煙の健康影響）については、アウトカムご

とに既存研究から導かれた科学的根拠について、加熱式たばこの能動喫煙（受動喫煙）との

関連性、及び証拠の確からしさの２つの要素で判定を行った。 

 なお、加熱式たばこに関する文献は、研究の資金源で分類すると、①独立資金によるもの

と②たばこ産業関連からの資金によるもの（たばこ産業自らによる研究や、たばこ産業の資

金提供による研究助成法人を経由するものを含む）とによる研究の２種類があった。二次ス

クリーニングで該当した文献に対して①独立資金研究と②たばこ産業資金による研究に分
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けて記載した。また、査読論文以外に厚生労働科学研究の報告書については、①と同様に取

扱い、判定の対象とした。 

 ファンディングバイアス（資金提供バイアス）が起こる可能性もあることから、判定にあ

たっては、②たばこ産業資金による研究は、判定対象から除外する方針とした。 

 関連性については、【強い・やや強い・やや弱い・弱い】の４段階、証拠の確からしさは

【高い・やや高い・やや低い・低い】のそれぞれ４段階で判定した。それぞれの判定の規準

を以下の表２、表３に示す。 

 

 

強い 複数の研究で関連が一貫して示されており、効果が明確かつ大きい

場合。用量反応関係が確認される場合を含む。 

やや強い 複数の研究で関連の方向が一致しているが、効果の大きさが中等

度、または一部の研究で有意差が示されない場合。 

やや弱い 一部の研究で関連が示されるが、研究間で方向や有意性に不一致が

ある、または効果量が小さい場合。 

弱い 関連がほとんど示されない、または研究間で結果が大きく乖離して

いる場合。 
 

 

 

高い ランダム化比較試験・コホート研究が複数揃っている場合。 

やや高い ランダム化比較試験・コホート研究が少数、または方向性が一致し

ているが研究数が限られる場合。 

やや低い 横断研究が中心だが複数の研究で方向一致がある場合。 

低い 横断研究のみ、または研究数が極めて少ない場合。 
 

 関連性の強さと証拠の確からしさを二軸に分離して評価する構成は、GRADE におけるエ

ビデンスの確実性（certainty of evidence）と効果量を区別する考え方 2)、及び OHAT がハ

ザード判定とその確信度を区別する考え方 3)を参照しつつ、本文書の作成にあたり、運用を

適合させたものである。健康アウトカムに対して対象論文が１報以下の場合には「判定でき

ない」と分類し、関連性及び確からしさの個別評価は行わなかった。その理由として、単一

研究のみに基づく評価では、GRADE の評価枠組みにおいて重視される非一貫性及び非正確

性の検証が原理的に不可能であり、他研究との整合性や再現性の検証も成立しないことを

踏まえた。 

表２ 関連性の強さに関する判定基準 

表３ 証拠の確からしさに関する判定基準 
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 ４章及び５章以外については、本文書作成作業班として加熱式たばこに関する 2025 年 12

月の時点での知見をまとめた。 

 本文書で実施した評価手法は、一般的な SR とメタ解析、ならびに GRADE や OHAT ハ

ンドブックに準拠したエビデンス統合を代替するものではない。そのため本文書での評価

はスコーピングレビューに基づく暫定的評価であり、因果推論の強度には限界がある。また、

個別研究のバイアスリスク評価を系統的に実施していないこと、出版バイアス（有意な結果

が出た研究が選択的に出版される傾向）の定量的評価を行っていないことも、本文書での評

価の限界である。 

 以上より、本文書の評価結果は確定的結論ではなく、専門家による判断に基づく暫定的エ

ビデンス集として位置づけられるべきであり、加熱式たばこに関する研究が蓄積した時点

において、GRADE または OHAT ハンドブックに準拠した SR とメタ解析による再評価が

望まれる。 

 本文書が有効に活用されることを期待する。 
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参考：各データベースにおける検索式とそれぞれの該当文献数 

【Medline】 

No. 検索式 報数 抽出基準 

1 "heated tobacco product*".ti,ab,kf. 848  タイトル、抄録、著者キーワ

ードを対象 

2 "heat-not-burn".ti,ab,kf. 278  タイトル、抄録、著者キーワ

ードを対象 

3 (iQOS or Ploom or (Glo and 

tobacco)).ti,ab,kf. 

315  商品名：iQOS、Ploom、Glo 

4 1 or 2 or 3 1,135  加熱式タバコの集合 

5 limit 4 to yr=2010-2026 1,125  2010 年以降に限定 

6 limit 5 to english 1,095  英語 

7 limit 5 to japanese 4  日本語 

8 6 or 7 1,099  英語と日本語 

 

【Embase】 

No. 検索式 報数 抽出基準 

#1 'heated tobacco product'/de 100  加熱式タバコの候補語 

#2 'heated tobacco product*':ti,ab,kw 968  タイトル、抄録、著者キーワ

ードを対象 

#3 'heat not burn cigarette'/de 10  加熱式タバコの候補語 

#4 'heat not burn':ti,ab,kw 360  タイトル、抄録、著者キーワ

ードを対象 

#5 iqos:ti,ab,kw OR (glo:ti,ab,kw AND 

tobacco:ti,ab,kw) OR ploom:ti,ab,kw 

431  商品名：iQOS、Ploom、Glo 

#6 #1 OR #2 OR #3 OR #4 OR #5 1,399  加熱式タバコの集合 

#7 #6 AND [2010-2026]/py 1,389  2010 年以降に限定 

#8 #7 AND [english]/lim 1,337  英語 

#9 #7 AND [japanese]/lim 4  日本語 

#10 #8 OR #9 1,341  英語と日本語 

#11 #10 AND ('Article'/it OR 'Article in 

Press'/it OR 'Review'/it) 

959  原著、印刷中、総説に限定 

 

【Cochrane Library】 

No. 検索式 報数 抽出基準 

#1 (heated NEXT tobacco NEXT 81  タイトル、抄録、著者キーワ
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product*):ti,ab,kw ードを対象 

#2 ("heat not burn"):ti,ab,kw 22  タイトル、抄録、著者キーワ

ードを対象 

#3 (iQOS or Ploom):ti,ab,kw 40  商品名：iQOS、Ploom 

#4 (glo and tobacco):ti,ab,kw 11  商品名：Glo 

#5 #1 or #2 or #3 or #4 118  加熱式タバコの集合 

#6 #1 or #2 or #3 or #4 with Cochrane Library 

publication date Between Jan 2010 and Dec 

2025 

118  2010 年以降 

 

 

【医学中央雑誌】 

No. 検索式 報数 抽出基準 

#1 加熱式タバコ/TA or 加熱式たばこ/TA or 

加熱式煙草/TA 

641 タイトル、抄録を対象 

#2 heated tobacco product/TA 40 タイトル、抄録を対象 

#3 heat-not-burn/TA 17 タイトル、抄録を対象 

#4 iQOS/TA or Ploom/TA 32 タイトル、抄録を対象 

#5 #1 or #2 or #3 or #4 655 加熱式タバコの集合 

#6 (#5) and (DT=2010:2026) 655 2010 年以降 

#7 (#6) and (LA=日本語) 588 日本語に限定 

#8 (#7) and (PT=原著論文) 58 原著論文に限定 

 

 

 

  



10 

第１章 総論・背景 

1.1  加熱式たばこの出現と世界的普及動向  

 

（１）概要   

加熱式たばこの世界的普及は、日本から始まった。2013 年末に日本たばこ産業株式会社

（JT）が、2014 年にはフィリップモリスジャパン合同会社（PMJ）が加熱式たばこ製品の

販売をはじめ、2016 年のテレビ番組で火がつき、急速に普及が進んだ。2025 年度 7-9 月期

で、たばこ全体の 45%程度の販売数量となっている。 海外においても多くの国で加熱式た

ばこが流通しており、Global State of Tobacco Harm Reduction (GSTHR)のまとめでは 70

カ国、たばこ会社の報告では日本を含め 105 の市場（国/地域）で販売されている状況であ

る。  

   

（２）日本での加熱式たばこの販売開始  

①プルーム（2013 年販売開始）  

JT は、2013 年に加熱式たばこプルーム（ploom）の販売を開始した 1)。当時は、「電気加

熱式の無煙たばこ」などと説明され、葉たばこの入った専用容器「たばこポッド」を電気で

加熱し、ニコチンと香りを蒸気化して吸う仕組みが紹介されていた 1)。過去にも無煙たばこ

製品は販売されていたが、加熱することで通常の紙巻たばこに近い吸い心地にしたところ

に新しさがあったと報道された。また、JT は開発を手掛けた米プルーム社と 2011 年に資本

提携し米国外での商業権を取得しており、日本でも戦略商品に育てる意向が報道された。  

  

②アイコス（2014 年販売開始）  

フィリップモリスインターナショナル（PMI）と同社の日本法人である PMJ は、2014 年

に名古屋で加熱式たばこアイコス（IQOS、当時は iQOS と表記）の発売を開始した 2)。翌

2015 年 9 月には全国 8 店舗での販売、同年末には一部地域での販売、2016 年 4 月に全国

販売と広げていった。  

メディアでは、アイコスというブランド名が「I quit ordinary smoking（私は通常のたばこ

をやめる）」の頭文字をとった略語であると報じられていたが、PMI は頭文字をとった略語

であることを否定している 3)。  

  

③グロー（2016 年販売開始）  

ブリティッシュ・アメリカン・タバコ・ジャパン（BAT ジャパン）合同会社は、2016 年

に仙台で、加熱式たばこグロー（glo）の発売を開始し、翌 2017 年 10 月には全国に販売を

拡大した 4)。これにより主力 3 社の製品が出そろうことになった。  

  

（３）日本での加熱式たばこの普及拡大  
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①テレビ番組の契機に普及拡大  

2016 年 4 月、たばこ事情について語るトーク番組が地上波で放映された 5,6）。一人のタレ

ントが製品を手に取って見せ、蒸気のようなものが口から出ていて煙が出ているわけじゃ

ない、妻が家の中でたばこを吸わせてくれず外で喫煙しても近所の人が嫌がるから使い始

めた、などと自身の加熱式たばこを紹介したことで、普及に火がつくことになった。 この

番組を機に、加熱式たばこ製品のインターネット検索数が急上昇したことからも、普及拡大

の契機になったと考えられている 5,6）。  

  

②形を変える加熱式たばこ  

JT、PMI、BAT は、発売開始以降、いずれも加熱式たばこの製品を進化させ、改良を重

ねてきている 7）。たばこスティックやたばこカプセルの形状、デバイスとの組み合わせは変

化し、互換性のない新しい製品群への乗り換えがなされたこともあった。起動時間、メンテ

ナンス性、加熱温度、吸い味や吸いごたえ、デザインや機能性などの進化が訴求されてきた

（表１－１、図１－１）。  

  

表 1－１ 加熱式たばこ年表  

年  加熱式たばこの販売状況 備考  

2013  JT がプルームを発売 
 

2014  PMJ がアイコスを発売  
 

2015  アイコス販売地域を拡大  
 

2016  プルーム・テック販売開始 

アイコス全国販売  

BAT がグローを発売 

 

2017    
 

2018    改正健康増進法成立（7 月）  

2019  プルーム・テック・プラス、プルーム・

エス販売開始、全国拡大  

イ ン ペ リ ア ル ・ タ バ コ が パ ル ズ

（PULZE）を販売開始  

米国で電子たばこによる肺障害

（EVALI）報告  

  

2020  フィリップモリスが韓国（KT&G 社）

製のリルハイブリッドを先行発売 

改正健康増進法全面施行（4 月）  

2021  パルズ販売終了  

プルーム・エス本体販売終了  

アイコスイルマ販売開始  

プルーム・エックス販売開始  

 

2022    
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2023  ブレード型旧 IQOS 専用たばこ段階

的に販売終了  

プルーム・テック本体販売終了 

with2 発売開始 

 

2024    
 

2025  プルーム・オーラ販売開始  

プルーム X 本体販売終了 

 

  

  

  

 図 1－１.国内の加熱式たばこの沿革   

 

  

（４）日本の加熱式たばこ販売数量  

たばこ製品全体の販売数量は減少傾向にある。紙巻たばこの販売本数は、1990 年代には

年間 3000 億本を超えていたが、2020 年代には 1000 億本を割り込んでいる 8)。  

紙巻たばこの販売数量が大きく減少する中、加熱式たばこは増加が続いている 9)。日本にお

ける紙巻たばこの販売量の急激な減少は、加熱式たばこの導入と販売量の増加と一致して

いるとの研究報告があり、全体の減少トレンドの中で紙巻たばこから加熱式たばこへのシ

フトが生じているとみられる 10)。  
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直近の 2025 年度第３四半期までのデータでは、紙巻たばこ 603（億本）、リトルシガー13  

（億本）、加熱式たばこ 536 （億本）となっており、加熱式たばこの割合は全体の 46.5%に

達している（図 1－2）9)。 

 

  

  

図 1－2 紙巻たばこ、加熱式たばこの販売数量  

  

（５）世界的普及  

①世界における日本のシェア割合  

 田淵らの研究によると、2016 年 10 月の時点において、アイコスの世界販売シェアの 96%

を日本が占めており、ほとんどすべての加熱式たばこが日本で使われ、世界の中の実験場と

なっていたとのことである 11)。2018 年の段階においても、日本は世界の加熱式たばこ販売

の 85%を占めていたとの報告もある 12)。また 2023 年には、日本での販売は世界シェアの

半分程度とみられている 11）。  

②世界の加熱式たばこ販売状況  

Campaign for Tobacco-Free Kids によると、2023 年時点で少なくとも 64 の国または地域
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で販売されている 13)。また、Global State of Tobacco Harm Reduction によると、加熱式た

ばこが合法的に販売されている国・地域は、日本、アメリカ合衆国、英国、フランス、ドイ

ツ、韓国、台湾など 70 あると報告されている 14)。 一方で加熱式たばこの販売や所持、使用

を禁止されている国もある 15)。詳細は第７章を参照。  

 

引用文献  
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launch-in-japan  
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055571  
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Cigarette Sales in Japan? International Journal of Environmental Research and Public 

Health. 2020; 17(10):3570. https://doi.org/10.3390/ijerph17103570  

11. 田淵貴大、加熱式たばこの使用実態、調剤と情報 2024.8、1556-1562  

12. Reuters. Philip Morris aims to revive Japan sales with cheaper heat-not-burn tobacco. 

2018 https://jp.reuters.com/article/business/philip-morris-aims-to-revive-japan-
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https://www.nikkei.com/article/DGXNASDD280QY_Y3A121C1TJ2000/
https://jp.iqos.com/news/iqos-first-launch-in-japan
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https://www.tobaccofreekids.org/what-we-do/global/taxation-price/tax-burden-htp  

14. Global State of Tobacco Harm Reduction ホームページ  

https://gsthr.org/faq-smoking-and-nicotine/heated-tobacco-products/which-

countries-allow-the-sale-of-heated-tobacco-products/  

15. Real Time Artificial Intelligence for Tobacco Control ホームページ 

https://www.globaltobaccocontrol.org/en/policy-scan/heated-

tobacco/countries?country=367  

 

 

1.2 製品の分類と技術的特徴 

  

（１）概要   

加熱式たばこは、加熱装置を用いてたばこ葉を 200～350℃で加熱し、発生したエアロゾ

ルを吸引する製品である。紙巻たばこは 500～950℃でたばこ葉を直接燃焼させるのに対し、

加熱式たばこの最大の特徴は、「加熱」である点にある。加熱式たばこは燃焼させないため

燃焼由来の有害物質は削減されるが、ニコチンは 150℃以上で放出されることから、主流煙

中のニコチン量は紙巻たばこと同等である 1,2) 

一方、同じ外部装置を用いる電子たばことは、原材料に「たばこ葉」を使用する点で根本

的に異なる。電子たばこはリキッドを蒸気化させる構造であり、ニコチン含有のリキッドは

国内では医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（薬機法）に

より医薬品に該当するため、販売が規制されている。その結果、日本ではニコチン摂取が可

能な加熱式たばこが、紙巻たばこの代替品として普及を遂げている。しかし、加熱式たばこ

も依然として多種類の有害化学物質を含んでおり、特有の化学物質曝露が継続している点

に留意が必要である 3,4)。 

  

（２）たばこ製品の分類  

①紙巻たばこ  

紙巻たばこ（Conventional Cigarettes）の最大の特徴は、たばこ葉を直接燃焼（Combustion）

させることで発生する煙を吸引する点にある。そのメカニズムと構造的特徴は以下の通り

である。  

 

1. 燃焼メカニズムと温度変化  

紙巻たばこは点火後、自己持続的な燃焼反応を維持する。その燃焼温度は常に 400℃を超

え、喫煙状態によって以下のように変動する。  

吸引時（パフ時）： 急激な温度上昇を伴い、900℃から 950℃以上に達して主流煙を発生さ

せる。  

https://www.tobaccofreekids.org/what-we-do/global/taxation-price/tax-burden-htp
https://gsthr.org/faq-smoking-and-nicotine/heated-tobacco-products/which-countries-allow-the-sale-of-heated-tobacco-products/
https://gsthr.org/faq-smoking-and-nicotine/heated-tobacco-products/which-countries-allow-the-sale-of-heated-tobacco-products/
https://www.globaltobaccocontrol.org/en/policy-scan/heated-tobacco/countries?country=367
https://www.globaltobaccocontrol.org/en/policy-scan/heated-tobacco/countries?country=367
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非吸引時（自然燃焼時）：約 650℃の状態で継続的に燃焼し、副流煙を発生させる。  

このように、吸引の有無に応じて異なる燃焼状態を交互に繰り返すことが、紙巻たばこ特有

の物理的特性である。  

  

2. 熱分解による有害物質の生成  

高温下での不完全燃焼及び熱分解（Pyrolysis）のプロセスを経ることで、たばこ葉は 5,300

種類以上の化学物質を含む複雑な煙へと変化する。この中には、発がん物質や心血管系・呼

吸器系への毒性を有する物質が約 150 種類含まれており、これらが喫煙関連疾患の主たる

原因物質となる 5)。  

  

3. 歴史的背景と製品構造の変化  

日本において紙巻たばこは、専用の器具を介さず簡便に喫煙が可能であるという特性か

ら、戦後急速に普及した。製品構造についても変遷が見られ、発売当初はフィルターのない

両切りたばこが主流であったが、現在では吸い口部にフィルターを備えた製品が市場の中

心となっている 6,7)。  

  

4. 日本市場における加工技術  

現代の日本で流通する紙巻たばこの多くには、高度な加工が施されている。具体的には、

吸い口部のフィルターに設置された通気孔による濃度調整や、活性炭による成分吸着、さら

にはメンソールカプセルの埋め込みなど、多様な嗜好性や吸い心地を追求した設計がなさ

れているのが特徴である 8-12)。また、紙巻たばこ 1 本に含まれるたばこ葉の重量も平成 11-

12 年よりも低減しており、1000 mg から 600 mg へ変化している 13)。  

 

②加熱式たばこ  

加熱式たばこは、従来の紙巻たばこのようにたばこ葉を燃焼させるのではなく、専用の加

熱装置を用いてたばこ葉を加熱し、発生したエアロゾル（主流煙）を吸引するたばこ製品で

ある 3,4)。  

  

1.製品の構造と加熱方式  

加熱式たばこ製品は、主にたばこスティックと、それを加熱するための加熱装置で構成さ

れる。加熱装置の仕様は各たばこ製品販売メーカー（PMI、BAT ジャパン、JT）によって

異なるため、互換性はなく、同一メーカーのスティックと装置を組み合わせて使用すること

が必須となる。加熱方式には、たばこ葉を内側から加熱する形態や、外側から加熱する形態

が存在する 1,2)。  

  

2. 加熱温度と有害化学物質の発生原理  
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紙巻たばこと加熱式たばこの最大の違いは、たばこ葉に加わる温度にある。紙巻たばこは、

たばこ葉を燃焼させるため、その温度は 500℃から 950℃の範囲に達する 5)。これに対し、

加熱式たばこは燃焼を避け、販売開始時のたばこ会社のパンフレット等によると 200℃から

350℃の範囲で加熱を制御する設計となっている 14, 15)。加熱式たばこは燃焼させないため、

燃焼することで発生する有害化学物質のうち、一部の発生量は削減されるものの、一酸化炭

素、多環芳香族炭化水素類、芳香族アミン類など発がん物質も依然として含有されているこ

とが報告されている 3,4)。したがって、加熱式たばこの使用においても、依然として有害化

学物質への複合曝露が継続されている点に留意が必要である。  

  

3.主流煙中の成分特性  

加熱式たばこの主流煙に含まれる化学物質の特性は以下の通りである。  

ニコチン： ニコチンは 150℃以上の温度条件下でたばこ葉から放出される 1)。加熱式たば

この加熱温度はこの閾値を上回っているため、主流煙に含まれるニコチン量は紙巻たばこ

と同等の曝露量になる 2)。 成分の詳細については、第３章を参照。 

 

③電子たばこ  

電子たばこは、たばこ葉を直接使用せず、専用の液体（リキッド）を電気的に加熱してエ

アロゾルを発生させ、その蒸気を吸引する装置である。  

 

1. 基本構造とメカニズム  

 電子たばこは、主にリキッドを保持するタンク、加熱用の電熱コイル、電力を供給するバ

ッテリーで構成される。主成分であるプロピレングリコール（PG）やグリセロール（VG）

に香料などを調合したリキッドを、コイルの熱によって蒸気化させる仕組みである 3)。喫煙

者が電圧や抵抗値を調節することで出力を変更できるデバイスもあり、この出力の増大が

排出成分の量や種類に大きな影響を及ぼす 16)。  

  

2. 加熱式たばこと電子たばこの相違点  

電子たばこと加熱式たばこは、外部装置を用いる点では共通しているが、以下の 3 点に

おいて根本的に異なる。  

・原材料の違い： 電子たばこはリキッド（液体）のみを使用するのに対し、加熱式たばこ

はたばこ葉（固形）を使用する。  

・ニコチン供給の有無： 加熱式たばこはたばこ葉由来のニコチンが主流煙で検出される。

一方、日本国内で市販されている電子たばこでニコチンを含有するものは、薬機法により医

薬品とされ、そのような製品の販売は規制されている。  

・排出物質の構成： 加熱式たばこからは紙巻たばこと類似した広範な有害化学物質が検出

されるが、電子たばこはリキッド主成分の熱分解による産物（カルボニル類等）や、装置由
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来の重金属が主となる 16,17)。  

  

3. 生成される有害物質と高出力化の影響  

電子たばこのエアロゾルには、ホルムアルデヒドをはじめとするカルボニル類が含まれ

る。これらは主成分である PG や VG が高温状態で反応することによって生成される。近

年のデバイスの高出力化に伴い、これらの有害物質の発生量が紙巻たばこを上回るケース

も報告されている 16)。また、電熱コイルなどの金属パーツから溶出した重金属類がエアロ

ゾルに移行し、喫煙者がこれらを吸入するリスクも指摘されている 17)。  

  

4. 日本における法的区分と普及の背景  

国際的には電子たばこもたばこ製品として規制される国が多いが、日本においては以下

のような特異な状況にある。  

・薬機法による制限： ニコチンを含有する電子たばこ用のカートリッジ・リキッドは「医

薬品」とされており、厚生労働省の承認等がない限り、国内の店舗等で販売することはでき

ない。  

・たばこ事業法の対象外： ニコチンの含有の有無に関わらず、電子たばこは、日本国内で

はたばこ製品に該当しない。  

・市場の動向：日本ではニコチンを含む電子たばこの普及は限定的となり、その代替として

ニコチン摂取が可能な加熱式たばこが広く市場に浸透したと考えられる 18)。  
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1.3  喫煙と健康に関する他国の認識  

  

（１）概要   

米国では、食品医薬品局が IQOS を公衆衛生の保護の観点から妥当であると確認し、2019

年に販売を許可した。さらに 2020 年、「曝露低減たばこ製品」として対消費者向けコミュ

ニケーションの表示を許可している。その一方で、「リスク低減」の表示は認めていない。

英国では、加熱式たばこは紙巻たばこよりもかなり害が少なく、電子たばこよりも害が大き

い可能性があることが示唆されているとの政府見解である。   

 

（２）米国の動向  

①申請の仕組み  

〇 PMTA  

米国では、2007 年 2 月 15 日以降に市販されるたばこ製品は新規たばこ製品となり、事

前に連邦食品医薬品局（FDA）の認可が必要となっている 1）。FDA は、食品、医薬品、医

療機器、化粧品等の許認可や規制、安全性や有効性の評価を行う米国の政府機関であり、

2009 年の「家族の喫煙予防とたばこ規制法（Family Smoking Prevention and Tobacco 

Control Act）」発効により、たばこ製品の製造や流通、マーケティングを規制する権限が付

与された 1)。それ以降、規制対象となっているすべてのたばこ製品について販売前に製品の

科学的データを提出して申請し、FDA の審査と承認を受ける必要がある。この申請の仕組

みは、たばこ製品市販前申請（Premarket Tobacco Application; PMTA）と呼ばれている。

さらに、2022 年以降は、たばこに限らずニコチンを含むあらゆる製品が「たばこ製品」と

見なされることになり、PMTA の対象となっている 2）。  

FDA が、市販前たばこ製品承認申請（PMTA）を審査した結果、販売禁止となった事例も

ある。2022 年 6 月、FDA は米電子ジュール・ラブズ社に対し、同社の電子たばこ製品は毒

性学的特性に関する十分な証拠が欠けていると判断して、販売禁止を命じた 3）。同社の研究

結果の中には、遺伝毒性や同社独自のポッドから溶出する潜在的に有害な化学物質に関す

るもの等に関し、不十分かつ矛盾するデータの懸念があり、これにより FDA は同社の申請

書に記載された製品の完全な毒性リスク評価を完了できないためとしていた 3)。  

  

〇 MRTP  

PMTA に加えて、リスク修飾（軽減）たばこ製品（Modified Risk Tobacco Products：MRTP)
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申請の仕組みが設けられている 1,4-6)。健康へのリスク特性の異なるたばこ製品については、

その特性に応じたリスクに関するコミュニケーション（広告やマーケティング）を消費者で

ある成人喫煙者に対して行うものであり、そのためには FDA による許可が必要となってい

る。MRTP 申請には「リスク低減たばこ製品」と「曝露低減たばこ製品」という 2 つのカ

テゴリーがあり、いずれも広範な科学的データを求められ、たばこ会社が提出した科学的デ

ータについて厳格な審査が行われる。審査の結果、FDA が許可したたばこ製品だけが、成

人喫煙者に対して「リスク低減」や「曝露低減」というコミュニケーションを付して販売で

きることになっている。  

  

②販売前申請の認可状況  

FDA は、PMI 社製の加熱式たばこ IQOS 2.4 が公衆衛生の保護に妥当であることを確認

し、2019 年 4 月、米国での販売を許可した。さらに 2020 年 12 月には、IQOS 3 を米国で

販売することを許可している 7)。  

また 2022 年 3 月には、JT の電子たばこブランド Logic の製品及びそのデバイスの三つ

シリーズに対しても、米国での販売を許可した 8)。なお一方で、Logic 社のメンソール入り

電子たばこ製品は公衆衛生基準を満たしていないとして、同年 10 月に販売を却下した。

Logic シリーズ 9)は、2015 年にアメリカの電子たばこ Logic 社を JT が買収することによっ

て生まれた電子たばこであり、日本では販売されていない。  

  

③リスク低減たばこ製品申請の認可状況  

FDA は 2020 年 7 月、IQOS 2.4 を曝露低減たばこ製品として販売を許可し、同製品につ

いて「曝露低減」のコミュニケーションを付して販売することは公衆衛生を促進するために

妥当であると判断した 10）。  

その一方で、「リスク低減」として販売することは、認めていない。2018 年 1 月の FDA 諮

問委員会（Tobacco Products Scientific Advisory Committee: TPSAC）では、IQOS が紙巻

たばこに比べて、リスクが低いとは言えないと、PMI の主張は退けられた。9 人の委員のう

ち、8 人（1 人は棄権）が「紙巻たばこから IQOS に切り替えても、たばこ関連疾患リスク

（病気になるリスク）を減らせない」と回答している 11) 12)。  

（３）英国の動向  

①電子たばこ  

英国では、紙巻たばこの禁煙に電子たばこを用いてきた。英国国民保健サービス（National 

Health Service: NHS）によると、英国では既に何千人もの人々が電子たばこの助けを借り

て禁煙に成功しており、電子たばこが禁煙に効果的であるという証拠もあるとされている

13)。2021 年の研究レビューによると、電子たばこを使って禁煙した人は、専門家による対

面サポートを受けた場合、パッチやガムなどの他のニコチン代替製品を使用した人に比べ

て、禁煙に成功する可能性が 1.53 倍高くなる 14)。これらのことから、電子たばこを使うこ
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とで、ニコチンへの欲求を抑えることができると考えられており、電子たばこの禁煙効果を

最大限に引き出すには、必要な頻度で使用し、適切な濃度のニコチンを含むリキッドを選ぶ

ことが重要としている。  

また、NHS の同報告においては、このように電子たばこを使用して紙巻たばこの禁煙を

推奨する背景としては、電子たばこは紙巻たばこ喫煙のリスクのごく一部しか引き起こさ

ず、紙巻たばこから電子たばこに完全に切り替えることで、紙巻たばこ喫煙を続けるよりも

大きな健康上のメリットが得られると認識されていることがある。前提として、電子たばこ

は安全性と品質に関して厳しく規制されていることもある。また、電子たばこの長期的なリ

スクについてはまだ明らかになっていないことも認識されている。  

  

②加熱式たばこ  

イングランド公衆衛生庁（Public Health England: PHE）は、2018 年のレビューで、「入

手可能な証拠によると、加熱式たばこ製品は、紙巻きたばこよりも害がかなり少ないものの、

電子たばこよりは害が大きい可能性がある」と総括している 15)。また、英国では電子たば

こ市場が多様化し成熟しているが、加熱式たばこ製品が追加的な害軽減製品として何らか

の利点をもたらすかどうかは、現時点では明らかではない、と述べている。  

加熱式たばこに関する公衆衛生政策としては、紙巻たばこなど燃焼させるたばこや電子

たばこと比較した相対的なリスクに関する新たな証拠に基づき、課税や入手制限といった

規制手段を適用して、最も害の少ない選択肢を優先させるとともに、従来型の燃焼式たばこ

使用の完全な中止を奨励・支援する取り組みを継続すべきであるとしている 15)。  
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https://www.fda.gov/news-events/press-announcements/fda-denies-marketing-logics-menthol-e-cigarette-products-following-determination-they-do-not-meet
https://www.fda.gov/tobacco-products/ctp-newsroom/fda-authorizes-reduced-exposure-claim-iqos-3-system-holder-and-charger
https://www.fda.gov/tobacco-products/ctp-newsroom/fda-authorizes-reduced-exposure-claim-iqos-3-system-holder-and-charger
https://www.fda.gov/media/110661/download
https://doi.org/10.1136/tobaccocontrol-2018-054321
https://www.nhs.uk/live-well/quit-smoking/using-e-cigarettes-to-stop-smoking/


24 

15. Public Health England. Research and analysis Evidence review of e-cigarettes and 

heated tobacco products 2018: executive summary (Updated 2 March 2018)  

https://www.gov.uk/government/publications/e-cigarettes-and-heated-tobacco-products-

evidence-review/evidence-review-of-e-cigarettes-and-heated-tobacco-products-2018-

executive-summary 

 

 

1.4 国際的枠組みと規制 

 

（１）概要  

たばこ規制に関する世界保健機関枠組条約（WHO FCTC）では、加熱式たばこはたばこ

製品に位置づけられている。WHO は FCTC の締約国会議に報告書を提出し、その中で、

既存のエビデンスはリスク低減または健康被害の低減の主張を裏づけるには不十分である

と述べている。締約国会議では、本報告書の締約国による留意がなされ、締約国間のコンセ

ンサスとなっている。 

 国内では加熱式たばこは、たばこ事業法上の製造たばこに該当し、改正健康増進法におい

ては当該たばこから発生した煙（蒸気を含む。）が他人の健康を損なうおそれがあることが

明らかでないたばことして経過措置が設けられている。 

  

（２）WHO ファクトシート 

①2018 年 5 月版 

世界保健機関（WHO）は、2018 年 5 月、加熱式たばこに関するファクトシートを公開し

た 1）。このファクトシートが作成された当時、加熱式たばこは市場投入から日が浅く、その

潜在的な影響を検討するための研究蓄積が十分でなかったため、大きな知識のギャップが

存在していた。このため、禁煙（禁煙支援）への有効性、若年非喫煙者を新規使用に導く可

能性（ゲートウェイ効果）、及び従来のたばこ製品や電子たばことの併用による相互作用に

ついては、現時点では結論を出すことができないとされていた。ファクトシートの中では、

従来型の紙巻たばこと比較した加熱式たばこの健康影響については、加熱式たばこ製品が

従来のたばこ製品よりも害が少ないことを示す証拠は存在しないこと、たばこ産業から資

金提供を受けた一部の研究は、通常の紙巻たばこと比較して、有害成分及び潜在的有害成分

（HPHCs）の生成・曝露が大幅に減少されていると主張しているが、これらの化学物質へ

の曝露低減が、ヒトの健康リスクの低減につながることを示唆する証拠は得られていない

ことが記述されている。また、以上を踏まえ、本ファクトシートは「リスクや害の低減に関

する主張を裏付けるためには、さらなる独立した研究が必要となる」と結論づけている。 

 

②2020 年 3 月版（2 版）2) 

https://www.gov.uk/government/publications/e-cigarettes-and-heated-tobacco-products-evidence-review/evidence-review-of-e-cigarettes-and-heated-tobacco-products-2018-executive-summary
https://www.gov.uk/government/publications/e-cigarettes-and-heated-tobacco-products-evidence-review/evidence-review-of-e-cigarettes-and-heated-tobacco-products-2018-executive-summary
https://www.gov.uk/government/publications/e-cigarettes-and-heated-tobacco-products-evidence-review/evidence-review-of-e-cigarettes-and-heated-tobacco-products-2018-executive-summary
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2020 年 3 月、加熱式たばこに関するファクトシートが更新され、第 2 版が公開された 2）。

同版では、加熱式たばこに対する規制について、WHO FCTC 及び国内法に基づき、他のす

べてのたばこ製品に適用される政策及び規制措置の対象とすべきであると記載している。

これは、たばこは本質的に有害であり発がん物質を含んでいるため、あらゆる形態のたばこ

使用は有害であることに立脚している 1)。その上で、各国は可能な限り加熱式たばこに

WHO FCTC を完全に履行することが推奨されるとともに、政策パッケージ MPOWER の

ようなたばこの消費削減措置を優先的に実施することも検討すべきであるとしている。 

また、加熱式たばこの健康影響については、2018 年版 1）と同様に「現時点では、加熱式

たばこが従来の紙巻たばこ製品よりも害が少ないことを示す証拠は存在しない。」と述べて

いる。その主たる根拠として以下の二点が挙げられている。第一に、加熱式たばこには、紙

巻たばこの煙には含まれない化学物質が存在しており、これらが健康に影響を及ぼす可能

性があること、第二に、たばこ産業から独立した機関による評価により、加熱式たばこのエ

アロゾル中の 20 種類以上の有害成分及び潜在的有害成分について、その含有量が比較対照

とした標準的な紙巻たばこ（参照たばこ）よりも著しく高いことが示されていることである。

たばこ産業が資金提供した研究では、一部の有害成分及び潜在的有害成分（HPHCs）の生

成及び曝露が大幅に減少していることを示す結果が示されているが、有害化学物質への曝

露が低減したとしても、それらが無害であることを意味するものではなく、また、ヒトの健

康リスクの低減に直結するものでもないとの見解が添えられている。加えて、加熱式たばこ

のエアロゾルは肺に容易に到達し、肺組織に損傷を与えうる微小粒子を放出することも指

摘されている。以上を踏まえ、たばこ産業の主張を裏づける証拠は不十分であり、その検証

には独立した研究がさらに必要であるとの結論は、第二版でも維持されている。 

 

（３）たばこ規制枠組条約締約国会議の議論 

① 第８回締約国会議（2018 年 11 月） 

2018 年 11 月にジュネーブで開催されたたばこ規制枠組条約第 8 回締約国会議（FCTC 

COP8）において、加熱式たばこに関するはじめての決定がなされた 3）。その内容は、条約

事務局、WHO 及び必要に応じて WHO たばこ研究所ネットワーク（TobLabNet）に対し、

以下(a)～(d)のことを要請するものであった。 

(a) たばこ産業から独立した科学者や専門家、ならびに所管政府当局と協力し、新型たばこ

製品、特に加熱式たばこ製品に関する研究及びエビデンスについて、非喫煙者への影響を含

む健康への影響、依存性、認識と使用状況、魅力、喫煙開始及び禁煙における潜在的な役割、

宣伝戦略や影響を含むマーケティング、健康被害の低減に関する主張、製品の多様性、締約

国による規制の状況とモニタリング、たばこ規制への影響、及び研究上のギャップについて

報告書を作成し、第 9 回締約国会議（COP）に提出すること。また、潜在的な政策オプシ

ョンを提案すること 

(b)エアロゾル中の化学物質特性を含め、これらの製品の使用中に生じる反応や作用機序を
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調査すること 

(c)紙巻たばこの含有物及び排出物について利用可能な標準手順（SOP）が、加熱式たばこ

に適応可能か評価すること 

(d)必要に応じて、これらの製品の含有量及び排出量を測定するための適切な方法について

助言すること 

 

② 第９回締約国会議（2021 年 11 月） 

新型コロナウイルス感染症(COVID-19)の感染拡大により 1 年延期された第９回締約国

会議では、第８回会議の決定を受け WHO が加熱式たばこの研究とエビデンスを取りまと

めた包括報告書が提出され、締約国が留意した 4）。 

報告書の主な内容は以下のとおり。 

・測定評価するための標準化手法が不足しているため、紙巻たばこと同等の有害物質測定が

困難である。加熱式たばこと他のたばこ製品との正確な比較は未だできておらず、相対リス

クに関する一般的な記述はまだ予備調査に基づく暫定的な結果である。 

・独立した研究、たばこ会社の資金による研究はいずれも、加熱式たばこの反応温度が燃焼

に達していなくても、熱分解や不完全燃焼によって有害な化学物質が形成することを十分

に示している。 

・加熱式たばこが生成する化学物質の種類は、紙巻たばこより少ない。 

・加熱式たばこのエアロゾル中に含まれる多くの有害物質の濃度は、紙巻たばこの煙より少

ないが、電子たばこよりは多い。一方で、グリシドール、ピリジン、ジメチルトリスルフィ

ド、アセトイン、メチルグリオキサール等の有害物質は、紙巻たばこより多い。 

・加熱式たばこの煙には含まれず、加熱式たばこのエアロゾルから検出される有害物質もあ

る。あるブランドでは、発がん懸念のある４つの物質と、遺伝子構造に損傷を与える懸念の

ある 15 の物質が検出されている。 

・たばこ産業が発表した報告では、紙巻たばこから加熱式たばこに切り替えると、有害物質

の曝露に関する腫瘍バイオマーカーが減少する。しかしながら、禁煙した人よりは有意に高

いレベルであり、かつ多くの心疾患や他の疾患のバイオマーカーについてはベースライン

レベルを下回っていない。このことは、加熱式たばこが紙巻たばこと類似した心血管毒性を

有することを示唆している。 

・加熱式たばこのリスク低減や健康被害の低減の主張を裏づけるには、科学的証拠が不十分

である。いくつかの肺疾患や心血管疾患の指標に改善が見られない上に、紙巻と加熱の二重

喫煙者の割合も高い。それ故に、加熱式たばこは喫煙関連の慢性疾患の減少に有効でない可

能性がある。 

・紙巻たばこの完全な代替として機能するかどうかは、まだ決定的な証拠がない。 

 

③ 第 10 回締約国会議（2024 年 2 月） 
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パナマ市で 2024 年 2 月に開催されたたばこ規制枠組条約第 10 回締約国会議（FCTC 

COP10）においても、世界保健機関（WHO）より報告書が提出された 5）。第９回締約国会

議（上述②）の報告内容を更新、発展させた内容となっており、主に次の内容が加わった。 

・加熱式たばこのエビデンスが限られており、ほとんどがたばこ会社によって行われたもの

であることに留意する必要がある。40 の臨床試験のうち、29 はたばこ産業関連であり、こ

れらはたばこ規制政策の根拠にはならない。 

・2022 年 12 月 31 日時点で、加熱式たばこの販売禁止は 19 か国、何らかの規制 69 か国

（うち、たばこ製品として規制：16 か国、新規製品として規制：29 か国、電子たばことし

て規制：5 か国、無煙たばことして規制：10 か国）である。加熱式たばこについては、ほと

んどの国が紙巻たばこより低い税率で課税しているが、価格はほとんどの国で紙巻たばこ

と同等以上となっている。 

・禁煙場所で加熱式たばこの使用を禁止：57 か国 

・たばこスティックに健康警告の表示要件：46 か国 

・紙巻たばこと同じたばこ広告・販売促進・後援活動（TAPS）規制を適用：67 か国 

 

（４）国内の規制 

①たばこ事業法 

加熱式たばこも、紙巻たばこと同様にたばこ事業法における「製造たばこ」に該当する 6）。

発売開始当初は、加熱式たばこに対する税金は紙巻たばこよりも低い設定となっていたが、

段階的に引き上げられ、紙巻たばこと同等の税率とすることが決まっている 7）。 

パッケージの警告表示（たばこ事業法では「注意文言」とされている）は、たばこ事業法

の細則改正以降、加熱式たばこの健康影響に関する認識を取りまとめた内容の記載が求め

られている 8）。 

 

②健康増進法 

改正健康増進法において、加熱式たばこも規制対象となっており、決められた場所以外で

の喫煙は禁止された 9）。 

第二種施設では、経過措置として「加熱式たばこ専用喫煙室」の設置が認められている。

「喫煙専用室」は、飲食等の喫煙以外の使用ができない場所であるのに対して、「加熱式た

ばこ専用喫煙室」では飲食等を行うことも可能とされている。  

 

引用文献 

1. World Health Organization. Heated tobacco products (HTPs) Information sheet. 

WHO/NM H/PND /17.6. 2018  

2. World Health Organization. Heated Tobacco Products Information sheet 2nd edition. 

WHO/HEP /HPR/2020.2. 2020 
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Decision FCTC/COP8(22) Novel and emerging tobacco products. 2018 

4. Conference of the Parties to the WHO Framework Convention on Tobacco Control. 

Comprehensive report on research and evidence on novel and emerging tobacco 

products, in particular heated tobacco products, in response to paragraphs 2(a)–(d) of 

decision FCTC/COP8(22) Report by the World Health Organization FCTC/COP/9/9. 

2021 

5. Conference of the Parties to the WHO Framework Convention on Tobacco Control. 

Comprehensive report on research and evidence on novel and emerging tobacco 

products, in particular heated tobacco products, in response to paragraphs 2(a)–(d) of 

decision FCTC/COP8(22) Report by the World Health Organization 

FCTC/COP/10/10. 2023 

6. たばこ事業法（昭和五十九年法律第六十八号） 

7. 国税庁 加熱式たばこに係る課税方式の見直しについて（～令和８年３月 31 日）

https://www.nta.go.jp/information/other/data/h29/tabacco/03.htm （2026 年 3 月

31 日閲覧） 

8. たばこ事業法施行規則の一部を改正する省令（令和三年財務省令第四十号） 

9. 健康増進法の一部を改正する法律（平成三十年法律第七十八号） 
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第 2 章 使用実態とユーザー動向  

 

2.1 国内外の使用率  

  

（１）概要 

 国内外における加熱式たばこの市場拡大経緯については第 1 章 1.1 に詳述したとおりで

あるが、本節ではその使用実態に焦点を当てる。国内の喫煙者は紙巻たばこ喫煙者、若年

層及び男性に多い。また、家庭内や公共の場での屋内使用が多く、改正健康増進法施行後

もその傾向は継続している。一方、国外においても加熱式たばこの市場は拡大している

が、使用率には地域差があり、日本及び韓国で特に高い。また、多くの国で若年層を中心

とした普及と多製品使用が認められる。 

 

（２）国内の知見 

・使用率について 

日本における加熱式たばこの使用率は、2015 年から 2019 年にかけて急速に増加した 1-

3)。田淵らのインターネット調査「日本における社会と新型タバコに関するインターネット

調査研究プロジェクト（以下、JASTIS 研究）」によれば、加熱式たばこ使用率は 2015 年の

0.2%から急速に増加して 2019 年には 10%以上に達し 4)、その後 2020 年に 10.9%5)、2023

年に 12.4%6)に達したと報告されている。その他、International Tobacco Control (ITC) Japan 

Survey において、2018 年の使用率は 2.7%であったと報告されている 7)。スコーピングレ

ビューによると、これら公的機関が資金提供した推計は、業界が資金提供した研究による加

熱式たばこ使用状況と概ね一致していると報告されている(1)。ただし、重みづけ解析なしの

インターネット調査ではこれより高い値が示され 8)、訪問調査ではこれより低い値が示され

ており 9)、調査対象及び手法による差異が認められる。なお国民健康・栄養調査（令和６年

（2024 年））によれば、成人の現在喫煙者は 14.8％（男性 24.5%、女性 6.5%）であり、そ

のうち男性 41.4%、女性 44.2%が加熱式たばこを使用している 10)。 

 

・喫煙者の特性について 

加熱式たばこ喫煙者の特性として、紙巻たばこ喫煙者が多いことが複数の研究で指摘さ

れている 7, 11-14)。加熱式たばこ使用の普及が紙巻たばこ使用の減少に寄与した可能性も示唆

されている 1)。紙巻たばこを含め、他製品との併用については 2.2 で詳述する。 

さらに、加熱式たばこの喫煙者特性として、若年層（40 歳未満）、男性において使用率が

高いことが複数の研究で示されている 9, 12, 15)。高所得者 7, 15)、事務職 16)に多い傾向を示す研

究もある。ただし、加熱式たばこの普及前後で、あらゆる属性（性、年齢、教育歴、家族構

成、主観的健康観、地域剥奪指数）で使用が増加したことが報告されている 17)。 

特定集団においては、慢性疾患患者を対象とした研究 18)で加熱式たばこ使用率が 0.1%未
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満と低く、中学生・高校生における使用率は 1–2%程度と報告されている 19)。医療従事者を

対象とした研究では、歯科医師において 8.5%に加熱式たばこ使用がみられ 11)、医師（40 歳

未満）においては 1.9%と報告されている 20)。 

使用場所について、加熱式たばこは屋内での使用が多い。JASTIS 研究によれば家庭内に

おける日常的な使用が約半数、月 1 回以上の使用が約 7 割にみられる 6)。改正健康増進法施

行前は、加熱式たばこ喫煙者の半数が職場で喫煙していたという報告がある 21)。さらに改

正健康増進法施行後は、加熱式たばこの屋内使用は減少したが、その割合は依然として高水

準であった（レストラン・カフェで 62.2％→29.1%、バー・居酒屋で 84.8%→49.9%、職場

で 40.2%→35.1%）22)。一方、家庭内では施行前後で変化はみられず（75.4%→73.0%）、ま

た禁煙場所における加熱式たばこ使用は有意に増加していた（26.3%→33.3%）22) 。 

 

（３）国外の知見 

・使用率について 

加熱式たばこの使用率は国によって大きく異なる。日本と韓国で最も急速で持続的な普

及が見られる一方で、その他の国では使用率は低いものの徐々に増加傾向にある。2023 年

の系統的レビューでは、西太平洋地域（香港、日本、韓国、台湾）及び欧州の 4 カ国におい

て、2015 年から 2020 年にかけて加熱式たばこ使用率が上昇したことが確認されている 23)。 

 

韓国 

韓国では、2017 年に加熱式たばこが導入され急速に普及した。2022 年時点の使用率は

5.9%（男性 9.2% vs 女性 2.4%）、青少年では 2.3%（男子 3.2% vs 女子 1.3%）と報告され

ている 24)。 

Kim らの報告によれば、韓国において若年成人の加熱式たばこ使用率が 19-49 歳で 6.8-

7.9％であり、50 歳以上の 0.6％と比較して有意に高い。また他製品との併用が主流であり、

約 90％が紙巻たばこまたは電子たばこを併用している 25)。 

 

EU 

2024 年の欧州委員会報告書 26)によると、成人における現在の加熱式たばこの日常使用率

はポルトガル（4.8%）、リトアニア（4%）、 キプロス（3.4％）、チェコ共和国（3.3％）、イ

タリア（3.2％）、スロバキア（2.7％）とされている。 

欧州の学校調査（2019 年）23)では、16 歳における加熱式たばこ使用率に顕著な差異が認

められる：ブルガリア（現在使用 13%）、チェコ（6.2%）、ルーマニア（4.1%）、スロバキア

（4.2%）、ドイツ（1.3%）、ギリシャ（1.8%）。東アジアとは異なり、性差は小さいか、国に

よっては女性で高い傾向もみられる（例：ブルガリアでは女子 15％に対し男子 10％と女子

の方が高い）。 

2017-18 年の調査では、欧州 11 カ国の参加者の 1.8%が加熱式たばこを過去に使用した
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ことがあり（最高値はギリシャ）、0.1%が現在使用中であった 27)。さらに、2020 年の欧州

28 カ国の全国調査（Eurobarometer）では、6.5%（95% CI: 6.1-7.0）が加熱式たばこを一

度は使用したことがあり（最高値はチェコ共和国の約 15%）、1.3%（1.1%-1.5%）が現在喫

煙者、0.7%（0.6%～0.9%）が日常喫煙者であった 28)。 

イタリアにおける 2019 年の加熱式たばこ使用率は 1.1%であった 29)が、2024 年には 4.5%

（95% CI: 3.7-5.2）と、一貫した上昇傾向を示したことが報告されている 30)。Scala ら 30)

は、年齢別では 15～49 歳の成人で最も高く（9.3%）、年齢とともに低下するとしている（65

歳以上では 0.3%）。性差は小さいものの、男性でやや高い（2019 年：男性 1.5% vs 女性

0.7%29)；2021 年：男性 5% vs 女性 4%）。特筆すべきは、現在加熱式たばこ喫煙者の 92.5%

（95% CI: 88.1-96.8）が紙巻たばこ喫煙者である点であり、併用が広く普及していることを

示している。 

ロシアでは、2017-18 年の全国調査で人口の 3.3% が 加熱式たばこを使用していると報

告されている（男性 4.2%、女性 2.2%、最年少層である 18～24 歳では 6.8%）31)。 

ドイツでは、2016 年に加熱式たばこが発売された。全国調査による加熱式たばこ使用率

は、2018 年の 0.1%（95% CI: <0.01-0.35%）から 2023 年には 1.0%（95% CI:0.62-1.52%）

に増加している 32)。また、同調査では、男性（61.2%）、若年層（特に 25～64 歳：34.3-41.8%）、

都市部居住者（43.7%）で高く、加熱式たばこ喫煙者の 74%が紙巻たばこと併用しているこ

とが示されている。 

ポーランドにおける 2022 年の調査 33)では、回答者の 4.0%が加熱式たばこを毎日使用し

ており、女性（5.1%）の使用率が男性（2.9%）より高かった。また 30～49 歳（6.1%～7.0%）

で高かった。 

 

英国 

英国では、Brose らが 2017 年時点の加熱式たばこ使用率を 0.82%（0.66-0.98%）と報告し

ており 34)、2019 年時点の調査では 3.2%に増加していた 35)。さらに、同調査によれば、18

～34 歳の若年層でより高い使用率が示されており（2018 年 1.22-1.9%； 2021 年 6.5-6.7%）、

性差はあまり見られなかった（2018 年：女性 0.86 vs 男性 0.79 ； 2021 年：男性 3.5% vs 

女性 2.9%）35)。また、紙巻たばことの併用は 1.7％であり、紙巻たばこ・電子たばことの多

製品使用は 8.6％であった 35)。 

 

米国 

米国における加熱式たばこ使用率は比較的低い水準にとどまっている。Nyman らによれば、

2016－17 年にかけて、米国の加熱式たばこ使用率は 0.5%（0.4-0.7%）から 1.1%（0.8-1.5%）

へと 2 倍に増加した 36)。同調査によれば、男女の使用は同程度（0.8%）であり、若年成人

（18-44 歳）では高かった（1.2-1.5%）。さらに加熱式たばこの現在喫煙者のうち、紙巻た

ばことの併用者は 3.1%（2.3-4.2%）であった。その後、2021 年時点のオンライン調査では
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21 歳以上の成人の 3%が加熱式たばこを使用していた 37)。2021 年の米国成人 4 万人超を対

象とした調査では、8.6％以上が加熱式たばこの存在を認知していた（認知度は若年層・男

性・紙巻たばこ喫煙者・電子たばこ喫煙者に高い）が、使用経験があると報告したのはわず

か 0.51％であった 38)。米国の全国調査では、中学生・高校生の 0.7%が過去 30 日間に加熱

式たばこを使用したと報告していた 39)。 

 

・使用者の特性について 

年齢 

複数の研究において、若年成人は加熱式たばこを利用する傾向が強い。カナダ、英国、米

国、オーストラリアの 4 か国を対象とした ITC 調査では、現在の加熱式たばこ喫煙者の平

均年齢は約 31 歳で、加熱式たばこを喫煙していない喫煙者（紙巻きたばこ喫煙者、電子た

ばこ喫煙者）（平均約 44 歳）よりも有意に若かった。これは加熱式たばこ使用が中高年層よ

りも若年層で一般的であることを示唆している(40)。この傾向は日本 4)、韓国 25)、イタリア

30)、英国 35)、米国 36)でも明らかである。 

 

性別 

韓国と日本では、男性は女性よりも加熱式たばこを使用する傾向が強く、性差が顕著であ

る。他の地域でも男性の使用が女性よりもやや多いとする報告は複数あり、カナダ、英国、

米国、オーストラリアの 4 か国を対象とした ITC 調査（対象者の約半数が女性）では、男

性が加熱式たばこ喫煙者の約 3 分の 2 を占めていた 40)。ドイツでも加熱式たばこ使用経験

者のうち男性が 61%を占めていた(32)。欧州では性差が小さい地域もあり、一部の地域（ブ

ルガリアの青少年）では女性で男性よりも高い使用率が報告されている 23)。 

 

（４）結論 

日本では世界に先駆けて加熱式たばこが発売され、急速に普及が進み現在も使用率の増

加が報告されている。加熱式たばこ喫煙者は若年層及び男性に多く紙巻たばことの併用が

一般的であり、屋内使用も広く認められる。国外においても市場が拡大しており、若年層を

中心に使用が報告されているが、普及には地域差がみられ日本は韓国と並んで使用率が高

い国の一つである。引き続き加熱式たばこ使用状況のモニタリングが必要である。 
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2.2 多製品喫煙者の傾向  

  

（１）概要  

 多製品使用とは、一定期間内に 2 種類以上のたばこ・ニコチン製品を使用する状態を指

す。用語として、二重使用（dual use）のほか、三重使用（triple use）や多製品使用（poly 

use, multiple product use）が用いられている 1-5)。特に健康影響評価において、加熱式たば

こと紙巻たばことの二重使用は、加熱式たばこ単独使用とは独立して扱う解析が重要であ

る。さらに、多製品使用の結果を解釈する上で、Issabakhsh らは先行研究のたばこ製品使用

の定義や頻度の測定方法が研究間で異なる点を指摘しており 6)、結果の解釈においては留意

が必要である。  

国内外の研究では、紙巻たばこと加熱式たばこを併用する二重使用が一定割合存在するこ

とが示されている 1-6,14,15,27-36）。また、加熱式たばこの単独喫煙者と比較して、多製品喫煙者

では臭気や煙の少なさを理由に、規制環境下で加熱式たばこを使用する「ステルス使用」（周

囲に気づかれない形での使用）が多いことも示されている 7)。  

たばこ産業による研究では、加熱式たばこを禁煙補助やハームリダクション製品として位

置づけ、二重使用を紙巻たばこから加熱式たばこへの移行（switching）過程と解釈する議論

がみられる 8, 9)。さらに、加熱式たばこ使用が喫煙者に多いことから、非喫煙者にとっての

喫煙のゲートウェイとなる可能性を否定している 8, 9)。一方で、公衆衛生研究では、二重使

用は固定化した使用形態となる可能性や、紙巻たばこ使用の継続を伴うリスクが指摘され

ている 10-14)。研究資金源や立場性を踏まえた解釈が求められる。  
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（２）国内の知見  

・紙巻たばこ  

 国内では、紙巻たばこと加熱式たばこの二重使用の頻度は、加熱式たばこ喫煙者の 3 分の

2 程度であると推定されている 5, 6, 14, 15)。なお、令和６年国民健康・栄養調査において、現

在習慣的にたばこを吸うと回答した者が使用するたばこ製品について、「紙巻たばこのみ」

「加熱式たばこのみ」「紙巻たばこ及び加熱式たばこ」の割合は、男性では、それぞれ 56.9%、

33.0%、8.4%、女性では、それぞれ 55.2%、39.3%、4.8%とされている。研究間でたばこ

製品使用の定義や頻度の測定方法が異なることに留意する必要がある。  

国内の二重喫煙者の特徴として、若年 16)であること、男性 5, 16, 17)であること、飲酒 16, 18)、

低学歴 16)、心理的苦痛 16)が多いこと、自覚的健康度 19)が低いこと、雇用形態による差 17)が

あることが報告されている。また、家庭内での毎日の使用が二重喫煙者では紙巻たばこ単独

喫煙者と比して多く 20)、家庭内での喫煙禁止がないことが二重使用と正の関連を示すとさ

れている 16)。職場においても、二重喫煙者の約 7 割が人の集まる場所や自家用車や自宅の

みで加熱式たばこを使用するなど使い分けをしている実態が報告されている 21)。勤務時間

中（昼食時間を含む）に職場での喫煙が禁止されている勤労者では、禁止ルールがない場合

と比較して、二重使用が少ないことも示されている 22)。一方で、複数の縦断研究において、

紙巻たばことの二重喫煙者で紙巻たばこ禁煙率が低い傾向が示されており 13, 23)、二重使用

が固定化した使用形態である可能性が否定できない。  

これらの結果から、国内の二重喫煙者では家庭や職場等の喫煙ルールによって加熱式たば

こと紙巻たばことを使い分けており、必ずしも紙巻たばこから加熱式たばこへの移行が起

きていないことが示唆される。  

  

・電子たばこ  

 電子たばこと加熱式たばことの併用者も存在する。ただし、日本では電子たばこの使用率

は 4%程度と推計され 24)、使用規模は小さい。日本ではニコチンを含有する電子たばこ製品

の国内販売は制度上規制されているものの、個人輸入による入手が可能である。日本におけ

る電子たばこは、ニコチンを含まない製品が一般販売されており、 欧米諸国で一般的に流

通しているニコチン入り電子たばことは市場構造が異なる。Koyama らは JASTIS 研究で、

電子たばこ喫煙者のうち加熱式たばことの二重喫煙者が 16%、加熱式と紙巻たばことの三

重喫煙者が 14%と推計している 25)。Kuwabara らは戸別訪問調査で、電子たばこの現在使

用が 2%、たばこ製品喫煙者のうち加熱式と紙巻たばことの三重使用が 7%と推計している

5)。  

  

・水たばこ  

 Isaka らの JASTIS 横断研究によれば、日本における水たばこ（シーシャ）の現在使用率
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は約 1.4％と限定的であるが、加熱式たばことの併用が報告されている 26)。同研究では水た

ばこは主として都市部の若年成人において、飲食店等での社交的な場面で使用される傾向

が示唆されており、水たばこ使用は加熱式たばこ喫煙者の 4.7%にみられる。一方で、同研

究では水たばこ使用は電子たばこ喫煙者の 33％にみられ、電子たばことの併用傾向がより

強いことが示唆される。  

  

（3）国外の知見  

 国外において、加熱式たばこ喫煙者の一定割合が多製品を使用していることが複数の研

究で報告されている。韓国からの報告が最も多く、そのほか、米国、イタリア、多国間比較

（カナダ・米国・英国・オーストラリアの 4 か国 ITC 調査）、欧州、台湾、カタール、UAE

から報告がある。ほとんどが横断研究であり、多製品使用の実態把握及び喫煙者特性の記述

が中心である。  

 韓国は日本に次いで加熱式たばこ市場が拡大した国であり、二重使用及び三重使用に関

する研究が比較的多い。韓国では加熱式たばこ喫煙者は紙巻たばこや電子たばこを使用し

ている割合が高く、特に若年層では加熱式たばこ喫煙者の半数から９割が多製品喫煙者で

あると報告されている 1-3, 27)。紙巻たばことの二重使用に関連する要因として、男性、都市

部在住、危険飲酒、性行動、喫煙本数が示されている 3)。なお、加熱式たばこの二重使用及

び三重喫煙者は、紙巻きたばこ単独喫煙者と比較して禁煙意図や禁煙を試みた割合が低い

傾向が示唆されている 1)。一方、紙巻・電子・加熱式たばこの三重使用は加熱式たばこ単独

と比して禁煙を試みた割合が高いという報告もある 12)。  

米国では、加熱式たばこは紙巻たばこ喫煙者や電子たばこ喫煙者に重なって分布している

ことが示されている 4, 28, 29)。Pokhrel らの縦断研究では、大学生の加熱式たばこの使用開始

は電子・紙巻たばこの二重喫煙者と電子たばこ単独喫煙者で多かった 29)。すなわち、加熱

式たばこ単独の新規使用というよりも、既存製品、とくに電子たばことの二重・三重使用と

して追加される傾向がある。  

 イタリアでは加熱式たばこ喫煙者の 7 割が紙巻たばことの二重使用であり 30)、二重及び

多重使用と関連する要因として若年及び高い社会経済的地位が示されている 31)。さらに、

台湾 32)、カタール 33)、ギリシャ 34)、ポーランド 35)、UAE36)からも、加熱式たばこは紙巻た

ばこや電子たばことの二重または三重使用として観察されている。  

以上より、加熱式たばこは多くの国や地域において、紙巻たばこや電子たばことの多製品使

用の一形態として位置づけられる。ただし、多製品使用が一時的移行過程なのか、固定化し

た使用様式なのかについて、前向き研究による検証は乏しい。また、加熱式たばこの販売可

否や市場導入時期が多製品使用構造に影響する可能性があり、国際比較にあたっては制度

背景を踏まえた解釈が不可欠である。  

  

（４）結論  
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 加熱式たばこの多製品使用との関連については、国内では加熱式たばこと紙巻たばこと

の二重使用（dual use）が報告されており、縦断研究を含む複数の研究において、加熱式た

ばこと紙巻たばこの二重使用が固定化する可能性が示唆されている。また、二重喫煙者は、

家庭や職場等の喫煙ルールに応じて加熱式と紙巻たばこを使い分けている実態が複数の横

断研究により示唆されている。国外では、加熱式たばこ喫煙者における多製品使用の割合は

国・研究により異なるものの、韓国では約半数から 9 割、イタリアでは約 7 割が紙巻たば

ことの二重使用と報告されており、他の地域においても加熱式たばこは主として紙巻たば

こや電子たばことの二重または三重使用として観察されている。 

 加熱式たばこの多製品使用の実態、特に紙巻たばこから加熱式たばこの使用形態の移行

や固定化について、引き続き縦断的な評価が求められている。今後の販売規制・価格・市場

環境の変化・喫煙ルールが多製品使用に影響しうることから、持続的なモニタリングが重要

である。   
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 2.3 若年層・未成年の使用実態と健康影響    

  

要約  

若年層・未成年者における加熱式たばこの使用実態や健康影響について、18 歳未満の子

ども・若者を主な対象として文献のレビューを行い、知見を収集した。若年層・未成年にお

ける加熱式たばこの使用実態や健康影響については、国内・国外で 35 の研究が該当した（そ

のうち日本国内の研究は 5 報）。そのほとんどが横断研究ではあるものの、1 万人をこえる

規模の大規模な研究が 25 報あった。若年層・未成年における加熱式たばこの使用率は、国

ごとの規制状況や入手しやすさ、対象集団やその年齢層の違いなどにより、研究によってば

らつきがみられた。若年層・未成年は加熱式たばこを紙巻たばこより健康影響が少ないもの

と捉える傾向にあった。若年層・未成年の加熱式たばこの使用は、喘息などの呼吸器疾患、

アレルギー性鼻炎、アトピー性皮膚炎、自殺念慮や未遂などのリスクを高めることが示唆さ

れた。また、乳幼児による加熱式たばこの金属片の誤飲に関する報告もあった。  

  

（１）概要   
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若年層・未成年における加熱式たばこの使用実態や健康影響については、様々な国で大規

模な横断研究が実施されており、それらのエビデンスについて、文献レビューを行った内容

を報告する。  

 

（２）紙巻たばこに関する知見   

「喫煙と健康 喫煙の健康影響に関する検討会報告書」(2016 年）1）の第 7 節において、

「未成年者への影響」の中で、喫煙開始年齢と健康影響、未成年者の喫煙環境、誤飲事故に

ついて科学的証拠がまとめられている。  

  

喫煙開始年齢と健康影響については、科学的証拠として以下のように判定されている。  

• 科学的証拠は，喫煙開始年齢が若いことと，全死因死亡，がん死亡，循環器疾患死

亡，がん罹患のリスク増加との因果関係を推定するのに十分である（レベル 1）。  

• 喫煙開始年齢が若いことが，喫煙年数や生涯喫煙量と独立して死亡や罹患のリスク

を増加させるかどうかの判断は困難である。しかしながら，喫煙年数が長くなり，

生涯喫煙量が増えることから，より若い年齢で喫煙を開始すべきでないことは明ら

かである。  

  

未成年者の喫煙環境などについては、科学的証拠として以下のように判定されている。  

• 若年者への禁煙支援の有効性についての国内の科学的証拠は十分に蓄積されていな

いが，未成年者への禁煙支援には社会的なサポート体制が重要であることが示唆さ

れている。  

  

誤飲事故については、科学的証拠として以下のように判定されている。  

• 国内の科学的証拠は十分に蓄積されていないが，未成年者への禁煙支援には社会的

なサポート体制が重要であることが示唆されている。  

  

（３）加熱式たばこに関する知見   

 序章に示した複数データベースの網羅的検索により、1190 報の論文が一次レビューの対

象となった。そのうち、「child」「kids」「baby」「youth」「adolescence」というキーワードで

精査し、35 報の論文を二次レビューの対象とした。そのうち、日本人を対象に行われた研

究は 5 報あった。たばこ産業により主導された研究はなかった。   

  

1. 国際的な使用動向  

若年層・未成年において、加熱式たばこの生涯使用経験（過去に 1 度でも使用したことが

ある）や現在使用（主に過去 30 日以内に使用経験がある）の割合について報告した研究は

25 報 2～26）あった。研究が実施された国は米国、韓国、香港、台湾、ポーランド、イタリア、
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カナダなどであった。年齢層は中学生・高校生相当の研究が多かった。国やその対象年齢に

よってその経験者の割合には大きなばらつきがみられた。加熱式たばこの使用と、紙巻たば

こや電子たばこなど、その他のたばこ製品の使用状況や併用などの実態も示されていたが、

これらも大きなばらつきがみられた。  

若年層・未成年における加熱式たばこの使用につながるリスク要因として、紙巻たばこな

どのほかのたばこの利用経験があること 2）、飲酒頻度が高いこと 3）、家族が加熱式たばこを

使っていること 4～5）、親友が喫煙していること 5）、裕福な家庭であること、親の年齢が高い

こと、親の学歴が低いこと 6）、などの影響も示唆されていた。米国の 14708 人を対象とし

たインタビューによるサンプル調査では、加熱式たばこの認識率は 13～17 歳で 25％未満、

18～20 歳で 3 分の 1 未満だった 27）。  

  

2. 国内の使用動向  

国内においては、5 つの研究が特定され、そのうち若年層・未成年において、加熱式たば

この生涯使用経験や現在使用の割合について報告した研究は 3 報 32～34）あった。まず学校を

クラスター単位とする無作為抽出によって中学 1 年～高校 3 年計 64,152 人を対象とした調

査研究では、加熱式たばこの現在喫煙者の割合は 0. 8％、中学生で 0.5％、高校生で 0.9％で

あった。何らかのたばこの現在使用をしている若者のうち、加熱式たばこも使用している者

は 42.6％であった 32～33）。また 1738 人を対象にした質問票を用いた面接調査では、18 歳の

現在使用率は 1.1％、19 歳では 2.6％だった。34）  

  

（４）健康影響に関する知見  

加熱式たばこの喫煙者における健康影響としては、喘息や慢性気管支炎などの呼吸器症

状や、アレルギー性鼻炎、アトピー性皮膚炎のリスクを高めることが示唆されていた 6～8）。

さらに、自殺念慮や自殺未遂などのリスク要因になる可能性も指摘されていた 9,28）。また、

乳幼児における加熱式たばこの金属部品の誤飲の危険性を示す症例報告やケースシリーズ

の研究が国外で 2 報 29～30）、国内で 1 報あった 35)。  

34 報は症例報告からコホート研究などの観察研究であったが、1 報のみ介入研究が特定

された。香港の電話による禁煙支援サービスを利用して禁煙を試みた 579 人の調査では、

その後の実際の加熱式たばこ喫煙者の禁煙率は非喫煙者に比べて有意に低いと報告された

31）。  

 社会的ニコチン依存度（喫煙を美化、正当化し文化性を持つ嗜好として社会に根付いた行

為と認知する心理状態の度合い）について報告した研究では、加熱式たばこの悪影響を認識

している群は非認識群より社会的ニコチン依存度が有意に低いという報告があった 36）  

  

（５）まとめ    

若年層・未成年における加熱式たばこの使用実態の研究については、国内外で計 28 報が
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特定された。しかし、研究ごとに年齢層などの対象集団が異なることや、国によって加熱式

たばこへのアクセスが大きく異なることから、生涯使用経験、現在使用のいずれの割合も大

きなばらつきがあった。  

また、その使用が健康に与える影響としては、呼吸器症状、アトピー性皮膚炎などでも１

～２報の横断研究のみであった。 
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2.4 離脱・禁煙への移行動向 

要約 

 加熱式たばこの喫煙者本人への影響として、禁煙（紙巻たばこからの完全な離脱、及びす

べてのニコチン製品からの離脱）への移行動向について知見を収集した。その結果、加熱式

たばこの使用は禁煙を促進するものではなく、むしろ禁煙の成功確率を低下させたり、禁煙

への意欲や試みを阻害したりする負の影響があることが一貫して示された。さらに、すでに

禁煙していた元喫煙者の再喫煙を引き起こすリスクも確認された。 

 

（１）概要 

 加熱式たばこは、紙巻たばこに代わるより害の少ない選択肢として市場に普及しており、

多くの喫煙者が「禁煙へのステップ」や「減煙」を目的として加熱式たばこを使用している

実態がある。しかし、加熱式たばこへの移行が実際に禁煙（すべてのたばこ製品の使用を完

全にやめること、あるいは少なくとも紙巻たばこの使用をやめること）につながるのか、あ

るいは逆に禁煙を遠ざけてしまうのかについては、公衆衛生上の重要な課題となっている。

本節では、加熱式たばこの使用が禁煙や再喫煙に及ぼす影響について国内外の最新の知見

を整理する。 

 

(２) 加熱式たばこに関する知見 

10 報の論文が二次レビューの対象となった。そのうち、日本の国内データを用いた研究

は 3 報であった。 

１．国際的な知見 

国際的な研究の多くは、「紙巻たばこの禁煙」をアウトカムとして評価している。 Tattan-

Birch らはコクランレビューにおいて、禁煙に対する加熱式たばこの有効性を直接評価した

ランダム化比較試験（RCT）は現時点で存在せず、禁煙補助としての有効性は不確実である

と指摘している 1）。一方で、観察研究を統合した Scala らのシステマティックレビューでは、

現在の喫煙者が加熱式たばこを使用した場合、非喫煙者に比べて紙巻たばこを禁煙できる

確率が有意に低く（プールオッズ比 0.84）、加熱式たばこは効果的な禁煙ツールではないこ

とが示されている 2）。 また、イタリアの成人を対象とした前向きコホート研究 3）において、
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現在の喫煙者が加熱式たばこを使用すると紙巻たばこの喫煙を継続するリスクが 1.17 倍高

くなり、元喫煙者が加熱式たばこを使用すると再喫煙のリスクが 3.32 倍に上昇することが

縦断的に確認されている。 

アジア圏の疫学研究でも同様の傾向が確認されている。香港の若年喫煙者を対象とした

前向きコホート研究 4）では、加熱式たばこ喫煙者は非喫煙者に比べて 6 か月後の紙巻たば

こ禁煙成功率が有意に低く（調整相対リスク 0.47）、加熱式たばこを禁煙補助として推奨す

べきではないと結論づけている。香港の成人喫煙者を対象とした別の前向き研究 5）でも、

加熱式たばこ使用は 6 ヶ月後の紙巻たばこ禁煙と有意な関連を示さなかった。韓国におけ

る横断調査においても、Won ら 6）は加熱式たばこ単独喫煙者は紙巻たばこ単独喫煙者に比

べて将来の禁煙計画が少なく（調整オッズ比 0.398）、過去 1 年間の禁煙の試みも少ないこ

とから、加熱式たばこ喫煙者の禁煙への動機づけそのものが低いことを報告している。また、

Kim ら 7）は生涯喫煙者のうち、加熱式たばこ喫煙者が元喫煙者であるオッズ比は 0.19 と非

常に低く、これは、加熱式たばこを喫煙している者は、喫煙していない者に比べて、紙巻た

ばこを完全にやめている可能性（禁煙成功率）が著しく低いことを意味している。 

 

２．国内の知見 

日本国内の研究では、「紙巻たばこの禁煙」に加えて、「完全禁煙」を評価した研究が報告

されている。Kanai ら 8）は、日本の職場の喫煙者を対象とした介入研究において、加熱式た

ばこ喫煙者（単独及び紙巻との併用）は紙巻たばこのみの喫煙者に比べて完全禁煙の確率が

低い（相対リスク 0.77）ことを初めて前向きに示した。一方、大規模インターネット調査

（JASTIS 研究コホート）を用いた Odani ら 9）の縦断研究では、加熱式たばこ使用は 1 ヶ

月以上の紙巻たばこ禁煙率の低下（調整有病割合比）と関連していないことが判明した。さ

らに同研究は、元喫煙者においては加熱式たばこの使用が紙巻たばこの再喫煙のリスクを

増加させる（調整有病割合比 1.54）ことも示している。同じく JASTIS 研究コホートを用

いた Ukai ら 10）の研究では、加熱式たばこと紙巻たばこの併用者（相対リスク 0.49）、及び

加熱式たばこを日常的に確立して使用している単独喫煙者（相対リスク 0.57）は、完全な

禁煙確率も低下傾向にあり、全体として加熱式たばこの使用は禁煙率の向上にはつながら

ないことが報告されている。 

 

（３）まとめ  

離脱・禁煙と加熱式たばこの使用との関連については、国際的及び国内の大規模な前向

きコホート研究、横断研究、システマティックレビューが存在する。これらの結果の一致

性は高く、加熱式たばこの使用は「紙巻たばこからの禁煙」及び「すべてのたばこ・ニコ

チン製品からの完全禁煙」のいずれをも促進せず、むしろ成功を妨げる（負の影響がある）

ことが一貫して示されている。また、禁煙への意図や試み自体を低下させることも示唆さ

れている。 さらに、日本とイタリアで行われた複数の前向きコホート研究から、加熱式た
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ばこは「紙巻たばこを禁煙した者の再喫煙」を誘発する重大なリスク要因であることが共

通して証明されている。現時点で、加熱式たばこが紙巻たばこの禁煙や完全禁煙の補助と

して有効であることを示す質の高い証拠は見当たらない。ただし、これらの研究では、加

熱式たばこが、もともと禁煙の目的で使われていたわけではないことに注意が必要である。 
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第 3 章 有害化学物質と曝露評価  

  

3.1 主流煙の捕集法と喫煙行動の影響  

 

（１）概要 

加熱式たばこ主流煙の化学分析では、ISO 法よりも実態に近い HCI 法が国際的に支持さ

れるが、日本の紙巻たばこ表示には依然 ISO 法が用いられ過小評価が指摘される。HCI 法

を加熱式たばこへ適用する際は装置仕様により吸煙回数が異なる点に留意が必要である。

実測では加熱式喫煙者の総吸煙量が紙巻きを上回り、補償喫煙的な吸引行動が示唆される。

日本人喫煙者の実態に即した喫煙条件の再検討と、HCI 法に基づく統一的分析が不可欠で

ある。 

 

（２）主流煙分析の動向 

たばこ主流煙及び副流煙の化学分析においては、専用の自動喫煙装置が用いられるが、分

析結果は設定される「喫煙法（標準喫煙条件）」によって捕集される成分量が大きく変動す

る。現在、主要な規格として ISO 法とヘルスカナダ（HCI）法の 2 種類が存在する。日本

の紙巻たばこパッケージに記載されるタール・ニコチン量の算出に用いられる ISO 法は、

吸煙量 35 mL、吸煙間隔 60 秒、吸い口の通気孔を開放する条件であり、分析値が過小に算

出される傾向にある 1)。一方、HCI 法は、吸煙量 55 mL、吸煙間隔 30 秒、通気孔を全閉す

る条件であり、より喫煙者の実態に近い喫煙状況を想定している 2,3)。 WHO はより実態に

近い HCI 法を支持してきたが、いまだに日本の紙巻たばこパッケージの算出には、分析値

が過小に算出される傾向にある ISO 法が採用され続けている。実例として喫煙法による分

析値の変動について、過去に国内で販売されていた「マイルドセブン・ワン」を例に挙げる。

同製品のパッケージ表示値はニコチン 0.1 mg・タール 1 mg（ISO 法）であったが、これを

HCI 法で分析した結果ではニコチン 0.97 mg・タール 13.80 mg に達したことが報告されて

いる 4)。また、喫煙者の実態調査においても、製品の表示値が吸煙行動を変化させることが

示唆されている。日本人喫煙者 100 名を対象とした調査では、平均吸煙量は 54.8 mL であ

ったが、ニコチン表示量が低い銘柄（0.1 mg）を使用する喫煙者ほど 1 回の吸煙量が多くな

る（64.6 mL）という「補償喫煙」の傾向が確認されている 5)。  

加熱式たばこのデータ分析や比較においては、HCI 法が採用されることが増えている。

加熱式たばこの分析において HCI 法を適用する際は、加熱装置ごとの「使用可能時間」と

「吸煙回数」の関係が重要な課題となる。例えば、使用時間が 6 分間に設定されている IQOS

では HCI 法に基づき 1 本あたり 12 回の吸煙が行われるが、使用時間が 3 分間の glo HYPER 

pro（ブーストモード）では 1 本あたり 7 回となる。このように、加熱装置の仕様に依存し

て総吸煙回数が規定されるため、分析値の解釈には注意を要する。  

実際の加熱式たばこ喫煙者の吸煙量を調査した研究によれば、機械的な分析条件と実態
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には依然として乖離が見られた。紙巻たばこの 1 本当たりの総吸煙量が 522.41 mL である

のに対し、加熱式たばこは 897.73 mL に達し、1 回の吸煙量も有意に多いことが報告され

ている 6)。これは、加熱式たばこ喫煙者が紙巻たばこよりも多くのエアロゾルを吸引してい

る実態を示唆している。その理由としては、加熱式たばこ喫煙者は、紙巻たばこと近い吸引

回数のなかで十分な満足感やエアロゾルを得るために、無意識のうちに 1 回あたりの吸い

込み量を増やし、より集中的に吸入していた 6, 7）。しかし、加熱式たばこの喫煙行動に関す

る知見は限定的である。特に複数の加熱式たばこ製品が流通する日本市場においては、日本

人喫煙者の実態調査に基づいた適切な喫煙条件の再検討が不可欠である。以上のことから、 

HCI 法を採用し、吸煙回数を固定することによって分析し、各たばこ製品と比較すること

が重要である。  
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3.2 主流煙の分析 

 

3.2.1  加熱式たばこの主流煙分析結果（公衆衛生機関の分析結果） 

 

（１）概要 

 国内流通の加熱式たばこ 3 製品と紙巻たばこを統一条件（HCI 法・12 回吸煙）で比較し

た結果、有害化学物質の低減効果は成分により大きく異なることが示された。CO、PAH 類、

芳香族アミン類、フェノール類などの燃焼由来成分は一貫した大幅な低減が確認された一

方、アクリルアミドや TSNAs 類は加熱式たばこの最大値が紙巻たばこの最小値を上回り、

低減効果は限定的であった。さらにプロピレングリコール、グリセロール、フルフラール等

は加熱式たばこで同等以上の発生量を示し、たばこ産業による「約 90%低減」との一括的

主張は科学的に妥当ではないことが明らかとなった。 

 

（２） 成分分析結果の動向 

たばこ産業による、加熱式たばこの有害化学物質に関する既存研究の多くは、国際標準紙

巻たばこを比較対象として用いており、その結果に基づいて「紙巻たばこと比較して有害成

分が約 90%低減される」との主張がされている。しかしながら、国際標準紙巻たばこはあ

くまでも試験・研究目的に製造された統一規格品であり、各国市場で実際に流通・消費され

ている銘柄の特性とは必ずしも一致しない。 

日本国内においては、PMI が販売する IQOS、BAT ジャパン合同会社が販売する glo、JT

が販売する Ploom の 3 製品が加熱式たばこ市場を形成している。一方、比較対象となる紙

巻たばこについても、国内で流通する銘柄は標準紙巻たばことはタール量、ニコチン含量、

たばこ葉のブレンド構成において相違がある。これらの差異が有害化学物質の発生量の評

価に影響を与える可能性がある。 

以上の背景を踏まえ、日本国内で実際に販売されている加熱式たばこ製品と紙巻たばこを

対象として、主要有害化学物質の定量分析結果を示す。これにより、国内市場における実態

に即した比較評価を行うことを目的とする。厚生労働科学研究費補助金による研究では、国

内紙巻たばこ売上上位 20 銘柄の実測値を比較基準として採用し、ニコチン、一酸化炭素、

アクリルアミド、たばこ特異的ニトロソアミン類（TSNAs）4 成分（NNK、NNN、NAT、

NAB）、及び多環芳香族炭化水素類（PAH）について、加熱式たばこ 3 製品（IQOS ILUMA、

glo Hyper PRO、Ploom X ADVANCED）の約 50 銘柄との成分量範囲を調査した。なお、

その際の喫煙法は HCI 法、吸煙回数は 12 の設定を統一し比較を行なっている。 

 

成分結果 

厚生労働科学研究費補助金による研究によって定量分析を実施した加熱式たばこ及び紙巻

たばこの主要有害化学物質等の測定結果（最小値及び最大値の範囲）を Table 1、2 に示す。 
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ニコチン及び一酸化炭素（CO）1） 

ニコチン量は、加熱式たばこは 0.29～2.76 mg/本であったのに対し、紙巻たばこが 0.89～

3.53 mg/本であった。両者の範囲は部分的に重複しており、銘柄の組み合わせによってはニ

コチン量に顕著な差が生じない場合も示唆された。 

一方、一酸化炭素（CO）については、加熱式たばこは検出限界未満（n.d.）～0.55 mg/本

にとどまったのに対し、紙巻たばこが 11.2～35.95 mg/本であった。加熱式たばこにおける

CO 発生量は、紙巻たばこの最小値と比較しても約 20 分の 1 以下であり、測定した全成分

のなかで最も明確な低減が認められた成分であった。一方で、加熱式たばこからも CO が

発生することが確認された。これはたばこ葉の燃焼を伴わない加熱方式に起因するものと

考えられる。 

  

アクリルアミド２） 

アクリルアミド量は、加熱式たばこは 151～6,431 ng/本であったのに対し、紙巻たばこが

3,215～11,671 ng/本であった。加熱式たばこの測定値範囲の下限は紙巻たばこを大幅に下

回るものの、加熱式たばこの最大値（6,431 ng/本）は紙巻たばこの最小値（3,215 ng/本）

を上回った。この結果は、比較対象となる銘柄の組み合わせによっては、加熱式たばこが紙

巻たばこと同等またはそれを上回る量のアクリルアミドを発生させる可能性があることを

示している。 

  

たばこ特異的ニトロソアミン類（TSNAs）１） 

TSNAs 総量は、加熱式たばこが 4.24～130 ng/本、紙巻たばこが 84.7～898 ng/本であっ

た。対象とした 4 成分（NNK、 NNN、 NAT、NAB）の個別測定結果を以下に示す。 

NNK は加熱式たばこが 0.11～30.0 ng/本、紙巻たばこが 18.7～266 ng/本、NNN は加熱

式たばこが 0.90～43.0 ng/本、紙巻たばこが 26.9～336 ng/本、NAT は加熱式たばこが 1.94

～65.4 ng/本、紙巻たばこが 10.5～194 ng/本、NAB は加熱式たばこが 0.01～12.3 ng/本、

紙巻たばこが 5.83～265 ng/本であった。 

4 成分すべてにおいて、加熱式たばこの最大値が紙巻たばこの最小値を上回る結果が得ら

れた。特に NNN や NAT については、加熱式たばこの中で分析値が高くに出る銘柄と、紙

巻たばこの分析値の中で低く出る銘柄を比べると、両者の成分量にあまり差がない。つまり、

どの銘柄を比較するかによっては、加熱式たばこに切り替えても有害化学物質を減らす効

果が十分に得られない可能性がある。 

  

多環芳香族炭化水素類（PAHs）３） 

PAHs 総量は、加熱式たばこは 9.97～203 ng/本であったのに対し、紙巻たばこが 1,398～

10,129 ng/本であり、全体として紙巻たばこと比較すると、顕著な発生量の低減が認められ
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た。主要個別成分についても、Naphthalene は加熱式たばこが 1.08～9.18 ng/本に対し紙巻

たばこが 366～3,348 ng/本、Benzo[a]pyrene は加熱式たばこが n.d.～1.21 ng/本に対し紙

巻たばこが 4.25～26.1 ng/本、Fluoranthene は加熱式たばこが 0.39～22.0 ng/本に対し紙巻

た ば こ が 50.7 ～ 215 ng/ 本 で あ っ た 。 5-MethylChrysene 、 3-Methylcholanthrene 、

Dibenzo[a,i]pyrene、Dibenzo[a,h]pyrene を含む一部の成分については、加熱式たばこにお

いて全銘柄が検出限界未満（n.d.）であった。PAH 類は CO と並んで加熱式たばこにおけ

る低減効果が最も明確に確認された成分群であるが、加熱式たばこ主流煙にも含まれてい

ることが確認された。燃焼を伴わない加熱方式による有機物の不完全燃焼産物の抑制を反

映しているものと考えられる。 

  

芳香族アミン類 4, 5） 

芳香族アミン類 20 成分の測定結果を Table 2 に示す。aniline は加熱式たばこで全銘柄が

検出限界未満（n.d.）であったのに対し、紙巻たばこでは 316～1,188 ng/本と高い発生量が

確認された。o-toluidine は加熱式たばこが 0.14～3.57 ng/本、紙巻たばこが 30.3～115 ng/

本であった。ナフチルアミン類については、1-naphthylamine が加熱式たばこ 0.002～0.35 

ng/本に対し紙巻たばこ 17.9～62.7 ng/本、2-naphthylamine が加熱式たばこ 0.001～0.03 

ng/本に対し紙巻たばこ 2.93～10.0 ng/本であった。国際がん研究機関（IARC）による発が

ん性分類で Group 1（人に対して発がん性がある）に分類されている 4-aminobiphenyl 及び

2-naphthylamine については、加熱式たばこにおいて検出限界未満または極めて低値を示し

た銘柄が多く認められた。 

一方、2-methyl-1-naphthylamine については、加熱式たばこの最大値（2.86 ng/本）が紙巻

たばこの最小値（2.89 ng/本）にほぼ匹敵する結果が得られており、当該成分については銘

柄の組み合わせによっては加熱式たばこと紙巻たばこの差が縮小する可能性が示された。

全体として、芳香族アミン類は加熱式たばこにおいて国内紙巻たばこと比較して大幅な低

減が確認された成分群であるが、成分ごとに低減の程度には差異が認められた。 

  

フェノール類 6） 

フェノール類 7 成分の測定結果を Table 2 に示す。Hydroquinone は加熱式たばこが 0.40～

9.09 μg/本、紙巻たばこが 49.8～322 μg/本、Catechol は加熱式たばこが 1.14～17.71 μg/

本、紙巻たばこが 42.0～235 μg/本、Phenol は加熱式たばこが 0.00～1.54 μg/本、紙巻た

ばこが 3.43～71.4 μg/本であった。クレゾール類（o-、m-、p-Cresol）についても、加熱式

たばこの最大値はそれぞれ 0.04～0.06 μg/本にとどまり、紙巻たばこの最小値（1.17～2.49 

μg/本）を大幅に下回った。 

フェノール類全般にわたって加熱式たばこは国内紙巻たばこと比較して顕著な低減を示

したが、加熱式たばこ銘柄間においても Hydroquinone 及び Catechol の最大値と最小値の

間に 10 倍以上の差が認められており、製品ごとの設計差異が発生量に影響を与えているこ
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とが示唆された。フェノール類は主として燃焼過程における有機物の熱分解産物として生

成されることから、非燃焼式の加熱方式による低減効果が明確に現れた成分群と考えられ

る。 

  

水銀 7） 

 水銀については、加熱式たばこが 0.15～2.80 ng/本、紙巻たばこが 1.60～5.90 ng/本であ

った。他の多くの成分と異なり、加熱式たばこと紙巻たばこの測定値範囲は部分的に重複し

ており、加熱式たばこにおける水銀の低減効果は限定的であることが示された。水銀はたば

こ葉に含有される重金属であり、加熱方式の違いによらずたばこ葉由来の揮発・移行が生じ

ることが要因として考えられる。 

  

グリセロール類、揮発性有機化合物（VOCs）及びカルボニル類８） 

本成分群については、国内紙巻たばこ銘柄ではなく標準紙巻たばこのデータとの比較であ

ることに留意が必要である。 

 加熱式たばこにおいて特徴的な結果として、propylene glycol が 270～6,800 μg/本、

glycerol が 2,700～5,100 μg/本と高い発生量が認められた。これらはたばこスティックに

含まれる加湿剤・エアロゾル形成剤に由来するものと考えられ、標準紙巻たばこ（propylene 

glycol：11.0～28.0 μg/本、glycerol：59.0～1,800 μg/本）と比較して顕著に高値を示した。

また menthol 添加銘柄に由来する menthol 成分が加熱式たばこで 0.41～2,700 μg/本と

広範な範囲を示した一方、標準紙巻たばこでは検出限界未満（<0.01 を設定）であった。 

発がん性が懸念される成分については、1,3-butadiene が加熱式たばこで検出限界未満(n.d.)

～0.21 μg/本に対し標準紙巻たばこが 93.0～110 μg/本、benzene が加熱式たばこで検出

限界未満 (n.d.) ～0.91 μg/本に対し標準紙巻たばこが 93.0～110 μg/本、acrylonitrile が

加熱式たばこで検出限界未満～0.16 μg/本に対し標準紙巻たばこが 21.0～28.0 μg/本と、

いずれも加熱式たばこにおいて大幅な低減が確認された。 
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Table1 加熱式たばこと紙巻たばこの主流煙成分の⽐較１

最小値 最大値 最小値 最大値 参考文献

Nicotine (mg/本） 0.29 2.76 0.89 3.53

Carbon monoxide (mg/本） n.d. 0.55 11.2 35.95

Acrylamide (ng/本） 151 6431 3215 11671 2A

NNK 0.11 30.0 18.7 266 (1, 2) 1

NNN 0.90 43.0 26.9 336 1

NAT 1.94 65.4 10.5 194

NAB 0.01 12.3 5.83 265

Total TSNAs 4.24 130 84.7 898

Naphthalene 1.08 9.18 366 3348 2B

2-methyl-Naphthalene 0.66 16.8 280 2506

1-methyl-Naphthalene 0.49 77.1 289 2472

Acenaphthylene 0.004 5.53 68.0 462

Acenaphthene 0.06 13.6 29.6 159

Fluorene 0.12 7.35 36.5 306

Phenanthrene 1.34 60.3 112 470

Anthracene 0.06 15.9 51.1 239

Fluoranthene 0.39 22.0 50.7 215

Pyrene 0.39 23.1 43.7 209 (3)

7H-Benzo[c ]fluorene 0.01 3.78 6.78 35.1 2B

Benzo[c ]phenanthrene 0.001 1.46 1.73 15.2

Benz[a ]anthracene 0.01 5.11 12.4 63.2 2A

Cyclopenta[cd ]pyrene 0.01 1.72 9.03 98.9 2B

Chrysene 0.05 4.79 11.2 62.0 2B

5-MethylChrysene n.d. n.d. 0.01 8.48 2B

Benz[e ]acephenanthrylene n.d. 1.36 3.88 24.3 2B

Benzo[k ]fluoranthene 0.02 0.71 1.51 9.19 2B

Benzo[j ]fluoranthene 0.01 1.08 2.69 15.0 2B

Benzo[e ]pyrene n.d. 0.88 2.34 15.9

Benzo[a ]pyrene n.d. 1.21 4.25 26.1 1

3-Methylcholanthrene n.d. n.d. 0.61 2.70

Indeno[1,2,3-cd ]pyrene 0.04 0.35 0.21 7.49 2B

Dibenz[a,h ]anthracene 0.03 0.31 0.39 2.07 2A

Benzo[ghi ]perylene n.d. 0.46 0.64 11.5

Dibenzo[a,l] pyrene 0.01 0.01 0.04 1.04 2A

Dibenzo[a,i ]pyrene n.d. n.d. 0.22 0.90 2B

Dibenzo[a,h ]pyrene n.d. n.d. 0.02 1.05 2B

Total PAHs 9.97 203 1398 10129

*IARC 発がん性分類は、その物質ががんを引き起こす証拠の強さを示す。

グループ 1：ヒトに対して発がん性がある、グループ 2A：ヒトに対しておそらく発がん性がある、グループ 2B：ヒトに対して発がん性がある可能性がある。

IARC 発が

ん性分類*

加熱式たばこ 紙巻たばこ

たばこ特異的ニトロソ

アミン類 (ng/本）

多環芳香族炭化水素類

(ng/本）

分析対象化合物
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Table2 加熱式たばこと紙巻たばこの主流煙成分の⽐較2

最小値 最大値 最小値 最大値 参考文献 有害性**

芳香族アミン類 aniline n.d. n.d. 316 1188 2A

(ng/本) o-anisidine 0.05 2.29 2.20 9.37 2A

m-anisidine 0.00 0.32 0.08 4.89

p-anisidine 0.00 0.00 0.19 1.03

o-toluidine 0.14 3.57 30.3 115 1

m-toluidine 0.01 1.15 59.8 318

p-toluidine 0.01 0.80 22.9 95.3

2-ethylaniline 0.01 1.73 13.3 165 (4, 5)

3-ethylaniline 0.005 0.54 8.00 39.5

4-ethylaniline 0.001 1.02 6.79 40.4

2,3-dimethylaniline 0.01 0.40 3.56 11.7

2,4-dimethylaniline 0.01 0.45 4.07 19.8

2,5-dimethylaniline 0.01 0.76 9.41 39.3

2,6-dimethylaniline 0.03 1.63 1.20 16.9 2B

1-naphthylamine 0.002 0.35 17.9 62.7

2-naphthylamine 0.001 0.03 2.93 10.0 1

2-methyl-1-naphthylamine 0.005 2.86 2.89 36.7

2-aminobiphenyl n.d. 0.10 2.55 8.00

3-aminobiphenyl n.d. 0.03 1.95 9.94

4-aminobiphenyl n.d. 0.02 1.52 7.48 1

フェノール類 Hydroquinone 0.40 9.09 49.8 322

(μg/本) Resorcinol 0.01 0.04 1.06 4.95

Catechol 1.14 17.71 42.0 235 2B

Phenol 0.00 1.54 3.43 71.4 (6)

p-Cresol 0.02 0.06 2.49 28.5

m-Cresol 0.02 0.06 1.21 13.2

o-Cresol 0.01 0.04 1.17 14.2

その他 水銀 1.20 2.80 1.60 5.9 (7)

(0.15 Ploom TECH)

VOCs、カルボニル類 1,3-butadiene <0.03 0.21 93.0 110 1

(μg/本) isoprene <0.04 2.80 830 980 2B

acrylonitrile <0.03 0.16 21.0 28.0 1

diacetyl <0.05 75.0 230 330

benzene <0.02 0.91 93.0 110 1

2,5-DMF <0.03 2.10 28.0 87.0

acetol <0.08 260.0 50.0 110 遺伝性疾患のおそれの疑い 等**

propylene glycol 270 6800 11.0 28.0 Hazard classification なし**

toluene 0.27 2.20 160 210

pyridine <0.04 10.0 23.0 34.0 (8) 2B

furfural <0.03 120 54.0 180 飲み込むと有毒　等**

glycerol 2700 5100 59.0 1800 Hazard classificationなし**

menthol 0.41 2700 <0.01 <0.01 皮膚刺激　等**

formaldehyde <0.07 10.0 25.0 42.0 1

acetaldehyde 0.25 260 1200 1500 2B

acetone 0.82 87.0 510 630

acrolein <0.2 8.30 100 130 2A

propanal 0.37 17.0 120 150

crotonaldehyde <0.2 18.0 40.0 51.0 2B

2-butanone <0.2 15.0 160 200

butanal <0.2 30.0 61.0 80.0

benzaldehyde <0.3 6.50 6.40 13.0

i-valeraldehyde <0.3 14.0 51.0 61.0

glyoxal <0.2 7.80 20.0 26.0

methylglyoxal <0.2 37.0 17.0 38.0 飲み込むと有害**

heptanal <0.5 17.0 17.0 22.0

2-nonenal <0.5 74.0 n.d. n.d. 皮膚刺激　等**

ピリジン類 Furfural 2.00 180 86.0

(μg/本) 2-Furanmethanol 0.11 46.0 4.20 2B

2(5H )-Furanone n.d. 14.0 6.60 飲み込むと有害**

5-Methylfurfural 0.35 70.0 12.0 眼•皮膚刺激　等**

Pyridine 0.41 6.10 33.0 2B

2,6-Dimethylpyridine n.d. n.d. 1.50 (9)

2,5-Dimethylpyridine 0.01 0.78 4.00

2-Ethenylpyridine n.d. n.d. 0.59

3-Ethylpyridine n.d. n.d. 1.40

4-Ethenylpyridine 0.65 2.50 6.30

3-Ethenylpyridine n.d. 0.55 3.70

2,3,5-Trimethylpyrazine n.d. n.d. n.d.

Benzyl Alcohol n.d. 1.00 4.20

Linalool
0.02 13.0

0.12
アレルギー性皮膚反応を起こすお

それ**

4-Ethyl guaiacol n.d. n.d. 0.79

Eugenol n.d. 0.10 n.d.

*IARC 発がん性分類は、その物質ががんを引き起こす証拠の強さを示す。

グループ 1：ヒトに対して発がん性がある、グループ 2A：ヒトに対しておそらく発がん性がある、グループ 2B：ヒトに対して発がん性がある可能性がある。

**PubChemに記載のあるGHS危険有害性情報に基づく有害性

※紙巻たばこは、標準紙巻たば

このデータを使用

加熱式たばこ 紙巻たばこ IARC 発が

ん性分類*分析対象化合物

※紙巻たばこは、標準紙巻たば

このデータを使用
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一方、furfural が検出限界未満 (n.d.) ～120 μg/本、acetol が検出限界未満 (n.d.) ～260 

μg/本と加熱式たばこの最大値が標準紙巻たばこの値（54.0～180、50.0～110）に匹敵する、

あるいは上回る成分も確認された。acetaldehyde については、加熱式たばこが 0.25～260 

μg/本、標準紙巻たばこが 1,200～1,500 μg/本であり、全体として低減傾向は認められる

ものの、加熱式たばこの最大値と標準紙巻たばこの最小値との差は他の燃焼由来成分と比

較して小さかった。 

  

ピリジン類・フラン類及びその他の関連成分９） 

 本成分群についても標準紙巻たばこデータとの比較である。Furfural は加熱式たばこが

2.00～180 μg/本、標準紙巻たばこが 86.0 μg/本、5-Methylfurfural は加熱式たばこが 0.35

～70.0 μg/本、標準紙巻たばこが 12.0 μg/本であり、加熱式たばこ高値銘柄においては標

準紙巻たばこの値を上回る発生が認められた。Pyridine は加熱式たばこが 0.41～6.10 μg/

本、標準紙巻たばこが 33.0 μg/本であった。 

  

（３）まとめ 

有害化学物質の低減効果の全体像 

 本調査において加熱式たばこ 3 製品（IQOS ILUMA、glo Hyper PRO、Ploom X 

ADVANCED）と日本国内流通紙巻たばこ（及び標準紙巻たばこ）との間で定量比較を実施

した結果、分析対象とした全成分群を通じて、加熱式たばこにおける有害化学物質の低減効

果は成分によって著しく異なることが明らかとなった。 

低減効果の程度に基づき、分析対象成分を以下の三つに大別することができる。 

 

1. 燃焼由来成分：顕著かつ安定した低減が確認された成分群 

 CO、PAH 類、芳香族アミン類、フェノール類については、加熱式たばこにおいて国内紙

巻たばこと比較して全銘柄にわたり一貫した大幅な低減が確認された。これらはいずれも、

たばこ葉の燃焼過程における不完全燃焼または有機物の熱分解によって生成される成分で

ある。加熱式たばこは燃焼を伴わない加熱方式を採用することから、これら燃焼由来成分の

抑制においては設計どおりの効果が出ていると考えられる。特に CO については加熱式た

ばこの全銘柄が紙巻たばこの最小値と比較しても約 20 分の 1 以下を示し、最も明確な低減

成分であった。一方で加熱式たばこにおいても発がん物質である Benzo[a]pyrene、o-

Toluidine なども依然として含有されていることも確認された。 

  

２． たばこ葉・加熱過程由来成分：低減効果が限定的または成分・銘柄間でばらつきの大

きい成分群 

 アクリルアミド、TSNAs4 成分（NNK、NNN、NAT、NAB）、一部のカルボニル類

（acetaldehyde）については、加熱式たばこ全体として低減傾向は認められるものの、加熱
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式たばこの最大値が国内紙巻たばこの最小値を上回る結果が得られた。 

TSNAs はたばこ葉に含まれるアルカロイドの化学変換により生成される成分であり、燃

焼の有無に関わらず一定量が発生する。アクリルアミドについては、加熱調理において炭水

化物とアミノ酸が反応するメイラード反応 10)によっても生成されることが知られており、

加熱式たばこの加熱プロセスが当該反応を促進している可能性が示唆される。 

  

３．加熱式たばこに特有または高値を示した成分群 

 propylene glycol、glycerol（加湿剤・エアロゾル形成剤由来）、menthol（フレーバー付き

銘柄由来）、furfural については、加熱式たばこにおいて標準紙巻たばこと同等またはそれを

上回る発生量が確認された。これらは加熱式たばこの製品設計に固有の成分であり、従来の

紙巻たばこを対象としたリスク評価の枠組みには含まれていない場合が多い。 

  

加熱式たばこと紙巻たばことの比較 

本章での分析結果を総括すると、燃焼由来成分（CO、PAH 類、芳香族アミン類、フェノ

ール類）に限定した場合には概ね加熱式たばこの分析値は紙巻たばこよりも低かった。しか

し全成分群に対して一律に適用できる主張ではないことが明らかとなった。 

この要因として、以下の三点が指摘される。 

第一に、比較する紙巻たばこの問題がある。標準紙巻たばこ（3R4F または 1R6F）との比

較をすることが考えられるが、国内流通紙巻たばこと標準紙巻たばこの成分特性は必ずし

も一致しない。日本人喫煙者へ伝える情報として国内市場での妥当性を評価するためには、

国内流通銘柄を比較基準とした系統的な分析が不可欠である。 

第二に、加熱式たばこ銘柄間のばらつきの問題である。IQOS、glo、Ploom の 3 加熱装置

製品は加熱温度、加熱方式、たばこスティックの成分構成において相互に異なり、成分ごと

の発生量にも幅が認められた。加熱式たばこを単一のカテゴリーとして一括評価すること

は、個別製品のリスク特性を過度に単純化する恐れがある。 

第三に、燃焼由来成分と、たばこ葉由来・加熱過程由来成分では、加熱方式の違いによる

化学物質の発生及び放出のパターンが根本的に異なる。成分の化学的生成経路を考慮しな

い一括的な化学物質の成分量の評価は、科学的に不正確な情報提供につながる。 

  

水銀及びその他の無機成分に関する特記事項 

水銀については、加熱式たばこが 1.20～2.80 ng/本（Ploom TECH は 0.15 ng/本）、国内

紙巻たばこが 1.60～5.90 ng/本と測定値範囲が部分的に重複しており、他の有機成分と比較

して加熱式たばこにおける低減効果は限定的であった。水銀はたばこ葉に含有される重金

属であり、加熱方式によらずたばこ葉からの揮発・移行が生じることが要因として考えられ

る。重金属類については燃焼の有無による低減効果が限定的である可能性があり、加熱式た

ばこの安全性評価においても継続的なモニタリングが求められる。 
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公衆衛生政策及び今後の研究への含意 

これまでの知見は、加熱式たばこの有害性評価に対して以下の含意を有する。喫煙者への

情報提供の観点からは、国内で販売される加熱式たばこ、紙巻たばこを複数銘柄、たばこ葉

由来成分、燃焼由来成分、添加物由来成分を調査した上で、実態に即した情報提供を丁寧に

行う必要がある。 

今回の議論は比較基準として「国内紙巻たばこの実測値」と「研究用の標準紙巻たばこデ

ータ」が混在している点は情報の限界でもあるため、今後は統一した比較基準（喫煙方法及

び吸煙回数）のもとで全成分を再評価することが望まれる。 
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3.2.2 加熱式たばこの主流煙分析結果（たばこ産業による分析結果） 

 

（１）概要 

 たばこ産業各社（PMI、BAT ジャパン、JT）の主流煙分析では、加熱式たばこは燃焼を

伴わない設計により標準紙巻たばこ（3R4F、1R6F）と比較して HPHCs の発生量が平均約

90%以上低減すると一貫して報告されている。CO、ベンゼン、NNK、NNN 等は 99%以上

削減または検出限界未満を示す一方、アクリルアミドやアセトアルデヒド等は削減率が 60

～80%台にとどまる。また、エアロゾル組成は添加剤・水分が大半を占め紙巻たばこの「タ

ール」とは性質が異なるため、ISO 法の Nicotine-Free Dry Particulate Matter （NFDPM）

による同列比較は不適切と主張している。 

 

（２）主流煙分析 

たばこ産業各社が実施した加熱式たばこの主流煙（エアロゾル）の化学分析研究では、た

ばこ葉を燃焼（約 900℃以上）させず、より低い温度帯（約 30℃～350℃程度）で加熱する

という製品設計により、従来の紙巻たばこと比較して主流煙中の有害化学物質（HPHCs）

の発生量が大幅に低減されていることが一貫して報告されている 1-5）。主な分析結果の概要

は以下の通りである。 

 

１． 加熱式たばこエアロゾルの特性と「タール」評価について 

たばこ産業から報告された分析結果によれば、加熱式たばこのエアロゾル組成は、数千種類

の燃焼生成物から構成される紙巻たばこの主流煙（タール）とは根本的に異なる特性を有し

ている 3, 4)。   

まず、たばこカプセルに蒸気を通過させる低温加熱型製品（NTV; Ploom TECH）の分析

では、1 カプセルあたりの Total Particle Matter (TPM) 91.7 mg のうち、プロピレングリコ

ール（44.0 mg）やグリセリン（21.0 mg）、水分（12.1 mg）、トリアセチン（5.85 mg）、ニ

コチン（1.11 mg）など、添加された生成剤及び水分が大半を占めている 1)。また、直接加

熱型製品（THS2.2; 旧 IQOS）の分析においても、エアロゾルから水分、ニコチン、グリセ

リンを除いた残分の質量は、わずか数十種類の化合物で構成されていることが確認されて

おり、複雑な燃焼生成物である紙巻たばこのタールとは性質が大きく異なる 6)。   



63 

これらの知見に基づき、たばこ産業側は、従来の紙巻たばこ向けの標準分析法（ISO 法等）

で算出された NFDPM を「タール」と同列に比較・評価することは、エアロゾル生成の原

理を反映しておらず不適切であると指摘している 3,4,7)。  

  

２．主要な有害化学物質（HPHCs）の大幅な低減と吸煙条件（パフ数）   

各社は、公衆衛生機関が指定する有害化学物質リストに基づき、自社の加熱式たばこと標

準紙巻たばこ（3R4F や 1R6F など）の排出量を比較している。これらの評価の多くは、HCI

法で実施されており、吸煙回数（パフ数）は各加熱装置の稼働時間やカプセルの寿命に合わ

せて個別に設定されているのが特徴である 8,9）。  

  

フィリップモリス（ブレード加熱型等；IQOS）: 加熱装置のバッテリー駆動時間内に HCI

法で吸引できる上限として 1 本あたり 12 パフに設定し評価した結果、標準紙巻たばこ

（3R4F）と比較して論文で分析を行った 38 成分の削減率を平均した数値が平均 92.3%で

あった。代表的な物質の排出量（1 本あたり）は、一酸化炭素が 0.436mg（3R4F は 30.2mg

で 98.6%減）、ホルムアルデヒドが 7.98μg （3R4F の 85.2μg に対し 90.6%減）であった

３）。さらに、発がん物質である NNK は 6.75ng（3R4F の 264ng に対し 97.4%減）、NNN は

10.2ng（3R4F の 283ng に対し 96.4%減）と報告されている 2, 3）。  

  

ブリティッシュ・アメリカン・タバコ（周辺加熱・誘導加熱型等；glo）: 加熱装置の稼働

時間に合わせて 1 本あたり 8 パフに設定して評価した結果（THP1.0；glo）は、論文中の 9

成分の削減率を平均した数値が標準紙巻たばこ（3R4F）と比較して平均 97.1%の低減を示

した。一酸化炭素は定量限界未満、ホルムアルデヒドは 3.29μg （3R4F の 54.1μg に対し

93.9%減）であり、NNK は 6.61 ng（3R4F の 281 ng に対し 97.7%減）、NNN は 24.7 ng

（3R4F の 263 ng に対し 90.6%減）であった４）。また、削減率が相対的に低くなりやすい

物質としてアクリルアミドの排出量も測定されており、1.04 μg（3R4F の 3.99 μg に対し

73.9%減 ※論文表中の単位表記に従う）と報告されている４）。  

  

日本たばこ産業（カプセル・ハイブリッド型 / 外部加熱型等;Ploom TECH, Ploom X 等）: 

低温（約 30℃）でエアロゾルを通過させるカプセル型製品（NTV；Ploom TECH）では、

1 カプセルあたり 70 パフに設定して分析が行われ、ホルムアルデヒドが 5.84 μg（3R4F は

91.8 μg）、アセトアルデヒドが 6.49 μg 未満（3R4F は 1674 μg）にとどまった。また、

NNK（検出限界 0.753 ng 未満）及び NNN（検出限界 0.492 ng 未満）は完全に検出限界未

満まで激減した１）。さらに、高温加熱型（Ploom ブランド等の外部加熱方式：たばこスティ

ックの外部周辺から加熱し、最高温度を 320℃以下に制御する方式）の製品（HTS）に関す

る最新の研究では、34 種類の異なるたばこブレンド（レギュラー、ノンメンソール、メン

ソール）及び 2 種類の加熱装置（A、B）を用いた包括的な分析が実施された。その結果、
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標準紙巻たばこ（1R6F）と比較して 51 種類の有害物質排出量が、ブレンドや加熱装置の違

いによらず一貫して平均 93.57%削減されたことが確認された。特に、WHO が低減を推奨

する 9 つの優先有害物質（TobReg 9）についても約 96%の大幅な低減が示された５）。個別

成分の分析値として、アクリルアミドは 1.02-1.06μg（1R6F の 4.33 μg と比較して約 76%

減）であったことが開示されている５）。  

  

３． 個別成分の排出傾向と熱分解メカニズム  

たばこ葉の不完全燃焼によって生成される一酸化炭素（CO）やベンゼンなどは、いずれ

の製品でも 99%以上の削減または検出限界未満という結果が示されている 1, 3, 4）。たばこ特

異的ニトロソアミン類（TSNAs: NNN や NNK など）については、紙巻たばこでは燃焼時

の熱分解や熱合成（Pyrosynthesis）によって新たに生成されるが、加熱式たばこではこの熱

合成が抑制される 10）。そのため、たばこ葉からの単なる蒸発・移行にとどまり、分析値が

示す通り NNK や NNN の排出量は紙巻たばこ比で 90%～100%（検出限界未満）の大幅な

削減が実現している 1, 3, 4, 10）。一方、アセトアルデヒド等のカルボニル化合物やアンモニア、

及びアクリルアミドなど一部の成分は、他の物質が 90%～99%削減される中にあって、削

減率が 60%～70%台～80%台にとどまるケースが見られる 4, 5）。しかし、これらも紙巻たば

この主流煙の発生量と比較すれば有意かつ大幅な曝露低減となっていると報告した 4, 5）。  

結論として、たばこ産業からの詳細な化学分析データは、それぞれの加熱方式や吸煙回数

の設定に差異はあるものの、「たばこ葉を燃焼させない」という共通の技術的アプローチに

より、NNK、NNN、アクリルアミド等の有害化学物質の発生量が、紙巻たばこに比べて一

貫して低減されることを支持していた 1-5, 10-13） 。 
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3.3 副流煙の分析  

  

（１）加熱式たばこ副流煙の捕集手法  

加熱式たばこの副流煙に関しては、紙巻たばこの燃焼による先端部分から発生する煙と

は異なり、加熱装置のどの部分から発生しているのか不明であるという課題が存在した 1)。

これまでの紙巻たばこ用の副流煙捕集法では加熱式たばこの副流煙を正確に測定できない

ため、独自に専用ガラス器具である「フィッシュテール」を新たに設計・製作した 1)。この

フィッシュテール内で加熱式たばこを喫煙することによって、副流煙の捕集を行う仕組み
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である 1)。捕集は、自動喫煙装置を用いた HCI 法（通気孔全封鎖、1 服 55mL を 2 秒間で

吸引・30 秒間隔）という条件のもとで行われた 1,3)。1 回の測定につき、たばこ 3 本分の主

流煙を吸煙して 1 試料とし、5 台の加熱装置を用いて平均値を算出している 1,3)。副流煙に

含まれる成分は粒子成分とガス成分に大別されるため、粒子成分を捕集する「フィッシュテ

ール」及び「ケンブリッジフィルターパッド（CFP）」、ガス成分を捕集する「XAD-4 カー

トリッジ（または Tenax GR カートリッジ）」及び「インピンジャー」という合計 4 箇所で

徹底的に捕集する手法が採用された 1-3)。  

  

（２）成分結果 

加熱式たばこ副流煙のニコチン量  

分析対象となった全加熱式たばこ製品の副流煙からニコチンが定量され、加熱式たばこ

からも受動喫煙の原因となる副流煙が発生していることが判明した(1,3)。ニコチンは主に

CFP やフィッシュテールに吸着しており、粒子成分として多く放散されている傾向が確認

された 1,2)。各製品の 1 本あたりの総ニコチン放散量（mg/stick）は以下の通りである（Table 

1) 1,3)。 IQOS3：0.057 mg/stick、IQOS ILUMA：0.011 mg/stick、glo pro：0.005 mg/stick、

glo hyper+：0.017 mg/stick、Ploom S：0.001 mg/stick、Ploom X：0.0013 mg/stick  であ

った。最新モデルである IQOS  ILUMA では旧型の IQOS3 と比較してニコチン量が低減

した一方で、glo hyper+や Ploom X では旧モデルと比較して若干増加していた 3)。この増加

の要因は、新型加熱装置の加熱温度が高く設定されたことによる影響と考察している 3)。  

  

加熱式たばこ副流煙中のメンソール放散量  

メンソールについても、各製品の副流煙から検出された 1,3)。ニコチンが主に粒子成分と

して存在したのに対し、メンソールは揮発性が高く、大部分がガス成分として XAD-4 カー

トリッジなどに多く捕集されていることが特徴である 1,2)。 各銘柄の 1 本あたりの総メン

ソール放散量（mg/stick）は IQOS3：0.084 mg/stick、IQOS ILUMA：0.062 mg/stick、glo 

pro：0.036 mg/stick、glo hyper+：0.026 mg/stick、Ploom S：0.016 mg/stick 、Ploom X：

0.065 mg/stick 、PULZE：0.039 mg/stick であった。 全体として、副流煙中のメンソール

濃度はニコチンよりも高い傾向を示しており、ガス状成分として室内空間に容易に拡散し

やすい性質を持っている（Table 1）1)。  

 

たばこ特異的ニトロソアミン（TSNAs）の分析  

TSNAs は強い発がん性を持つ有害物質であり、分析対象となったすべての加熱式たばこ

製品から TSNAs が定量され、曝露リスクが存在することが示された 1,3)。各製品の 1 本あ

たりの総 TSNAs 放散量（ng/stick）は以下の通りである（Table 1）。IQOS3：0.899 ng/stick ・

IQOS ILUMA：0.082 ng/stick3)・glo pro：0.168 ng/stick・glo hyper+：0.938 ng/stick（別

銘柄で 1.100 ng/stick）3) ・Ploom S：0.034 ng/stick・Ploom X：0.051 ng/stick3)・PULZE：
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0.666 ng/stick、IQOS ILUMA においては、加熱温度低下やたばこスティック自体の改良に

より副流煙に移行する放出量が低減したと考えられるが、glo hyper+や Ploom X では加熱

温度の上昇に伴い放出量が増加していた 3)。このように、新しい加熱装置への切り替えによ

って、加熱温度の変化に伴い、有害物質の放散量が上昇するリスクがあることが示された

3)。  

 

微量有害成分（フラン類・ピリジン類等）の分析  

加熱式たばこの主流煙には、香料などの添加物や加熱により生成するピリジン類・フラン

類等が比較的多く含まれており、副流煙中での挙動も調査された 2)。glo hyper の専用ステ

ィック 6 銘柄を対象とした調査では、これらの成分の大部分が揮発性の高いガス状成分と

して Tenax GR カートリッジに捕集されることが確認された 2)。吸入曝露による頭痛やめま

いなどの中毒症状が指摘され、動物実験で発がん性が認められた物質である「フルフラール」

は、4.1～6.3 μg/stick の範囲で検出された()。また、IARC 発がん性分類で Group 2B（発が

ん性があるかもしれない）に分類されている「2-フランメタノール」が 8.0～11 μg/stick、

「ピリジン」が 0.42～0.73 μg/stick の範囲で検出されている 2)。 さらに、ニコチン由来の

ガス状成分であり、空気中のマーカー成分として着目されている「3-エテニルピリジン」も

検出された（0.011～0.018 μg/stick）2)。また、メンソールの放散量については銘柄間で大

きな差（5.3 μg/stick ～ 150 μg/stick）が見られ、たばこ製品に添加されたフレーバー成

分がそのまま副流煙として放散されていることが実証された 2)。これらの揮発性の高い多種

多様な化合物が、室内の汚染因子となっている可能性が強く示唆された 2)。  

  

（３）受動喫煙のリスクと今後の課題  

一連の分析を通じて、加熱式たばこからもニコチンやメンソールに加え、発がん性が危惧

される TSNAs、フラン類、ピリジン類といった多種多様な有害成分を含んだ副流煙が検出・

定量された 1,2,3)。加熱式たばこの副流煙に含まれる有害化学物質量は紙巻たばこと比較すれ

ば低値にとどまっている 1,3)。参考データとして Table 2 に紙巻たばこ副流煙結果を示す、

この結果は加熱式たばこの副流煙結果とは異なり、ISO 法による捕集の結果であるため参

考とする。しかしながら、加熱式たばこ喫煙者とその家族を対象とした曝露実態調査によれ

ば、非喫煙者である家族へのニコチン・TSNA 曝露量が確認されている 3)。これは喫煙者か

らの呼出煙と、加熱装置本体から放散される副流煙が合わさることによって室内空気汚染

が引き起こされ、結果として非喫煙者への受動喫煙や三次喫煙が生じる可能性が高いと考

えられている 2,3)。さらに、新製品の投入や加熱技術の変更（高温化など）によって、有害

化学物質の発生量が従来品よりも上昇する事例が実際に確認されている。したがって、加熱

式たばこであっても紙巻たばこと同様に非喫煙者への配慮が必須であり、継続的な成分モ

ニタリング調査を行うことは望まない受動喫煙を防止するため極めて重要であると結論づ

けられた 3)。  
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活習慣病対策総合研究事業）分担研究報告書; 2021.  

2. 戸次加奈江, 稲葉洋平. 加熱式たばこの副流煙に含まれる有害成分の分析. 令和 3 年度

厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事
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3. 稲葉洋平, 戸次加奈江, ほか. 加熱式たばこの副流煙の分析 令和 4 年度厚生労働行政推

進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）分担研究報

告書; 2023.  

 

 

3.4 含有化学物質のリスク評価 

 

 加熱式たばこの喫煙で吸入する有害物質に関しては、厚生労働科学研究費補助金による

研究で網羅的に測定が行われている（第 3 章 3.1～3.4 参照）。リスク評価においては、これ

らの物質のうち、１）発生量が多い物質、２）同様の有害性を有すると考えられる化学物質

群においては、その群の中から発生量が多く有害性のデータが入手可能と思われる物質を

複数、３）リスクが高いと想定される物質、の３つの基準でリスク評価を行う物質を選定し

た。以下、曝露評価とリスク評価の方法と評価結果についてそれぞれ述べる。  

  

3.4.1 曝露評価  

曝露量の算出と曝露シナリオの設定  

Table 2　紙巻たばこの副流煙分析結果 n=5

Target compounds Mean SD Mean SD Mean SD Mean SD Mean SD Mean SD Mean SD

Nicotine Fishtail 0.70 ± 0.12 0.78 ± 0.15 0.76 ± 0.10 0.81 ± 0.16 0.56 ± 0.06 0.44 ± 0.07 0.83 ± 0.16

 (mg/cig) Filter 2.75 ± 0.32 2.53 ± 0.22 2.79 ± 0.24 2.88 ± 0.14 2.37 ± 0.15 2.68 ± 0.09 3.19 ± 0.72

Impinger 0.24 ± 0.16 0.15 ± 0.18 0.20 ± 0.07 0.25 ± 0.14 0.40 ± 0.08 0.80 ± 0.09 0.23 ± 0.16

Total Nicotine 3.69 ± 0.30 3.46 ± 0.18 3.76 ± 0.26 3.94 ± 0.18 3.33 ± 0.19 3.92 ± 0.05 4.25 ± 0.75

TSNA NNN 60.3 ± 5.84 54.7 ± 4.92 55.2 ± 9.46 54.3 ± 5.30 67.3 ± 7.37 54.4 ± 4.79 93.3 ± 12.3

 (ng/cig) NAT 34.4 ± 4.46 27.0 ± 3.91 24.9 ± 3.06 16.9 ± 1.42 31.5 ± 3.67 31.3 ± 1.35 45.4 ± 4.97

NAB 6.98 ± 0.89 6.24 ± 0.98 5.18 ± 0.97 4.11 ± 0.65 7.62 ± 0.86 10.3 ± 0.54 9.52 ± 1.19

NNK 122 ± 10.7 126 ± 13.1 126 ± 11.2 139 ± 11.9 139 ± 10.7 162 ± 4.84 150 ± 5.92

Total TSNAs 223 ± 19.9 213 ± 20.3 211 ± 22.4 214 ± 15.9 245 ± 19.6 258 ± 9.13 299 ± 22.4

WINSTON CABIN Winston CASTER WHITE Marlboro Menthol LightsMEVIUS 3 MEVIUS 6 MEVIUS 10 SEVEN STARS
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加熱式たばこ 1 本あたりの主流煙に含まれる化学物質量をもとに、体重 1kg あたりの 1

日曝露量を算出した。また、室内環境における喫煙者の能動喫煙では、主流煙の吸入以外に

も、喫煙者からの呼出煙の再吸入が想定される。そこで、喫煙者 1 名が、室内（リビングル

ーム）にて、1 日 5 時間滞在して能動喫煙をした際の呼出煙の曝露シナリオを設定した。喫

煙本数は、1 日の平均本数（低温式のみ使用 3.1±2.7SD、高温式使用 13.7±6.6SD）1）を考

慮し 10 本とし、ヘビースモーカーを想定し、20 本、40 本も考慮した。曝露量は、主流煙

の吸入による曝露量と、室内に放出された呼出煙の再吸入による曝露量をそれぞれ計算し、

さらに合算して総曝露量を算出した。以下、それぞれの算出法を示す。  

  

主流煙の吸入による曝露  

 主流煙の吸入による曝露 EXm（μg/day/kg）は、以下の式より算出した。  

 

       𝐸𝑋𝑚 = 𝑀 × 𝑛/𝐵𝑊    1)  

  

ここで、M は加熱式たばこ 1 本あたりの主流煙に含まれる化学物質量（μg/stick）、n は 1

日の喫煙本数（stick/day）、BW は体重（kg）である。BW は 50 kg とした。  

  

呼出煙の再吸入による曝露  

 呼出煙が室内に放出されて滞留し、換気等で排気される間に吸入する曝露についても考

慮した。喫煙時は、喫煙者の呼吸域と空間全体で室内化学物質濃度に分布が生じることが考

えられる。そこで、喫煙者の近傍（ゾーン 1）と喫煙者の近傍を除く室内全体（ゾーン 2）

の 2 ゾーンを想定し、室内微風によりゾーン間の空気交換が行われると考え、室内化学物

質濃度を以下の式より算出した。  

 

      𝑉1
𝑑𝐶1

𝑑𝑡
= 𝐸 − (𝐹1 + 𝐹12)𝐶1 + 𝐹21𝐶2  2)  

      𝑉2
𝑑𝐶2

𝑑𝑡
= 𝐹12𝐶1 − (𝐹2 + 𝐹21 + 𝐷)𝐶2  3)  

 

ここで、V1 はゾーン 1 の体積（m3）、V2 はゾーン 2 の体積（m3）、C1 はゾーン 1 の化学物

質濃度（μg/m3）、C2 はゾーン 2 の濃度（μg/m3）、E は呼出煙として排出される化学物質

の発生量（μg/h）、F1 はゾーン 1 の換気量（m3/h）、F2 はゾーン 2 の換気量（m3/h）、F12 は

ゾーン 1 からゾーン 2 への空気の移動量（m3/h）、F21 はゾーン 2 からゾーン 1 への空気の

移動量（m3/h）、D は沈着による等価換気量（m3/h）である。各パラメーターを Table 1 に

まとめた。  
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Table 1 各パラメーターの値と説明  

  単位  値  説明  

ベ ー ス ケ

ース  

ワ ー ス ト ケ

ース  

V1  m3  0.221  0.0654  ゾーン 1 の体積。呼吸域付近の直径 0.75 m の球を想

定 2）。ワーストケースは 0.5 m。  

V2  m3  43.3  43.4  ゾーン 2 の体積。リビングルーム（天井高さ 2.5 m、

床面積 17.4 m2、体積 43.5 m3）を想定し、V1 を除い

た体積。  

F1  m3/h  0  0  ゾーン 1 の換気はなし。  

F2  m3/h  21.8  8.70  室内の換気回数 0.5 /h を想定。ワーストケースは 0.2 

/h。  

F12  m3/h  191  42.4  室内微風速 0.06 m/s を想定 3）。ゾーン 1 の半球から

ゾーン 2 に空気が移動するとして、半球の表面積×室

内微風速で算出。ワーストケースは 0.03 m/s。  

F21  m3/h  191  42.4  F12 と同じ値。  

D  m3/h  0.284  0.142  沈着による等価換気量。加熱式たばこの主流煙粒子の

粒径の代表値は 200 nm である 4）。呼出煙は、乾燥に

よる縮小を考慮し、平衡粒径が初期粒径の約半分にな

るとするモデルを参考に 5）、代表粒径を 0.1 μm とし

た。この粒径に対応する沈着速度 vd を 1×10-4 cm/s

とした 6）。室内表面積 S: 78.8 m2 のとき、D=vd×

S=2.83×10-1 m3/h。ワーストケースは 5×10-5 cm/s。  

  

 呼出煙の発生量 E（μg/h）は、以下の式より算出した。  

  

      𝐸 = 𝑀 × (1 − 𝑅𝐷)/𝑡𝑠    4)  

  

ここで、RD は呼吸器沈着率（-）、ts は 1 本あたりの喫煙時間（h/stick）である。RD は 0.613 7）、

ts は 8.33×10-2 h/stick（5 min/stick）とした。  

 4 次のルンゲ・クッタ法を用いて、刻み幅 1 秒で式 2)と 3)の数値解析を行い、曝露期間

T（5 h/day）のゾーン 1 の化学物質濃度平均値 C1 ave を算出した。そして、呼出煙の吸入に

よる曝露 EXe（μg/day/kg）を以下の式より算出した。  

  

      𝐸𝑋𝑒 = 𝐶1 𝑎𝑣𝑒 × 𝐼𝑅 × 𝑇/𝐵𝑊   5)  
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ここで、IR は呼吸率（m3/h）で、0.60 m3/h とした 8）。  

  

喫煙者の総曝露量  

 喫煙者の総曝露量（EX, μg/day/kg）は、以下の式より求めた。  

  

      𝐸𝑋 = 𝐸𝑋𝑚 + 𝐸𝑋𝑒    6)  

  

呼出煙による室内化学物質濃度のモデリング  

 上述のモデルを図示すると、Figure 1 a)の左図のようになる。加熱式たばこ 1 本を 5 分で

吸って、25 分休憩するサイクルを 5 時間続けた場合（合計 10 本喫煙）、M が 10 μg/stick

のとき、ベースケースにおいて、室内化学物質の濃度は Figure 1 b)のようになった。喫煙

時、ゾーン 1 と 2 の濃度が増加し、休憩時に減少するが、全体として、5 時間の間、上昇傾

向が見られた。なお、平均濃度は、ゾーン 1 はゾーン 2 の 1.2 倍となった。  

 加熱式たばこを 1 日 20 本喫煙するシナリオでは、1 本 5 分で吸って、10 分休憩するサイ

クルを 5 時間、1 日 40 本喫煙するシナリオでは、1 本 5 分で吸って、2.5 分休憩するサイク

ルを 5 時間継続するとして、呼出煙による室内濃度上昇を計算した。  

  

 Figure 1 a) 呼出煙による室内化学物質濃度のモデリング b) 室内化学物質濃度の変化  

  

 

主流煙に含まれる化学物質量  

 リスク評価対象の 43 物質について、加熱式たばこの主流煙を化学分析した研究からデー

タを抜粋し、主流煙に含まれる化学物質量（M）（μg/stick）の代表値（中央値、最小値、

最大値）を Table 2 にまとめた。  

  

 

Table 2 加熱式たばこ 1 本あたりの主流煙に含まれる化学物質量  
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    1 本あたりの量（μg/stick or cig）  文献  

    中央値  最小値  最大値  

VOCs、 

カルボニル類  
ホルムアルデヒド  2.8  -  10  

9) 

  アセトアルデヒド  119  -  260  9) 

  プロピオンアルデヒド  8.6  0.30  17  9) 

  ブチルアルデヒド  12  -  30  9) 

  i-バレルアルデヒド  5.6  -  14  9) 

  
2-フルアルデヒド（フルフラ

ール）  
55  1.7  180  10) 

  ヘプタナール  5.7  -  17  9) 

  2-ノネナール  <0.5  -  74  9) 

  クロトンアルデヒド  2.8  -  18  9) 

  ベンズアルデヒド  0.75  -  6.5  9) 

  アクロレイン  2.7  -  8.3  9) 

  2-ブタノン  6.9  -  15  9) 

  アセトン  14  0.48  87  9) 

  アセトール  52  -  260  9) 

  グリセロール  2450  390  5100  9) 

  プロピレングリコール  340  40  6800  9) 

  ジアセチル  45  -  75  9) 

フェノール類  ヒドロキノン  0.63  -  7.8  11) 

  カテコール  3.4  -  16  11) 

  フェノール  0.27  2.6×10-3  1.3  11) 

  クレゾール  0.066  -  0.12  11) 

  
2-メトキシフェノール(グア

イアコール)  
0.32  -  5.1  

11) 

アミン類  ニコチン  1126  409  2356  12) 

  o-アニシジン  5.1×10-4  7.1×10-5  1.7×10-3  13) 

  o-トルイジン  1.3×10-3  1.6×10-4  2.8×10-3  13) 

  2,6-ジメチルアニリン  1.5×10-4  5.2×10-6  5.2×10-4  13) 

  2-ナフチルアミン  5.1×10-6  6.3×10-7  7.6×10-6  13) 

  4-アミノビフェニル  3.3×10-6  5.8×10-7  1.2×10-5  13) 

  NNNa  6.1×10-3  1.3×10-3  0.032  12) 

  NNKb  4.4×10-3  1.5×10-3  0.027  12) 

ピリジン類  ピリジン  2.9  0.41  6.1  10) 
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イソシアネート類  メチルイソシアネート  0.030  3.5×10-3  0.16  14) 

PAH 類  ナフタレン  3.0×10-3  1.2×10-3  7.5×10-3  15) 

  1-メチルナフタレン  0.027  7.5×10-3  0.071  15) 

  2-メチルナフタレン  5.2×10-3  1.1×10-3  0.016  15) 

  ベンゾ-a-ピレン  1.5×10-4  5.0×10-6  1.1×10-3  15) 

  フェナントレン  2.8×10-3  1.5×10-3  0.054  15) 

  アントラセン  4.7×10-4  7.4×10-5  0.014  15) 

  フルオランテン  2.1×10-3  5.7×10-4  0.021  15) 

  ピレン  2.2×10-3  5.4×10-4  0.022  15) 

その他  アクリルアミド  2.3  0.30  5.8  12) 

  タール（コールタール）  13000  10000  22000  10) 

  水銀  2.9×10-3  6.0×10-4  6.8×10-3  - 

a N-nitrosonornicotine b 4-(methylnitrosamino)- 1-(3-pyridyl)-1-butanone  

  

主流煙と呼出煙からの曝露量の比較  

 加熱式たばこを 1 日 10 本喫煙した場合、EXe/EXm の値は、ベースケースにおいて 0.013、

ワーストケースにおいて 0.037 であり、主流煙の 1～4%程度の量を呼出煙の再吸入により

曝露する可能性が示唆された。  

  

化学物質ごとの曝露量  

 加熱式たばこを 1 日 10 本喫煙した場合の化学物質ごとの曝露量 EXm（能動喫煙による曝

露量)と EX（能動喫煙と呼出煙の総曝露量）を Figure 2 と Figure 3 にそれぞれ示す。同様

に、1 日 20 本、40 本喫煙した場合の曝露量も求め、次のリスク評価に用いた。  
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Figure 2 化学物質ごとの曝露量 EXm（能動喫煙による曝露量）（10 本/day 喫煙時）  

※2-ノネナールは、中央値が定量下限値以下のため、中央値・ベースケース曝露量は、定量

下限値を用いて、算出した。NNN: N-nitrosonornicotine, NNK: 4-(methylnitrosamino)- 1-

(3-pyridyl)-1-butanone  
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Figure 3 化学物質ごとの曝露量 EX（能動喫煙と呼出煙の総曝露量）（10 本/day 喫煙時）  

※2-ノネナールは、中央値が定量下限値以下のため、中央値・ベースケース曝露量は、定量

下限値を用いて、算出した。NNN: N-nitrosonornicotine, NNK: 4-(methylnitrosamino)- 1-

(3-pyridyl)-1-butanone  
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3.5.2 リスク評価  

前項における曝露評価結果をもとに、各物質に対するリスク評価を行った。本件で実施す

るリスク評価は、体内動態や感受性、作用機序、種差や個体差などの不確実係数等について、

物質ごとに詳細に検討を行う詳細リスク評価（環境基準や環境指針値の検討などで行われ

る）とは異なり、リスクレベルをスクリーニングする目的で行う初期リスク評価とした 1), 2)。

初期リスク評価を行うことによって、曝露評価で得られた曝露濃度の知見に対して、迅速に

健康リスクの初期評価を実施することができる。初期リスク評価は、環境省 3)や化審法（化

学物質の審査及び製造等の規制に関する法律）4)のリスク評価でも実施されている。  

 リスク評価を行うにあたっては、各物質について、非発がん影響と発がん影響に関する有

害性評価を行い、リスク評価値を導出した。  

 有害性評価にあたっては、国際機関、各国における有害性評価文書、関連する学術論文の

Pubmed による文献検索結果などをもとに、慢性影響のリスク評価値を導出した(Table 3)。

慢性影響であるため、１年以上の長期間曝露を対象としている。リスク評価値は、Critical 

effect level の影響濃度（無毒性量[NOEAL]や最小毒性量[LOAEL]）に対して、不確実係数

の適用（種差や個体差や曝露期間）や、反復曝露から連続曝露への補正係数の適用を行って

導出した。不確実係数としては、初期リスク評価であることから、LOAEL を用いた場合は

10、曝露期間については動物種と平均寿命から算出した値、種差については 10（鼻腔等の

局所影響の場合は 2.5）、個体差 10 とした 1), 2), 5)。これらの数値は、初期リスク評価として、

リスクの取りこぼしがないように安全側の不確実係数を用いている。また、発がん影響に関

しては、IARC 発がん性分類でグループ１（人に対して発がん性がある）に分類されている

閾値のない発がん物質に対して、各評価機関が導出したユニットリスクをレビューし、その

値をリスク評価に用いた。ホルムアルデヒド 6)など、閾値を有する発がん物質に関しては、

閾値を有することから、確率的影響を評価するユニットリスクではなく、確定的影響を評価

する NOEAL や LOAEL に基づくリスク評価を行った。非発がん影響、発がん影響ともに、

吸入曝露の適切な知見がない場合には、経口曝露の知見を吸入換算してリスク評価値を導

出した。曝露経路の換算を行うにあたっては、1 日あたりの呼吸量を 15m3/day、体重を 50 

kg に設定した。  

 リスク評価では、曝露評価で得られた曝露量が体重 1kg あたりの 1 日曝露量であること

から、リスク評価値を 1 日あたりの呼吸量 15m3/day 及び体重 50 kg で換算し、曝露評価で

得られた曝露量を用いて非発がん影響や閾値を有する発がん影響の場合は MOE（Margin 

of Exposure）、閾値のない発がん影響の場合はがん過剰発生率を算出した。  
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   リスクの判定を行うにあたっては、MOE が 1 未満であればリスク判定 A（リスクが懸

念される）、1 以上 10 未満であれば B（情報収集が必要）、10 以上であれば C（現時点では

作業不要）とした。発がん影響の場合は、がん過剰発生率が 10 万分の 1 より大きければ A、

100 万分の 1 より大きく 10 万分の 1 以下であれば B、100 万分の 1 以下であれば C と判定

した 1), 2)。環境省の化学物質環境リスク初期評価ガイドライン 3)や化審法（化学物質の審査

及び製造等の規制に関する法律 ）の優先評価化学物質に関するリスク評価技術ガイダンス

4)などを参考とした。MOE が１未満であると、環境基準、環境指針値、耐容一日摂取量、

許容一日摂取量などを超えている可能性が懸念されるため、人に対するリスクが懸念され

ると評価される。がん過剰発生率 10 万分の 1 は、生涯曝露（原則 70 年相当）で 10 万人に

1 人の確率でがんが発生することを示す。日本の環境基準 7)や WHO の飲料水質ガイドライ

ン 8)では、この確率の曝露量を環境基準や飲料水質ガイドラインの設定に用いている。従っ

て、MOE が 1 未満、がん過剰発生率が 10 万分の 1 より大きければ、さらに詳細な評価が

必要ではあるが、リスク管理や曝露量低減のための介入が必要となる可能性があるため、人

に対するリスクが懸念されるレベルと評価する。特に、ホルムアルデヒドやベンゾ-a-ピレ

ンなど、WHO のガイドラインをリスク評価値に用いている場合は、リスク管理介入の必要

性はより確実になる。 

 Table 3 に有害性評価結果を示す。  

 たばこのタールは、紙巻たばこの煙から、ニコチンと水分を除いた粒子成分の残留物の重

さを称したものである。加熱式たばこには、加熱した際の蒸気（エアロゾル）にタール成分

が含まれており、ニコチンと水分を除いた粒子成分の残留物がタールとなる。紙巻きたばこ

のタールには、ベンゾ-a-ピレンやニトロソアミン類、芳香族アミン類などの発がん物質が

含まれていることから、肺がんや呼吸器疾患の直接的な原因になると考えられている。しか

しながら、加熱式たばこのタールは紙巻きたばこのタールとは構成成分とその比率が異な

ることから、同一のものとみなすべきではないと指摘されている（第 3 章 3.2）。 有害性評

価において、紙巻きたばこと加熱式たばこのいずれにおいても、タールの有害性に関する利

用可能な知見が得られなかった。タールに関連する有害性の知見として、コールタールの知

見が得られたが、コールタールは石炭を加工する際に発生する副産物で、防腐剤などの原料

になる黒い油状の液体であり、国際がん研究機関はグループ 1（人に対して発がん性がある）

に分類している。しかしながら、たばこのタールと、石炭を加工する際に発生するコールタ

ールとは、構成成分やその比率などが異なる（タールの一種がコールタール）。以上のこと

より、タールに関しては、リスク評価から除外した。 

  Table３では評価対象とした個々の物質に対する有害性の評価結果を示している。有害性

の高さだけで、加熱式たばこの有害性として十分な考慮が必要かどうかは判断できないが、

第 3 章 3.2 の加熱式たばこの主流煙の分析結果 において、紙巻たばこと同程度の発生量が

みられたニコチンについては、紙巻たばこと同程度のリスクが懸念されるため、有害性とし

て十分な考慮が必要である。プロピレングリコール、グリセロール、フルフラール、ジアセ
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チルは、紙巻たばこと同等またはそれを上回る発生量が確認されており、かつ、加熱式たば

この製品設計に固有の成分であることから、有害性として十分な考慮が必要である。紙巻き

たばこよりも発生量の大きな低下がみられたとしても、発がんをエンドポイントとする物

質については、閾値がないことから、有害性として十分な考慮が必要である。 

 Table 4 に主流煙の吸入曝露に対するリスク評価結果、Table 5 に主流煙の吸入に室内環

境における呼出煙の再吸入を合算した総曝露量に対するリスク評価結果を示す。 曝露評価

において、室内環境における呼出煙の再吸入曝露量は、主流煙の吸入曝露量の 1～4%程度

であったことから、主流煙の吸入曝露に対するリスク評価結果と、主流煙の吸入に呼出煙の

再吸入を合算した総曝露量に対するリスク評価結果では、ほとんど差がみられなかった。そ

こで主流煙の吸入曝露に対するリスク評価結果について以下に述べる。特に、Table 4 及び

Table 5 のうち、リスクが懸念される物質を抜粋するために、1 日あたり 40 stick の喫煙本

数での曝露量の中央値でリスク判定 A となった物質の MOE とがん過剰発生率をそれぞれ

Table 6 と Table 7 にまとめた。   

 主流煙の吸入曝露に対するリスク評価の結果、非発がん影響のうち、最もリスクが高かっ

たのはニコチンであった。1 日あたり 10 本の喫煙においても、MOE が 0.0035 と極めて小

さかった。また、フルフラールとグリセロールの MOE はそれぞれ 0.039 と 0.36 であり、

リスクが懸念されるレベルであった。その他では、アクロレイン、プロピレングリコール、

クロトンアルデヒドで喫煙本数の増加とともにリスクが上昇し、アクロレインでは 1 日あ

たり 20 本の喫煙、プロピレングリコール、クロトンアルデヒドでは 1 日あたり 40 本の喫

煙でリスクが懸念されるレベルとなった。  

 ニコチンのエンドポイントは心拍数の急速な増加であり、1 日あたり 10 本程度の喫煙で

も心機能への影響が強く懸念される。また次項（第 3 章 3.5）に概説するように、ニコチン

には、その他の心血管系への影響、依存性、生殖毒性、代謝系への影響などがある。心拍数

増加に対する MOE が極めて小さいことから、これらの影響に関してもリスクが懸念され

る可能性があると考えられる。  

 フルフラール、グリセロール、アクロレイン、プロピレングリコール、クロトンアルデヒ

ドのエンドポイントは、主として気道への影響である。リスク判定 B の物質として、その

他にアセトアルデヒドとプロピオンアルデヒドがあり、それぞれエンドポイントは嗅上皮

の変性と嗅上皮の萎縮である。加熱たばこの喫煙により、喫煙者はこれらの物質に同時に曝

露していることから、これらの物質による気道への影響は相加的に作用する懸念があるこ

とから、1 日あたり 10 本程度の喫煙でも気道に対する影響が強く懸念されると考えられた。  

 発がん影響に関しては、4-(メチルニトロソアミノ)-1-(3-ピリジル)-1-ブタノン（4-

(methylnitrosamino)- 1-(3-pyridyl)-1-butanone: NNK のがん過剰発生率が最も高く、1 日あ

たり 10 本の喫煙で 2.4×10-2 であった。続いてベンゾ-a-ピレンのがん過剰発生率が高く、

8.9×10-3 であった。これらの物質のエンドポイントは肺がんであり、加熱式たばこの喫煙

による同時曝露で相加的に作用する懸念があることから、1 日あたり 10 本程度の喫煙でも
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肺がんのリスクが強く懸念されると考えられた。  

 N-ニトロソノルニコチン（N-Nitrosonornicotine: NNN）のがん過剰発生率は、1 日あた

り 10 本の喫煙で 1.7×10-3 であった。この物質のエンドポイントは上気道の腫瘍であり、1 

日あたり 10 本の喫煙でもリスクが十分懸念されると考えられた。その他では、肝臓がんと

膀胱がんをエンドポイントとする 4-アミノビフェニル、皮下線維腫をエンドポイントとす

る o-トルイジンにおいて、喫煙本数の増加とともにリスクが懸念されるレベルに到達した。  

  

Table 6 曝露量の中央値・ベースケースでリスク判定 A を含む物質の MOE  

物質  エンドポイント  喫煙本数  

10 stick/日  20 stick/日  40 stick/日  

ニコチン  急速な心拍数の増加  0.0035  0.0017  0.00088  

フルフラール  鼻腔上皮の変性  0.039  0.020  0.010  

グリセロール  咽頭の変性  0.36  0.18  0.090  

アクロレイン  気道上皮の炎症  1.3  0.64  0.32  

プロピレングリ

コール  

気道への局所影響  2.5  1.3  0.63  

クロトンアルデ

ヒド  

鼻腔の傷害  3.4  1.7  0.84  

  

Table 7 曝露量の中央値・ベースケースでリスク判定 A を含む物質のがん過剰発生率  

物質  エンドポイント  喫煙本数  

10 stick/日  20 stick/日  40 stick/日  

NNK  肺がん  2.4×10-2  4.8×10-2  9.7×10-2  

ベンゾ-a-ピレン  肺がん  8.9×10-3  1.8×10-2  3.6×10-2  

NNN  鼻腔と気管の腫瘍  1.7×10-3  3.4×10-3  6.8×10-3  

4- ア ミ ノ ビ フェ

ニル  

肝臓がん、膀胱がん  1.4×10-5  2.8×10-5  5.6×10-5  

o-トルイジン  皮下線維腫  4.2×10-6  8.4×10-6  1.7×10-5  

NNK: 4-(methylnitrosamino)- 1-(3-pyridyl)-1-butanone, NNN: N-Nitrosonornicotine  

  

3.5.3 まとめ  

 加熱式たばこ含有物質について、加熱式たばこ使用による有害物質の発生量の測定結果

をもとにリスク評価を行った。喫煙者の能動喫煙では、主流煙の吸入とともに、室内環境で

は主流煙の吸入以外にも喫煙者からの呼出煙の再吸入が想定される。従って、主流煙の吸入

曝露に対するリスク評価とともに、その曝露量に呼出煙の再吸入による曝露量を合算した
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場合のリスク評価も行った。その結果、それぞれの曝露量の算出結果において、呼出煙の再

吸入曝露量は、主流煙の吸入曝露量の 1～4％程度であり、リスク評価の結果にほとんど差

はみられなかった。  

 1 日あたりの喫煙本数を 10 本とした主流煙の吸入曝露に対するリスク評価の結果、非発

がん影響のうち、最もリスクが高かったのはニコチンであった。ニコチンのエンドポイント

は心拍数の急速な増加であり、心機能への影響が強く懸念されると考えられた。また、この

エンドポイントに対する MOE は極めて小さかったことから、その他の心血管系への影響、

依存性、生殖毒性、代謝系への影響に関しても、リスクが懸念される可能性があると考えら

れた。  

 その他では、フルフラール、グリセロール、アクロレイン、プロピレングリコール、クロ

トンアルデヒドでリスクが懸念されるレベルであった。これらの物質のエンドポイントは

気道に対する影響であり、喫煙者はこれらの物質に同時に曝露していることから、加熱式た

ばこの喫煙による気道に対する影響は強く懸念されると考えられた。  

 発がん影響に関しては、NNK とベンゾ-a-ピレンで肺がんが強く懸念されるリスクレベル

であった。その他では、上気道の腫瘍をエンドポイントとする NNN でリスクが懸念される

レベルであった。また、肝臓がんと膀胱がんをエンドポイントとする 4-アミノビフェニル、

皮下線維腫をエンドポイントとする o-トルイジンにおいて、喫煙本数が 1 日あたり 20 本ま

たは 40 本と増加するとともにリスクが懸念されるレベルに到達した。  
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3.5 たばこ煙の成分と生体影響  

 

 紙巻たばこと加熱式たばこの最大の違いは、たばこの葉を「燃焼」するか「加熱」するか

である。紙巻たばこでは、たばこの葉を約 500～900℃に燃焼させ、発生した煙を吸入する。

加熱式たばこでは、たばこの葉を電気で約 200～350℃に加熱し、発生した蒸気を吸入する。

たばこの葉に与えられる温度の違いがあるため、発生する物質の種類や量に違いが生じる

が、もとの原料は基本的には同じである。  

 紙巻たばこの主流煙には、約 4300 種類の粒子成分、約 1000 種類のガス成分が含まれて

いるといわれている。代表的な有害成分としては、ニコチン、一酸化炭素、タールなどがあ

る 1）。  

 一酸化炭素はガス成分の一つで、有機物の不完全燃焼で生成する。紙巻たばこの煙から、

ニコチンと水分を除いた粒子成分の残留物の重さをタールと称している。タールには、アル

コール類、酸性物質、カルボニル化合物、アルカン類、テルペン類の他に、ベンゾ-a-ピレ

ン、ニトロソアミン類（N-ニトロソノルニコチン [NNN]、4-(メチルニトロソアミノ)-1-(3-

ピリジル)-1-ブタノン [NNK]）、芳香族アミン類（4-アミノビフェニル、o-トルイジン）な

どの発がん物質が含まれている 1）。  

 たばこの葉を燃焼させる紙巻たばこと比較し、たばこの葉を加熱させる加熱式たばこで

は、有害物質の発生量が大きく低減するとされている。しかしながら、たばこへの依存性を

高める作用を有するニコチンは含まれており、ニコチンの発生量は紙巻たばこと同程度と

の報告がある（本章 3.2 加熱式たばこの主流煙分析結果）。  

 紙巻たばこの燃焼で発生した化学物質は、喫煙により速やかに肺に到達し、血液循環を通

じて全身の臓器に運ばれる。たばこの煙に含まれる発がん物質は、DNA の損傷等を通じて

発がんの原因となりうる。たばこの煙を吸入すると、動脈硬化や血栓形成傾向の促進等を通

じて虚血性心疾患や脳卒中などの循環器疾患を引き起こす原因となりうる。さらに、肺の組

織に炎症等を引き起こし、慢性閉塞性肺疾患などを引き起こす原因となりうる。IARC 発が

ん性分類では、「喫煙」、「受動喫煙」、「たばこ煙」、「無煙たばこ」をグループ１（人に対し

て発がん性がある）に分類している 2）。  

 IARC によると 2）、紙巻たばこの喫煙は、肺、口腔、鼻咽頭、中咽頭、下咽頭、副鼻腔、

喉頭、食道、胃、膵臓、結腸直腸、肝臓、腎臓（体部及び骨盤部）、尿管、膀胱、子宮頸部

及び卵巣（粘液性）のがんと骨髄性白血病を引き起こすと報告している。また、たばこの喫

煙と女性の乳がんとの間には正の相関関係があると報告している。但し、子宮内膜がん（閉
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経後）と甲状腺がんについては、発がん性を有する証拠が欠如していると報告している。ま

た親の喫煙は、小児の肝芽腫を引き起こす十分な証拠があることや、親の喫煙と小児白血病

（特に急性リンパ性白血病）との間には正の相関関係が認められていると報告している。受

動喫煙に関しては、肺がんを引き起こす十分な証拠があること、喉頭がんと咽頭がんとの間

には正の相関関係があると報告している。無煙たばこに関しては、口腔、食道、膵臓のがん

を引き起こす十分な証拠があると報告している。  

 このように IARC は、これまで得られた証拠の程度に応じて慎重に評価結果を公表して

いる。今後の証拠の増加に伴って、再評価が行われるが、たばこの喫煙と受動喫煙に関して

は、2029 年までに再評価を行う優先度の高い因子として IARC から勧告がなされている 3）。  

 加熱式たばこに関しては、IARC はこれまでのところ評価を行っておらず、2029 年まで

に評価を行うことが勧告されている因子にも含まれていない 3）。加熱式たばこが市場に導入

されてからまだ年数が浅いためと考えられるが、いずれは評価されると考えられる。  

 本章 3.5 含有化学物質のリスク評価の結果において、発がん影響に関しては、NNK とベ

ンゾ-a-ピレンでリスクが強く懸念されるレベルであった。これらの物質は肺がんが強く懸

念されるリスクレベルであった。NNN も発がんリスクが懸念される評価結果であり、エン

ドポイントは鼻腔と気管の腫瘍であった。NNN に関しては、マウスで肺がんが確認されて

おり、NNK ではラットとミンクで鼻腔がんが確認されている。NNK と NNN の発がんメ

カニズムの一つは、シトクロム P450 を介した α-水酸化であり、これにより DNA 及びヘ

モグロビン付加体が形成される。これらの付加体は、たばこの喫煙者でも検出されている 2）。

ベンゾ-a-ピレンに人が曝露すると、体内におけるシトクロム P450 を介した代謝活性化な

どにより、ベンゾ-a ピレンジオールエポキシドを生成する。この物質は、DNA と強力に結

合して付加体を形成し、細胞内の遺伝子に変異を引き起こすため、強い発がん性を示す 4）。  

 本章 3.5 含有化学物質のリスク評価の結果において、非発がん影響のうち、ニコチンのリ

スクが最も高かった。心拍数の急速な増加をエンドポイントとした MOE は極めて小さか

った。その他では、フルフラール、グリセロール、アクロレイン、プロピレングリコール、

クロトンアルデヒドでリスクが懸念されるレベルであった。これらの物質は粘膜に対する

刺激性や炎症性が強く、リスク評価におけるエンドポイントは気道に対する影響であった。

以下ではニコチンの生体影響について概説する。  

 ニコチン（CAS No. 54-11-5）は、ピロリジン環とピリジン環からなるアミン化合物であ

り、3-[(2S)-1-メチルピロリジン-2α-イル]ピリジン、3-[(2S)-1-メチル-2α-ピロリジニル]

ピリジン、β-ピリジル-α-N-メチルピロリジン、(2S)-1-メチル-2-(3-ピリジニル)ピロリジ

ンという名称の化合物である。融点-79℃、沸点 249℃、蒸気圧 0.006 kPa (20℃)、水に混和

し、247℃で分解する。揮発性を有する無色の油状液体である 5）。主にたばこの葉に含まれ

る。日本では「毒物及び劇物取締法」の「毒物」に指定されている。  

 ニコチンの主な曝露経路は、たばこ製品、ガム、経皮パッチなどである。生理的条件下（pH 

7.3～7.5）では親油性のため生体膜を通過し、皮膚や粘膜から吸収される。従って、消化管、
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皮膚、肺、口腔などを通じて吸入、経皮または経口経路で人体に吸収される 6),7)。  

 ニコチンの代謝の 80%は肝臓で起こり、肺と腎臓での代謝割合はそれより少ない。代謝

過程は大きく 2 つの段階に分けられる。第 I 相では、ニコチンは複数の経路を介してミクロ

ソーム酸化される。これにより、コチニン、ノルニコチン、デメチルコチニン、トランス-

3-ヒドロキシコチニン、d-(3-ピリジル)-γ-メチルアミノ酪酸などの代謝物が生成される。

その後の第 II 相では、代謝物が N'-及び O'-グルクロン酸抱合され、尿、糞便、胆汁、唾液、

汗などで排泄される。ニコチンは胎盤を容易に通過するため羊水や新生児の臍帯血から検

出される。母乳や授乳していない女性の乳汁、子宮頸管粘液からも検出される 6),7)。  

 ニコチンの生体内でのニトロソ化により、N-ニトロソノルニコチン（NNN）や 4-(メチ

ルニトロソアミノ)-1-(3-ピリジル)-1-ブタノン(NNK)が生成される 8）。これらの化合物は、

IARC 発がん性分類により、グループ１（人に対して発がん性がある）に分類されている 2）。

但し IARC は、ニコチンそのものの発がん性分類をこれまで評価していない。  

 ニコチンの標的臓器は末梢神経系と中枢神経系である。ニコチンは、体内の非神経細胞及

び神経細胞に発現するニコチン性アセチルコリン受容体（nAChR）に結合し、さまざまな

生理学的作用をもたらす 7）。たばこから放出されたニコチンは、たばこの煙を吸い込むと煙

の粒子を通して肺に侵入する。たばこの煙が肺の細気管支や肺胞に入ると、ニコチンはすぐ

に吸収される。喫煙中は血中のニコチン濃度が急速に上昇し、肺静脈循環に急速に吸収され

る。その後、動脈循環を介して脳に急速に移動し、交感神経系の臓器である副腎を活性化し

てアドレナリンの分泌を促進する。その結果、血圧の上昇、血糖値の上昇、心拍や呼吸数の

増加、発汗などを生じる。  

 心血管系への影響において、内皮機能障害（動脈内皮細胞の機能障害による動脈狭窄）は

ニコチンの主要な作用の一つである。またニコチンは、LDL コレステロール値と血圧を上

昇させ、アテローム性動脈硬化の進行を促進させる。人と動物実験において、ニコチンとの

関係が認められている心血管系疾患には、冠動脈疾患、うっ血性心不全、心房細動や心室頻

拍／細動などの不整脈、血栓症などがある 9）。  

 またニコチンは、脳組織内の nAChR に結合し、ドーパミン、アセチルコリン、エンドル

フィン、ノルアドレナリンなどの多数の神経伝達物質の放出を促進する。ニコチンのこの特

性が行動の変化とニコチン依存を引き起こすと考えられている 7）。  

 ニコチンは生殖毒性を有することが報告されており、卵胞形成の阻害、黄体ステロイド生

成の変化、カルシウムイオン濃度の上昇などにより、女性の排卵、卵母細胞の成熟、配偶子

の質などの生殖機能に影響を及ぼすことが示唆されている 7）。  
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3.6 加熱式たばこの曝露指標 

 

加熱式たばこ曝露指標のバイオマーカー 

1. ニコチン及びその代謝物 

 ニコチンはたばこ特有の依存性アルカロイドであるが、生体内での半減期が 2 時間程度

と短く、単独での曝露評価には限界がある 1)。そのため、より安定性の高い代謝物を曝露マ

ーカーとして用いることが標準的な手法とされている 1)。 主要な測定対象は、ニコチン、

コチニン、ニコチン-1'-オキシド、及び 3-ハイドロキシコチニン（3-HC）である 1)。 コチ

ニンはニコチンの主要代謝物であり、ニコチン曝露評価における「ゴールドスタンダード」

として広く活用されている 2)。  

 酵素処理（脱抱合）の有用性：尿中に排泄されるコチニン及び 3-HC の一定割合はグルク

ロン酸抱合体として存在するため、β-グルクロニダーゼ等の酵素による脱抱合処理後に測

定する手法が推奨される 1)。この酵素処理により測定値は約 1.24～1.85 倍上昇することが

報告されており、加熱式たばこ使用や受動喫煙に伴う微量曝露においても高感度な検出が

可能となる 1)。 
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2. たばこ特異的ニトロソアミン（TSNAs）代謝物 

 NNK の代謝物である NNAL、及び NNN は、たばこアルカロイドのニトロソ化反応に

よって生成される特異的かつ強力な発がん物質（タバコ特異的ニトロソアミン：TSNA）の

曝露指標である 2)。NNAL（4-(メチルニトロソアミノ)-1-(3-ピリジル)-1-ブタノール）は、

完全にたばこ特異的な化合物であり、生体内の半減期が 10 から 45 日であることから、長

期的なたばこ曝露評価に極めて有効なバイオマーカーとして機能する 1, 2)。NNN も同様に

代表的な TSNA バイオマーカーとして測定され、曝露の指標として利用される 2)。 

 

3. 揮発性有機化合物（VOCs）代謝物 

 たばこ煙に含まれるアクロレイン、1,3-ブタジエン等は生体内でメルカプツール酸代謝物

として尿中に排泄される 3), 4)。一斉分析により以下の代謝物が網羅的に評価される。以下に、

参考化合物を示し、アクロレイン代謝物（3-HPMA、CEMA）、1,3-ブタジエン代謝物

（MHBMA、DHBMA）、アクリルアミド代謝物（AAMA、GAMA）、キシレン代謝物（2-

MHA、3-MHA、4-MHA）等 3), 4)が報告されている（Table 1）。 

 

 

4. 多環芳香族炭化水素（PAHs）代謝物 

 有機物の不完全燃焼・熱分解で生成される環境発がん物質であり、モノヒドロキシ化 PAH
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（OH-PAHs）として尿中に排泄される（Table 2） 5)。代表的指標は 1-ヒドロキシピレン

（1-OHP）（ピレン代謝物）であり、3-OH-BaP（ベンゾ[a]ピレン代謝物）のほか、ナフタ

レン・フルオレン・フェナントレン代謝物も一斉分析にて測定される 2), 5)。 

 

5. 芳香族アミン類 

4-アミノビフェニル（4-ABP）を代表とする燃焼生成物であり、血中ヘモグロビン付加物

または尿中代謝物として測定される 6)。その他 o-トルイジン、1-ナフチルアミン、2-ナフ

チルアミン、3-ABP 等が測定対象となる 2), 6)。 

 

6. 一酸化炭素（CO）曝露マーカー 

COHb 有機物の不完全燃焼由来の CO が赤血球ヘモグロビンと結合して形成されるカル

ボキシヘモグロビン（COHb）は、CO 曝露の信頼性の高い代替指標である 7)。加熱式たば

こは燃焼を伴わない機構のため、紙巻たばこと比較して COHb レベルの大幅な低減が確認

され、加熱式たばこにおける重要な指標となる 2), 7)。 

 

加熱式たばこ喫煙者の曝露報告 

日本とカナダの喫煙者等を対象にした国際調査で、日本人喫煙者の生体曝露の実態が報

告された。この研究では、加熱式たばこ単独、紙巻たばこ単独、両者の併用者を対象に、尿

中バイオマーカーの比較分析が行われた 8)。尿試料の分析結果は、ニコチン曝露量（TNE-

2）について、日本の加熱式たばこ単独喫煙者は 17.56 nmol/mg creatinine であり、紙巻た
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ばこ単独喫煙者の 12.76 nmol/mg creatinine と同等以上の値を示した。併用者においても

7.26 nmol/mg creatinine と、非喫煙者の 0.01 nmol/mg creatinine と比較して顕著に高い。 

一方で有害化学物質の曝露量には違いがみられ、発がん物質の指標 NNAL 量は、紙巻単独

の 175.43 pg/mg creatinine に対し、加熱式たばこ単独は 32.57 pg/mg creatinine と約 81%

低かった。また、揮発性有機化合物（VOC）であるアクリルアミドの指標（2CaHEMA）は

紙巻単独の 36.61 pg/mg creatinine から加熱式単独は 22.44 pg/mg creatinine へ、アクリロ

ニトリルの指標（2CyEMA）は 63.31 pg/mg creatinine から 7.05 pg/mg creatinine へと有

意に低いことが示された。しかし、両たばこ製品を併用する場合、有害化学物質の曝露量は

加熱式単独よりも高くなる。NNAL の場合、併用者は 41.11 pg/mg creatinine であり、紙巻

単独より約 77%低いが、非喫煙者の 0.03 pg/mg creatinine と比べ著しく高い。アクロレイ

ンの指標（3-HPMA）も、併用者は 883.62 ng/mg creatinine で、加熱式単独の 806.24 ng/mg 

creatinine より高く、非喫煙者の 541.34 ng/mg creatinine とは明らかな差がある。いずれの

製品の使用でも、非喫煙者と比較すると明確な曝露が生じている。この国際調査が示す全体

傾向を踏まえ、国内の詳細な分析結果を統合した生体曝露の評価を以下に示す。 

稲葉らによる厚生労働科学研究の結果を示すが同研究の参加者はすべて日本人喫煙者で

ある 1, 4, 9, 10)。 

本文書は、加熱式たばこ、紙巻たばこ、及びそれら両者の併用者を対象とした尿中バイオ

マーカー分析に関する 2 つの研究結果を統合して作成したものである 9, 10)。喫煙者の生体曝

露の客観的な実態を評価することを目的として、尿中に含まれる「ニコチン代謝物」、「たば

こ特異的ニトロソアミン代謝物（NNAL）」、そして「揮発性有機化合物（VOC）代謝物」と

いう 3 つの主要な視点から詳細な比較・検討を行った 9, 10)。 

ニコチン代謝物の曝露結果 

ニコチン代謝物による評価 依存症の原因物質であるニコチンの体内曝露量を示す尿中総

ニコチン代謝物量（ng/mg creatinine）の分析は、加熱式たばこ喫煙者 8 名、紙巻たばこ喫

煙者 13 名、併用者 11 名などを対象に実施された 10)。各群の中央値を比較した結果、加熱

式たばこ喫煙者が 7,160、紙巻たばこ喫煙者が 7,928、両者の併用者が 9,423 であった 10) 。

これら 3 区分間において、ニコチン代謝物の曝露量に大きな差異は認められなかった３）。こ

の結果は、紙巻たばこから加熱式たばこに切り替えたとしても、あるいは併用したとしても、

体内へのニコチン曝露量が低減されるわけではないことを明確に示している 10) 。 

 

 

NNAL（発がん物質の代謝物）の曝露結果  

たばこに特有の強力な発がん物質である NNK の指標となる NNAL 量（pg/mg creatinine）

について、その中央値を比較した結果、加熱式たばこ喫煙者が 19.1、紙巻たばこ喫煙者が

38.2、併用者が 36.1 であった 10）。たばこ産業などからは加熱式たばこの主流煙において有

害化学物質が｢約 90%削減｣と報告されているが、実際の生体における NNAL 曝露量は、
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紙巻たばこの約半分にとどまっている 10)。すなわち、主流煙の分析値に比例するような 10

分の 1 への劇的な低減は確認されなかった 10)。また、併用者においては紙巻たばこ単独の

喫煙者とほぼ同等の曝露量があり、加熱式たばこを併用することによる発がん物質曝露の

明らかな低減効果は確認されなかった 10)。 

 

VOC 代謝物の曝露結果  

燃焼などによって発生する VOC 代謝物 17 成分の分析は、加熱式たばこ喫煙者 27 名、紙

巻たばこ喫煙者 21 名、併用者 20 名、非喫煙者 37 名を対象に実施された 9）。分析の結果か

らは、たばこ製品ごとに異なる曝露実態が存在することが明らかとなった 9）。紙巻たばこ喫

煙者は加熱式たばこ喫煙者と比較して、3-HPMA、CYMA、2-HPMA、AMCC などの代謝

物の量は多く検出された 9）（略語は Table 1 を参照）。特に CYMA においては、加熱式たば

こ喫煙者の 1.81（ng/mg creatinine）に対して、紙巻たばこ喫煙者は 50.7 と顕著に高い値

を示した 9）。一方で、加熱式たばこ喫煙者と非喫煙者とを比較した結果、加熱式たばこ喫煙

者は AAMA、AMCC、2-HPMA、DHBMA、HPMMA といった成分の数値が非喫煙者より

も高い結果となっていた 9）。これにより、加熱式たばこにおいては紙巻たばこより一部の

VOC が軽減されているものの、加熱式たばこの使用によっても依然として VOC への明ら

かな曝露が生じていることが確認された 9）。 

 

結論  

以上の 3 つのバイオマーカー分析の結果から、加熱式たばこの使用は紙巻たばこと比較し

て CYMA など一部の VOC 曝露量を大きく減少させるものの、非喫煙者と比較すれば明確

に高い VOC 曝露をもたらしていることが判明した 9）。さらに、依存性物質であるニコチン

の曝露量は紙巻たばこと比較して低減しておらず、発がん物質の指標である NNAL の曝露

量も紙巻たばこの半減程度にとどまっている 10)。加熱式たばこ製品は燃焼を伴わないため

有害化学物質の発生を抑制するとされているが、エアロゾル中の有害化学物質の成分数自

体は大幅に低減されていない 9,10)。したがって、加熱式たばこを使用する限り、依然として

多様な有害化学物質の複合的な曝露は継続しているという点に強く留意が必要である 9,10)。 

 

課題 

国内外の研究間で生じた生体曝露量の乖離を解明するため、より大規模な調査の実施が急

務である。稲葉らの報告において、NNAL の分析値が大きく異なった点については、日本

人喫煙者の曝露量自体が他国より高い実態が示されている。また、アクリルアミド代謝物は

研究間で測定対象（2CaHEMA や AAMA）が異なり、食事など生活環境からの曝露も影響

するため単純な比較が困難であったことが課題である。 

これらを踏まえ、今後はサンプル数を大幅に拡充し、多様な曝露マーカーを統一した網羅

的な調査が求められる。さらに、日本人特有の喫煙行動（吸煙量や頻度などの実態）を詳細



96 

に調査し、各種たばこ製品の正確な曝露評価方法を確立する必要がある。 
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第 4 章 加熱式たばこの能動喫煙の健康影響  

 

4.1 呼吸器疾患との関連 

 

要約 

加熱式たばこの喫煙者本人への影響（能動喫煙による健康影響）として、呼吸器疾患 [成

人喘息、慢性閉塞性肺疾患（COPD）、急性好酸球性肺炎］との関連について知見を収集し

た。その結果、成人における加熱式たばこ使用と喘息との関連については、有意差を認めな

かったとする研究がある一方、喘息の増悪との関連を認めた研究もある。また、４つの研究

を統合したメタアナリシスでは関連を認めたとする研究がある。 

加熱式たばこの能動喫煙と慢性閉塞性肺疾患（COPD）との関連については、国内外とも

に限定的である。加熱式たばこの能動喫煙と COPD との関連については、発症をアウトカ

ムとした論文がなく、判定できない。 

肺気腫で増加する miRNA が検出されており、さらに加熱式たばこは紙巻たばこと比較し

て肺気腫患者への肺がん発症リスクをより高める可能性があることを示唆する厚生労働科

学研究報告がある。 

加熱式たばこ使用と急性好酸球性肺炎の発症に関する症例報告として、国外で紙巻たば

こに加熱式たばこを併用したことにより発症した症例１例が報告されている。国内では、紙

巻たばこ使用歴がなく、初めて加熱式たばこを使用したことにより発症した 1 例、加熱式

たばこ使用により急性好酸球性肺炎の発症し呼吸不全を呈した 1 例、及び従来の紙巻たば

こ喫煙から加熱式たばこに切り替えた後に発症した 1 例の３症例が報告されている。 

 

（１）概要 

 気管支喘息（以下、喘息）は、「気道の慢性炎症を本態とし、変動性を持った気道狭窄に

よる喘鳴、呼吸困難、胸苦しさや咳などの症状で特徴付けられる多様性を有する疾患」であ

る 1)。喘息は、複数の個体要因と環境要因との相互作用の結果発症し、その表現型はきわめ

て多彩である。環境要因の一つとして喫煙がある。母親の妊娠中の紙巻たばこ喫煙と受動喫

煙は幼少期の喘息の発現と喘息の発症において最もリスクが高い。幼少期にＲＳウイルス

の気道感染があるとその後の能動喫煙と喘息との関連が増強される１)。 

 喘息は、世界の成人の約 6～7%の有病率を示す疾患である２)。日本における成人喘息の

有病率は生命保険会社の健康保険請求のデータによると 6～10％であり、1999 年から 2019

年には 1.5 倍に増加している３,４)。 

 

 慢性閉塞性肺疾患（COPD: Chronic Obstructive Pulmonary Disease）の定義５）は、「タバ

コ煙を主とする有害物質を長期に吸入曝露することなどにより生ずる肺疾患であり、呼吸

機能検査で気流閉塞を示す。気流閉塞は、末梢気道病変と気腫性病変（肺気腫）がさまざま
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な割合で複合的に関与し起こる。臨床的には徐々に進行する労作時の呼吸困難や慢性の咳・

痰を示すが、これらの症状発現に気が付かない人もいる。」とされている。 

 日本では、40 歳以上の 10.9%（男性 16.4％、女性 5.0％）に気流閉塞が認められた。日本

人の COPD の有病率は 8.6％と推測され、世界の国々と同程度の高い有病率である。すで

に COPD と診断されていたのは 9.4％に過ぎず、そのほとんどが未診断である５）。 

 日本での地域住民検診受診者を対象とした気流閉塞の有病率は、対象年齢や男女比に差

があり、3.8％から 16.9％と報告されている。年齢が高くなるに従い気流閉塞の有病率は高

くなり、特に男性では 70 歳以上の 4 分の１に気流閉塞が認められる５）。人間ドック受診者

を対象とした Omori ら６）の全国調査の報告では、呼吸機能検査での気流閉塞の有病率は

4.3％（平均年齢 54.7 歳、男性 5.6％、女性 2.1％）である。COPD は、ゆっくりと進行す

るため、自分では気づきにくく、多くの人が診断や治療を受けていないのが現状である５）。

また、2020 年の世界保健機関（WHO）調査では、COPD は世界の死因の第３位である５）。

厚生労働省の人口動態統計によると、男女全体死亡数は、2020 年以降 1.6 万人台で推移し

ている。2022 年の年齢調整死亡率（人口 10 万対）は、男性 10.0、女性 1.2 である５）。 

 

急性好酸球性肺炎（acute eosinophilic pneumonia: AEP）は、肺に好酸球の浸潤をきたし、

短期間に種々の呼吸器症状や急性呼吸不全を呈する疾患である７)。数日から１週間以内の経

過で急性発症する。呼吸不全が急速に進行し、人工呼吸管理を要するほどの状態となること

もある。若年成人に多く、発症にはしばしば紙巻たばこ喫煙が関与する。特に初めて喫煙す

る場合、喫煙量が増加する場合、銘柄を変更した場合、及び再喫煙した場合などが報告され

ている。2015 年の加熱式たばこの普及に伴い、加熱式たばこ使用による急性好酸球性肺炎

の症例が国内外で報告されている。 

 

（２）紙巻たばこに関する知見 

「喫煙と健康 喫煙の健康影響に関する検討会報告書」（2016 年）において、喫煙者本人の

喘息の発症において、紙巻たばことの関連については、科学的証拠は，因果関係を示唆して

いるが十分ではない(レベル 2)とされている 8）。また、慢性閉塞性肺疾患（COPD）につい

ては、科学的証拠は，因果関係を推定するのに十分である（レベル 1）とされている 8）。 

 

(３) 加熱式たばこに関する知見 

｢asthma｣｢COPD｣｢Heat not burn tobacco｣｢Heated tobacco product｣というキーワードで精

査し、47 報の論文が、一次レビューの対象となった。そのうち、10 報の論文を二次レビュ

ーを行った。そのうち、国内の研究は５報あった。また、厚生労働科学研究の報告について

も本章において記載した。 

若年層・未成年における加熱式たばこ使用と喘息の発症・増悪については、別章（2.3）で

述べる。本項では成人における加熱式たばこ使用と喘息の発症・増悪についての知見を述べ
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る。また、COPD に関連する知見について述べる。 

 

国際的な知見 

成人における加熱式たばこ使用と喘息の発症・増悪について 

 加熱式たばこ使用と喘息との関連についての報告は限定的である。韓国の Seo YG ら９）

は、2018 年から 2020 年に実施された Korea National Health and Nutrition Examination 

(KNHANES)において、19 歳以上の 18,230 人の成人を対象とした分析の結果、加熱式たば

こ単独使用（182 人）と喘息の有病率との関連について、調整後のオッズ比（95％信頼区間）

0.38 (0.10-1.50)、紙巻たばこと加熱式たばこ併用（435 人）では 0.98（0.52-1.86）と有意

差を認めなかったと報告している９）。 

2025 年 Carlsson S ら 10）は、Lee ら（2019 年）11）、Nakama ら（2021 年）12）、Noguchi ら

(2023 年)13）及び Seo ら（2023 年）9）の国内外の少数の疫学研究を統合したメタアナリシス

を実施した結果、喘息をアウトカムとした Pooled estimate（OR/RR 95% CI）は、1.67（1.06-

2.68）と、関連を認めたと報告している 10）。 

 

加熱式たばこ使用と慢性閉塞性肺疾患（COPD）について 

 Carlsson S ら 10）の報告では、COPD については、「No studies identified」でありデータ

は示されていない。 

 

加熱式たばこ使用と呼吸機能について 

 加熱式たばこ使用の呼吸機能への影響に関する報告は存在しなかった。 

 

加熱式たばこ使用とその他の疾患について 

 これまで、加熱式たばこ使用と急性好酸球性肺炎の発症に関する症例報告が国外で１例

報告されている。 

 Kang ら 14）は、2022 年に 22 歳女性で紙巻たばこに加熱式たばこを併用したことにより

発症した急性好酸球性肺炎の症例を報告している。患者の状態は、加熱式たばこの使用中止

と副腎皮質ステロイド治療により改善している。 

 

国内の知見 

成人における加熱式たばこ使用と喘息の発症・増悪について 

 加熱式たばこ使用と喘息との関連については国内においても限定的である。 

 Nakama ら 12）は、2019 年に実施した 15 歳～73 歳の男女 9,008 名を対象とした横断研究

において、年齢、性、紙巻たばこ使用歴、収入、教育歴、及び飲酒で調整したオッズ比 OR

（95％信頼区間:CI）は、30 日以内の加熱式たばこ使用では 1.70 (1.16-2.50) p<0.001 であ

った。このように加熱式たばこ使用と喘息との関連を報告している。 
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 Noguchi ら 13）は、2023 年に実施した 3,787 名を対象としたインターネット調査による

と、加熱式たばこの使用率は全体の 11.3%で、また、喘息症状の悪化を認めたのは全体で

10.6％であったと報告している。喘息症状の増悪の、年齢、性、教育歴、年収、飲酒及び BMI

で調整したオッズ比（95％信頼区間）は、非喫煙者で加熱式を使用しない参加者に対して、

加熱式たばこ喫煙者では 3.25（1.86-5.68）p<0.001 であった。このように加熱式たばこ使

用は成人喘息の症状悪化との関連を報告している。 

 

加熱式たばこ使用と慢性閉塞性肺疾患（COPD）について 

 レビュー対象の文献の中には、加熱式たばこ使用と COPD との関連に関する報告はなか

った。以下は、レビュー対象に含まれていないが、厚生労働科学研究において、COPD に

関連のある知見が報告されていたため、本章において掲載する。 

大坪、首藤、大森ら 15）は、厚生労働科学研究において、加熱式たばこの呼吸器疾患につな

がり得るバイオマーカーの開発を行った。人間ドック受診者の血清サンプルより、細胞外小

胞 miRNA を次世代シーケンサーで解析し、そのプロファイルの取得を行った。主成分分析

では、肺気腫の有無でクラスターが分かれること、つまり肺病変によって miRNA プロファ

イルが変化することを見出し、さらに、肺障害関連 miRNA の解析、たばこの種類の比較や、

病態に繋がるバイオマーカーの探索を行った。 

各種血清 miRNA レベルを肺気腫の有無で分析すると、肺気腫で増減する miRNA や、さら

には肺気腫のみで出現する miRNA を捉えることができた。この増減する miRNA をボルケ

ーノプロットで解析することで、統計学的に有意に上昇、低下する miRNA を割り出すこと

ができた。 

 その miRNA の gene ontology 解析を行うと、慢性炎症や、脂質代謝、骨格筋の萎縮、細

胞老化、血管内皮の障害、酸化ストレス応答、上皮細胞のアポトーシス、細胞マトリックス

の破壊といった、肺疾患に特徴的な表現型（COPD の併存疾患）が示された。このように、

血清中 miRNA は肺疾患の良いバイオマーカーとなることが判明した。 

さらに、リアル PCR による miRNA の精密定量系を組み立てた。例えば、肺気腫で有意に

増加していた miR-766-3p を喫煙の種類別ごとに解析すると、この miRNA が、喫煙により

誘導されること、特に、加熱式たばこで統計学的に有意に増加することが明らかとなった。

miR-766-3p は、非小細胞がんを促進させる因子として知られており、これらの結果は、加

熱式たばこは紙巻たばこと比較して肺気腫患者への肺がん発症リスクをより高める可能性

があることを示唆する。 

 大坪、首藤、大森ら 15）は、次世代シーケンサーにより miRNA のプロファイルを解析し、

加熱式たばこによる能動喫煙及び受動喫煙者で有意に変動する miRNA を決定し、リアルタ

イム PCR で検証を行い、一般の医療機関での解析可能な miRNA バイオマーカーの創出が

可能となったと報告している。 
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加熱式たばこ使用と呼吸機能について 

 呼吸機能検査の指標である 1 秒量は、COPD の自然歴を反映する指標であり、1 秒量の

経年変化は早期診断のカギとなる５）。 

加熱式たばこ使用の呼吸機能への影響に関する報告は限定的である。Harada ら 16）の一般

の住民を対象とした観察期間 1.7 年の疫学研究では、加熱式たばこ喫煙者の 1 秒量の年間

低下量は紙巻たばこ喫煙者と同程度の低下速度を示した。 

 加熱式たばこと紙巻たばこの併用者、いわゆるデュアルユーザーの 1 秒量の年間低下量

（mL/year）は対象者が 16 名と少ないが 63 mL/year であり、紙巻たばこのみの喫煙者 233

名の 44mL/year と比べて大きい傾向が認められた 16）。この研究ではサンプルサイズが小さ

く、観察期間も短いという限界があるため、限定的なエビデンスである。 

 

加熱式たばこ使用とその他の疾患について 

 これまで、加熱式たばこ使用と急性好酸球性肺炎の発症に関する症例報告が国内で３例

報告されている。 

 Kamada ら 17）は、2016 年に紙巻たばこ使用歴がなく、初めて加熱式たばこを使用したこ

とにより急性好酸球性肺炎の発症した 20 歳男性の症例を報告している。患者の状態は、加

熱式たばこの使用中止と副腎皮質ステロイド治療により改善している。 

 Aokage ら 18）は、2019 年に加熱式たばこ使用により急性好酸球性肺炎の発症し呼吸不全

のため救急搬送され、静脈-静脈型体外式膜型人工肺（ECMO）及びメチルプレドニゾロン

投与により救命できた 16 歳男性の症例を報告している。 

 Tajiri ら 19）は、従来の紙巻たばこ喫煙から加熱式たばこに切り替えた後に発症した急性

好酸球性肺炎の 47 歳女性の症例を報告している。患者の状態は、加熱式たばこの使用中止

と副腎皮質ステロイド治療により改善している。 

 上記の 3 例では、いずれも適切な治療により改善しているものの加熱式たばこ使用によ

り致死的な重症急性好酸球性肺炎を引き起こす可能性があることを示唆している。 

 

（４）証拠の統合 

 成人における加熱式たばこ使用と喘息との関連については、有意差を認めなかったとす

る研究がある一方、喘息の増悪との関連を認めた研究がある。また、４つの研究を統合した

メタアナリシスでは関連を認めたとする研究がある。 

 加熱式たばこ使用と慢性閉塞性肺疾患（COPD）との関連については、レビュー対象には、

国内外ともに報告がなかった。ただし、肺気腫患者において、肺気腫で増加する miRNA が

検出されており、さらに加熱式たばこの能動喫煙は紙巻きたばこと比較して肺気腫患者へ

の肺がん発症リスクをより高める可能性があることを示唆する研究報告がある。 

 加熱式たばこ使用と急性好酸球性肺炎の発症に関する国内外の症例報告として、紙巻た

ばこと加熱式たばことの併用時、加熱式たばこの初回使用時、加熱式たばこ使用による急性
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好酸球性肺炎の重症例、及び従来の紙巻たばこ喫煙から加熱式たばこに切り替えた後に発

症した症例が報告されている。 

 

（５）結論 

 加熱式たばこの能動喫煙は、成人における喘息（喘息の増悪）について、関連性は「やや

弱い」と判定した。その証拠の確からしさは、「やや低い」と判定した。加熱式たばこの能

動喫煙と COPD との関連については、発症との関連のアウトカムの論文がなく、判定でき

ない。 
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4.2 循環器疾患との関連 

 

要約 

加熱式たばこの喫煙者本人への影響（能動喫煙による健康影響）のうち、循環器疾患との

関連について、介入研究だけでなく観察研究も含めた文献のレビューを行い、知見を収集し

た。加熱式たばこは、急性期の反応として血圧や脈拍が上昇すること、酸化ストレスが上昇

すること、血管内皮機能障害に寄与することなどが明らかにされた。しかしながら、循環器

疾患発症に対する加熱式たばこの長期的な影響について調べた研究はほとんどなく、今後

のエビデンスの蓄積が望まれる。以上の結果を含め、加熱式たばこと循環器疾患との関連に

ついて、加熱式たばこの能動喫煙は循環器疾患と「強い関連性」があると判定した。その証

拠の確からしさは、「やや高い」と判定した。 

 

（１）概要  

日本の人口動態統計で、死亡原因として心疾患が第２位、脳血管疾患が第４位、国民生活

基礎調査で、介護が必要となった原因として脳血管疾患が 16％、心疾患が 5％と多くを占

めていることが示されている。また、厚生労働省国民医療費の概況(循環器病対策推進基本

計 画 （ 第 ２ 期 ） 令 和 ５ 年 ３ 月  https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/k-

iryohi/23/dl/R05kekka.pdf）では、循環器系の疾患が占める医科診療医療費が傷病分類別で

最多となっており、循環器疾患に対する予防が重要とされている。喫煙が循環器疾患のリス

クになることは既に示されており、「健康寿命の延伸等を図るための脳卒中、心臓病その他

の循環器病に係る対策に関する基本法」に基づく「循環器病対策推進基本計画」でも、健康

増進法及び健康増進法に基づく基本方針に基づき、喫煙に対する施策を着実に進めること

が示されている。一方で、近年加熱式たばこが普及し、従来の紙巻たばこと比べてリスクが

少ないという喫煙者の認識のもとで、加熱式たばこを喫煙することに対する健康被害の認

識が薄くなっている状況も見受けられる。加熱式たばこと循環器疾患との関連についての

エビデンスは多くはないが、現時点での文献レビューを網羅的に行った内容を報告する。 

（２）紙巻たばこに関する知見  

「喫煙と健康 喫煙の健康影響に関する検討会報告書」（2016 年）において、喫煙者本人の

循環器疾患との因果関係については、喫煙と虚血性心疾患、脳卒中、腹部大動脈瘤、及び末

梢性の動脈硬化症との関連について「科学的証拠は，因果関係を推定するのに十分である

（レベル 1）」と、喫煙と胸部大動脈瘤との関連について「科学的証拠は，因果関係を示唆

しているが十分ではない（レベル 2）」と判定されている 1)。 

（３）加熱式たばこに関する知見  

加熱式たばこの喫煙者本人への循環器疾患への関連について、53 報の英語論文が一次レ

ビューの対象となった。そのうち、24 報の英語論文の二次レビューを行い、さらに文書作

成作業班での会議において指摘された加熱式たばこと高血圧発症との関連を検討した日本

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/k-iryohi/23/dl/R05kekka.pdf
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からの 1 報の英語論文を追加した。日本語論文については、医中誌で検索された 58 報より、

最終的に循環器疾患に関連する 1 報の論文を二次レビューとした。日本人を対象に行われ

た研究は日本語文献を含めて 5 報あり、たばこ産業が主導した研究は 6 報（内、日本人を

対象は 2 報）であった。 

1. 国際的な知見  

加熱式たばこは、急性及び慢性の両面で、血管機能、血栓形成、炎症、酸化ストレス、心

機能に悪影響を及ぼす可能性が示されている。 

急性曝露研究では、加熱式たばこ使用後には心拍数や血圧の上昇が認められ、紙巻たばこ

と同様の急性心血管反応が観察されている 2-6)。また、加熱式たばこ使用後には動脈硬化の

指標（脈波伝播速度や増加指数）の悪化が報告されており、血管機能に対する急性の悪影響

が示されている 5,7,8)。加熱式たばこ使用後には血小板血栓形成の増加が認められ、血栓形成

傾向の亢進も示唆されている 7)。加えて、単回使用でも炎症性サイトカインの増加、白血球

増加、血管内皮機能障害が観察されており、これらは動脈硬化の進展が示唆される 6,9)。ま

た、加熱式たばこ使用後には、内皮及び血小板由来の細胞外小胞の増加が認められ、急性の

血管ストレスを示す所見として報告されている 10)。さらに、加熱式たばこ、電子たばこ、紙

巻きたばこを比較した研究では、いずれのニコチン含有製品でも末梢及び中心血行動態や

動脈硬化指標の悪化が認められ、加熱式たばこも紙巻たばこと類似の血行動態への影響が

示されている 11)。心機能に関しても、加熱式たばこ使用後に左室及び右室ストレインの低

下が認められ、心筋収縮及び拡張機能に急性の障害が示唆されている 12)。 

慢性的な加熱式たばこ使用に関する研究では、血管機能及び血液・炎症マーカーにおいて

有害な変化が報告されている。加熱式たばこ喫煙者では血流依存性血管拡張（FMD）の低

下や一酸化窒素（NO）生物学的利用能の低下が認められ、酸化ストレス及び血小板活性化

の増加を伴うなど、紙巻たばこ喫煙者と類似した血管障害が示されている 13,14)。また、加熱

式たばこ喫煙者ではフィブリノーゲン濃度の上昇が認められ、循環器疾患リスクの増加と

関連する可能性も指摘されている 15)。若年成人を対象とした研究でも、加熱式たばこ喫煙

者で血小板数の増加が観察されるなど、血液学的指標への影響も報告されている 16)。さら

に、分子レベルでは加熱式たばこ喫煙者で循環 miRNA プロファイルの変化が認められ、こ

れらの変化は循環器疾患発症と関連する可能性が示されている 17)。一方で、加熱式たばこ

喫煙者の循環器疾患発症との直接の関係や、予後との関係を示した研究は認めなかった。 

加熱式たばこと紙巻たばこを比較した研究では、加熱式たばこ喫煙者は呼気中一酸化炭

素や一部の酸化ストレス指標などで影響が小さい可能性が示されている 2)。また、紙巻たば

こから加熱式たばこへ切り替えた研究では、冠血流予備能、血管機能、心筋機能、酸化スト

レス指標などの改善が報告されており、加熱式たばこは紙巻たばこより有害性が低い可能

性が示唆されている 18)。さらに、酸化ストレスや血小板機能などの一部の指標では、加熱

式たばこは紙巻たばこより影響が小さいとする研究もある 6)。一方で、加熱式たばこは紙巻

たばこと同程度のニコチン供給をもたらし、使用後には心拍数や血圧の上昇が認められる
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ため、心血管系に対して完全に安全な代替品とは言えないとの指摘もある 3)。 

一方、たばこ産業が関与した研究では、紙巻たばこから加熱式たばこや電子たばこへ切り

替えることで、有害物質曝露のバイオマーカーが低下することが報告されている。短期間の

ランダム化試験では、加熱式たばこへ切り替えた群で煙に含まれる有害物質への曝露バイ

オマーカーが有意に減少し、禁煙群に次いで低いレベルとなった 19)。また、加熱式たばこ

へ切り替えた 5 日以内に、一酸化炭素ヘモグロビンや変異原性物質の尿中排泄などの曝露

バイオマーカーが大幅に低下し、禁煙群と類似した低下も認められた 20)。さらに、加熱式

たばこへ切り替えにより、炎症や血管内皮機能障害、血小板活性化に関連する一部のバイオ

マーカーの改善も報告されている 21)。加えて、加熱式たばこまたは電子たばこへの切り替

え後には、有酸素運動能力（VO₂max）の改善が認められたとする報告もある 22)。ただし、

これらの研究はいずれもたばこ産業資金による研究である点に留意が必要である。 

2.  国内の知見  

国内においては、2019 年に行われた JASTIS 調査の二次解析で、慢性疾患を有する人で

加熱式たばこの使用が比較的多いことが報告されている 23)。9,008 人（15–73 歳）を対象と

した本解析では、加熱式たばこの使用率は 9.0%（紙巻たばことの併用 6.1%）であり、糖尿

病、循環器疾患、COPD、がんを有する人では、それぞれの疾患を有していない人と比較し

て、加熱式たばこ使用（併用を含む）および紙巻たばことの併用使用のオッズ（調整オッズ

比）が有意に高かった。例えばがんの場合、加熱式たばこ使用（併用含む）のオッズ比は 3.58、

併用使用のオッズ比は 2.57 であった。本研究は横断研究であり、因果関係は不明であるが、

慢性疾患患者で加熱式たばこの使用が多い傾向が示されている 23)。日本の健康診断データ

を活用した 30152 人を対象としたコホート研究では、自己申告による加熱式たばこ単独使

用は、高血圧発症リスクの有意な増加と関連しており、加熱式たばこは紙巻たばこと同様に

高血圧リスクの上昇と関連していた 24)。健常成人男性を対象に加熱式たばこ、紙巻たばこ

の喫煙前後の血管内皮機能（反応性充血指数：RHI）、中心血圧、増大指数 （Augmentation 

index）などを評価した研究では、いずれの条件でも喫煙後に血管内皮機能の低下や血圧指

標の変化が認められた 25)。一方で、加熱式たばこと紙巻たばこの間に有意な差は認められ

ず、加熱式たばこは紙巻たばこと同程度に血管内皮機能の低下や動脈スティフネスの増加

など、心血管機能へ急性影響を及ぼす可能性が示唆されている 25)。 

国内で実施されたたばこ産業が関与した研究では、紙巻たばこから加熱式たばこへの切

り替えにより有害物質曝露の低下が報告されている。日本人喫煙者 180 人を対象としたラ

ンダム化試験では、glo または IQOS へ切り替えた群で、尿中曝露バイオマーカー及び呼気

中 CO が 5 日後に有意に減少し、その低下は多くの指標で禁煙群と同程度であった 26)。ま

た、横断研究で、加熱式たばこ喫煙者は紙巻たばこ喫煙者より一部の潜在的有害性バイオマ

ーカー（BoPH）が良好であったと報告されているが、非喫煙者と比較すると曝露指標は高

く肺機能は低い結果であった 27)。 
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（４）証拠の統合   

加熱式たばこの能動喫煙と循環器疾患との関連については、多くの介入、疫学研究があり、

結果の一致性が高い。特に血圧、心拍数、血管機能、血栓形成、炎症、酸化ストレス、心機

能に悪影響を及ぼす研究結果が示されている。一方で、バイオマーカーやサロゲートマーカ

ーを検討している研究にとどまっており、加熱式たばこ喫煙により、循環器疾患が増加する

かについて検討した研究は認められなかった。国内からの横断研究で、循環器疾患を有する

人では加熱式たばこ使用のオッズが有意に高かったとの報告があるが、因果関係について

は明らかではない。しかしながら、加熱式たばこの能動喫煙による、血圧や心拍数、血管機

能などへの悪影響は、ほぼ全ての研究で同じ方向を示していることから、循環器疾患との関

連は十分にあると考えられる。 

 

（５）結論  

加熱式たばこの能動喫煙は、循環器疾患について、関連性は、「強い」と判定した。その

証拠の確からしさは、「やや高い」と判定した。  
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4.3 発がん性に関する知見 

 

要約 

 能動喫煙による加熱式たばこの発がん性については、製品の普及から日が浅く、がん発症

までの期間や過去の喫煙歴という交絡因子の影響から、直接的な疫学研究による立証が困

難な状況にある。現時点での知見は曝露バイオマーカーや数理モデルによる間接的な評価

に依存しており、多くの研究で発がん物質への曝露量が紙巻たばこより大幅に低いことが

示されている。一方で、紙巻たばこと同程度またはそれ以上に間接的な指標に影響があると

いう報告もある。上述したように、発がんそのものを扱う研究はないため、加熱式たばこの

能動喫煙と発がんの関連性については判定できない。今後は臨床的エンドポイントを用い

た研究が必要である。 

 

（１）概要 

発がん性とは、物理的、化学的、あるいは生物学的な要因によって正常な細胞の遺伝子に

修復困難な変異を生じさせ、自律的で無制限な増殖を行うがん細胞へと変化させる性質を

指す。IARC 発がん性分類においてグループ 1（ヒトに対して発がん性がある）に属する化

学物質が多種類含まれるたばこ煙を直接吸入する能動喫煙が多種多様ながんの原因となる

ことはそれが紙巻たばこである前提であれば、公衆衛生学上の確立された事実である。 

しかし、加熱式たばこの発がん性評価には特有の困難が存在する。第一に、日本市場での

普及からまだ 10 年程度しか経過しておらず、たばこ煙の曝露からがんの発症までには一般

的に数十年の期間を要することを踏まえると、疫学的な捕捉は時間軸的に極めて困難であ

る。第二に、加熱式たばこの喫煙者の多くが紙巻たばこからの切替者または併用喫煙者であ

り、過去の曝露が強力な交絡因子となるため、加熱式たばこ単独の寄与を分離することが難

しい。また、喫煙経験として加熱式たばこのみを使用してきたネイティブユーザーのみを対

象に調査することは極めて困難である。 

このような背景から、現時点での評価は直接的ながん罹患率ではなく、曝露指標（BoE）

及び潜在的な有害性指標（BoPH）に頼らざるを得ない。本項目では、発がん性評価に関連

する RCT、実験的介入研究、及び横断研究を取りまとめ、現時点で到達しうる科学的知見

を整理する。 

 

（２）紙巻たばこに関する知見 

「喫煙と健康 喫煙の健康影響に関する検討会報告書」（2016 年）では、がんについて、

能動喫煙による 14 のがん種への影響を評価している。 

肺や口腔・喉頭、消化器、泌尿器、子宮頸部などのがんについては、因果関係を推定する

のに十分な証拠がある（レベル 1）と判定された。一方、大腸、乳、腎、急性骨髄性白血病、

前立腺がん死亡、及び子宮体がんのリスク減少との関連は、因果関係を示唆するものの不十
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分な段階（レベル 2）に留まり、卵巣や前立腺がんの罹患については判定不能（レベル 3）

とされた。 

また、がん患者の予後に関しても、肺がん患者の予後悪化や二次がん罹患には十分な因果

関係（レベル 1）が認められたが、がん患者全体の予後悪化や再発、治療効果の低下などは

示唆的な判定（レベル 2）にとなっている。 

 

(３) 加熱式たばこに関する知見 

英語論文に関するデータベースで「cancer」、「carcinogen」、「tumor」、「malignancy」、

「oncology」というキーワードで精査し、40 報の論文が一次抽出された。そのうち、28 報

の論文（うちたばこ産業資金によるものは 16 報）が二次抽出されレビューを実施した。ま

た、日本語論文を医中誌 Web から１報抽出し、レビューに加えた。 

① 国際的な知見 

現時点で発がんに関する RCT 研究は確認できなかった。 

Kim ら 1)は、750 名を対象に腫瘍マーカーを比較し、がん胎児性抗原（CEA）値が紙巻

たばこ喫煙者（中央値 2.4）、加熱式たばこ喫煙者（2.0）、禁煙者（1.6）の順に有意に高か

ったと報告している。加熱式たばこ喫煙者の CEA 値は紙巻たばこ喫煙者より低いが、禁煙

者よりは高い水準に留まっている。Rasperini ら 2)は、非喫煙者、紙巻たばこ喫煙者、加熱

式たばこ喫煙者各群 15 名（合計 45 名）の歯肉組織において、加熱式たばこ喫煙者の eNOS

遺伝子メチル化が非喫煙者より有意に高く、エピジェネティックな変化を引き起こす可能

性を示唆している。Yuce ら 3)は、電子たばこ喫煙者、加熱式たばこ喫煙者、紙巻たばこ喫

煙者、および非喫煙者（対照群）の各群 40 名（合計 160 名）を対象に尿中重金属濃度を比

較し、加熱式たばこ喫煙者で IARC 発がん性分類グループ１（人に対して発がん性がある）

のニッケル化合物、およびグループ 2B（人に対して発がん性がある可能性がある）のニッ

ケル金属の上昇が観察されたことから、金属曝露に関連する発がんリスクの可能性を報告

している。 

以下の論文はたばこ産業が発表した研究（あるいは資金提供した研究）であり、これら

には一部 RCT 研究も含まれる。 

Ludicke ら 4, 5)、McEwan ら 6)、及び Ansari ら 7)は、それぞれ 112 名～984 名を対象とし

た RCT において、紙巻たばこから加熱式たばこへの切り替え後（5 日間～12 ヶ月間）の曝

露バイオマーカー及び効果バイオマーカーの変化を評価した。いずれの研究でも、切り替え

後に複数の有害物質への曝露バイオマーカーが有意に減少したと報告している。Ludicke ら

5)の 6 ヶ月間追跡では 8 つの効果バイオマーカーのうち 5 つで有意な改善を、Ansari ら 7)の

12 ヶ月間追跡では白血球数や CO ヘモグロビン等の好転を示した。ただし、いずれもバイ

オマーカーの変化であり、がん等の長期的な臨床的健康リスクの低減を直接証明するもの

ではない。 

Scherer ら 8-11)は、紙巻たばこ、電子たばこ、加熱式たばこ等の 6 グループ（各 10 名、
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合計 60 名）を対象に、発がん性芳香族アミン、たばこ特異的ニトロソアミン（TSNA）、多

環芳香族炭化水素（PAH）、メルカプツール酸（MAs）の尿中排泄量を一連の横断研究で比

較した。加熱式たばこ喫煙者の NNAL や NNN は紙巻たばこ喫煙者より大幅に低く非喫煙

者に近いレベルであり、PAH についても非喫煙者との有意差は認められなかった。一方、

尿中に排泄されるアクロレインやアクリルアミド関連のバイオマーカーではわずかな上昇

が観察された。ただし、いずれも一群 10 名と少数であり、統計的検出力に限界がある。 

 

 

② 国内の知見 

 現時点で発がんに関する RCT 研究は確認できなかった。 

Ohmomo ら 12)は、各群 52 名（合計 208 名）を対象に、末梢血単核細胞における喫煙関連

DNA メチル化及び全トランスクリプトーム解析を行い、加熱式たばこ喫煙者の DNA メチ

ル化異常及び遺伝子発現変化が紙巻たばこ喫煙者と同程度であり、切り替え後 2 年未満で

は改善されないと報告している。Miller ら 13)は、日本とカナダの成人 550 名を対象に尿中

曝露バイオマーカーを比較し、加熱式たばこ単独喫煙者は紙巻たばこ喫煙者と比較して

NNAL が約 83%、CEMA（IARC 発がん性分類でグループ 2A のアクロレインの暴露を示す

マーカー）が約 93%低かったが、紙巻たばことの併用では曝露低減効果はほとんど得られ

なかったと報告している。Kioi ら 14)及び Nakama ら 15)は、それぞれ 4,432 名及び 11,000 名

を対象としたインターネット調査により、慢性疾患患者における加熱式たばこの使用実態

を調査した。Nakama ら 15)は、がん既往者は疾患のない人と比較して加熱式たばこを使用し

ている可能性が有意に高かった（調整オッズ比：1.48）と報告している 15)。ただし、いずれ

も横断研究であり因果関係は確立できない。 

以下の論文はたばこ産業が発表した研究（あるいは資金提供した研究）である。 

RCT 研究として、Gale ら 16)は、健康な日本人喫煙者 180 名を対象に、加熱式たばこへの 5

日間の切り替え後、ニコチンを除く尿中曝露バイオマーカーがベースラインから 20.9%～

92.1%有意に減少したと報告している。ただし、短期間の結果であり、バイオマーカーの減

少が直接的な健康リスクの低減を意味するとは言えない。Sakaguchi ら 17)は、459 名を対象

に横断研究を行い、加熱式たばこ単独喫煙者が紙巻たばこ喫煙者と比較して NNAL（-94.3%）

や HDL-C（+13.9%）など複数のバイオマーカーで好ましい値を示したと報告している。 

 

③  その他の知見（特定のフィールドを使用していない研究） 

 加熱式たばこの発がんに関連する研究として、いくつかの数理モデルを用いたシミュレ

ーション研究が実施されている。山口 18)は、吸入ユニットリスクに基づき既存研究データ

を再計算するとともに独自の回帰モデルを構築し、加熱式たばこの発がんポテンシャルは

紙巻たばこの約 2%～4%、1 日 15 本を仮定した 70 歳までの超過累積肺がん死亡率は紙巻

たばこで 10 万人対 2,659 人に対し加熱式たばこで 10 万人対 84 人と推計している。Esposito
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ら 19)は、主流煙中のアクリルアミド含量を定量し、加熱式たばこのアクリルアミドは紙巻

たばこの約 5 分の 1 であり、曝露マージン（MOE）に基づく発がん性リスクもほぼすべて

のシナリオで紙巻たばこより低いと報告している。Stephens ら 20)、Slob ら 21)、及び Kusonic

ら 22)は、いずれも機械喫煙プロトコルによる排出物データ及び毒性参照値を用いて、加熱

式たばこと紙巻たばこの発がんリスクを比較した。Stephens らは加熱式たばこの発がんポ

テンシャルを紙巻たばこの約 1/50 と推計し 20)、Slob らは累積曝露量が 10～25 倍低いと報

告し 21)、Kusonic ら 22)は生涯過剰発がんリスクが 1～2 桁低いと報告している。ただしこれ

らの研究は、いずれも評価対象が既知の特定物質に限られ、未知の物質や相乗効果を考慮で

きていないという共通の限界がある。当該論文の筆者らは、加熱式たばこは紙巻たばこより

リスクは低いが依然として危険な化合物を放出するため完全に安全とは言えないと結論し

ている 22）。 

 Mahlich ら 23)は、喫煙者の 50%が加熱式たばこへ切り替えリスクが 70%低減するという

仮定の下で、肺がんを含む 4 疾患の患者数が約 26%減少し、直接医療費が年間約 4,540 億

円節減されると推計している。ただし、仮定に基づく計算であり、加熱式たばこの長期的健

康リスクは完全に評価されていない。 

 以下の論文はたばこ産業が発表した研究（あるいは資金提供した研究）である。 

 Hirn ら 24)及び Hoshino ら 25)は、標準的な機械喫煙プロトコルにより発生させたエアロ

ゾルの成分データから、加熱式たばこの発がん性リスクを定量的に評価した。Hirn ら 24)は

加熱式たばこの累積発がん性リスクが紙巻たばこに比べ 99.9%以上減少したと報告する一

方、Hoshino ら 25)はアセトアルデヒドやアクロレインのリスクが安全閾値を大きく超え、

NNK の発がん性リスクも許容閾値を超えたと報告している。いずれもヒトでの疫学データ

ではなく、評価対象物質が限定された理論上の計算モデルである。Lee ら 26)は、日本人の仮

想コホートを用いたシミュレーションで、加熱式たばこの普及により肺がん等の 4 疾患の

死亡数が 65,126 人～86,885 人減少すると推計している。同じく Lee ら 27）は、曝露バイオ

マーカーに基づく回帰モデルを用いて、加熱式たばこ使用による肺がんの相対リスクを

1.44（95%信頼区間：0.41-5.08）と推定し、紙巻たばこ喫煙者の過剰リスクの 3.4%に相当

すると報告している。ただし、信頼区間が極めて広いため信頼性は低い。Lu ら 28）は、生涯

発がんリスクを紙巻たばこ（2.99×10⁻⁴）、加熱式たばこ（9.92×10⁻⁵）と推計し、加熱式た

ばこは紙巻たばこの約 3 分の 1 であるが許容レベルを超えていると報告している。Rodrigo

ら 29）は、加熱式たばこの平均生涯発がんリスクが紙巻たばこと比較して約 2 桁低いと報告

している。いずれも評価対象が既知の物質に限られ、相乗効果を考慮できていない。 

 

（４）証拠の統合  

 加熱式たばこの能動喫煙と発がん性との関連については、直接的にがんの発症をエンド

ポイントとした疫学研究は現時点で存在しない。既存の研究は、曝露バイオマーカー、エピ

ジェネティクス指標、腫瘍マーカー、及び発がん物質の排出量データに基づく間接的な評価
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にとどまっている。多くの研究で、加熱式たばこ喫煙者における発がん物質（TSNA、PAH、

芳香族アミン等）への曝露が紙巻たばこ喫煙者と比較して大幅に低いことが報告されてお

り、数理モデル研究でも加熱式たばこの生涯発がんリスクは紙巻たばこと比べて一桁から

２桁程度小さいと推計されている。 

 一方で、独自資金による研究では、加熱式たばこ喫煙者の DNA メチル化異常や遺伝子発

現変化が燃焼式たばこ喫煙者と同程度であり短期間では改善されないという知見 12)  や、腫

瘍マーカーである CEA 値が禁煙者より高い水準に留まるという知見 1)が得られており、加

熱式たばこが発がんリスクを完全に排除するものではないことが示唆されている。また、ア

セトアルデヒドやアクロレイン等の個別物質については安全閾値を超えるとする報告もあ

る 22, 25)。 

 なお、たばこ産業資金による研究は主に曝露バイオマーカーの減少を報告しているのに

対し、独自資金による研究ではエピジェネティックな変化の持続や腫瘍マーカーの残存上

昇など、リスクの残存を示す知見も得られており、資金源によって研究の方向性に差異がみ

られる点にも留意が必要である。 

 総じて、加熱式たばこが紙巻たばこと比較して発がん物質への曝露を低減することにつ

いては結果の一致性が高いが、がんの臨床的エンドポイントを用いた長期的な疫学研究が

存在せず、非喫煙者と同等の水準にまで発がんリスクが低下するかについては不明である。 

 

（５）結論  

 本項目では発がんについて検討を行なったが、発がんそのものを取り扱った疫学研究は

現時点では報告がなく、エビデンスが存在しない。そのため、加熱式たばこの能動喫煙によ

る発がんに関しては、現時点では判定できないとした。 
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4.4 妊婦の加熱式たばこ使用と妊婦・胎児への影響 

 

要約 

加熱式たばこの妊婦本人の使用（能動喫煙）による健康影響として、妊娠合併症及び胎児・

児への影響に関する知見を、介入研究及び観察研究も含めた文献のレビューを行い、収集し

た。国内の研究において、加熱式たばこの使用は常位胎盤早期剥離のリスクを有意に高める

ことが報告されている。また、妊娠高血圧症候群（HDP）、低出生体重（LBW）、胎児発育

不全（SGA）のリスク増加との関連も示されている。さらに、出生後の児への影響として、

3 歳未満でのアレルギー疾患の発症リスク増加や、母乳育児の早期中止との関連が国内研究

で報告されている。海外の研究では、早産、分娩誘発、帝王切開の率が非喫煙者と比較して

有意に高いことが示されており、加熱式たばこは紙巻たばこと同様に、周産期における多様

なリスク因子となる可能性が高い。 

 

（１）概要 

 妊娠中の紙巻たばこの喫煙は、母体及び胎児の健康に深刻な悪影響を及ぼすことが知ら

れている。主なリスクには、胎盤の異常、早産、胎児の発育不全、及び出生後の児の健康問

題が含まれる。 

• 常位胎盤早期剥離: 胎児が生まれる前に胎盤が子宮壁から剥がれる疾患であり、母

子共に命に関わる重篤な合併症である。 

• 妊娠高血圧症候群（HDP）: 妊娠時に高血圧を呈する疾患で、臓器障害や胎児発育

不全を引き起こす原因となる。 

• 胎児発育不全（SGA）/ 低出生体重（LBW）: 標準的な発育基準を下回る状態で、

出生後の合併症や成人期の生活習慣病リスクに関連する。 
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2010 年代半ばからの加熱式たばこの急速な普及に伴い、これら周産期合併症と加熱式たば

こ使用との関連を調査する疫学研究が蓄積されつつある。 

 

（２）紙巻たばこに関する知見 

紙巻たばこについては、「喫煙と健康 喫煙の健康影響に関する検討会報告書」（2016 年）に

おいて、早産、 低出生体重、胎児発育遅延のリスクを高めることにおいて科学的証拠は因

果関係を推定するのに十分である（レベル１）とされている。また常位胎盤早期剥離のリス

クを高めることが示唆されている（レベル２）。 

 

（３）加熱式たばこに関する知見 

国際的な知見（海外研究） 

加熱式たばこ使用と周産期アウトカムについては、イタリア等のグループ（Incognito ら 1））

から報告されている。 

• 周産期合併症: 2024 年の報告によれば、加熱式たばこ使用群は非喫煙者と比較して、

早産（17% vs 4%）、分娩誘発（54% vs 24%）、帝王切開（52% vs 40%）の発生率が

有意に高く、そのリスクは紙巻たばこ喫煙者と同程度であった。 

• 生化学的指標: 一方で、母体の生化学的指標（Hb, PLT 等）や児の Apgar スコア、

出生時体重については、この研究のサンプルサイズ内では非喫煙群と有意差が見ら

れなかった。 

国内の知見 

日本国内においては、全国大規模コホート研究である JACSIS のみから複数報告されてい

る。ただし、全ての報告は、妊娠中の喫煙状況及び妊娠合併症について、自己申告で産後の

一時点で収集された情報のみを使用している点は留意する必要がある。 

• 常位胎盤早期剥離: Ooba ら 2)の分析では、妊娠初期の加熱式たばこ使用は、非喫煙

者と比較して常位胎盤早期剥離のリスクを 11.3 倍（rRR 11.3; 95% CI: 7.5 - 17.0）

に高めることが示された。 

• 妊娠高血圧症候群（HDP）:Zaitsu ら 3)の分析では、加熱式たばこ単独喫煙者は非喫

煙者と比較して、HDP のリスクが有意に高い（OR 2.48）ことが報告されている。 

• 胎児への影響（LBW/SGA）: 

o 低出生体重（LBW）: Zaitsu ら 3)の分析では、加熱式たばこ使用による LBW

リスクは 2.36 倍であった。 

o 胎児発育不全（SGA）: Hosokawa ら 4)の研究で、加熱式たばこ単独喫煙者の

SGA リスクは 2.50 倍（95% CI: 1.03 - 6.05）倍であった。 

• 出生後の児への影響: 

o アレルギー疾患: Zaitsu ら 5)は、妊娠中の加熱式たばこ使用により、3 歳未

満の児のアレルギー症状（喘鳴、鼻炎、結膜炎等）のリスクが 1.98 倍であ
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った。 

o 産後 6 か月以内の母乳育児離脱: Okawa ら 6)の横断研究では、以下に示す通

り、加熱式たばこの使用形態によりリスクが異なることが示され、加熱式た

ばこのみの妊娠前使用と妊娠中喫煙者は、非喫煙妊婦とは統計的な有意差は

認められなかった。 

o 妊娠まで紙巻と加熱式の双方を使用していた群：aPR 1.34 (1.02 - 1.77) 。 

o 妊娠中に双方を辞めた群：aPR 1.37 (1.15 - 1.64) 。 

o 妊娠中に加熱式たばこのみを使用した群：aPR 1.08 (0.61 - 1.92) 。 

o 妊娠前 に加熱式たばこのみを使用した群： aPR 1.32 (0.99 - 1.76) 。 

 

（４）証拠の統合 

加熱式たばこの能動喫煙と、一部の妊娠合併症（常位胎盤早期剥離）、胎児発育不全、分娩

誘発のリスク、及び一部の長期予後（3 歳未満の児のアレルギー症状）との関連についての

報告が、国内と国外の双方からある。ただし、国内からの知見はすべて１つの全国規模の観

察研究からの知見のみであり、かつ妊娠中の喫煙状況及び妊娠合併症及び児の予後につい

て、自己申告で情報を収集しているのみである点は留意する必要がある。また、 海外から

も１つの単施設研究からの知見のみであることは留意する必要がある。報告されているア

ウトカムも研究により異なり、常位胎盤早期剥離（国内のみ）、妊娠高血圧症候群（国内の

み）、SGA・低出生体重児（国内のみ）、早産・切迫早産（海外のみ）、分娩誘発（海外のみ）、

児のアレルギー疾患（国内のみ）となっており、複数の研究で報告されているアウトカムは

ない。 

 また、紙巻たばこと加熱式たばこの妊婦における健康影響の比較についてはほとんど行

われていない。唯一、早期授乳離脱については、妊娠前に紙巻たばこと加熱式たばこを双方

喫煙していた群と妊娠前に加熱式たばこのみ喫煙していた群では早期授乳離脱の割合が同

等であったとする観察研究の報告があるのみである。しかし、本研究のデザインでは、喫煙

と早期離乳の双方を左右しうる妊婦の背景因子を十分に補正できておらず、依然として交

絡の影響が残る可能性を留保する必要がある。 このため、紙巻たばこと比較しての加熱式

たばこの影響の大小について評価するには、現時点では科学的根拠が十分とはいえない。 

 今後、国内外で質の高い大規模研究からの知見が蓄積されエビデンスレベルが上がるこ

とが望まれる。 

 

（５）結論 

加熱式たばこの能動喫煙の妊娠合併症（妊娠高血圧症候群、常位胎盤早期剥離、胎児発育

不全、早産、切迫早産、分娩誘発、帝王切開 ）への影響について、関連性は「やや強い」

と判定した。その証拠の確からしさは、「やや低い」と判定した。  

その他のアウトカムについては、研究デザイン及び サンプルサイズが限定的な観察研究か
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らの報告のみに限られるため、判定ができない。 
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4.5 歯科・口腔粘膜疾患との関連 

 

要約 

加熱式たばこの喫煙者本人への健康影響として、歯科疾患や口腔粘膜疾患との関連につ

いて文献のレビューを行い、知見を収集した。その結果、加熱式たばこの使用による歯科領

域への影響については、口腔粘膜、歯肉組織、唾液、歯周病などに焦点をあてた調査研究の

報告があり、いずれも横断研究であった。 

 

（１）概要  

歯と歯の支持組織の健康破壊は、食事（噛む・飲み込む・味わうなど）や会話といった日

常生活の基盤となる機能の低下に直結する公衆衛生問題である。歯周病とむし歯（う蝕）は

歯科の 2 大疾患といわれており、歯周病とは「歯と歯ぐき（歯肉）の隙間（歯周ポケット）

から侵入した細菌が、歯肉に炎症を引き起こした状態（歯肉炎）、それに加えて歯を支える

骨（歯槽骨）を溶かしてグラグラにさせてしまう状態（歯周炎）」で、う蝕は「細菌の作り
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出す酸によって歯が溶かされて、歯に穴があく病気」を指す１)。う蝕の進行で失われた歯質

や歯周病の進行により失われた歯槽骨は元には戻らず、結果として歯を失う。 

世界全体でみると、70 歳以上の健康寿命を喪失させる 10 大原因に「歯科疾患（歯の喪

失、う蝕、歯周病）」がはいっている 2)。国内では、令和６年歯科疾患実態調査において、

歯や口の状態に「気になるところがある」と 42.2％が回答し 3)、令和４年国民生活基礎調査

では歯の病気での通院者率は男性 48.2％、女性 56.4％を示している 4) 。 

口は、体の中で最初に喫煙の影響を受ける部分で、たばこの煙や成分は口腔粘膜や歯肉か

ら吸収される。 

 

（２）紙巻たばこに関する知見  

「喫煙と健康 喫煙の健康影響に関する検討会報告書」（2016 年）において、喫煙と歯周

病との関連について、「科学的証拠は、因果関係を推定するのに十分である（レベル 1）」、

う蝕、インプラント失敗及び歯の喪失について、「科学的証拠は、因果関係を示唆している

が十分ではない（レベル 2）」と判定されている 5)。 

 

（３）加熱式たばこに関する知見  

"dental" "oral" "periodontal disease" などのキーワードで検索し、26 報の英語論文が一次

レビューの対象となった。そのうち、11 報の英語論文の二次レビューを行った。日本語論

文については、一次レビューの対象となった 4 報を精査した結果、加熱式たばこの喫煙者

本人の歯や口腔への直接的影響に関する文献は 0 報だった。 

国内をフィールドとした研究は 2 報あり、うち 1 報が喫煙科学研究財団から資金を受け

た研究であった。 

 

 

① 国際的な知見  

 加熱式たばこの歯・口腔へのリスクについて、口腔粘膜においては毛細血管の形態計測的

特徴や細胞遺伝学的にみた影響、免疫機能など、歯肉組織ではがん関連遺伝子への影響、唾

液は脂質プロファイル、局所免疫応答を評価している。その他、論文著者の所属に CoEHAR

（Center of Excellence for the Acceleration of Harm Reduction )を含む論文により、歯の色

や歯垢に着目した知見が報告されている。 

口腔粘膜に関して、加熱式たばこ喫煙者の毛細血管の口径や密度、長さは、紙巻たばこ喫

煙者と比べて軽度な影響であることが示された 6)。口腔粘膜の免疫機能については、唾液中

の分泌型免疫グロブリン A（sIgA）濃度をみた結果、平均唾液 sIgA レベルは、紙巻たばこ

喫煙者（246.03 μg/mL)と加熱式たばこのみの喫煙者(243.54 μg/mL) の間で有意な差は

認められず、加熱式たばこのみ喫煙者は非喫煙者（380.74μg/mL) と比べて有意に低かっ

た 7)。歯肉生検を用いたがん関連遺伝子（iNOS、eNOS、TP53）の DNA メチル化解析の
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結果、加熱式たばこ喫煙者（8 人）は紙巻たばこ喫煙者（10 人）、非喫煙者（10 人）と比較

して約 13%高い iNOS メチル化を示した 8)。 

歯の色を評価した研究では、紙巻たばこから加熱式たばこのみに切替えた者（平均（標準

偏差）年齢：32.27（9.2））の歯の色指数(平均 WID)は、紙巻たばこ喫煙者（13.38）と比べ

て加熱式たばこ単独喫煙者（17.82）は良好であるとして、タールフリーのニコチン供給製

品が歯の審美に悪影響を与える可能性は低いとの結論を導いている 9)。紙巻たばこから、電

子たばこまたは加熱式たばこに切替えた喫煙者を電子ニコチン送達システム（ENDS；

electronic nicotine delivery systems）の喫煙者として歯垢を測定した結果、ENDS 単独の喫

煙者は、喫煙をしたことがない者や過去喫煙者と同程度の歯垢の蓄積レベルを示し、紙巻た

ばこ喫煙者より有意に低かったことから、ENDS 単独喫煙者は紙巻たばこ喫煙者と比べて

歯垢の蓄積が減少したと結論づけている 10)。 

 

② 国内の知見  

国内においては、JASTIS 研究の二次解析（回答者 10,439 人）で、加熱式たばこの単独喫

煙者はたばこを使用したことがない者と比較して、自記式質問調査を用いた自己申告によ

る歯周病の有病率と有意に関連(有病率比 1.43、95%信頼区間 1.03–1.62)していると報告

した 11)。喫煙科学研究財団からの資金援助による成人男性を分析対象（212 人）とした研究

では、加熱式たばこ喫煙者の唾液分泌量（中央値 1.0（0.7-1.5）mL/min）は非喫煙者（中

央値 1.4（0.9-2.2）mL/min）よりも有意に低く、唾液中 lactoferrin 及び lysozyme の分泌率

を調べた結果、分泌率は加熱式たばこ喫煙者（lactoferrin：3.6（1.5-6.9）µg/min、lysozyme：

2.1（1.1-4.5）µg/min）で非喫煙者（lactoferrin：7.3（3.3-13.8）µg/min、lysozyme：4.0（1.9-

7.7µg/min）よりも有意に低く、加熱式たばこ使用が唾液中の自然免疫に対する健康リスク

の可能性を示唆していると結論づけている 12)。 

 

（４）証拠の統合   

加熱式たばこの能動喫煙による歯・口腔への影響は、口腔粘膜、歯肉組織、唾液、歯周病

との関連を示す報告があった。歯科疾患と加熱式たばこの能動喫煙との関連については、自

己申告による歯周病との関連を報告した国内の横断研究が 1 報あった。 

 

（５）結論  

歯科疾患については、自己申告による歯周病との関連をみた横断研究の 1 報のみであり、

関連性及び確からしさを判定できない。今後、加熱式たばこの能動喫煙による歯科領域への

影響に関してさらなる研究が必要である。 
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4.6 ニコチン依存、抑うつ症状・自殺関連行動との関連 

 

要約 

 本節では加熱式たばこによるメンタルヘルス関連として、ニコチン依存・抑うつ症状・自

殺関連行動について検討した。 

 加熱式たばこはニコチンを含有する製品であり、ニコチン依存の形成・維持に関与し得る

ことが示されている。国際的研究では、加熱式たばこへの依存度スコアは紙巻たばこと比べ

て大きな差が認められないとする研究が多い。一方で、紙巻たばこ等との併用喫煙者では、

依存関連指標が高い傾向も報告されている。国内研究でも、加熱式たばこ喫煙者の中にニコ

チン依存を示す者が一定数存在することが確認されており、特に紙巻たばことの併用者で

依存傾向が強い可能性が示唆されている。 

 加熱式たばことニコチン依存との間の関連性は「強い」と判定した。その証拠の確からし

さは、「やや高い」と判定した。 

 一方で、加熱式たばこ使用は抑うつ症状及び自殺関連行動と関連している可能性が示唆

された。そのため、関連性は「やや高い」と判定した。一方で、これらの知見は横断研究に

基づくものであるため、その証拠の確からしさは「やや弱い」と判定した。 

 

4.6.1 ニコチン依存 

（１）概要 

 ニコチン依存とは、ニコチン曝露の反復により生じる耐性や離脱症状を特徴とする、生理

学的・行動学的な適応状態を指す。使用を中断すると、いらだち、不安、集中困難、抑うつ

などの離脱症状が出現し、それが再使用の契機となり得る。 

 本節では、ICD-11 及び DSM-5 において定義される「たばこ使用障害（Tobacco Use 

Disorder ）」 そ の も の で は な く 、 加 熱 式 た ば こ 使 用 に 伴 う ニ コ チ ン 依 存 （ Nicotine 

dependence：ICD-11 code 6C4A.）及び離脱症状（Nicotine withdrawal：6C4A.3）に関する

研究に焦点を当てる。 

 現在、加熱式たばこの依存性を検討する際には、紙巻たばこ研究で用いられてきた指標が

主に用いられている。具体的には、体内へのニコチン曝露量、吸収や消失などの薬物動態、

ならびに使用時の主観的効果（満足感、渇望の軽減など）である。これらは、ニコチンを含

むたばこ製品が依存を形成し得るかを判断する基礎的情報となる。加熱式たばこに特化し

た依存・離脱指標は国際的に標準化されていないため、本節では既存指標を用いた研究結果

を整理する。   
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 加熱式たばこは市場導入からの期間が紙巻きと比較すると短く、長期的な依存形成に関

するエビデンスは限定的である。しかし、ニコチンを含有する以上、依存形成の可能性を検

討することは公衆衛生上重要である 1)。なお、Kano Test for Social Nicotine Dependence

（KTSND）は、喫煙行動を正当化する認知的側面や社会的受容に関する態度を評価する指

標であり、生理学的ニコチン依存そのものを測定するものではない。そのため、KTSND は

依存の維持や喫煙行動の継続と関連する可能性が指摘されているが、本章では喫煙者本人

への健康への直接的影響、すなわち生理学的依存及び離脱症状に焦点を当てるため、

KTSND に基づく知見は中心的には扱わない。 

 

（２）紙巻たばこに関する知見 

 紙巻たばこは強い依存形成能を有することが確立している。紙巻たばこでは、血中ニコチ

ン濃度が比較的速やかに上昇し、報酬効果が強く、使用中断時に離脱症状が出現しやすいこ

とが特徴である 16) 。依存の評価には、ファーガストローム・ニコチン依存度テスト（FTND）、

Tobacco Dependence Screener（TDS）、起床後最初の使用までの時間（Time to First Use）、

ミネソタニコチン離脱スケール（MNWS）、尿中コチニン濃度などが用いられてきた。紙巻

たばこ喫煙者では、これらの指標が比較的高い水準で安定しており、禁煙困難性と強く関連

することが確認されている。 

 

(３)加熱式たばこに関する知見 

 本節では、データベースから抽出した 1190 報のうち、一次抽出、二次抽出を経て 15 報

をレビュー対象とし、国内研究は 5 報であった。 

 

国際的な知見 

 薬物動態及びニコチン曝露に関して、Rieder ら 2) は、加熱式たばこ使用時の血中ニコチ

ン濃度の推移及び総曝露量は紙巻たばこ使用時と大きくは異ならないと報告している。加

熱式たばこ使用時には吸引時間や吸引量がやや多い傾向があり、使用行動の違いがニコチ

ン摂取様式に影響している可能性が指摘されている。一方で、満足感や欲求軽減などの主観

的評価については、両製品間で明確な差が確認されていない。これらの結果は、加熱式たば

こが一定量のニコチンを体内に送達し、主観的効果も伴い得る製品であることを示唆して

いる。これに対し、Ambildhok ら 3)の系統的レビュー及びメタ解析では、加熱式たばこ喫煙

者の尿中コチニン濃度やニコチン依存度スコアが紙巻たばこ喫煙者より低い傾向があると

報告されているが、研究間の異質性や長期データの不足が指摘されており、解釈には慎重さ

が求められる。 Yingst ら 4)は、一定期間ニコチンを摂取しない状態の後に加熱式たばこ製

品（IQOS）を規定回数使用させたところ、血中ニコチン濃度の上昇と渇望の軽減が認めら

れ、一定の満足感も報告されたとしている。 

 疫学的な知見として Alanazi ら 5)は東地中海地域の複数国の成人紙巻喫煙者を対象に、加
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熱式たばこの認知・使用・使用への感受性（将来使用する可能性や使用意向） と喫煙行動

との関連を検討した。加熱式たばこの認知率及び使用経験は全体として低かったものの、過

去に禁煙を試みた経験を有する者やニコチン依存度の高い者では、加熱式たばこ使用また

は使用への感受性が高い傾向が示された。また、健康リスクが大幅に低減されると認識され

るニコチン製品への切り替えを検討している者においても、加熱式たばこ使用への感受性

が高かった。これらの結果は、加熱式たばこの使用や受容が、製品の普及状況のみならず、

喫煙者の依存状態や禁煙関連要因とも関連し得ることを示唆している。さらに、Turliuc ら

6)の横断研究では、加熱式たばこを含む代替たばこ製品の使用がニコチン依存の強さを直接

的に高めるという証拠は明確ではなかった一方で、依存は製品の種類そのものよりも、喫煙

に関する認知（メタ認知）や心理的資源といった心理学的要因との関連が大きい可能性が示

唆された。 

 依存指標の比較に関しては、Rudasingwa ら 7)が韓国の成人喫煙者を対象に、紙巻たばこ、

加熱式たばこ、電子たばこ喫煙者間で依存度と喫煙関連バイオマーカーを比較し、FTND ス

コアは製品間で有意差が認められなかったと報告している。一方で尿中バイオマーカーで

は、加熱式たばこ喫煙者は紙巻たばこ喫煙者と同程度のニコチン関連バイオマーカー濃度

を示し、紙巻たばこ及び加熱式たばこ喫煙者では起床後早期の使用に伴う尿中コチニン濃

度の上昇が観察された。Puteh ら 8)も、マレーシアの医療施設受診者を対象に、紙巻たばこ、

加熱式たばこ、電子たばこ、及び併用者の依存度や呼気一酸化炭素濃度などを比較し、加熱

式たばこ及び電子たばこ喫煙者では紙巻たばこ喫煙者より呼気一酸化炭素濃度が低い一方

で、FTND スコアは製品間で明確な差を示さなかったとしている。併用者（紙巻＋加熱式

たばこに限定されず、紙巻、加熱式たばこ、電子たばこのうち複数製品を使用する者 ）で

は紙巻単独喫煙者より呼気一酸化炭素濃度が低く、禁煙を試みた割合が高い傾向も報告さ

れている。ただし、この結果は実際の禁煙成功率を示すものではなく、また複数製品喫煙者

には加熱式たばこ以外の製品併用も含まれる可能性があるため、加熱式たばこと紙巻たば

この併用が禁煙につながることを示すものではない。 離脱症状については、Queloz ら 9)の

オンライン調査で、IQOS 喫煙者の多くが紙巻たばこに関連する離脱症状として「渇望」を

挙げ、その渇望が IQOS 使用によって軽減されたと認識していた。これらは、加熱式たばこ

が離脱症状の一部を軽減し得る一方で、依存維持や使用増加と関連し得る可能性も示す。 

 併用に関しては、Huh ら 10)は使用するたばこ製品の種類が多い群ほど、起床後早期使用

や強い渇望などの依存関連指標が多い傾向を報告し、また、Han らの研究 11)は加熱式たば

こ使用の有無自体は禁煙意図と直接の関連を示さず、禁煙意図は製品の種類よりも依存度

の低さや健康に関する信念、過去の禁煙経験などと関連していたと報告している。以上より、

加熱式たばことニコチン依存との関係は単純ではなく、併用パターンや使用背景を踏まえ

た解釈が必要である。 

 総じて、加熱式たばこはニコチンを一定量送達し、依存維持に関与し得るとする知見が多

い。 
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国内の知見 

 国内では、Kitajima ら 12)が全国住民調査データを用いて TDS によりニコチン依存を評価

し、加熱式たばこ喫煙者の中にも依存基準を満たす者が一定数存在することを示した。とく

に継続喫煙者や紙巻たばことの併用者で、依存が観察される割合が高かった。 

 川村ら 13)は、紙巻たばこ喫煙者が加熱式たばこへ切り替えた前後を比較し、加熱式たば

こ使用後の唾液中コチニン濃度が紙巻たばこ使用時と同程度であることを報告した。また、

加熱式たばこ使用本数は FTND スコア及び MNWS スコアと正の相関を示していた。  

 Lau ら 14)は、日本の成人を対象に起床後最初の使用までの時間を依存指標として検討し、

加熱式たばこ主喫煙者は非毎日（機会喫煙者）の紙巻喫煙者と同程度、あるいはそれ以上の

依存を示す場合があると報告している。 

 国内の併用使用に関する研究として、Sutanto ら 15)は、加熱式たばこは単独で使用される

よりも紙巻たばこと併用されることが多いと報告している。また、加熱式たばこと紙巻たば

この併用者は紙巻単独喫煙者と比較して、喫煙頻度や 1 日の喫煙本数、禁煙行動に有意差

が認められなかった。これは、加熱式たばこ併用によって紙巻たばこの使用が必ずしも減少

せず、ニコチン依存が維持され得る可能性を示唆する。 

 これらより、国内研究は概ね国際知見と整合的であり、加熱式たばこ喫煙者の中にもニコ

チン依存が存在することを支持する。 

 

（４）証拠の統合  

 国際研究では、加熱式たばこは紙巻たばこと同程度のニコチン送達能を有し、依存指標が

明確に低減するとはいえないとする結果が多い。一部のメタ解析では曝露量や依存指標の

低下傾向が示唆されるものの、依存指標自体が大幅に低下することを一貫して示す証拠は

十分ではない。国内研究でも、加熱式たばこ喫煙者に依存が存在することが確認されており、

とくに併用使用では依存が維持される可能性が示唆されている。したがって、加熱式たばこ

はニコチン依存を形成または維持し得る製品であると考えられる。ただし、多くの研究は横

断研究であり、長期縦断データは限定的である。 

 

（５）結論  

 加熱式たばことニコチン依存については、関連性は「強い」と判定した。またその証拠の

確からしさは、「やや高い」と判定した。ただし、多くの研究は横断研究であり、評価指標

や併用使用の扱いにばらつきがあるため、因果関係の解釈には一定の制約がある。今後は、

標準化された依存・離脱指標を用いた縦断研究の蓄積や、併用使用パターンを考慮した解析

が必要である。 
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4.6.2 抑うつ症状•自殺関連行動  

 

加熱式たばこと抑うつ症状 

Lee ら 17)は、韓国の青少年を対象とした横断研究（n=5,349）において、加熱式たばこ単

独喫煙者は非喫煙者と比較して中等度以上の抑うつ症状のリスクが高いことを報告してい

る（aRR 4.39、95% CI: 1.54–12.54）。また、紙巻たばこと加熱式たばこの併用者において

も同様の結果を報告している。 

 

加熱式たばこと自殺関連行動 

Huh ら 18)は、韓国の青少年を対象とした全国調査（n=57,069）において、加熱式たばこを

含む複数製品喫煙者では非喫煙者と比較して自殺関連行動のリスクが高いことを報告して

いる。特に、加熱式たばこ単独喫煙者において自殺企図のオッズは 7.13（95% CI: 3.17–16.06）

と高値を示した。さらに、Park ら 19)も、同じ韓国の青少年を対象とした全国調査（n=57,303）

において、加熱式たばこ使用に加えて受動喫煙曝露がある場合、自殺念慮及び自殺企図のオ

ッズがさらに上昇することを報告している（自殺念慮 OR 1.37–1.44、自殺企図 OR 1.45–

2.21）。 

 

証拠の統合 

加熱式たばこ使用は抑うつ症状及び自殺関連行動と関連している可能性が示唆される。

とくに、青少年の自殺企図において韓国の全国調査で比較的高いオッズ比が報告されてお

り、注意を要する。また、加熱式たばこ使用と受動喫煙曝露との組み合わせによりリスクが

増加する可能性も示されている。一方で、これらの知見は横断研究に基づくものであり、因

果関係の解釈には慎重を要する。 

 

結論 

加熱式たばこの能動喫煙とメンタルヘルス（抑うつ症状、自殺関連行動）との関連性は、

「やや弱い」と判定した。その証拠の確からしさは、「やや低い」と判定した。 
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4.7 代謝異常、新型コロナウイルス感染症、その他の影響 

 

要約 

加熱式たばこと代謝異常、新型コロナウイルス感染症、その他の健康アウトカムとの関連

について知見を整理した。多くは横断研究であり、加熱式たばこの普及が進む韓国や日本か

らの報告が多かった。縦断研究は限られており、今後の知見の集積が求められる。 

 

4.7.1 加熱式たばこと代謝異常  

加熱式たばこと脂質異常  

2022 年に Hu ら 1) は、国内の職域多施設研究（J-ECOH スタディ）データを用いた横断

研究（n=48,771）において、加熱式たばこ単独喫煙者では非喫煙者と比較して HDL コレス

テロールが有意に低値であり（平均差－1.1 mg/dL 、95% 信頼区間［95%CI］: －1.5 to 

https://doi.org/10.3390/ijerph17062098
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－0.6)、低 HDL コレステロール血症のオッズも高かった（オッズ比［OR］1.25、95% CI: 

1.09–1.43)と報告している。また、2025 年に Kim ら 2）は、韓国の国民健康栄養調査データ

を用いた横断研究（n=10,309）において、加熱式たばこ単独喫煙者は非喫煙者と比較して

高 LDL コレステロール血症（≥160 mg/dL）のオッズが高く（OR 1.71、95% CI: 1.01–2.89）、

さらに加熱式たばこ既喫煙者（多製品喫煙者＋過去喫煙者と定義）では総コレステロール上

昇のオッズも高かった（OR 1.40、95% CI: 1.03–1.92）と報告している。これらの結果は、

加熱式たばこ使用が脂質プロファイルに不利な変化をもたらす可能性を示唆している。 

 

加熱式たばこと糖尿病 

Hu ら 3)は、J-ECOH スタディの横断研究（n=40,291）において、加熱式たばこ単独喫煙

者では非喫煙者と比較して前糖尿病（OR 1.36、95% CI: 1.25–1.47）及び糖尿病（OR 1.68、

95% CI: 1.45–1.94）のオッズが高いことを報告している。さらに加熱式たばこと紙巻たば

この併用者においても同様の関連が認められた。 

 

加熱式たばことメタボリックシンドローム 

Jee ら 4)は韓国の大規模コホート研究（n=178,004）において、加熱式たばこ使用がメタ

ボリックシンドローム発症と関連していることを報告している（HR 1.68、95% CI: 1.25–

2.26）。さらに、使用期間が長い場合や使用頻度が高い場合にはリスクがより高くなる傾向

が認められた。加えて、日本の職域コホート研究（n=30,152）において Hu ら 5)は、加熱式

たばこ単独喫煙者では非喫煙者と比較して高血圧発症リスクが高いことを報告している

（HR 1.19、95% CI: 1.06–1.34）。また、紙巻喫煙者においても同様の関連が認められ、い

ずれの喫煙形態においても使用量の増加に伴いリスクが上昇する用量反応関係が示唆され

た。 

 

証拠の統合 

代謝異常について総合すると、加熱式たばこ使用は HDL コレステロールの低下や LDL

コレステロールの上昇といった脂質異常、糖尿病と関連している可能性が示唆されるが、横

断研究に基づく因果関係の解釈は慎重を要する。一方で、加熱式たばことメタボリックシン

ドロームの発症、さらには高血圧発症について、前向きコホート研究において関連が認めら

れている点は重要である。 

 

結論 

加熱式たばこの能動喫煙と代謝異常（脂質異常、糖尿病、メタボリックシンドローム）と

の関連性は、「やや強い」と判定した。その証拠の確からしさは、「やや低い」と判定した。 

 

追記 
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本文書の作成に向けてのレビュー作業後の 2026 年 4 月に以下の研究成果が公開されたた

め、参考までに追記をする。Hu ら 6)は、J-ECOH スタディの前向きコホート研究（n=29,584）

においても、加熱式たばこ単独喫煙者では非喫煙者と比較して 2 型糖尿病発症リスクが高

いことを報告している（HR 1.61、95% CI: 1.39–1.86）。また、紙巻喫煙者と比較してもリ

スク低下は認められず（HR 1.01、95% CI: 0.86–1.18）、加熱式たばこが紙巻より低リスク

であることは示されなかったと結論づけている。さらに、加熱式たばこ使用量に応じた用量

反応関係も認められている。 

 

 

4.7.2 新型コロナウイルス感染症 

加熱式たばこ使用と新型コロナウイルス感染症（COVID-19）との関連が報告されている。 

まず、国内の一般住民を対象とした JASTIS 研究の横断分析で、Nishimura らは、加熱式

たばこ喫煙者は非喫煙者と比較して COVID-19 感染のオッズが高く（OR 1.65、95% CI: 

1.26–2.15）、さらに酸素吸入や入院を指標とした重症度についても関連が認められた（OR 

1.90、95% CI: 1.01–3.59）と報告している 7)。また、加熱式たばこと紙巻たばこの併用者で

は、感染及び重症化のいずれにおいてもより高いオッズが示されている。 

さらに、同様に JASTIS 研究で、Toyokura らは、加熱式たばこを含むたばこ製品使用が

COVID-19 後遺症と関連していることを報告している 8)。特に、加熱式たばこ喫煙者では

呼吸困難のリスクが高く（aOR 2.45、95% CI: 1.19–5.05）、併用者では複数の症状が持続す

る傾向が示された。 

一方で、イタリアの前向きコホート研究 COSMO-IT において、Gallus らは、加熱式たば

こ使用経験と COVID-19 の重症度及び死亡率との関連を報告している（重症度 OR 1.21、

95% CI: 0.47–3.12；死亡率 OR 1.16、95% CI: 0.35–3.89）9)。ただし、著者らが限界点とし

て紙巻たばこの残存交絡の可能性を指摘しているほか、加熱式たばこ喫煙者数が少なく信

頼区間が広いことから、統計的検出力が不足している可能性がある。 

また、ワクチン免疫応答に関する研究として、日本の医療従事者を対象とした横断研究に

おいて、Yamamoto らは、加熱式たばこ喫煙者では非喫煙者と比較して抗 SARS-CoV-2 ス

パイク IgG 抗体価が低いことを報告している（RoM 0.89、95% CI: 0.78–0.99）10)。 

 

証拠の統合 

以上の知見を総合すると、加熱式たばこ使用は COVID-19 の感染、重症化及び後遺症と

関連する可能性が示唆されるとともに、ワクチンに対する免疫応答の低下にも関与する可

能性がある。一方で、特に重症化や死亡に関するエビデンスは限定的であることから、今後

の縦断研究による検証が必要である。 

 

結論 
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加熱式たばこと COVID-19（感染、重症化、死亡、後遺症、ワクチン免疫応答）との関

連性は、「やや弱い」と判定した。その証拠の確からしさは、「やや低い」と判定した。 

 

4.7.3 その他の健康アウトカム（アレルギー性疾患、整形外科疾患、消化器疾患、神経機

能） 

加熱式たばこ使用は、その他の多様なアウトカムとも関連している可能性が示唆されて

いる。 

まず、アレルギー性疾患に関して、韓国の青少年を対象とした横断研究では、加熱式たば

こ使用は喘息、アレルギー性鼻炎、アトピー性皮膚炎と関連しており、特に複数製品使用に

おいて多疾患併存のリスクが高いことが報告されている 11)。また、韓国の国民健康栄養調

査データを用いた成人を対象とした研究においても、加熱式たばこ単独使用はアレルギー

性鼻炎の有病率の上昇と関連していた（aOR 1.60、95% CI: 1.06–2.42）12)。 

整形外科領域においては、韓国の大規模コホート研究で、加熱式たばこ喫煙者において椎

間板疾患の発症リスクが非喫煙者と比較して高いことが示されている（aHR 1.13、95% CI: 

1.06–1.20）13)。同じく韓国の腱板修復術後の再断裂に関する臨床コホート研究では、加熱

式たばこ喫煙者において再断裂率が 28.9%と、紙巻喫煙者の 31.1%と同程度であり、非喫

煙者 8.9%と比較して高いことが示されている（OR3.397、95%CI: 1.38to 8.37）14)。 

消化器疾患において、クローン病患者を対象とした後ろ向きコホート研究では、加熱式た

ばこ喫煙者において術後再発リスクが高かったとする報告がある（OR 2.76、95% CI:1.36-

5.82）15)。 

神経機能に関して、職域の横断研究で、加熱式たばこ喫煙者において高周波数域の聴力低

下のリスク増加が認められ（OR 1.46、95% CI: 1.28–1.67）、使用量に応じた用量反応関係

も示唆されている 16)。また、加熱式たばこ喫煙者において職業性転倒の発生率が高いこと

が示されている（IR 1.78、95% CI: 1.53–2.07）17)。このほか、小規模な研究では、加熱式

たばこ喫煙者において味覚機能の低下が示唆されている 18)。 

 その他のアウトカムについて総合すると、加熱式たばこ使用はアレルギー性疾患、感覚機

能、外傷、整形外科疾患、消化器疾患など、多様な臓器・機能に影響を及ぼす可能性が示唆

されている。一方で、これらの知見の多くは横断研究に基づくものであり、因果関係の解釈

には慎重を要する。 

 

結論 

加熱式たばこ使用は代謝異常、感染症、アレルギー性疾患、感覚機能、外傷、整形外科疾

患、消化器疾患など多様な健康アウトカムと関連している可能性が示唆されている。加熱式

たばこ使用は代謝、精神、免疫、感覚機能、運動機能、創傷治癒など複数の生体システムに

紙巻きたばこより低いか、あるいは同等の影響を及ぼす可能性が否定できない。一方で、こ

れらの関連を結論付ける科学的証拠は限定的であり、関連性は判定できない。 
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第５章 受動喫煙の実態と影響 

 

5.1 加熱式たばこ使用による空気中の有害物質の発生 

 

要約 

紙巻たばこを喫煙する場合、燃焼する先端部分から発生する副流煙と喫煙者の口から吐き

出される呼出煙の混合物により周囲の空気が汚染され、それを自らの意志と関わりなく吸

わされることが受動喫煙である。 

加熱式たばこの主流エアロゾルからも紙巻きと同様にニコチンやグリセリンを含む粒子

状物質とガス状物質が検出されることが、独立資金による研究とたばこ産業による研究の

双方から報告された。ヒトが実際に加熱式たばこを喫煙する際に、解剖学的死腔（口腔から

細気管支の約 150 ml）までしか吸引されなかった吸気に含まれる成分は次の呼気に呼出さ

れることで受動喫煙が発生することが、実験用チャンバー・居室を用いて粒子状物質とガス

状物質を測定した測定結果、さらに動画としても示された。加えて、実際の飲食店で加熱式

たばこが使用可能なエリアのニコチン濃度は禁煙エリアよりも高いことが示された。 

以上より、加熱式たばこを屋内で喫煙することにより、空気中の化学物質濃度の上昇があ

ることが複数の研究で認められた。その関連性は「強い」、また証拠の確からしさは「高い」

と判定した。 

  

（１）概要 

機械を用いて人工的に発生させた加熱式たばこの主流エアロゾルに含まれる粒子状成分

とガス状成分をリアルタイムモニタリングにより測定、あるいは、ヒトが実際に加熱式たば

こを使用してその近傍で粒子状成分をデジタル粉じん計、あるいは、画像・動画として捉え

た研究、さらに、実際の飲食店で加熱式たばこ専用喫煙室における室内気中のニコチン濃度

を測定した調査結果について文献レビューをおこなった。 

 

（２）紙巻きたばこに関する知見 

「喫煙と健康 喫煙の健康影響に関する検討会報告書」(2016 年）において、紙巻きたば

この喫煙により、カルボニル、ニコチン、3-EP、二酸化炭素、一酸化炭素など 5,300 種類の

化学物質が発生することが知られている 1)。その中でも、粒子状物質はデジタル粉じん計に

よるリアルタイムモニタリングが可能であり、従来より受動喫煙の評価に広く用いられて

きた。また、たばこに特有の成分であるニコチンも非喫煙者への受動喫煙の評価として利用

されてきた。 

 

(３) 加熱式たばこによって受動喫煙をもたらす化学物質の発生に関する知見 

「heated tobacco products」、「heat-not-burn tobacco」、｢secondhand｣、「passive smoking」、
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「environmental tobacco smoke」、「involuntary exposure」、というキーワードで精査し、９

報の論文のレビューを行った。そのうち、国内の研究は 2 報、たばこ産業からの報告は 3 報

であった。 

① 喫煙機械を用いた実験による受動喫煙の発生に関する知見 

実験室における受動喫煙の発生に関する知見 

Zervas ら 2)は、５種類の加熱式たばこ（IQOS、lil（リル）、Pulze、ILUMA、glo）から発

生する主流エアロゾルを 15 種類のフレーバーを用い、各フレーバーにつき 5 本のスティッ

クを国際規格である ISO 法、及び、カナダ保健省の規格である HCI 法で発生させた。すべ

ての加熱式たばこから微小粒子状物質が放出され、99.7%以上の粒子径は 1 μm 未満であ

った。微小粒子状物質の放出量は加熱温度と吸引強度に応じて増加し、使用するフレーバー

によっても異なった。吸引量が 35 ml と小さく、吸引間隔 60 秒と長い ISO 喫煙条件下では

微小粒子状物質の排出量はブランド間で大きく異なり、これは加熱温度の違いによるもの

と考えられた。一方、吸引量が 55 ml で吸引間隔が 30 秒の HCI 法では、微小粒子状物質の

排出量はブランド間で大きな差は見られなかった。これは、吸引頻度の増加によって吸引間

のデバイスの冷却時間が短くなり、結果としてすべてのブランドで微小粒子状物質排出量

が増加したことによると考えられた。 

 

② ヒトが加熱式たばこを実験的に使用した際の受動喫煙の発生に関する知見 

Meisutovic-Akhtarieva ら 3) は、実験的なチャンバー（13 m2、35.8 m3）で、換気回数（0.2、

0.5、1 回）、加熱式たばこを喫煙する人数（1、3、5 人）、湿度（30、50、70％）、受動喫煙

を評価するダミーの距離（0.5、1、2 メートル）と条件を変えながら室内の空気質の調査を

行った。加熱式たばこの喫煙中及び喫煙後に、リアルタイムの粒子数（PNC）、CO、CO2 濃

度、及び、ガス状成分の平均濃度（アセトアルデヒド、ホルムアルデヒド、ニコチン、及び

3-エテニルピリジン）を測定した。 加熱式たばこの喫煙により、ニコチン、アセトアルデ

ヒド、PM2.5、PNC などの複数の物質が、バックグラウンドと比較して統計的に有意に増加

した。得られた濃度は、同一条件下での従来の紙巻きたばこの喫煙による濃度と比較して有

意に低かった（ニコチン、アセトアルデヒド、粒子数濃度（PNC）、PM2.5 についてそれぞ

れ約 16 倍、8 倍、8 倍、28 倍）。30 分間の PNC 最大濃度（4.8 × 10⁵個/cm³）及び PNC の

瞬間の最大濃度（9.3 × 10⁶個/cm³）は、換気の限られた密閉空間での加熱式たばこの集中

的な喫煙で、エアロゾル濃度の大幅な上昇を引き起こすことを示した。ただし、これらの粒

子は液体のミストであるため揮発性が高く、数秒以内に蒸発した。本実験では、加熱式たば

こを同時に喫煙する人数が多いこと、傍観者（bystander）までの距離が近いほど汚染物質

の上昇が大きかった。 

 

Ruprecht ら 4)は、喫煙者の居室（48 m3）で紙巻きたばこ、電子たばこ、加熱式たばこ（iQOS：

メンソール入り 10 本、メンソール無し 14 本）を使用し、喫煙者から 2 メートルの距離で
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微小粒子状物質とブラックカーボン、アクロレイン、アセトアルデヒド、ホルムアルデヒド

の測定を行った。紙巻きたばこ、あるいは、電子たばこに比較して iQOS による室内の空気

質の汚染の程度は軽かったが、微小粒子状物質（PM0.3、PM1.0）、また、発がん物質である

アクロレイン、アセトアルデヒド、ホルムアルデヒドが検出された。 

Hirano ら 5)は、小型シャワーブース（幅 0.8 m×奥行き 0.8 m×高さ 2.24m）内で加熱式

たばこまたは紙巻きたばこを 50 回吸引した後の空気中のニコチン濃度と PM2.5 濃度の測

定、及び、典型的な床面積 25 m2 の居室（幅 3.44 m×奥行き 7.26 m×高さ 2.56 m）で 1 時

間に 5.4 本の紙巻きたばこを喫煙した場合の濃度と比較した。シャワーブースでの試験で

は、IQOS、glo、PloomTECH の 3 種類の加熱式たばこを使用した場合の室内空気中のニコ

チン濃度は 25.9～257 μg/m³で、これらの値は、いずれも健康上の懸念がなく許容される

と考えられる濃度範囲の上限、すなわち 3 μg/m³ を超えていた。特に、IQOS または glo

を使用した場合のシャワーブース内の PM2.5 濃度は約 300～500 μg/m³で健康への有害性

が懸念された。一方、25 m³の居室での試験では、3 種類の加熱式たばこを使用した場合の

室内空気中のニコチン濃度は 3 μg/m³を超えなかった。IQOS と PloomTECH の PM2.5 濃

度は大気環境基準の年間平均基準値（15 μg/m³）以下であったが、glo ではやや高く、一部

の測定値は 100 μg/m³を超えたことが認められた。 

Meisutovic-Akhtarieva ら 6)は、3 名の被験者がチャンバー環境下で加熱式たばこ（Pulze、

エコモードと標準モード）と電子たばこ（myblu）を使用し、呼出されたエアロゾルの動態

を評価した。加熱式たばこのパフ中のエアロゾル数濃度は電子たばこ（平均 4.3×106 個

/cm3）や紙巻きたばこ（1.47×108 個/cm3）より低く、0.5 m 離れた地点では 1.66×106 個

/cm3 であった。なお、加熱式たばこ（Pulze）の「エコ」モードと「標準」モードの間には

有意な差は見られなかった。同時に、電子たばこのパフ後の濃度低下も速く、粒子の揮発性

が高いことを示している。電子たばこのパフ中の粒子径は 120 nm、加熱式たばこの粒子径

は 90 nm で、従来の紙巻きたばこの粒子径（165～200 nm）よりも小さかった。加熱式た

ばこも電子たばこも、パフ後 10 秒以内に粒子が揮発することで濃度が急速に減少すること

が認められた。傍観者（bystanders）までの距離が近いほどエアロゾルの曝露が高濃度にな

ることが示されたが、換気強度と相対湿度は有意な影響を与えなかった。 

大和ら 7)は、iQOS、glo、PloomTECH を照明を落とした部屋で被験者に使用させ、背後

から平面レーザーを照射することで呼出されるエアロゾルを静止画、及び、動画で可視化し

た。同時に、被験者から距離 1 ｍ、及び、2 ｍで PM2.5 濃度のリアルタイムモニタリング

を行った。いずれの加熱式たばこの喫煙においても、大量のエアロゾルが呼出され、呼気の

勢いで 2 m に到達することが認められたが、PM2.5 の濃度は蒸発により数秒間で急速に減少

した。 

 

③たばこ産業による実験室、及び、現実の店舗における受動喫煙の発生に関する知見 

Mottier ら 8)は、床面積 24.1 m2、気積 72.3 m3 で 1 時間当たりの換気量を 77～879 m3 に
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調節できる実験室において、加熱式たばこ（iQOS）、及び、紙巻きたばこ（マールボーロ ゴ

ールド）をカナダ保健省の HCI 法（前述）による機械喫煙を行った。紙巻きたばこの主流

煙は別室にポンプで排出され、実験室には副流煙が放出された。一方、加熱式たばこは主流

エアロゾルが実験室内に放出された。紙巻きたばこの副流煙によって室内の一酸化炭素、一

酸化窒素、窒素酸化物は急激に上昇したが（リアルタイムモニタリング）、加熱式たばこの

主流エアロゾルによる空気質の汚染はバックグラウンドレベルと同じで認められなかった。

サンプリングによるホルムアルデヒド、アセトアルデヒド、アクロレイン等の結果も同様で

あった。 

Luseo ら 9) は、一定の換気条件下で、紙巻きたばこの副流煙と加熱式たばこ等のエアロ

ゾルによる室内の有害物質濃度を比較した。測定の結果、空気中のたばこ特異的ニトロソア

ミン濃度には大きな差が認められた。具体的には、紙巻きたばこの NNN 濃度（0.816 ± 

0.109 ng/m³）に対し、加熱式たばこは約 10％（0.0830 ± 0.0153 ng/m³）、電子たばこは約

7％（0.0561 ± 0.0296 ng/m³）であった。さらに NNK 濃度も、紙巻きたばこ（4.13 ± 1.04 

ng/m³）に対して加熱式たばこは 0.0653 ± 0.0138 ng/m³であり、わずか 2％にとどまるこ

とが示されている。Luseo（2018）らは、1 時間当たり 121m3 の換気（換気回数：1.67 回）

に調整された実験室で HCI 法により、紙巻きたばこ（マールボーロ ゴールド）の主流煙は

別室に排気し副流煙を実験室に放出し、IQOS については主流エアロゾルを実験室に放出す

る実験を行った。紙巻たばこの副流煙の放出によって実験室内の空気中から検出される有

害物質（NNN）の含有量は 0.816 ± 0.109 ng/m3 に対して、IQOS では 0.0830 ± 0.0153 

ng/m3（紙巻きたばこの 10％）、電子たばこでは 0.0561 ± 0.0296 ng/m3（同 7％）であっ

た。さらに NNK 濃度も、紙巻きたばこの副流煙（4.13 ± 1.04 ng/m3）に対して、加熱式た

ばこの副流煙は 0.0653 ± 0.0138 ng/m3 であり、わずか 2％にとどまることが示されてい

る。 

Motiva ら 10)は、東京都の６箇所の飲食店（禁煙エリアと加熱式たばこ専用の喫室に壁で

分離）において、定点測定と従業員の個人曝露測定をおこなった。うち 3 店舗は加熱式たば

こ専用喫煙室内に紙巻たばこの専用ブースが設置されていた。禁煙エリアの定点測定の結

果、空気中のニコチン濃度は概ね検出限界（0.051 μg/m3）以下、あるいは、わずかに上回

る程度であった（ただし、1 つの店舗では最大 0.278 μg/m3 であった）。一方、加熱式たば

こを喫煙可能なエリアのニコチン濃度は 0.237～2.16 μg/m3 であった（中央値 0.681 

μg/m3）。禁煙エリアにおける個人曝露濃度は、19 測定のうち 15 測定で定量限界以下であ

った。喫煙ブースが設置されている店舗では、加熱式たばこ喫煙エリアに入る従業員の個人

曝露濃度は低レベルではあったが定量可能であった。一方、喫煙ブースのない店舗では曝露

レベルが低く、店舗内の定点で集めたサンプルの 58%が定量限界（0.0127 μg/m3）以下で

あったことから、禁煙エリアと加熱たばこ喫煙エリアの分離、機械換気による加熱たばこ使

用エリアにおける負圧による気流制御が、従業員へのニコチンへの職業曝露の低減に有効

であった、と結論している。しかし、6 店舗の定点測定（それぞれ 9 測定の幾何平均値）で
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は、加熱式たばこ喫煙可能なエリアのニコチン濃度は禁煙エリアの濃度よりも高いことが

示されていることから（店舗①：0.323＞0.111、店舗②：0.778>0.048、店舗③：1.922＞0.240、

店舗④：0.444>0.026、店舗⑤：0.503＞0.026、店舗⑥：0.919＞0.026 μg/m3）、加熱式たば

こを喫煙する際の呼気に呼出されるエアロゾルに含まれるニコチンがその原因と考えられ

た。 

 

（４）証拠の統合  

 加熱式たばこからも紙巻きたばこの喫煙によって発生する化学物質が発生し、たとえそ

の濃度は低いとしても、周囲で生活する非喫煙者に対し受動喫煙が生じる。 

 

（５）結論  

屋内で加熱式たばこを喫煙することは、同一空間内における、受動喫煙の原因となる有害

化学物質を増加させる。その関連性は「強い」と判定した。また証拠の確からしさは「高い」

と判定した。 
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5.2 加熱式たばこによる受動喫煙の曝露 

 

要約 

加熱式たばこ使用による非喫煙者への曝露の実態に関する知見を収集した。本章では、曝

露の指標として生体指標（バイオマーカー）の測定に基づく知見のみを収集した。 

 尿中総ニコチン代謝物（Total Nicotine Metabolite : TNM ＝コチニン＋trans-3'-ヒドロ

キシコチニン)と発がん性物質である尿中たばこ特異的ニトロソアミンの 4-(メチルニトロ

ソアミノ)-1-(3-ピリジル）-1-ブタノン代謝物である 4-(メチルニトロソアミノ)-1-(3-ピリ

ジル)-1-ブタノール（NNAL）の２つのバイオマーカーを用いて、加熱式たばこ使用による

非喫煙家族（配偶者及び子ども）、紙巻たばこ喫煙者の非喫煙家族及び非喫煙者の非喫煙家

族を比較した報告がある。父親が、紙巻たばこ喫煙、または加熱式たばこを使用している場

合、その非喫煙家族の TNM は、父親が非喫煙の非喫煙家族と比べて、有意な増加を認め

たと報告している。また、加熱式たばこと紙巻たばこの受動喫煙曝露量を比較すると尿中ニ

コチン代謝物に関しては加熱式たばこ使用による曝露量が 40％ほど低減されていた。一方、

NNAL は、加熱式たばこと紙巻たばこ受動喫煙者の曝露量には大きな差は認められなかっ

たと報告している。加熱式たばこの副流煙中の有害物質と非喫煙者への曝露量との間に乖

離が生じている。乖離の要因としては、加熱式たばこ喫煙者の方が紙巻たばこと比べて「家

族と一緒の時に使用する、目の前で使用する」割合が高かったことがその要因の一つと考え

られた。 

さらに、家庭内、受動喫煙対策がなされていない職場及び喫煙室の清掃作業者を対象とし

た研究が報告されており、いずれも加熱式たばこ使用による受動喫煙が報告されている。 

以上、曝露の指標として生体指標（バイオマーカー）の測定に基づく知見によると、加熱

式たばこ使用とその受動喫煙による曝露との関連性は｢やや強い｣と判定した。また、その証

拠の確からしさは｢やや高い｣と判定した。 

 

（１）概要 
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受動喫煙の生体指標（バイオマーカー） 

 １．ニコチン及びコチニン等の代謝物 

「喫煙と健康 喫煙の健康影響に関する検討会報告書」（2016 年）によると、受動喫煙

（Secondhand smoke: SHS）の定量的な曝露指標として最も幅広く利用されているのは、ニ

コチン及びその代謝物である１）。試料として尿が最も利用されている。その他には唾液、血

液、乳汁、毛髪なども対象となる。 

詳細は、3.7 加熱式たばこの曝露指標及び 5.1 加熱式たばこによる受動喫煙の発生 

を参照。  

Matsumoto ら１)、２）は，産業保健現場あるいは家庭での紙巻たばこを主とした受動喫煙

（SHS） の状況と GC-MS で分析した尿中ニコチン代謝物濃度を評価している。職場及び

家庭内の SHS への曝露状況に応じて尿中のニコチンあるいはコチニン濃度の増加が観察

されている。なお、能動喫煙者の尿中濃度と比較すると約 2 桁低い濃度であったと報告し

ている。 

 

２．たばこ特異的ニトロソアミンとその代謝物等 

 「喫煙と健康 喫煙の健康影響に関する検討会報告書」（2016 年）によると、受動喫煙に

よる曝露評価を行うためには，たばこ特有の化学物質とその代謝物の分析が有効になる。た

ばこ副流煙に含まれるたばこ特異的ニトロソアミン（TSNA）代謝物は，受動喫煙の有効な

バイオマーカーになると考えられている１）。 

詳細は、3.7 加熱式たばこの曝露指標及び 5.1 加熱式たばこによる受動喫煙の発生 

を参照。 

 Shuto 及び Omori ら３）は、喫煙者・受動喫煙者の生体試料（尿）に含まれているたばこ

由来のニコチン代謝物とたばこ特異的ニトロソアミン（NNAL）の曝露影響マーカーに対す

るトリプル四重極型（QQQ）LC-MS による受動喫煙レベルでの高感度分析方法を確立した

３）。 

 海外の報告からは，受動喫煙の指標としてたばこ煙に特異的で発がん性物質である NNK 

の尿中代謝物の測定結果が多く報告されてきているが、国内の報告はほとんどないのが実

情であると「喫煙と健康 喫煙の健康影響に関する検討会報告書」（2016 年）に記載されて

いる。2016 年当時、紙巻たばこを主としたたばこ主流煙中の NNK 濃度は，ニコチン，タ

ール濃度とは独立した動きを示すことが知られており，日本の実態調査が急務であると記

載されている１）。 

加熱式たばこによる受動喫煙の健康影響を評価するためには、曝露マーカーと健康影響

マーカーを同時に測定することがより良い評価につながる。 

 

（２）紙巻きたばこに関する知見 

「喫煙と健康 喫煙の健康影響に関する検討会報告書」（2016 年）によると、受動喫煙の曝
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露評価として、ニコチン及びコチニン等の代謝物及びたばこ特異的ニトロソアミンとその

代謝物の有用性を述べている。一方、「海外の報告からは，受動喫煙の指標としてたばこ煙

に特異的で発がん性物質である NNK の尿中代謝物の測定結果が多く報告されてきている

が国内の報告はほとんどないのが実情であると報告している。たばこ主流煙中の NNK 濃

度は、ニコチン濃度とは独立した動きを示すことが知られており，日本の実態調査が急務で

ある。」と報告されている。 

 

(３) 加熱式たばこに関する知見 

｢Heat not burn tobacco｣｢Heated tobacco product｣｢secondhand smoke｣｢passive｣というキー

ワードで精査し、13 報の論文が、一次レビューの対象となった。そのうち、５報の論文を

対象に二次レビューを行った。そのうち国内をフィールドとした研究は４報あった。たばこ

産業が主導した研究は認められなかった。また、これらに加えて、厚生労働科学研究報告書

の結果を含め考察を進めた。   

曝露の指標として生体指標（バイオマーカー）の測定に基づく知見のみを収集した。 

 

国際的な知見 

Morgil ら４）は、トルコ・アンカラに居住する喫煙者（n=39）、電子たばこ喫煙者（n=28）、

IQOS 喫煙者（n=20）、受動喫煙者（n=32）、非喫煙者（n=41）を対象として、曝露マーカ

ーの評価に尿中コチニン、DNA アルキル化の評価に、N3-エチルアデニン（N3-EtA）及び

N3-メチルアデニン（N3-MeA）アダクト、DNA 酸化の評価に 8-ヒドロキシ-2'-デオキシグ

アノシン（8-OHdG）を用いて評価しているが、加熱式たばこ使用による受動喫煙の実態に

ついては明確に示されていない。 

 

国内の知見 

加熱式たばこ使用による非喫煙家族への曝露 

 加熱式たばこ使用による配偶者及び子供の非喫煙家族を対象として曝露を調べた研究は

ほとんどない。 

 Tamada ら５）は、熊谷市において 2011 年から 2021 年の 11 年間にわたる反復調査を実

施した。紙巻たばこ喫煙、加熱式たばこを使用する家庭の 10 歳児（延べ 15,927 名）を対象

として尿中コチニンを測定した。その結果、紙巻のみの家庭（16.5%）での曝露の割合は

22.9%、加熱式たばこのみの家庭（12.3%）は 3.1%、併用している家庭（3.9%）では 27.6%

の曝露率を認めた（t-test p<0.001）。併用している家庭での子どもへの曝露が高く、加熱式

たばこ使用は周囲で生活する者への二次曝露を減らさないと結論づけている。 

Onoue、Inaba, Omori ら６）は、2020 年に父親が紙巻たばこ、加熱式たばこ使用している

配偶者及び子供を対象とした尿中代謝物を用いた調査結果を報告した。 

質問票により父親が配偶者の目の前で使用している場合を受動喫煙ありと判断した。子
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供の場合も同様である。その結果、紙巻たばこ喫煙に比べて、加熱式たばこ喫煙者の方が、

「家族と一緒の時に使用する、目の前で使用する」割合が高かったと報告している。 

父親が、紙巻たばこ喫煙、または加熱式たばこを使用している場合、その家族（配偶者、

子供）の尿中総ニコチン代謝物（ Total Nicotine Metabolite : TNM ＝コチニン＋trans-3'-

ヒドロキシコチニン) は、父親が非喫煙の非喫煙家族と比べて、有意な増加を認めたと報告

している。 

加熱式たばこの副流煙中の NNAL は紙巻たばこと比較すれば低値にとどまっている（第

３章）にもかかわらず、加熱式たばこ使用による配偶者及び子どもの尿中総ニコチン代謝物

（TNM）は紙巻たばこ喫煙と比べて、2018 年から 2021 年にかけての研究６）では約 50％

程度（紙巻たばこと有意差あり）、2020 年から 2022 年の研究７）では、紙巻たばこと同程度

の曝露量を示しており乖離が生じている。 

また、Onoue、Inaba, Omori ら６）による質問票による調査で、加熱式たばこ喫煙者の方

が紙巻たばこと比べて「家族と一緒の時に使用する、目の前で使用する」割合が高かったこ

と、目の前で使用すると答えた家族（配偶者及び子ども）の尿中 TNM 及び尿中 NNAL は、

目の前で使用しないと回答した加熱式たばこ喫煙者と比べて高値を示していることがその

一つの要因であると考えられると報告されている。 

加熱式たばこ喫煙者には、加熱式たばこが紙巻たばこと比べてより安全であるとの認識

があるものと考えられ、加熱式たばこ使用による受動喫煙の啓発が重要と考えられたと報

告されている。 

さらに、Onoue、Inaba, Omori ら６）は、2018 年から 2021 年にかけての研究で、父親が

加熱式たばこを使用している配偶者及び子供では、父親が非喫煙の非喫煙家族と比べてた

ばこ特異的ニトロソアミンの 1 成分である NNAL が有意に増加したと報告している。 

その後、Onoue、Inaba, Omori ら７）は、厚生労働科学研究（令和２～４年度、代表：大森

久光、分担：稲葉洋平）において、紙巻たばこ、加熱式たばこ、併用者の非喫煙家族（配偶

者及び子供）をリクルートし、尿中 TNM 及び NNAL の値を測定した。対象者は、加熱式

たばこ受動喫煙者が 39 名，紙巻たばこ受動喫煙者が 37 名、併用者の受動喫煙者が 38 名で

あった。その結果、総ニコチン代謝物量（ng/mg creatinine）の中央値は、加熱式たばこ受

動喫煙者が 2.65、紙巻たばこ受動喫煙者が 4.33、併用者の受動喫煙者が 3.72 であった。ニ

コチン代謝物に関しては、紙巻たばこと加熱式たばこの受動喫煙曝露量を比較すると、加熱

式たばこによる曝露量が 40％ほど低減されていた。一方、NNAL 中央値（pg/mg creatinine）

は、加熱式たばこ受動喫煙者が 1.10、紙巻たばこ受動喫煙者が 1.14、併用者の受動喫煙者

が 1.02 であった。受動喫煙者の NNAL の分析結果では、加熱式たばこと紙巻たばこ受動喫

煙者の曝露量に大きな差は認められなかった。まだサンプル数が少ないこともあるが、加熱

式たばこは受動喫煙を生じさせないと喫煙者が考え、受動喫煙者の近くにおいて喫煙をし

ている可能性もあると考えられたと報告している。2018 年から 2021 年にかけての研究６）

では、紙巻たばこ喫煙に比べて、加熱式たばこ喫煙者の非喫煙家族の TNM 及び NNAL は
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半分程度であったが、2020 年から 2022 年の研究７）では紙巻たばこ喫煙と加熱式たばこ喫

煙者及び併用者の非喫煙家族の TNM 及び NNAL は同程度であり、有意差を認めなかった

と報告している。 

これらの結果は、加熱式たばこ喫煙者の喫煙行動（屋内や家族近傍での使用が多い等、紙

巻たばこと異なる使用環境）が非喫煙者の二次曝露量に影響を及ぼしていることが示唆さ

れる。 

 

加熱式たばこ使用による非喫煙者への曝露 

Kawasaki ら８）は、2021 年に加熱式たばこによる受動喫煙の健康影響を評価するために、

曝露マーカーと健康影響マーカーを同時に測定した。 

曝露マーカーとして、尿中ニコチン代謝物（ニコチン、コチニン、trans-3'-ヒドロキシコ

チニン）及び NNAL を測定した。 

健康影響マーカーとして、DNA 損傷マーカーである 7-メチルグアニン及び 8-ヒドロキ

シ-2'-デオキシグアノシンを同時に測定した。 

その結果、加熱式たばこによる受動喫煙を受けた被験者の尿中には、ニコチン代謝物及び

NNAL が有意に検出された。さらに、7-メチルグアニン及び 8-ヒドロキシ-2'-デオキシグア

ノシンの尿中濃度も高い傾向が見られた。これらのバイオマーカーは、加熱式たばこによる

受動喫煙の健康影響を評価するために有用であると考えられると報告している。 

 

加熱式たばこ使用による家庭内の非喫煙者への曝露 

Kawasaki ら 8）は、2023 年に家庭内で紙巻たばこ及び加熱式たばこ製品の受動喫煙に曝露

された参加者では、尿中のニコチン代謝物及び NNAL のレベルが高いことを報告した。 

さらに、家庭内の曝露において、7-メチルグアニン及び 8-ヒドロキシ-2'-デオキシグアノ

シンの尿中レベルも、受動喫煙曝露群で高い傾向が見られた。 

また、受動喫煙対策がなされていない職場における非喫煙労働者のニコチン代謝物及び

NNAL の尿中レベルが高くなっていたと報告している。 

 

喫煙室の清掃作業における非喫煙者への曝露 

 Kawai, Omori, Yamato ら 9）は、厚生労働科学研究において、清掃業に係わる従業員 27 名

に対し質問票による業務内容調査、受動喫煙の状況調査を行うとともに尿を採取し、尿中ニ

コチン代謝物等の分析を行った。 

測定対象とした尿中ニコチン代謝物濃度は、喫煙室の清掃作業がある者（11 名）で、な

い者（16 名）に比べてニコチン、コチニン、3-ヒドロキシコチニンの全ての指標において

有意に高い値を示した。 

屋外で作業する清掃作業従事者において、喫煙室の清掃作業を含む場合に、受動喫煙に相

当する尿中ニコチン代謝物濃度を認めたと報告している。 
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（４）証拠の統合 

 加熱式たばこ使用による純粋な非喫煙者（家族、子供）への曝露に関する研究は少ないも

のの、関連性を示唆する報告がなされている。 

父親が紙巻たばこ喫煙者、または加熱式たばこ喫煙者である場合、その非喫煙家族（配偶者、

子供）の尿中 TNM 及び尿中 NNAL は、父親が非喫煙の非喫煙家族と比べて、有意な増加

を認めたと報告されている６）。 

また、加熱式たばこと紙巻たばこの受動喫煙曝露量を比較すると尿中ニコチン代謝物に

関しては加熱式たばこの受動喫煙曝露量が 40％ほど低減されていた。一方、尿中 NNAL は、

加熱式たばこと紙巻たばこ受動喫煙者の曝露量には大きな差は認められなかったと報告し

ている７）。 

加熱式たばこの副流煙中の NNAL は紙巻たばこと比較すれば低値にとどまっている（第

３章）と報告されており、副流煙の量と非喫煙者への曝露量との間に乖離が生じている。加

熱式たばこ喫煙者の方が紙巻たばこと比べて「家族と一緒の時に使用する、目の前で使用す

る」割合が高かったこと、目の前で使用すると答えた家族（配偶者及び子ども）の尿中 TNM

及び尿中 NNAL は、目の前で使用しないと回答した加熱式たばこ喫煙者と比べて高値を示

している６）７）。このことが乖離の要因である考えられる。 

 その他、家庭内において加熱式たばこによる受動喫煙を受けた被験者の尿中には、ニコチ

ン代謝物及び NNAL が有意に検出されたとの報告がある。また、受動喫煙対策がなされて

いない職場では、非喫煙労働者のニコチン代謝物及び NNAL の尿中レベルが高くなってい

たと報告されている９）。さらに、屋外で作業する清掃作業従事者において、喫煙室の清掃作

業を含む場合に、紙巻たばこによる受動喫煙に相当する尿中ニコチン代謝物濃度を認めた

と報告されている９）。 

 

（５）結論 

曝露の指標として生体指標（バイオマーカー）の測定に基づく知見によると、加熱式たば

こ使用とその受動喫煙による曝露との関連性は｢やや強い｣と判定した。また、その証拠の確

からしさは、｢やや高い｣と判定した。 
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5.3 呼吸器系への影響 

 

要約 

加熱式たばこの受動喫煙の急性健康影響としての呼吸器症状との関連について文献のレ

ビューを行い知見を収集した。その結果、喘息症状や喘息発作、持続的な咳との関連を示唆

するインターネットでの報告はあるものの、呼吸器系の急性影響を正確に評価した研究は

ほとんどなく、全体として研究数が少なく限定的であった。 

加熱式たばこの受動喫煙と急性健康影響としての呼吸器症状との関連性は｢やや弱

https://pubmed.ncbi.nlm.nih.gov/?term=%C3%87ok+%C4%B0&cauthor_id=39138671
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い｣、 その証拠の確からしさは｢やや低い｣と判定した。  

 

（１）概要 

加熱式たばこの受動喫煙の呼吸器系への関連についてのエビデンスは少ないが、現時点

での文献レビューを網羅的に行った内容を報告する。  

 

（２）紙巻きたばこに関する知見 

「喫煙と健康 喫煙の健康影響に関する検討会報告書」（2016 年）によると、受動喫煙と

喘息患者・健常者の急性呼吸器症状（咳嗽，痰，喘鳴，胸部絞扼感，呼吸困難など）との関

連については，「科学的証拠は，因果関係を示唆しているが十分ではない（レベル 2）」と判

定されている。喘息患者の受動喫煙と急性の呼吸機能低下との関連についても，「科学的証

拠は，因果関係を示唆しているが十分ではない（レベル 2）」と判定されている１）。 

 

(３) 加熱式たばこに関する知見 

 ｢Heat not burn tobacco｣｢Heated tobacco product｣｢respiratory symptom｣｢passive｣という

キーワードで精査し、７報の論文が、一次レビューの対象となった。そのうち、3 報の論文

の二次レビューを行った。これら３報はいずれも国内の研究であった。たばこ産業が主導し

た研究は認められなかった。   

 

① 国際的な知見 

加熱式たばこ使用による受動喫煙の急性呼吸器症状との関連に関する報告は見当たらな

い。 

 

②  国内の知見 

国内においては、加熱式たばこ使用による受動喫煙の急性呼吸器症状との関連を示唆す

る報告はあるものの限定的である。 

 

 Tabuchi ら 1）は、2015 年から 2017 年にかけて、15～69 歳の 8,240 名を対象として縦断

的にインターネット調査を行い、加熱式たばこのエアロゾルへの曝露（受動喫煙）による症

状を分析した。その結果、最も見られた症状は不快感 25.1％で、次に目の痛み 22.3％、喉

の痛み 20.6％、他の障害または症状 13.4％であったと報告している。 

 

Imura ら 2）は、2019 年に 15～73 歳の 8,784 名を対象としてインターネットによる自己申

告式アンケート調査を行った。その結果、加熱式たばこによるエアロゾルに曝露（受動喫煙）

されている割合は 39.5％で、喘息発作の頻度は 10.9％と報告されており、呼吸器系の異常

との関連が示唆されている（紙巻たばこによる受動喫煙の喘息発作の頻度は 8.4％）。 
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 Yoshioka ら 3）は、2021 年に 15～80 歳の非喫煙者 18,839 人を対象としてインターネッ

ト調査による加熱式たばこ製品からの受動エアロゾルと日本における現在非喫煙者の呼吸

器症状との関連を検討した。18,839 人の現在非喫煙者のうち、受動エアロゾルに曝露され

た者の 9.8%（95% CI: 8.2%～11.7%）が喘息発作／喘息様症状を、16.7%（95% CI: 14.8%

～18.9%）が持続的な咳を報告した。一方、曝露されていない者ではそれぞれ 4.5%（95% 

CI: 3.9%～5.2%）、9.6%（95% CI: 8.4%～11.0%）であった。また受動エアロゾル曝露は呼

吸器症状と関連していた（喘息発作／喘息様症状：PR 1.49、95% CI: 1.21～1.85；持続的な

咳：PR 1.44、95% CI: 1.21～1.72）。 

 

  

（４）証拠の統合 

加熱式たばこの受動喫煙の急性呼吸器症状との関連については、研究は数少なく、喘息症

状や喘息発作、持続的な咳との関連を示唆する横断研究が 3 報のみであった。 

 

（５）結論 

加熱式たばこの受動喫煙と、急性健康影響としての呼吸器症状（喘息症状や喘息発作、持

続的な咳）の関連性は「やや弱い」と判定した。また その証拠の確からしさは、「やや低い」

と判定した。  
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symptoms among current non-smokers in Japan: a cross-sectional study. BMJ Open. 

2023;13(3):e065322. doi:10.1136/bmjopen-2022-065322 

5.4 心血管系への影響 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000135586.html


150 

 

要約 

加熱式たばこの受動喫煙の影響として、心血管系への関連について、文献のレビューを行

い、知見を収集した。加熱式たばこの受動喫煙は、胸痛などの心血管関連症状との関連や、

心拍変動の低下や、内皮機能障害を示唆する報告はあるものの、心血管疾患そのものとの関

係を直接検討した研究は限られていた。 

以上の結果を含め、加熱式たばこの受動喫煙と心血管系への関連は「やや弱い」、また、

その証拠の確からしさは「低い」と判定した。 

 

（１）概要  

加熱式たばこの受動喫煙の心血管系への関連についてのエビデンスは少ないが、現時点

での文献レビューを網羅的に行った内容を報告する。 

 

（２）紙巻たばこに関する知見  

「喫煙と健康 喫煙の健康影響に関する検討会報告書」(2016 年）において、たばこの喫煙

者本人以外への影響（受動喫煙による健康影響）として，受動喫煙と成人の循環器疾患（虚

血性心疾患及び脳卒中）との因果関係について「科学的証拠は、因果関係を推定するのに十

分である（レベル 1）」と判定されている。1)  

 

（３）加熱式たばこに関する知見  

加熱式たばこによる受動喫煙の心血管系への関連について、７報の論文が一次レビュー

の対象となった。そのうち、3 報の論文の二次レビューを行った。日本人を対象に行われた

研究は 1 報あった。たばこ産業が主導した研究は認めなかった。  

① 国際的な知見  

加熱式たばこや従来型紙巻たばこへの受動的曝露が、心血管系に関連する生体指標の悪

化と関連することが示されている。Loffredo ら 2)は、加熱式たばこまたは紙巻たばこの煙に

受動曝露された小児において、非曝露群と比較してコチニン、リポ多糖（LPS）、及びゾヌ

リンがいずれも有意に高値であり、加熱式たばこと紙巻たばこの間に有意差は認められな

かったと報告している。多変量解析では、コチニン及びゾヌリンが LPS の独立した規定因

子であり、受動喫煙は腸管透過性の亢進及び LPS 上昇と関連することが示された。さらに、

酸化ストレスや血管内皮機能障害への関与の可能性も示唆されている。Kim ら 3)は、加熱式

たばこ及び従来型紙巻たばこの一次・受動喫煙後に、特に喫煙者で心拍変動（HRV）の低下

を認め、自律神経機能への影響を示唆した。これらより、加熱式たばこの受動喫煙も従来型

たばこと同様に、酸化ストレス、内皮機能障害、自律神経機能異常など、心血管障害につな

がりうる変化と関連する可能性が指摘されている。 

② 国内の知見  
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国内においては、加熱式たばこの受動的曝露に関連して、胸痛など心血管系を示唆する症

状が報告されている。Imura ら 4)の大規模インターネット調査では、加熱式たばこのエアロ

ゾル曝露者において喘息発作や胸痛がそれぞれ 10.9%と 11.8%と、紙巻たばこの受動喫煙

での 8.4%と 9.9%と比較しても高頻度に報告され、特に胸痛は心血管系への影響を示唆す

る所見として注目される。 

 

（４）証拠の統合 

加熱式たばこの受動喫煙の心血管系への関連については、研究は数少なく、直接の影響を

評価した研究はほとんどなかった。一方で、加熱式たばこの受動喫煙は、胸痛などの心血管

関連症状との関連や、心拍変動の低下や、内皮機能障害に関連する可能性を示唆する報告が

認められた。以上より、受動喫煙と心血管系の関連は認められる可能性はあるが、今後のエ

ビデンスの蓄積が望まれる。  

 

（５）結論  

加熱式たばこの受動喫煙と、心血管系への影響についての関連性は「やや弱い」と判定した。

また、その証拠の確からしさは「低い」と判定した。 

 

引用文献  

1. 厚生労働省. 「喫煙と健康 喫煙の健康影響に関する検討会報告書」.  2016. 

2. Loffredo L, Maggio E, Bartimoccia S, et al. Tobacco Smoke Exposure and Oxidative 

Stress: The Role of Circulating Lipopolysaccharides in Heated and Conventional Products. 

Antioxidants (Basel) 2025;14(11). DOI: 10.3390/antiox14111316. 

3. Kim DH, Koutrakis P, Son YS. Preliminary study on the effect of first- and second-hand 

smoke of heat-not-burn tobacco products on urinary nicotine and cotinine levels and 

cardiovascular system. Environ Toxicol Pharmacol 2025;115:104657. DOI: 

10.1016/j.etap.2025.104657. 

4. Imura Y, Tabuchi T. Exposure to Secondhand Heated-Tobacco-Product Aerosol May 

Cause Similar Incidence of Asthma Attack and Chest Pain to Secondhand Cigarette 

Exposure: The JASTIS 2019 Study. Int J Environ Res Public Health 2021;18(4). DOI: 

10.3390/ijerph18041766. 
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5.5 歯科・口腔粘膜疾患への影響 

 

要約 

 現時点で加熱式たばこによる受動喫煙が歯科・口腔粘膜疾患の関連性を検討した研究は

見られなかった。 

 

（１）概要 

 加熱式たばこによる受動喫煙は、紙巻たばこと同様に口腔や鼻腔を通じて曝露される。そ

のため、歯科や口腔粘膜疾患への影響について、研究動向を把握しておくことは重要である。

本節では、加熱式たばこの受動喫煙による歯科・口腔粘膜疾患への健康影響について文献を

調査した。 

 

（２）紙巻たばこに関する知見  

「喫煙と健康 喫煙の健康影響に関する検討会報告書」（2016 年）において、子どものう

蝕と受動喫煙との因果関係は、「科学的証拠は、因果関係を示唆しているが十分ではない（レ

ベル 2）」と判定されている 1)。 

 

（３）加熱式たばこに関する知見  

該当する文献は存在しなかった。 

 

引用文献  

1. 厚生労働省. 「喫煙と健康 喫煙の健康影響に関する検討会報告書」.  2016. 

 

 

5.6 発がん性に関する知見 

 

要約 

 加熱式たばこの受動喫煙による慢性影響について発がん性の観点からレビューをおこな

った。加熱式たばこが販売されて 10 年余りであり、現段階では非喫煙者を対象とした発が

んそのものを扱った研究報告はなく、関連性、因果関係を示すデータは不十分である。今後

の研究が必要な分野といえる。 

 

（１）概要 

がん発症は生活、環境、化学物質曝露が関与する多段階プロセスである。生活環境に起因

する要因では、紙巻たばこの能動喫煙が全身の広範囲にわたる多数のがんの確実な要因で

あり、呼吸器系、消化器系、泌尿器・生殖器系、血液系において、IARC 発がん性分類でグ
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ループ１（人に対して発がん性がある）と判定している。一方で、紙巻たばこの受動喫煙も

IARC 発がん性分類では、肺がんについてグループ 1 に分類されている。加熱式たばこにつ

いても、主流煙には発がん物質が含まれていることが明らかとされており、呼出煙（エアロ

ゾル）による受動曝露の健康影響が懸念されている。 

 

（２）紙巻たばこに関する知見 

「喫煙と健康 喫煙の健康影響に関する検討会報告書」において、たばこの喫煙者本人以

外への影響（受動喫煙による健康影響）として，受動喫煙と成人のがんとの因果関係につい

てがん種（肺がん，乳がん，鼻腔・副鼻腔がん等）ごとに評価が行われた。その結果，受動

喫煙と肺がんとの関連について，「科学的証拠は，因果関係を推定するのに十分である（レ

ベル 1）」と判定された。受動喫煙と乳がん及び鼻腔・副鼻腔がんとの関連については，「科

学的証拠は，因果関係を示唆しているが十分ではない（レベル 2）」と判定された。 

 

(３) 加熱式たばこに関する知見 

｢ secondhand ｣ 、「 passive smoking 」、「 environmental tobacco smoke 」、「 involuntary 

exposure」、「chronic」、「long term」、「cancer」というキーワードで精査し、１７報の論文

が一次レビューの対象となった。そのうち、４報の論文が二次レビューの対象となった。そ

のうち、国内の研究は２報あった。 

 

① 国際的な知見 

受動喫煙者を対象とした研究はなく、環境測定を中心とした実験研究２報のみが存在す

る。Ruprecht ら 1)は、室内環境における加熱式たばこ使用時の空気質をモニタリングし、

粒子状物質（PM）、ブラックカーボン、ガス状アルデヒド類等の濃度を測定した。加熱式た

ばこからの多環芳香族炭化水素（PAHs）排出は検出されなかったが、n-アルカン、有機酸、

レボグルコサンは有意な量（最大 2～6 mg/h）が排出されたと報告している。また、加熱式

たばこ使用時の室内アルデヒド濃度（アクロレイン、アセトアルデヒド、ホルムアルデヒド）

についても測定を行っている。著者らは、加熱式デバイスはほとんどの有害化合物の排出量

が紙巻たばこに比べて大幅に少ないものの、発がん物質を含む n-アルカン、有機酸、アル

デヒド類が有意に排出されており、リスクがないわけではないと結論づけている。 

Lee ら 2)は、自動喫煙装置を用いて ISO 法に従い加熱式たばこのエアロゾルを発生させ、

エアロゾル中の金属成分による能動的及び受動的曝露シナリオにおける発がん性リスクを

評価した。能動的及び受動的曝露に関連する過剰生涯発がんリスクは 6.85×10⁻⁸から

9.34×10⁻⁷の範囲であり、いずれも許容基準である 1.0×10⁻⁶を下回ったと報告している。

著者らは、加熱式たばこのエアロゾル中の金属に関連する発がん性リスクは、能動的・受動

的な使用シナリオのいずれにおいても概ね許容されるレベルの範囲内であると結論づけて

いる。この研究には、粒子状の金属のみを対象としているため、健康リスクが過小評価され
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ている可能性がある。 

② 国内の知見 

非喫煙者を対象とした研究が１報、モデル計算によるものが１報存在した。 

Kawasaki ら 3)は、非喫煙者 746 名を対象に、家庭における受動喫煙曝露（曝露なし、紙

巻たばこ、加熱式たばこ、両方）と尿中バイオマーカーの関連を調査した。加熱式たばこの

受動喫煙曝露群における尿中総ニコチン当量（TNE）の中央値は 2.00 ng/mg クレアチニン

であり、非曝露群（0.96 ng/mg クレアチニン）の約 2 倍と有意に高いと報告している。ま

た、たばこ特異的発がん物質の代謝物である尿中 NNAL（4-(メチルニトロソアミノ)-1-(3-

ピリジル)-1-ブタノール）濃度についても測定を行っている。著者らは、加熱式たばこの受

動喫煙による尿中ニコチン代謝物及び発がん物質代謝物のレベルは紙巻たばこの受動喫煙

と同等であり、非喫煙者に健康被害を引き起こす可能性があると結論づけている。 

Hirano ら 4)は、既存データを用いたシミュレーション研究により、通常の室内条件下に

おける加熱式たばこエアロゾルへの受動曝露による過剰生涯発がんリスクを推定した。加

熱式たばこの傍観者の受動曝露による生涯過剰発がんリスクは 2.7×10⁻⁶と推定され、これ

は同条件での紙巻たばこの受動曝露リスクより 3 桁低いと報告している。著者らは、通常

の条件下における加熱式たばこの指定喫煙室からのエアロゾル曝露による生涯発がんリス

クは、許容限界とされる 10⁻⁵を下回ると予想され、許容範囲内と考えられると結論づけて

いる。 

 

（４）証拠の統合  

 国内外の研究によれば、加熱式たばこから排出されるアルデヒド類や粒子状物質は紙巻

たばこより少ないが、依然として発がん物質を含む有害成分が有意に検出される。曝露実態

調査では、受動曝露を受けた非喫煙者の尿中からニコチンやたばこ特異的発がん物質

（NNAL）の代謝物が有意に検出されており、生体への取り込みが確認されている。一方で、

モデル計算による生涯過剰発がんリスクの推計値は、多くのシナリオで許容基準内に収ま

っている。 

 総じて、発がん物質を含む有害物質への曝露と生体取込みは認められるものの、直接的な

発がんとの関連を明確に裏付ける疫学的証拠は現時点では不十分である。 

 

（５）結論  

加熱式たばこの受動喫煙による発がん性について、現時点では直接評価をしている論文

がないため、その関連性について判定できない。  

 

引用文献 

1. Ruprecht AA, De Marco C, Saffari A, Pozzi P, Mazza R, Veronese C, et al. Environmental 

pollution and emission factors of electronic cigarettes, heat-not-burn tobacco products, and 
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conventional cigarettes. Aerosol Science and Technology. 2017;51(6):674–84. 

2. Lee J, Su WC. A New Aerosol Respiratory Deposition Approach: Health Risks of Metals in 

Aerosols from Electronic Nicotine Delivery Systems and Heated Tobacco Products. J Aerosol 

Sci. 2026;191. 

3. Kawasaki Y, Li YS, Watanabe S, Ootsuyama Y, Kawai K. Urinary biomarkers for secondhand 

smoke and heated tobacco products exposure. Journal of Clinical Biochemistry and Nutrition. 

2021;69(1):37–43. 

4. Hirano T, Takei T. Estimating the carcinogenic potency of second-hand smoke and aerosol 

from cigarettes and heated tobacco products. International Journal of Environmental 

Research and Public Health. 2020;17(22):1–6. 

 

 

 

5.7 妊婦・胎児・周産期への影響 

 

要約 

加熱式たばこの受動喫煙が、妊婦及び胎児に与える影響について、国内外の観察研究及び介

入研究の知見を系統的レビューにより収集した。国内の最新の研究（Akiyama ら, 2025 年）

において、非喫煙者の妊婦であっても、パートナーが加熱式たばこと紙巻たばこを併用（デ

ュアルユース）している場合、妊娠高血圧症候群（HDP）の発症リスクが約 4.5 倍に有意に

高まることが報告された。 

一方で、パートナーが加熱式たばこのみを使用している場合や、紙巻たばこのみを使用して

いる場合には、本研究の範囲内では HDP との有意な関連は認められなかった。また、妊娠

糖尿病（GDM）についても、パートナーの加熱式たばこ使用との関連は見出されていない。

現時点では、その他の周産期アウトカム（胎児発育、早産等）や母児の長期健康に対する加

熱式たばこの受動喫煙の影響を検討した研究は学術的に出版されておらず、影響は依然と

して不明な点が多い。 

 

（１）概要 

加熱式たばこの普及に伴い、家庭内におけるパートナーからの受動喫煙が妊婦の健康に及

ぼす影響が懸念されている。周産期合併症は、母子共に重大な予後を招く可能性があるため、

受動喫煙という回避可能なリスク因子の評価が急務となっている。 

 

（２）紙巻たばこに関する知見 

「喫煙と健康  喫煙の健康影響に関する検討会報告書」（2016 年）において、受動喫煙に

よる健康影響として、胎児発育遅延や低出生体重との因果関係について、「科学的証拠は、
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因果関係を示唆しているが十分ではない（レベル 2）」と判定されている 1)。 

 

（３）加熱式たばこに関する知見 

国際的な知見 

現在、妊婦を対象とした加熱式たばこの受動喫煙に関する国外の疫学研究の学術的出版は

認められなかった。 

 

国内の知見 

日本国内においては、全国大規模コホート研究である JACSIS を用いた後方視的縦断研究か

らパートナーの喫煙形態と妊婦の合併症リスクとの関連が 1 報、報告されている。ただし、

本研究では妊娠中の喫煙状況及び妊娠合併症について、自己申告で産後の一時点で情報を

収集しているのみである点は留意する必要がある。 

 

• 妊娠高血圧症候群（HDP）: Akiyama ら 2)による 1,354 名の非喫煙妊婦を対象とし

た後方視的縦断研究では、妊娠初期のパートナーの喫煙状況が調査され以下の結果

が示されている。 

o パートナーがデュアルユーザー（加熱式＋紙巻）の場合: 妊婦の HDP 発症

リスクは 4.54 倍（95% CI 1.60–12.82）と、有意なリスク上昇が認められた。 

o パートナーが加熱式たばこのみ、または紙巻たばこのみの場合: HDP との

有意な関連は認められなかった。 

• 妊娠糖尿病（GDM）: 同研究 2)において、パートナーの加熱式たばこ使用（単独・

併用問わず）と GDM の発症との間には、有意な関連は認められていない。 

 

（４）証拠の統合 

 加熱式たばこの受動喫煙が妊婦・胎児に及ぼす影響に関する研究は、現在非常に少ない。 

 国内研究 2）により、加熱式たばこの受動喫煙は、パートナーが紙巻たばこと併用してい

る場合に限り、妊婦の妊娠高血圧症候群（HDP）と関連がある可能性が示唆されている。

ただし、本研究では妊娠中の喫煙状況及び妊娠合併症について、自己申告で情報を収集して

いるのみである点は留意する必要がある。 

 パートナーが加熱式たばこを単独で使用している場合の影響や、胎児の低出生体重、早産、

常位胎盤早期剥離といった他の重大なアウトカムに対する受動喫煙の影響を直接評価した

研究は、現時点ではない。加熱式たばこ単独の受動的曝露が及ぼす影響や、胎児への直接的

な影響についての証拠は不足しており、現時点では科学的根拠が十分とはいえない。今後、

国内外で質の高い大規模研究からの知見が蓄積されエビデンスレベルが上がることが望ま

れる。 
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（５）結論 

加熱式たばこの受動喫煙の妊婦及び胎児への影響については、研究デザイン及びサンプル

サイズが限定的な観察研究からの報告のみに限られるため、判定ができない。 

 

引用文献 

1. 厚生労働省.「喫煙と健康 喫煙の健康影響に関する検討会報告書」2016. 

2.  Akiyama M, Michikawa T, Takeda Y, Asakura K, Imamura H, Sugimoto M, et al. 

Partner’s dual use of new tobacco products and combustible cigarettes in early 

pregnancy was associated with hypertensive disorders of pregnancy: a cross-

sectional study. Hypertension Research. 2025;48(10):2558–66. 

 

 

5.8 未成年・こどもへの影響 

 

要約 

未成年・子どもにおける加熱式たばこの影響について、受動喫煙の程度や加熱式たばこの

受動喫煙により生じる健康影響について、文献のレビューを行い、知見を収集した。 その

結果、小児の加熱式たばこ受動喫煙率については国内外合わせて 6 報の報告があり、うち 4

報では紙巻きたばこと比較し加熱式たばこの方が屋内での喫煙率が高いと報告された。ま

た、健康影響としては、加熱式たばこの受動喫煙によって、う蝕、酸化ストレス・血管内皮

機能・血小板機能を悪化させることが示唆されていた。また、自殺念慮・自殺計画・自殺企

図との関連については、受動喫煙単独でも自殺念慮や計画と有意に相関したと報告されて

いた。しかし、いずれも小児の各アウトカムとの関連を示す研究論文は 1 報ずつしかなく、

かつ、観察研究に留まるため関連性や証拠の確からしさは現時点では判定できない。 

 

（１）概要 

小児における加熱式たばこの受動喫煙率や受動喫煙により生じる健康影響についてのエ

ビデンスは少ないが、現時点での文献レビューを網羅的に行った内容を報告する。今回レビ

ューを行った各研究において受動喫煙の定義や測定方法が多様であり、単純なデータの比

較は困難である。そのため、以下にはアンケート調査により受動喫煙ありと回答した割合を

「受動喫煙ありと回答した割合」、バイオマーカー（コチニン濃度）によって受動喫煙あり

と評価した割合は「受動喫煙陽性率」と記載する。 

 

（２）紙巻たばこに関する知見 

「喫煙と健康 喫煙の健康影響に関する検討会報告書」（2016 年）において、小児の受動

喫煙と喘息の既往との関連について、「科学的証拠は、因果関係を推定するのに十分である



158 

（レベル 1）」とされている 1)。小児の受動喫煙と喘息の重症化との関連、親の喫煙と小児

の喘息発症との関連については、「科学的証拠は、因果関係を示唆しているが十分ではない

（レベル 2）」 とされている 1)。受動喫煙と小児の肺機能低下との関連、親の喫煙と学童期

の咳・痰・喘鳴・息切れとの関連についても、「科学的証拠は、因果関係を示唆しているが

十分ではない（レベル 2）」とされている 1)。小児の受動喫煙と中耳疾患及びう蝕との関連

について、「科学的証拠は、因果関係を示唆しているが十分ではない（レベル 2）」とされて

いる 1)。乳幼児突然死症候群（SIDS）に関しては、妊婦の能動喫煙、小児の受動喫煙いずれ

との関連についても、「科学的証拠は、因果関係を推定するのに十分である（レベル 1）」 と

されている 1)。 

 

(３) 加熱式たばこに関する知見 

「child」「secondhand」「cotinine」「kids」「baby」「passive」「youth」「adolescence」とい

うキーワードで精査し、72 報の論文が抽出された。それらの論文について、フルテキスト

スクリーニングをおこない、最終的に 10 報の論文が特定された。そのうち、国内の研究は

4 報あった。たばこ産業が主導した研究は認められなかった。 

 

国際的な知見 

小児の加熱式たばこ受動喫煙について、自己申告により受動喫煙ありと回答した割合に

ついての報告は、国外で 2 報あった。Li らが欧州連合 27 加盟国で行った公的な屋内・屋外

空間における受動喫煙に関するアンケート調査では、屋内空間で受動喫煙ありと回答した

割合は紙巻たばこ群は 21.5%に対し、加熱式/電子たばこ群は 35.8%であったと報告した 2)。

また、子どもと同居している人は、同居していない人と比べて屋外のテラスや公共スペース

で喫煙したと報告することが有意に高かった 2)。また Chen らは、香港（中国）での家庭内

受動喫煙に関するアンケート調査を行い、過去 7 日間に家庭内で受動喫煙ありと回答した

子どもの割合は紙巻たばこ(27.4%)、電子たばこ(4.0%)、加熱式たばこ(0.9%)であり、加熱

式/電子たばこの受動喫煙者は、経済的に豊かな家庭で高い傾向にあるとの報告した 3)。 

Protano らは、加熱式たばこの受動喫煙による呼吸器系への影響を調べるために、モデル

ルーム内で実際の IQOS を使用し、発生するエアロゾルを計測した。様々な年齢の子ども

の残気量や頭部容積などを推計し、呼吸器系に沈着するサブミクロン粒子（SMP）及び超微

粒子（UFP）を推定した 4)。その結果、IQOS の粒子沈着推定量は電子たばこより 50-110%

高く、3 ヶ月児の体格や呼吸を仮定した場合に、もっとも粒子の曝露量が多くなることが示

された。また、乳児に沈着する粒子の 60-80%は 100nm 未満の超微粒子でより健康影響が

大きいことが示唆された 4)。この結果から加熱式たばこも SMP を放出しており、特に乳幼

児において高用量の粒子が肺胞領域に達するため、汚染物質の曝露を回避するため加熱式

たばこの屋内使用を制限すべきと結論づけた 4)。 

Ludovichetti らは、子どもを対象に歯科医による歯肉溝滲出液中のコチニンレベル及び虫
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歯リスクの臨床評価をおこなった。アンケート調査により保護者が紙巻たばこのみ、IQOS

のみ、電子たばこのみを喫煙しており、その受動喫煙があると回答した群と、保護者が喫煙

をしておらず受動喫煙なしと回答した群で比較をおこなった。コチニン濃度が高かったの

は、紙巻たばこへの曝露群、電子タバコ、IQOS、受動喫煙なし群の順番であった。 

DMFT（Decayed, Missing, Filled Teeth）スコアは IQOS 受動喫煙群を含む３つの受動喫

煙あり群はいずれも受動喫煙なし群より有意に高く、コチニンレベルと DMFT スコアには

強い正の相関があると報告された 5)。このことから加熱式たばこ（IQOS）の受動喫煙によ

る健康影響は、紙巻たばこよりは低いものの、コチニンの濃度が高くなり、子どもの虫歯リ

スクを増大させることがわかった。 

Loffredo らはイタリアで小児の酸化ストレスや血管内皮機能を、アンケート調査による

加熱式たばこ受動喫煙の有無で比較した研究を行い、加熱式たばこへの受動喫煙は、小児の

酸化ストレスを高め、血管内皮機能不全、血小板活性化、血栓形成のリスクを増大させたと

報告した 6)。 

Park らが韓国で行った受動喫煙と過去 12 か月間の自殺念慮、自殺計画、自殺未遂に関す

るアンケート調査では、加熱式たばこ喫煙者で家庭内での受動喫煙もあると回答した子ど

もの場合、自殺未遂のリスク非使用・受動喫煙なし群の 1.88 倍であった。加熱式たばこ喫

煙者のうち受動喫煙あり群と受動喫煙なし群で比較しても受動喫煙あり群のほうが自殺未

遂のリスクが高く、受動喫煙単独でも自殺念慮や計画と有意に相関したと報告されていた

7)。 

 

国内の知見 

日本国内での小児の加熱式たばこ受動喫煙の割合についての報告は 4 報あった。 

Tamada らは尿中コチニン≧5.0 ng/mL を受動喫煙への曝露陽性と定義し、喫煙状況のア

ンケート調査による受動喫煙ありと回答した割合と、尿中コチニン濃度による受動喫煙陽

性率を比較した研究を行った。保護者の喫煙状況と子どもの受動喫煙陽性率を見てみると、

加熱式たばこのみの家庭では、子どもの受動喫煙陽性率は 3.1%であり、紙巻たばこのみの

家庭の子どもの陽性率(22.9%)よりは低いものの、非喫煙家庭の子どもの陽性率(1.4%)より

有意に高いと報告した 8)。また Muta らは家族の喫煙状況のアンケート調査と尿中コチニン

濃度測定を行い、加熱式たばこのみを喫煙する家族と同居する子どもの尿中コチニン濃度

は、非喫煙家族群よりも有意に高く、加熱式たばこ喫煙者は紙巻たばこ喫煙者よりも室内で

吸う割合が有意に高い（71.2% vs 49.3%)と報告した 9)。また Onoue らは喫煙している父親

の喫煙状況アンケート調査と尿中総ニコチン代謝物（TNM）濃度を比較した研究を行い、

父親が加熱式たばこを使用している子どもの平均尿中 TNM 濃度は 0.0074 nmol/mg 

creatinine であり、非喫煙群(0.0013 nmol/mg creatinine)よりも有意に高いと報告した 10)。

また Yamada らはアンケート調査で、加熱式たばこ喫煙者は、紙巻たばこ喫煙者よりもキッ

チンでの使用率が有意に高い(56.5% vs 25.0%)と報告した 11)。 
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また Yamada らの報告では、家庭内喫煙は子どもの中耳炎や虫歯のリスク増大と有意に

相関したと報告した 11)。しかし、Web アンケートによる横断研究であり、喫煙状況に関す

るリコールバイアスや、過去の紙巻たばこ喫煙状況による影響も含まれている可能性があ

る。 

 

（４）証拠の統合  

小児の加熱式たばこ受動喫煙率については国内外合わせて 7 件の報告があり、いずれも

横断研究だった。うち 3 報は横断研究ではあるが、バイオマーカーを測定した研究であり、

加熱式たばこ使用家庭の小児は、非喫煙家庭と比較して尿中コチニン等の生体指標が有意

に高く、受動喫煙への客観的な曝露が確認された 8-10)。またアンケート調査からも加熱式た

ばこ使用者は紙巻たばこ使用者と比較して、室内やキッチンなど屋内での喫煙ありと回答

した割合が高いと報告された 9,11)。 

小児の受動喫煙と喘息の重症化との関連、親の喫煙と小児の喘息発症との関連、受動喫煙

と小児の肺機能低下との関連、親の喫煙と学童期の咳・痰・喘鳴・息切れとの関連、小児の

受動喫煙と中耳疾患との関連、小児の受動喫煙と SIDS との関連については今回二次レビュ

ーした文献の中で報告されていなかった。小児の受動喫煙とう蝕との関連については 1 報

の横断研究があった。小児の受動喫煙と酸化ストレス・血管内皮機能・血小板機能について

は 1 報の横断研究があった。また小児の受動喫煙と自殺念慮については 1 報の横断研究が

あった。 

 

（５）結論  

各アウトカムとの関連を示す論文は観察研究が 1 報ずつしかないため、加熱式たばこの

受動喫煙との関連については以下のように判定した。 

加熱式たばこの受動喫煙とう蝕の関連性について、現時点では判定できない。 

また酸化ストレス・血管内皮機能・血小板機能についての関連性は現時点では判定できな

い。 

 自殺念慮についての関連性は現時点では判定できない。 
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第 6 章 実験研究のエビデンス 

 

要約 

 本章においては、加熱式たばこの生体影響・健康影響に関する動物実験（in vivo）及び細

胞実験（in vitro）による実験研究の結果を、①呼吸器、②心血管循環器、③細胞毒性・遺伝

毒性、④炎症・免疫系、⑤発がん関連、⑥その他臓器の 6 つのアウトカムまたは影響メカニ

ズム別に統合的に整理した。整理にあたっては資金源バイアスを考慮し、独自資金研究とた

ばこ産業資金研究を区別して記述した。独自資金研究では、呼吸器系を筆頭に多くのアウト

カムにおいて有害影響が報告されている。 

 

（１）概要 

 一般的に、生活要因・化学物質により肺がん・心疾患・COPD など慢性疾患が発症する

までには数十年の曝露期間を要する。加熱式たばこは市販されてまだ 10 年余りであり、ヒ

トを対象とした疫学研究で健康影響を直接評価するには時間的に十分なデータが蓄積され

ていない。 

 動物実験は、統制された条件下で長期曝露の影響を臓器・個体レベルで観察でき、因果関

係の推定に不可欠であり、一方で細胞実験は、毒性・遺伝毒性・炎症誘発などのメカニズム

を分子レベルで解明でき、どのような経路を通じて健康被害が生じうるかを明らかにする

ことが可能である。 

 この両者を組み合わせて評価をすることで、疫学的エビデンスが十分に得られない現段

階においても、加熱式たばこの潜在的な健康リスクを科学的に評価し、予防的な政策判断を

行うための根拠を提供することが可能となる。本章では、①呼吸器、②心血管循環器、③細

胞毒性・遺伝毒性、④炎症・免疫系、⑤発がん関連、⑥その他臓器に関する動物実験、細胞

実験の現状をまとめた。 

 

（２）紙巻たばこに関する知見 

長年の研究により、紙巻たばこ煙の曝露が及ぼす健康影響について、細胞及び動物実験か

ら明らかとされている。 

呼吸器系において、動物への長期吸入曝露実験は、肺胞壁の不可逆的破壊（肺気腫）や気

道炎症、粘液の過剰分泌を引き起こす（米国公衆衛生局長官報告書）1)。また、心血管循環

器系に対しては、煙抽出物が血管内皮機能障害と著しい酸化ストレスを誘発する。動物モデ

ルを用いた研究では、内皮細胞の損傷から動脈硬化巣の形成と進展が加速される（USDHHS, 

2010）2)。 

細胞毒性及び遺伝毒性の観点では、含有される多環芳香族炭化水素（PAH）やタバコ特異

的ニトロサミン（NNK）が代謝活性化を経て DNA アダクトを形成する。細胞実験におい

て、これらが DNA 鎖切断や突然変異の直接的な原因となることが示されている（IARC 
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Monograph 100E）3)。さらに、煙曝露はマクロファージ等からの炎症性サイトカイン放出

を促進し、組織に慢性炎症状態を引き起こす 1)。 

これらの遺伝毒性や慢性炎症、免疫抑制は発がんプロセスと密接に関連する。動物実験に

おいて NNK 等の曝露はがん抑制遺伝子の変異を引き起こし、細胞のアポトーシスを阻害す

ることで、腫瘍形成を直接的に駆動することが示されている 3)。 

 

(３) 加熱式たばこに関する知見 

本章では、加熱式たばこの生体影響・健康影響に関する in vivo 研究（動物実験）及び in 

vitro 研究（細胞実験）を、アウトカムカテゴリー別に統合的に整理した。各カテゴリーに

おいて、動物実験、細胞実験の順に記述している。資金源バイアス（Funding Bias）を考慮

し、独自財源による研究（独自資金研究）とたばこ産業資金による研究を区別して記述した。

加熱式たばこの影響は紙巻たばことの相対比較で論じられている場合が多く、「影響なし」

は紙巻たばこと比べて影響が小さいという意味で用いられているケースも多い点に留意が

必要である。 

 

6.1 呼吸器系への影響 

6.1.1 動物実験（in vivo） 

独自資金研究（17 報） 

 呼吸器を主要アウトカムとする独自資金研究は最も多く（17 報）、１報以外は加熱式たば

こへの曝露が有害影響を及ぼすことが報告されている。 

 Moazed ら 4)は、フィリップモリスインターナショナル（PMI）社が公開した動物実験デ

ータを独立した視点から再解析し、加熱式たばこの 90 日間曝露がラットに有意な肺毒性・

免疫毒性を引き起こすと報告している。たばこ産業が安全性を主張するのとは対照的な結

論を示した点で政策的に重要な研究である。 

 Bhat ら 5)は、マウスへの 2 週間急性曝露において、加熱式たばこが紙巻たばこと同等の

肺炎症・組織損傷・炎症性ケモカイン増加を誘発すると報告している。Bhat ら 6)はさらに

慢性曝露において加熱式たばこが細菌ワクチンの有効性を有意に低下させ、感染時の細菌

クリアランスを遅延させることを示した。Bhat ら 7)では、紙巻たばこから加熱式たばこへ

の切り替えによる改善効果は限定的であり、完全禁煙と比較して著しく劣ると報告してい

る。 

 Sawa ら 8)は主流エアロゾルを曝露した際に最長４日間の短期であっても、肺組織及び肺

胞マクロファージにおいて酸化ストレスを増大させ、炎症性サイトカイン（IL-6、GM-CSF）

の分泌を誘導することを報告している。 

 Nitta ら 9)及び Gu ら 10)は、それぞれ 6 ヶ月・24 週間の慢性曝露において、加熱式たばこ

への長期曝露が紙巻たばこと同等の肺気腫・肺機能低下・炎症・酸化ストレス及び気道リモ

デリングを引き起こすと報告している。Kastratovic ら 11)も C57BL/6 マウスの 6 ヶ月慢性
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曝露で同様の肺気腫様変化を確認し、マクロファージの M1 型極性化というメカニズムを

示している。 

 Husari12)は、紙巻たばこの 50%を加熱式たばこに置き換えても急性肺損傷が有意に軽減

されないことを示し、デュアルユースの健康リスク低減効果がないことを報告している。 

Daou ら 13)、Koike ら 14)、Karaguzel ら 15)、Zhou ら 16)、Kim ら 17)、Park ら 18)の研究にお

いても、加熱式たばこの急性・亜慢性曝露において、それぞれ肺の血管透過性亢進、ER ス

トレス・酸化ストレス誘発、上皮バリア破壊、プロテオーム・メタボローム変動、炎症関連

タンパク質の上昇、細胞接着装置の破壊などを報告している。Vivarelli ら 19)は DNA 酸化損

傷（8-OHdG）が対照群比 300%以上上昇したと報告している。 

一方、Noura ら 20)の研究では低い温度で加熱するタイプの加熱式たばこを 4 週間曝露し、

有意な肺影響を認めなかったと報告している。 

 

たばこ産業資金研究（13 報） 

 以下の論文はたばこ産業が発表した研究、あるいは資金提供した研究である。 

 13 報の産業資金研究は、いずれも加熱式たばこの呼吸器系への影響が紙巻たばこと比較

して著しく少ないか、有意な影響がないとする結論で一致している。これは独自資金研究の

多数の知見と対照的であり、資金源バイアスを考慮して解釈する必要がある。 

Titz ら 21-24)、Sewer ら 25)、Wong ら 26, 27)、Oviedo ら 28)、Phillips ら 29)は、90 日間から 18

ヶ月の曝露試験において、加熱式たばこ（THS 2.2、CHTP 1.2 等）の肺炎症・組織病理・

遺伝子発現への影響が紙巻たばこと比較して大幅に低減されていたと報告している。

Choukrallah ら 30)はトランスクリプトーム・クロック解析を用いて、紙巻たばこによる肺の

早期老化が加熱式たばこへの切り替えにより回復すると報告している。Lavrynenko ら 31)は

4 つの試験を統合し、セラミド比率の異常が紙巻たばこでのみ誘発されると報告している。

Xiang ら 32)は肺腫瘍の分子プロファイルが加熱式たばこ群では自然発生腫瘍と類似してい

ると示した。Chen ら 33)は加熱式たばこが呼吸抑制を引き起こさなかったと報告している。 

 

6.1.2 細胞実験（in vitro） 

独自資金研究（14 報） 

 呼吸器カテゴリーは最も研究が多く 14 報が確認された。結果は一様ではなく、急性細胞

毒性を指標とした試験と炎症・機能障害といった下流のアウトカムを評価した試験とで異

なる傾向が見られる。 

 Hattori ら 34)は肺上皮細胞（A549・BEAS-2B）において、0.5%の紙巻たばこ抽出液がア

ポトーシスを誘導し 339 個の遺伝子を変動させたのに対し、同条件の加熱式たばこ抽出液

ではこれらの変化が認められなかったと報告した。一方、Tsou ら 35)は炎症反応（NF-κB

経路の活性化・サイトカイン産生）や気道バリアの破壊については加熱式たばこが紙巻たば

こと同様に引き起こし、COPD の病態形成に関与し得ると報告した。Nishimoto-Kusunose
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ら 36)は加熱式たばこ抽出液が肺上皮細胞内のグルタチオン（GSH）を濃度依存的に枯渇さ

せ、タンパク質のカルボニル化（酸化修飾）を誘発することを報告し、アクロレイン等の反

応性カルボニル化合物による肺損傷リスクを指摘した。 

 Sato ら 37)は加熱式たばこ抽出液が DNA メチル化異常（DMR）を誘発し、CYP1A1 の

mRNA 発現を対照群の約 17 倍に上昇させることを報告した。Lenski ら 38)はメタボローム

解析で 205 個の代謝特徴量の有意な変動を確認し、潜在的な発がん性代謝産物（3-メチル

インドール）の顕著な蓄積を示した。Davigo ら 39)は肺胞上皮細胞においてミトコンドリア

代謝経路の変動を確認し、「無害な代替品」との主張の再評価を促した。Curley ら 40)は加熱

式たばこが気管支上皮細胞において紙巻たばこや電子たばことは異なる独自の代謝シグネ

チャーを誘発し、炎症やがんに関わる代謝経路を活性化することを報告した。Leach ら 41)

はヒト気道組織モデルを用い、加熱式たばこ急性曝露が ROS 産生の有意な増加（1.89 倍）、

上皮バリア機能（TEER）の低下、繊毛打動周波数の減少を引き起こすことを確認した。Li

ら 42)は、加熱式たばこを含む 3 種類の吸入性エアロゾルが、遺伝子発現、ROS、一酸化窒

素、アポトーシス、炎症性サイトカインなどの毒性バイオマーカーに有意な変化をもたらす

と報告している。Davigo ら 43)は、加熱式たばこ曝露が気管支上皮細胞の細胞周期関連経路

を抑制し、一部で小胞体ストレスやマイトファジーの誘導を確認したと報告した。また同じ

く Davigo ら 44)は、IQOS 排出物がヒト気管支上皮細胞において DNA 酸化や鎖切断を引き

起こし、DNA 修復遺伝子の発現上昇を伴うことを示し、紙巻たばこと同様の遺伝毒性リス

クの可能性を指摘している。Furnari ら 45)は加熱式たばこ排出物が肺上皮細胞への直接毒性

は低い一方、呼吸器病原細菌のバイオフィルム形成を促進し抗菌薬耐性を高めることを報

告した点は、従来の細胞毒性評価では捉えられない間接的リスクを示すものとして重要で

ある。 

 Saha ら 46)は紙巻たばこと加熱式たばこの併用（デュアルユース）が単独使用よりも酸化

ストレス及び 上皮間葉転換（EMT）を有意に増幅させることを報告しており、完全切り替

えが行われない場合の追加リスクを実験的に示した点で公衆衛生上重要な知見である。ま

た、Hirata ら 47)は加熱式たばこ抽出液が肺がん幹細胞の増殖を促進し EMT を誘導するこ

とを報告し、既存の肺がん患者における悪性化リスクへの懸念を示した。 

 独自資金研究を総括すると、急性細胞毒性については紙巻たばこよりも低い傾向にある

一方で、酸化ストレス誘発・バリア機能障害・炎症反応という複合的アウトカムでは加熱式

たばこ曝露による影響は一貫して観察されている。 

 

たばこ産業資金研究（11 報） 

 以下の論文はたばこ産業が発表した研究、あるいは資金提供した研究である。 

 たばこ産業資金研究 11 報はほぼ一致して加熱式たばこの呼吸器への影響が紙巻たばこに

比べて著しく低減されているという結論を示している。Haswell ら 48)は RNA-seq で気道組

織モデルへの遺伝子変動数が紙巻たばこ 2,806 個に対し加熱式たばこでは 65 個以下であ
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り、線毛運動・バリア機能・炎症性サイトカインへの影響も認められなかったと報告した。

Iskandar ら 49)は、小気道及び鼻腔の三次元モデルの実験で、加熱式たばこのエアロゾルが

細胞毒性や形態変化を示さず、遺伝子の変動も加熱式に比べて極めて少ないと報告してい

る。Munakata ら 50)は同等の酸化ストレス応答を誘発するには加熱式たばこは紙巻たばこの

20～50 倍のパフ数が必要であることを示した。Ito ら 51)は 40 日間の長期反復曝露において

も気道組織機能や遺伝子発現に及ぼす影響が極めて小さいと報告した。Giralt ら 52)は、紙巻

たばこより高ニコチン沈着量条件であっても加熱式たばこは細胞毒性・線毛運動・炎症メデ

ィエーターへの影響が極めて小さかったと報告している。 

Muratani ら 53)は、加熱式たばこが ROS 誘発性の EGFR 活性化（COPD 関連）を引き起こ

す能力が紙巻たばこの約 1/16～1/18 にとどまることを報告した。Chapman ら 54)は 28 日

間の反復曝露で組織損傷・炎症反応を大幅に低減することを確認し、Sewer ら 55)は数理 AOP

モデルにより肺機能低下リスクが紙巻たばこを継続した場合に比べて約 20.7%まで低減さ

れると予測した。Moreau56)は加熱式たばこ曝露により細胞ストレスが誘発されるポテンシ

ャルが紙巻たばこより著しく低いと結論付けた。Tsolakos ら 57)は、肺疾患に関連する炎症

応答について、分泌されるメディエーターを分析し、加熱式たばこは、紙巻たばこに比べて

大きく減少していることを報告している。 

 一方、Wang ら 58)は気道オルガノイドを用いた試験で、高濃度の加熱式たばこエアロゾル

曝露が細胞毒性・酸化ストレス・遺伝毒性を引き起こすことを示しており、産業資金研究の

中で「影響あり」と結論付けた数少ない論文である。 

 

6.1.3 呼吸器影響のまとめ 

動物実験（独自資金 17 報）では、急性・慢性を問わず加熱式たばこへの曝露が肺炎症、気

腫、酸化ストレス、気道リモデリングなどの有害影響を引き起こすことが複数の独立した研

究で一致して示されている。細胞実験（独自資金 14 報）では急性細胞毒性は紙巻たばこよ

り低い傾向があるものの、炎症誘発・バリア機能障害・酸化ストレス・遺伝毒性といった複

合的アウトカムにおいて有害影響が報告されている。たばこ産業資金研究（動物 13 報・細

胞 11 報）はいずれも紙巻たばこ比での影響低減を主張しているが、独自資金研究の知見と

対照的であり、資金源バイアスを考慮した解釈が必要である。 

 

6.2 心血管系への影響 

6.2.1 動物実験（in vivo） 

独自資金研究（５報） 

 Nabavizadeh ら 59)は、加熱式たばこエアロゾル単回曝露（10 パフ）により血流依存性血

管拡張（FMD）が 58%有意に低下し、紙巻たばこと同程度の血管内皮機能障害を生じると

報告している。 Rao ら 60)も同様に、加熱式たばこの単回曝露により FMD が 11.2%から

5.2%へと有意に低下することを示したが、4 週間慢性曝露では有意差が認められなかった。
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Liu ら 61)も急性曝露による FMD の約 50～60%の有意な低下を報告している。また、Sawa

ら 62)は加熱式たばこ曝露後の有意な末梢血管収縮（皮膚表面温度低下）を確認している。 

Qiu ら 63)は、SD ラットへの 8 週間曝露において、加熱式たばこ曝露群の心房細動誘発率が

75%（対照群 0%）と有意に増加し、収縮期血圧も有意に上昇したと報告している。加熱式

たばこが不整脈感受性を顕著に高めるとしている。 

 

たばこ産業資金研究（2 報） 

以下の論文はたばこ産業が発表した研究、あるいは資金提供した研究である。 

Phillips ら 64)及び Szostak ら 65)は、ApoE 欠損マウスへの 6 ヶ月間曝露において、紙巻たば

こ群で動脈硬化進行・心機能低下が認められたのに対し、加熱式たばこ群では有意な心血管

影響が認められなかったと報告している。 

 

 

6.2.2 細胞実験（in vitro） 

独自資金研究（1 報） 

 心血管循環器カテゴリーの独自資金研究は Picchio ら 66)の 1 報のみが確認された。本研

究では加熱式たばこ常用者の血清成分が心臓間質細胞に mTOR 経路を介した線維化表現型

（αSMA の有意な発現増加）を誘導し、血管新生能（ノード数等）と心筋保護機能を有意

に損なうことを報告した。現状ではこの１報に限られており、更なる研究の蓄積が不可欠で

ある。 

 

たばこ産業資金研究（9 報） 

 以下の論文はたばこ産業が発表した研究、あるいは資金提供した研究である。 

 9 報のたばこ産業資金研究はいずれも加熱式たばこが動脈硬化の主要メカニズム（単球の

内皮接着、炎症性サイトカイン分泌、血管平滑筋の老化促進）に与える影響が紙巻たばこに

比べて著しく低いという結論を示している。Toorn ら 67)は細胞毒性・走化性・経内皮遊走

いずれも加熱式たばこが紙巻たばこより 26 倍以上高い濃度を要することを示し、Poussin

ら 68-70)は単球の内皮接着・血管炎症・酸化ストレス・血管平滑筋細胞の老化加速において加

熱式の影響が著しく低いことを多層オミクス解析を含む試験で報告した。Ohashi ら（2023, 

2024）71, 72)、Caruso ら 73)、Chapman ら 74)も同様の結論を示している。Yasuda ら 75)は心筋

細胞において加熱式たばこのガス相抽出液が濃度依存的に細胞生存率と自発拍動を有意に

低下させ、一部製品では Ca²⁺過負荷やミトコンドリア ROS の増加も確認されたと報告して

いる。 

 

6.2.3 心血管循環器への影響のまとめ 

 動物実験（独自資金 5 報）では、加熱式たばこへの急性曝露が血流依存性血管拡張（FMD）
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を 50～60%低下させるという血管内皮機能障害を複数の研究が一致して報告されている。

慢性曝露では心房細動誘発率の顕著な増加や血圧上昇も報告されているが、研究数は少な

い。 

 

6.3 細胞毒性・遺伝毒性への影響（酸化ストレス影響を含む） 

6.3.1 動物実験（in vivo） 

独自資金研究（1 報） 

 Fu ら 76)は、各種毒性試験（Ames 試験、染色体異常試験、小核試験、コメットアッセイ）

において、加熱式たばこの TPM が紙巻たばこに比べて細胞毒性が低く、顕著な遺伝毒性・

変異原性を示さなかったと報告している。 

 

 

たばこ産業資金研究 

たばこ産業資金による in vivo 研究の報告はなかった。 

 

6.3.2 細胞実験（in vitro） 

独自資金研究（13 報） 

 独自資金研究 13 報では結果が多岐にわたる。Crooks ら 77)は Ames 試験・ マウスリンフ

ォーマ試験（MLA）・Bhas 42 アッセイ・NRU アッセイといった in vitro 毒性試験のいずれ

においても有意な毒性・変異原性・腫瘍プロモーション活性を示さなかったと報告した。

Schaller ら 78)は、加熱式たばこ由来の総粒子状成分及びガス相が Ames 試験で変異原性を示

さず、NRU アッセイの細胞毒性及び MLA の変異原性が 3R4F と比較して 90%以上低減さ

れていると報告した。Fields79)は、VITROCELL システムを用いた気液界面での全煙曝露試

験で加熱式たばこが紙巻たばこより細胞毒性が有意に低いことを実証した。Godec80)は加熱

式たばこのガス相（GVP）サンプルが Ames 試験で全て陰性であり、MLA での反応も紙巻

たばこの 5%以下であったと報告している。フレーバー添加（メンソール等）の影響も認め

られなかった。一方、Davis ら 81)は加熱式たばこが高濃度では紙巻たばこと同等のミトコン

ドリア機能・リソソーム活性の障害を呼吸器系細胞や胚性幹細胞に引き起こすことを示し、

特定の細胞株のみを用いた実験では安全性評価として不十分であると指摘した。

Bozhilova82)はパフ数換算で加熱式たばこの細胞毒性が紙巻たばこの約 7～11 分の 1 である

ことを示した。Ito ら 83)は加熱式たばこ抽出液が紙巻たばこと同程度に nrf2 核移行（酸化

ストレス応答）を誘発し、下流の抗酸化遺伝子誘導レベルでも統計的有意差が認められなか

ったと報告した。 

 Lyu ら 84)は加熱式たばこの低濃度の抽出液（5%）ではフェロトーシスや酸化損傷が紙巻

たばこより有意に低かったが、高濃度では十分な細胞毒性を示し低濃度でもオートファジ

ー異常を引き起こすことを報告した。Zagoriti ら 85)は、脂肪前駆細胞株を使い、加熱式たば
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この抽出液は同等の実験条件において細胞毒性を示さず、脂肪分化プロセスにも有意な影

響を与えないことから、行なった実験の範囲においては、加熱式たばこは紙巻たばこよりも

毒性が低い可能性を指摘している。 

Rets ら 86)は、ヒト肝臓上皮細胞株を用い、肝細胞への毒性を評価した結果、加熱式たばこ

は紙巻たばこより毒性が低いものの、酸化ストレスや炎症経路を介して肝細胞に用量依存

的な毒性（GSH 枯渇や IL-6 上昇）を示し、肝疾患進行のリスクとなり得ると結論している。

Zarcone ら 87)は高強度曝露後（120 パフ相当）に nrf2 活性の有意な上昇とコメットアッセ

イでの DNA 損傷・染色体異常を確認しており、健康リスクを過小評価すべきでないと結論

付けた。Scharf ら 88)は加熱式・紙巻たばこのいずれの製品もマクロファージの細菌貪食能

を低下させることを示したが、加熱式たばこは α7 nAChR 経路（ニコチン依存性）で M2

誘導を、紙巻たばこは受容体非依存的に M1 誘導を引き起こすという機序の違いを報告し

た。なお、M1 誘導は炎症を促進し、M2 誘導は炎症を抑制する方向に働くとされている。

Sul ら 89)は肺胞マクロファージで加熱式たばこが酸化ストレス誘発・オートファジー阻害・

炎症反応を引き起こすことを報告し、Kauneliene ら 90)は受動喫煙相当の曝露でも細胞毒性

はないが異物代謝関連遺伝子（CYP1A1・NQO1）を有意に誘導することを確認した。

Grossmann ら 91)は声帯線維芽細胞への影響を評価し、5% IQOS-SE は細胞毒性を示さなか

ったが、MMP1・COX1・IL-8 の遺伝子発現を有意に低下させ、タンパク質レベルでのフィ

ブロネクチン上昇などの変化を報告している。 

たばこ産業資金研究（9 報） 

 以下の論文はたばこ産業が発表した研究、あるいは資金提供した研究である。 

 9 報のたばこ産業資金研究は全て加熱式たばこの細胞毒性・変異原性・遺伝毒性が紙巻た

ばこに比べて著しく低いという結論を示している。Schaller ら 78)は加熱式たばこの総粒子

状物質（TPM）及びガス相が Ames 試験で変異原性を示さず、細胞毒性・変異原性が 3R4F

と比べて 90%以上低減されていることを報告した。Godec ら 80)はガス相（GVP）サンプル

が全 Ames 試験条件で陰性、MLA での反応も紙巻たばこの 5%以下であることを示した。

Chapman ら 92)は加熱式たばこの NRU アッセイでの毒性が紙巻たばこの平均 38 倍低く全

Ames 条件で非変異原性であると報告し、Hashizume93,94)、Keyser95)、Gunduz96)も同様の結

論を示している。これらの結果は、独自資金研究との結果の乖離が顕著であり、研究に使用

された曝露条件・評価細胞種の選択がたばこ産業に有利に働いている可能性も排除できな

い。 

 

6.3.3 細胞毒性・遺伝毒性への影響のまとめ 

 動物実験（独自資金 1 報）では短期的な遺伝毒性・変異原性は認められなかったが、研究

が 1 報にとどまり長期曝露の評価も欠如している。細胞実験（独自資金 13 報）では、低濃

度での急性細胞毒性は弱い傾向にあるものの、酸化ストレス誘発やマクロファージ機能障

害がみられ、高濃度曝露や長期曝露条件では DNA 損傷・染色体異常といった遺伝毒性も確
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認されている。 

 

6.4 炎症・免疫系への影響 

6.4.1 動物実験（in vivo） 

独自資金研究（1 報） 

 Scharf ら 97)は、マウス及びヒト T 細胞株（Jurkat）を用いた実験において、加熱式たばこ

が紙巻たばこほど酸化ストレスや炎症を誘発しないものの、ニコチンを介して T 細胞の増

殖と IL-2 放出を有意に抑制することを報告している。がん監視機能を含む免疫系への影響

が示唆されており、加熱式たばこは免疫系に対して安全な代替品ではないと結論付けてい

る。 

 

たばこ産業資金研究 

たばこ産業資金による in vivo 研究はなかった。 

 

6.4.2 細胞実験（in vitro） 

独自資金研究（2 報） 

 炎症・免疫系カテゴリーに直接分類された独自資金研究は 2 報であった。なお、炎症・免

疫反応は他のカテゴリーにおいても副次アウトカムとして評価されている研究が多く、①

呼吸器系、③細胞毒性・遺伝毒性と合わせて読む必要がある。Leigh ら 98)は気管支上皮細胞

への急性曝露において、加熱式たばこが電子たばこより有意に高い細胞毒性を示すこと（た

だし紙巻たばこよりは低い）を確認した。IL-1β・IL-6 の放出は電子たばこや空気対照と差

がなく、加熱式たばこを「低リスク」と位置付けることへの疑問を呈する知見である。Mohr

ら 99)は加熱式たばこの抽出液が単球の PD-L1 発現を有意に上昇させることを報告した。

PD-L1 の発現亢進は腫瘍の免疫逃避メカニズムと関連しており、発がんリスクとの接点と

して注目に値する。 

 

たばこ産業資金研究 

炎症・免疫系カテゴリーに直接分類されたたばこ産業資金研究は確認されなかった。ただし

①呼吸器系、②循環器系に関する産業資金研究の多くが炎症反応を主要または副次アウト

カムとして評価しており、加熱式たばこの炎症誘発能が紙巻たばこより著しく低いという

結論を示している（詳細は各節参照）。 

 

6.4.3 炎症・免疫系への影響のまとめ 

 動物実験（独自資金 1 報）では、加熱式たばこがニコチンを介して T 細胞の増殖と IL-2

放出を有意に抑制することが示された。細胞実験（独自資金 2 報）では、単球の PD-L1 発

現亢進（腫瘍免疫逃避との関連）や気管支上皮細胞への細胞毒性が確認された。なお、炎症・
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免疫反応は呼吸器系（6.1）及び細胞毒性・遺伝毒性（6.3）の研究においても副次アウトカ

ムとして広く確認されている。 

 

6.5 発がん性に関する知見 

6.5.1 動物実験（in vivo） 

 発がん関連カテゴリーに直接分類された動物実験（独自資金・たばこ産業資金とも）は確

認されなかった。 

 

6.5.2 細胞実験（in vitro） 

独自資金研究 

 発がん関連カテゴリーに直接分類された独自資金研究は確認されなかった。しかし一次

アウトカムとして他カテゴリーに分類された独自資金研究の複数が発がん関連メカニズム

を報告している。Hirata ら 47)は加熱式たばこ抽出液が肺がん幹細胞の増殖促進・幹細胞マ

ーカー（SOX2・OCT4）発現強化・上皮間葉転換（EMT）誘導を引き起こすことを報告し

た。Sato ら 37)は CYP1A1 の著明な発現亢進を含むエピジェネティック変化（DMR）を、

Lenski ら 100)は肺がんとの関連が知られる 3-メチルインドールなどの発がん性代謝産物の

蓄積を報告した。Davigo ら 44)は DNA 酸化・鎖切断を確認し、DNA 修復遺伝子の発現上昇

も示した。Mohr ら 99)が報告した PD-L1 発現亢進は腫瘍免疫逃避という観点から発がん関

連に位置付けられる。 

 

たばこ産業資金研究（1 報） 

 以下の論文はたばこ会社が資金提供している財団が支援した研究の結果である。 

Kagemichi101)は口腔癌細胞（HSC-3）を用い、高濃度（15%）の加熱式たばこガス相抽出液

が ROS 産生・細胞内 Ca²⁺上昇・CaMKK2/p38 経路を介してアポトーシスと細胞毒性を誘

導することを報告した。一方で低濃度（5%）では長期曝露において細胞増殖を促進する傾

向が示されており、単純に「低リスク」とみなすことへの懸念を示している。 

 

6.5.3 発がん性関連のまとめ 

 発がん関連を一次アウトカムとする独自資金研究は動物・細胞実験ともに確認されず、発

がんに対する影響は判定できない。 

  

 

6.6 その他の臓器への影響 

6.6.1 動物実験（in vivo） 

独自資金研究（11 報） 

生殖機能・精巣； Yoshida ら 102)は、妊娠中の母マウスへの加熱式たばこ曝露が、生まれた
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雄の仔の精子数・精子運動率の有意な低下及び精巣組織の異常を引き起こすことを報告し

ている。Granata ら 103)も、ラットへの 4 週間曝露において精巣の酸化ストレス・DNA 損

傷・炎症性サイトカインの増加及び血漿テストステロン濃度の有意な低下を報告している。 

骨・骨折治癒： Nishino ら 104)は、加熱式たばこ抽出液が骨芽細胞の生存・分化を阻害し、

ラット骨折モデルで骨癒合率を対照群の 80%から 33%へ有意に低下させることを報告して

いる。Iwamae ら 105)は、骨折後の禁煙による骨癒合改善効果を検討し、統計的有意差には

至らないものの（p=0.051）改善傾向を示した。 

肝臓： Granata ら 106)は、4 週間曝露でラット肝臓の ROS 生成が対照群の約 2 倍に増加し、

代謝酵素の誘導を報告している。Tian ら 107)は 90 日間の吸入試験において、高用量加熱式

たばこ群で肝機能指標（ALT）の有意な上昇と酸化ストレス増加を確認した。 

脳・神経系： Vivarelli ら 108)は、4 週間曝露で前頭前皮質の炎症性サイトカイン発現が有意

に増加し、神経栄養因子 BDNF が有意に低下したと報告している。Sood ら 109)は 60 日間

曝露でラットの行動・認知に有益と見られる変化（記憶や認知機能の改善）を認めたが、慎

重な検討が必要と思われる。Morosini ら 110)は加熱式たばこの長期曝露による脳内の神経炎

症及びニコチン依存症に関わる分子変化を評価し、脳の報酬系（VTA 及び NAc）において

抗炎症因子 PPAR の低下やシグナル伝達の攪乱を引き起こすことを示し、依存症の発達に

関与する生物学的メカニズムを起動させる可能性を指摘している。 

腎臓・腸管・歯周： Tian ら 111)は 90 日間の曝露試験で高用量群における腎機能指標の悪化

と腎損傷マーカーの増加、及び腸管の酸化ストレス・炎症・腸内代謝物変動を報告している。

Doya ら 112)は加熱式たばこ抽出液が歯槽骨吸収を悪化させ骨回復を阻害すると報告してい

る。 

関節リウマチ： Heluany ら 113)は、関節炎症状の直接悪化は認められなかったものの、ニコ

チンを介した T 細胞機能抑制（IL-2 分泌・増殖抑制）が認められると報告している。 

 

たばこ産業資金研究（7 報） 

 以下の論文はたばこ産業が発表した研究、あるいは資金提供した研究である。 

 Lo Sasso ら 114)は、ApoE 欠損マウスへの 6 ヶ月曝露において、加熱式たばこによる肝臓

の遺伝子発現変動・脂質代謝変化が紙巻たばこと比較して約 90%低減されていたと報告し

ている。Wang ら 115)は 90 日間の吸入試験において、紙巻たばこ群では精子数の 22%減少

や奇形率の上昇が認められたのに対し、加熱式たばこ群では高用量でも有意な影響が認め

られなかったと報告している。この結果は独自資金研究（Yoshida ら 102)、Granata ら 103)）

の知見と相反しており、資金源バイアスの観点から特に注意が必要である。 

 Kogel ら 116)はメンソール加熱式たばこの肺・鼻上皮への分子的影響が紙巻たばこより

85%以上低減されていたと報告している。Battey ら 117)は加熱式たばこが腸内細菌叢や盲腸

遺伝子発現に紙巻たばこより極めて小さい影響しか及ぼさなかったと報告している。 

 Yamada ら 118)はアルツハイマー病モデルマウスへの 16 週間曝露において、アミロイド蓄
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積や神経炎症への影響は軽微としながら、282 個の発現変動遺伝子を特定している。Uchida

ら 119)は加熱式たばこエアロゾル抽出物の静脈内投与により α4β2 型ニコチン受容体を介

した大脳皮質血流増加を報告している（実際の吸入経路とは異なる点に留意が必要）。Li

（2025）120)は、メンソール味の加熱式たばこがニコチン単独やレギュラー味より高い自己

投与率（依存性強化効果）を示すと報告しており、たばこ産業資金研究として製品リスクを

示す注目すべき知見である。 

 

6.6.2 細胞実験（in vitro） 

独自資金研究（6 報） 

 口腔・歯周組織、骨、眼（眼窩組織）への影響が評価されている。Morishita ら 121)は口腔

粘膜細胞において加熱式たばこが紙巻たばこと同等の細胞毒性を示し、さらに DNA 二本鎖

切断（γH2AX フォーカスの有意な増加）を引き起こし、DNA 修復に必須な MDC1 及び

ATR の mRNA 発現を有意に低下させることを報告した。口腔への直接曝露という観点か

ら口腔がんリスクとの関連として重要な知見である。Marinucci ら 122)は加熱式たばこ抽出

液が口腔細胞の生存率を上昇させ遊走・増殖を促進することを報告したが、「制御されない

細胞増殖」という観点からの注意が必要である。Pagano ら 123)も同様に、加熱式たばこ抽出

液が口腔細胞の S 期・G2/M 期の割合を増加させることを確認した。Uehara ら 124)は歯肉

上皮細胞において 10% Ploom TECH+抽出液の 72 時間曝露が上皮分化マーカー（S100A7・

IVL・LOR・FLG）の mRNA 発現を有意に抑制し、口腔粘膜の防御機能低下を示した。 

 Aspera-Werz125)は骨形成細胞（骨前駆細胞 SCP-1、ヒト骨芽細胞）を用い、加熱式たばこ

抽出液が紙巻たばこと比較して酸化ストレスの誘発が少なく、一次繊毛の構造を維持し、骨

形成分化に与える有害影響が有意に小さいことを報告した。骨折治癒において相対的に有

害性の低い選択肢となる可能性を示唆している。 

 Aranyosi ら 126)はバセドウ病眼症（GO）の眼窩線維芽細胞において低濃度（1%）の加熱

式たばこ抽出液が細胞インデックス（CI）を有意に上昇させることを確認し、加熱式たばこ

が紙巻たばことは異なる細胞応答を誘発することを示した。Wiesmann-Imilowski ら 127)は

歯周組織細胞で加熱式たばこが 48～72 時間後に細胞増殖と代謝活性を有意に低下させたが

細胞死への影響は少ないと報告した。 

 

たばこ産業資金研究（4 報） 

 以下の論文はたばこ産業が発表した研究、あるいは資金提供した研究である。 

Weng ら 128)は骨芽細胞の分化阻害や破骨細胞の活性化において加熱式たばこの影響が紙巻

たばこよりも著しく低いことを in vitro で示した。Giallongo ら 129)は角膜組織で加熱式たば

こが特異的なタンパク質酸化を誘発するものの深刻な組織損傷や炎症を伴わないと報告し

た。Simms ら 130)は iPS 細胞を用いた発生毒性アッセイで加熱式たばこの毒性ポテンシャル

が紙巻たばこの約 5 倍低いことを示した。また Sewer ら 131)は、ヒト気道・消化管上皮モデ
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ルを用いたメタ解析により、紙巻たばこ曝露で疾患に関連する特異的な miRNA 発現変動が

確認されたが加熱式たばこ等の曝露による発現変動は紙巻たばこより著しく小さく（94%

減）、これら製品に特有の miRNA 変動パターンは特定されなかったとしている。 

 Otsu ら 132)は角膜上皮細胞において加熱式たばこ抽出液及びニコチンフリー加熱式たば

こ抽出液（NF-HTP）が紙巻たばこと同等に細胞生存率を低下させ、フェリチンの切断（フ

ェロトーシスの指標）を有意に促進することを報告した。これは産業資金研究の中で加熱式

たばこが「同等」の影響を示した数少ない事例である。 

 

6.6.3 その他の臓器への影響のまとめ 

動物実験（独自資金 11 報）では、生殖機能障害・骨折治癒遅延・肝臓の酸化ストレス増大

において複数研究の一致した知見があった。 

脳・神経系、腎臓、腸管などへの影響は研究数が限られていた。 

細胞実験（独自資金 6 報）では口腔粘膜における細胞毒性・DNA 損傷・上皮分化障害が複

数研究で一致して確認された。 

 

（４）証拠の統合  

 本章では、動物実験(in vivo)と細胞実験(in vitro)を整理した。そこから明らかとなった点

は以下のとおりである。 

1. 加熱式たばこの急性細胞毒性・変異原性が紙巻たばこより低い傾向にある点は独自・

産業双方の研究で一致している。一方で、高濃度・長期曝露では毒性・遺伝毒性が現

れることが独自資金研究で繰り返し示されている。 

2. 動物実験では呼吸器系を筆頭に多くのアウトカムで有害影響が報告され、細胞実験で

も酸化ストレス・炎症・上皮バリア機能障害など慢性的影響が確認された。 

3. 発がん関連因子に関する研究はあるものの、発がんそのものをアウトカムにした研究

は報告がなかった。 

4. デュアルユースが単独使用より有害性を増大させる可能性が動物・細胞実験の双方で

示されている。 

 

（５）結論  

 実験研究では多くの研究で加熱式たばこの生体への影響に関する報告が存在するが、一

方で研究の領域に偏りがある。ヒトの疫学研究との統合し有害性の有無を導くためには、幅

広いアウトカムでの研究が必要である。実験研究では、たばこ産業資金研究と独自資金研究

の結論には相反する場合もあり、結果の評価の際には、ファンディングバイアス（資金提供

バイアス）の検証が必要である。 
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第 7 章 社会的・政策的影響 

 

7.1 日本及び海外での法制度の取扱 

 

（１）概要 

日本では加熱式たばこは「たばこ事業法」における「製造たばこ」に該当する。改正健康

増進法において加熱式たばこは、「指定たばこ」（たばこのうち、当該たばこから発生した煙

が他人の健康を損なうおそれがあることが明らかでないたばことして厚生労働大臣が指定

するもの）とされている。 

海外においても多くの国で加熱式たばこが流通しており Global State of Tobacco Harm 

Reduction (GSTHR)のまとめでは 70 カ国１）、たばこ会社（PMI）の報告では日本を含め 105

の市場（国/地域）で販売されている２）。その一方で加熱式たばこが禁止されている国や地

域も存在している。 

 

（２）紙巻たばこに関する知見 

紙巻たばこは「たばこ事業法」における「製造たばこ」に該当する。改正健康増進法にお

いて紙巻たばこは多数の者が利用する施設における使用が規制されている。具体的には、第

一種施設（学校、病院、児童福祉施設、行政機関の庁舎など）では特定屋外喫煙場所及び喫

煙関連研究場所以外では喫煙が禁止されている。旅客運送事業自動車（タクシー）・航空機

の内部も同様である。第二種施設（飲食店、事務所、工場、ホテル・旅館など）では、一定

の基準を満たした「喫煙専用室」以外での喫煙が禁止されている。旅客運送事業鉄道等車両

及び旅客運送事業船舶も同様である。なお、「喫煙専用室」は「専ら喫煙をすることができ

る場所」と定義され、飲食等喫煙以外の行為をすることができない。 

改正健康増進法では、シガーバー、たばこ販売店、公衆喫煙所などを想定した「喫煙目的

施設」（多数の者が利用する施設のうち、その施設を利用する者に対して、喫煙をする場所

を提供することを主たる目的とする施設として政令で定める要件を満たすもの）という類

型が設けられている。「喫煙目的施設」は、専ら喫煙をすることができる場所である旨及び

20 歳未満の者の立入りが禁止されている旨を出入口の見やすい場所に掲示した上で、一定

の基準を満たした「喫煙目的室」を設置することができ、「喫煙目的室」では喫煙及び飲食

(主食を除く)が可能である。 

 

（３）加熱式たばこに関する知見 

①国内の知見 

改正健康増進法において、加熱式たばこは、第一種施設では紙巻たばこと同様、指定され

た場所以外での使用（健康増進法では加熱式たばこの使用も「喫煙」に含まれる）が禁止さ

れている。第二種施設では、経過措置として「加熱式たばこ専用喫煙室」での使用が認めら
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れている。紙巻たばこの「喫煙専用室」が飲食等喫煙以外の行為ができない場所であるのに

対して、「加熱式たばこ専用喫煙室」では飲食等喫煙以外の行為が可能である。加熱式たば

こは「喫煙目的室」でも使用が可能である。 

 

②国際的な知見 

本文書作成にあたり収集した文献をタイトル及び和訳抄録から｢regulat*｣｢legal｣「indoor」

「clean air」「ban」「規制」「枠組」「屋内」「法的」「受動」というキーワードで該当する文献

を抽出し、抄録の一次レビューを行った。その結果、58 報の文献を二次レビューの対象と

した。なお、国内の法制度上の扱いに関する知見は健康増進法により把握が可能であったた

め、二次レビューは国外の知見のみを対象とした。 

二次レビューは、各文献の本文から対象国・地域、加熱式たばこの法制度上の扱いに関す

る情報を抽出する形で行った。対象国は加熱式たばこの主要ブランドである IQOS の販売

実績がある国（2025 年；フランス、ドイツ、イタリア、ポーランド、スペイン、エジプト、

インドネシア、フィリピン、ロシア、韓国、メキシコ）とし 3)、参考として IQOS の販売予

定がある米国を加えた。抽出の際に用いたキーワードは上記と同様である。さらに、二次レ

ビューで抽出された国と地域について、加熱式たばこの法制度上の扱いに関する米国 Johns 

Hopkins Bloomberg School of Public Health Institute for Global Tobacco Control のデータ

ベース（https://www.globaltobaccocontrol.org/en/policy-scan/heated-tobacco）及び世界保

健 機 関 （ WHO ） た ば こ 規 制 枠 組 条 約 （ FCTC ） の 国 別 履 行 状 況 の デ ー タ ベ ー ス

（https://extranet.who.int/fctcapps/fctcapps/fctc/implementation-database）から該当国・

地域の規制枠組みに関する情報を抽出した。エビデンスのまとめとして、国・地域ごとの加

熱式たばこの制度上の扱い（製品分類、公共の場所での使用）及び情報源とまとめた。なお、

メキシコは加熱式たばこの流通と販売が禁止されているが、IQOS の販売実績があったため

対象に含めた。他にはタイ、シンガポール、ブラジル、モーリシャスなどが加熱式たばこの

国内での販売を禁止している。オーストラリアでは、加熱式たばこは医師の処方が必要な医

薬品として扱われている。 

表７－１に国別の加熱式たばこの制度上の扱いを示す。 

ヨーロッパでは国別の規制枠組みの上位概念として欧州連合（EU）のたばこ製品に関す

る規制枠組み Tobacco Products Directive（TPD）がある 4)。TPD では加熱式たばこを「新

型たばこ」（novel tobacco products）として分類している 5)。TPD はたばこ及び関連製品の

製品としての規制枠組みであり、屋内の公共の場所における使用規制は原則として各国に

委ねられている。ただ、TPD は一般原則として、科学的事実に基づく新たな知見を考慮に

入れるべきであること、たばこは日用品と異なりヒトの健康に有害な影響を及ぼすため健

康の保護を極めて重要視すべきであること、を明記している 5)。また、EU として加熱式た

ばこなど新しいたばこ製品の公共的空間での規制を強化すべきであるとの提言を出してい

る 6)。今回対象としたヨーロッパ５か国はいずれも EU 加盟国であり、いずれの国も公共の
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表７－１ 国別の加熱式たばこの制度上の扱い 
 

（注）いずれも文献から入手可能な情報に基づいているため、実際の法規制や自主的規制と異なる場合がある。 

 

場所での使用は紙巻たばこと同様の規制となっている。スペインを除く 4 か国ではレスト

ラン、バー・パブ、民間の職場いずれも指定の場所以外の使用が禁じられている。フランス、

イタリアでは紙巻たばこでも基準を満たした喫煙室の設置が可能となっており、加熱式た

ばこでも同様である。スペインでは紙巻たばこの屋内の公共の場所での使用が禁止となっ

ており、加熱式たばこでも同様である。ヨーロッパ以外の国でも、ロシア、メキシコで加熱

式たばこ、紙巻たばこいずれも屋内の公共の場所での使用が禁止されている。韓国ではレス

トラン及び職場では加熱式たばこの使用が禁止、バー・パブでは指定された場所以外禁止と

なっている。エジプト及びインドネシアでは飲食店での使用について規制がない。米国では

IQOS が食品医薬品局（FDA）により Modified Risk Tobacco Product（曝露低減のみ）と

国 （ ま た

は地域） 

製品分

類 

販売に関する

根拠法 

販

売  

販売に関しての特記

事項 

喫煙環境

に関する

根拠法 

レ ス ト ラ ン

（屋内）での

使用 

バー ・パブ

（屋内）での

使用 

民間の職場

での使用 

喫煙環境に関する

特記事項 

日本 たばこ たばこ事業法 可   健康増進

法 

指定の場所

以外禁止 

指定の場所

以外禁止 

指定の場所

以外禁止 

飲食店では「加熱式

たばこ専用喫煙室」

の設置が可能 

欧州連合

（EU） 

新型た

ばこ 

Tobacco 

Products 

Directive 

可 2023 年改訂で紙巻

同様フレーバー添加

禁止となった。 

         

フランス 新型た

ばこ 

Tobacco 

Products 

Directive 

可    指定の場所

以外禁止 

指定の場所

以外禁止 

指定の場所

以外禁止 

紙巻きたばこと同様

の扱い 

喫煙室設置が可能 

ドイツ 加熱式

たばこ 

  可    指定の場所

以外禁止 

指定の場所

以外禁止 

指定の場所

以外禁止 

2021 年から紙巻き

たばこと同様の扱い 

イタリア 新型た

ばこ 

Tobacco 

Products 

Directive 

可 販売前に製品情報

の政府への報告が

必要。 

 指定の場所

以外禁止 

指定の場所

以外禁止 

指定の場所

以外禁止 

紙巻きたばこと同様

の扱い 

喫煙室設置が可能 

ポーラン

ド 

新型た

ばこ 

Anti-Tobacco 

Act (TPD 準拠) 

可 販売前に公衆衛生

当局の承認が必要 

 指定の場所

以外禁止 

指定の場所

以外禁止 

指定の場所

以外禁止 

紙巻きたばこと同様

の扱い 

スペイン 新型た

ばこ 

Tobacco 

Products 

Directive 

可    禁止 禁止 禁止 紙巻きたばこと同様

の扱い 

エジプト 加熱式

たばこ 

  可    規制なし 規制なし 指定の場所

以外禁止 

  

インドネシ

ア 

電子た

ばこ 

Law No. 7/2021 可 紙巻きたばこと同様

に課税 

 規制なし 規制なし 規制なし   

フィリピン 加熱式

たばこ 

  可    指定の場所

以外禁止 

指定の場所

以外禁止 

指定の場所

以外禁止 

  

ロシア 不明   可    禁止 禁止 禁止 紙巻きたばこと同様

の扱い 

韓国 たばこ Tobacco 

Business Act 

可 たばこ製造販売に関

する政府の許可が必

要。 

General 

Law on 

Tobacco 

Control 

禁止 指定の場所

以外禁止 

禁止   

メキシコ たばこ   可 加熱式たばこを含む

電子たばこの流通・

販売が禁止されてい

るが PMI社の販売実

績が掲載されている

ため本表に含めた。 

General 

Law on 

Tobacco 

Control 

禁止 禁止 禁止 紙巻きたばこと同様

の扱い 

米国 新型た

ばこ 

Family Smoking 

Prevention and 

Tobacco 

Control Act 

可 FDA による Modified 

Risk Tobacco 

Products（曝露低減

のみ） 

       28 州で電子たばこ

デバイス公共の場

所使用禁止 
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して承認され一時的に販売されたが、知的財産権の問題で販売が中止されている。American 

Nonsmokers' Rights Foundation によると、米国 50 州のうち 28 州で電子たばこデバイスの

公共の場所での使用が禁止となっている（2025 年 1 月現在）7)。 

（４）証拠の統合 

加熱式たばこの規制枠組みは国によって異なっていた。公共の場所での使用に関する規

制では、紙巻たばこと同様の扱いとしている国が多かった一方、規制がない国もあった。 

 

（５）結論 

加熱式たばこの規制枠組みは国によって異なる。加熱式たばこの規制は、紙巻たばこと同

様に、科学的証拠に基づいて健康保護の観点で行われることが重要である。 

 

 

 

7.2 ハームリダクションとの関連  

 

（１）概要 

 「たばこハームリダクション」は「たばことニコチンの使用を完全に排除することなく、

害を最小限に抑え、死亡と疾病を減少させること」と定義され 8)、紙巻たばこから低リスク

製品への転換という意味で用いられることが多い。加熱式たばこが紙巻たばこより一部有

害物質の濃度が低いことが報告されたことから、日本では主にたばこ産業によって加熱式

たばこの宣伝やプロモーションに「ハームリダクション」という言葉が使われることが多い。

海外では電子たばこが普及している国が多く、電子たばこによる「ハームリダクション」が

公衆衛生上の選択肢として議論されることも多くなっている。 

 

（２）紙巻たばこに関する知見 

 紙巻たばこに関しても、かつてフィルター付きたばこや「低タール・低ニコチン」たばこ

がたばこ産業によって従来型のたばこより「低リスク」であるかのように喧伝され、科学的

検証によって否定された歴史がある 9,10)。FCTC 第 11 条ガイドラインでは、たばこ製品に

ついて「低タール」「ライト」「マイルド」など、リスクが低いと誤解を招くような宣伝をし

ないことが定められている 11)。 

 

（３）加熱式たばこに関する知見 

本文書作成にあたり収集した文献をタイトル及び和訳抄録から｢harm reduction｣｢ハーム

リダクション｣「軽減」「低減」というキーワードで該当する文献を抽出し、抄録の一次レビ

ューを行った。一次レビューでは、実験研究や一般集団を対象とした個別研究を除外し、公

衆衛生施策としてのハームリダクションに関する文献を抽出した。その結果、18 報の文献
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を二次レビューの対象とした。なお、ハームリダクションについては国内外で対象とする概

念が共通であるため、国内外の文献を区別せずレビューした。結果は主な論点を抽出する形

で記述的にまとめた。 

「たばこハームリダクション」に慎重、あるいは懐疑的な立場の文献があった一方、支持

する立場（条件付きを含む）の文献もあった 11-16)。うち、加熱式たばこによるハームリダク

ションを明示的に支持する文献は 1 報であり 11)、たばこ産業との関与はないと開示されて

いた。残りの文献は、新型たばこやかぎたばこを含めた代替製品によるハームリダクション

を支持する立場 14)、ニコチン依存から抜けられないたばこ喫煙者への次善策として認める

立場 15)、たばこ喫煙者、たばこ産業ともにインセンティブが必要であるとする立場 12)、加

熱式たばこのリスク軽減について結論を保留する立場 13)、リスク軽減の可能性は認めつつ

も医療機器としての管理が適していることを示唆する立場 16)であった。 

「たばこハームリダクション」に関する主な論点として、以下が抽出された。 

論点 1：たばこ産業の関与 

 18 報中８報の文献が「たばこハームリダクション」の推奨にたばこ産業が深く関与して

いる点を指摘していた。過去の「低タールたばこ」を支持する Lancet 誌の記事の著者がた

ばこ産業とつながりがあったこと 17)、オーストラリアでの加熱式たばこ認可にたばこ産業

が政治介入をしたこと 18)（オーストラリアでは加熱式たばこは一般販売が認可されていな

い）、公衆衛生政策として「ハームリダクション」を進めるためにはたばこ産業の干渉を防

ぐべきこと 19,20)、などが指摘されていた。加熱式たばこと従来型のたばこを比較した研究の

レビューでは、たばこ産業と関係がある論文は関係がない論文より加熱式たばこを支持す

る傾向があると指摘していた 21)。一方、「たばこハームリダクション」を進めるためにはた

ばこ産業にもインセンティブ（例えば代替製品の税制上の優遇や参入障壁の除去）が必要で

あると指摘する文献もあった 12)。 

論点 2：規制当局の監視 

 関連する論点として、たばこ産業から独立した形で公衆衛生施策を進めるために、規制当

局の監視が必要であることを指摘する文献もあった。加熱式たばこの健康被害が紙巻たば

こより小さいことを裏付ける科学的根拠がまだないことから、保健当局の監視下におく（処

方薬と同じ扱いとする）べきであること 20,22)、リスク低減に関する広告の規制をすべきであ

ること 22-23)、ハームリダクションの候補となる代替製品も FCTC の規制枠組みで管理すべ

きであること 24)、などが論じられていた。 

論点 3：リスク低減に関する科学的証拠 

 加熱式たばこが紙巻たばこに比べてリスク低減になるかについて、肯定する立場の文献と

11,16)、証拠が十分でないとする文献 13,20,22,25)の両方があった。前述の通り、肯定する立場の

2 文献はたばこ産業と関与しているわけではなかった一方、リスク低減に関するレビュー文

献ではたばこ産業の関与が加熱式たばこの支持と関連していたと報告している 21)。 

論点 4：紙巻たばこの禁煙 
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 代替製品によって紙巻たばこが完全に禁煙できるかという点を重要視する文献が複数あ

った 15,20,26,27)。うち、加熱式たばこによる紙巻たばこ禁煙の効果を認める文献はなく、すべ

ての文献が証拠不十分であるとしていた。 

論点 5：ハームリダクションに関する合意形成 

 「たばこハームリダクション」について公衆衛生専門家による合意形成を実施したことを

報告する文献が 2 報あった 16,28)。うち 1 報はインドからの報告で、前述の通り加熱式たば

こによるリスク軽減の可能性は認めつつも医療機器としての管理が適していることを示唆

していた 16)。もう 1 報はイタリアからの報告で、公衆衛生専門家による合意形成を行った

ところ、加熱式たばこを含む代替製品に関する情報提供の必要性については 100%の同意割

合であったが、「加熱式たばこを含む代替たばこ製品が、紙巻たばこに伴う個人及び社会へ

の健康被害を軽減する上で一定の役割を果たす可能性がある」については 56.8%、「代替た

ばこ製品のみを使用することは、そうでなければ紙巻たばこを吸い続けることになるであ

ろう成人喫煙者にとって、実用的かつ受け入れやすい選択肢となる」については 76.5%の同

意割合で、いずれも「合意形成には至らず」(合意形成＝85%を超える同意割合と定義)とい

う結果だった 28)。 

 

（４）証拠の統合 

 加熱式たばこによるハームリダクションについて、明示的に支持する文献は 1 報のみだ

った。加熱式たばこによるハームリダクションの実現のためには、たばこ産業の関与の排除、

保健当局による監視、リスク低減及び紙巻たばこの禁煙効果についての科学的証拠の蓄積、

公衆衛生専門家による合意形成が必要であることが指摘されていた。 

 

（５）結論 

 加熱式たばこによるハームリダクションは、現時点では科学的証拠に基づき支持されて

いない。 

 

7.3 たばこと世論  

内閣府が実施した 2022 年「たばこ対策に関する世論調査」（https://survey.gov-

online.go.jp/hutai/r04/r04-tabako/）によると、健康増進法の改正内容に関する知識で「多

数の人が利用する施設の屋内は、原則禁煙」を知っている人の割合は 72.5%であった。場所

別では、「病院・学校などの施設は喫煙室が設置できない」を知っている人の割合が 61.8%、

「飲食店ではたばこが吸える店と吸えない店がある」を知っている人の割合が 51.5%であ

った。一方、「喫煙室の入口には、標識が掲げられる」、「たばこが吸える場所に、20 歳未満

は立ち入れない」、「たばこを吸える店の入口には、標識が掲げられる」、「加熱式たばこは普

通の紙巻たばことは別の規制」、「違反者への罰則が設けられた」、及び「技術的基準を満た

さない喫煙室は使用できない」を知っている人の割合はそれぞれ 25.3%、20.1%、17.4%、
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14.9%、12.4%、及び 10.5%であった。 

たばこ対策に関する政府への要望は、「受動喫煙対策の強化」が 48.3%で最も多く、次い

で順に「未成年者に対するたばこの健康影響の教育の充実」46.8%、「たばこ税の引上げ」

38.9%、「たばこの健康影響についての普及啓発活動の充実」29.2%、「加熱式たばこの健康

影響に関する研究の推進」27.6%、「妊産婦の喫煙防止対策」24.6%、「禁煙外来などの禁煙

支援の充実」21.0%、「喫煙率・喫煙実態の把握」17.2%、「広告や販売促進、後援活動に対

する規制強化」13.6%、及び「たばこパッケージの注意書きの表示強化」12.4%であった。 
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第８章 総括及び今後の研究課題 

 

8.1  主要結果のサマリー 

 本報告書は、加熱式たばこの健康影響に関する現時点のエビデンスを学術文献や公的機

関のドキュメント、厚生労働科学研究の報告書などを対象にレビューしたものである。本節

では各章の主要結果を示し、現時点での科学的到達点の概要を示す。 

（１）総論・背景（第 1 章） 

 日本は加熱式たばこの世界的普及の発端となった国であり、2025 年時点でたばこ全体の

うち約 45%の販売数量を占めている。米国 FDA は曝露低減を認める一方でリスク低減の表

示は認めていない。WHO はリスク低減の主張を裏づけるエビデンスが不十分であるとの見

解を維持している。日本では改正健康増進法において加熱式たばこは「指定たばこ」として

規制の経過措置の対象となっている。 

（２）使用実態とユーザー動向（第 2 章） 

 国内の加熱式たばこ使用割合は令和６年国民健康・栄養調査では男女とも喫煙者の 40%

以上に達し、とりわけ若年層で使用割合が高い。禁煙への移行に関しては、加熱式たばこの

使用が禁煙の成功を妨げ、すでに禁煙していた元喫煙者の再喫煙を誘発するリスクがある

ことが国内外の研究から一貫して示されており、禁煙補助としての有効性を示す質の高い

証拠は存在しない。 

（３）有害物質と曝露評価（第 3 章） 

 加熱式たばこのエアロゾル中の多くの有害物質量は紙巻たばこより少ないが、一部の物

質（フルフラール等）、は紙巻たばこより多い。たばこ産業は主流煙中の有害物質が「90%

以上削減」と主張しているが、これは有害物質が多量に排出される標準紙巻たばこ（実験用

製品）との比較であり、実際の喫煙者の尿中曝露バイオマーカーでは紙巻たばこと比較して

約半分程度の低減にとどまることが報告されている。 

 主流煙中の化学物質量と室内での呼出煙再吸入を考慮した曝露シナリオ（1 日 10～40 本

喫煙）に基づき、発がん物質を含む 43 物質の初期リスク評価を行った。呼出煙再吸入によ

る曝露量は主流煙の 1～4％程度で、呼出煙再吸入を考慮しない場合のリスクと大きな差は

なかった。非発がん影響では、ニコチンのリスクが最も高く、次いでフルフラールやアクロ

レインなど気道影響を生じる物質が懸念レベルと判断された。発がん影響では、NNK とベ

ンゾ[a]ピレンによる肺がん、NNN による上気道腫瘍のリスクが高かった。ニコチンは体内

で NNK や NNN に変換され、これらはいずれも IARC 発がん性分類でグループ 1（人に対

して発がん性がある）とされ、ニコチン自体も心血管系や生殖への悪影響、依存性が知られ

ている。以上より、加熱式たばこを生涯にわたって 1 日 10 本程度の喫煙をすると仮定した

場合に、健康リスクが生じ得ることが示唆された。 
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（４）健康への直接的影響：能動喫煙（第 4 章） 

 各健康アウトカムに関する文書作成作業班の判定結果を以下に要約する。循環器疾患に

ついては「強い」関連性が認められ、証拠の確からしさは「やや高い」と判定した。ニコチ

ン依存との間にも同様の判定結果であった。呼吸器疾患（喘息）については「やや弱い」関

連性、確からしさは「やや低い」と判定され、4 つの研究を統合したメタアナリシスでは統

計学的に有意な関連が示されている。COPD については発症までの年数が不足し現時点で

は判定ができないとした。妊婦・胎児への影響では、妊娠・周産期合併症（妊娠高血圧症候

群、常位胎盤早期剥離、胎児発育不全、早産、切迫早産、分娩誘発）への影響については、

「やや強い」関連性・「やや低い」証拠の確からしさがあったが、それ以外の影響は論文が

限定的で判定できないとした。歯科・口腔粘膜疾患については研究論文が限定的で「判定で

きない」とした。脂質代謝・糖代謝異常（脂質異常、糖尿病、メタボリックシンドローム）

については「やや強い」関連性・「やや低い」証拠の確からしさが認められ、前向きコホー

ト研究からの知見も蓄積されつつある。メンタルヘルスについては「やや弱い」関連性、確

からしさは「やや低い」と判定した。 

 発がん性については、がんの発症そのものをエンドポイントとした疫学研究が現時点で

存在しないため、現時点では「判定できない」とした。ただし、曝露バイオマーカー研究で

は、加熱式たばこ喫煙者において DNA メチル化異常が紙巻たばこ喫煙者と同程度にみられ

ること、アセトアルデヒドなど一部物質が安全閾値を超えることが示されており、発がんリ

スクが完全に排除されない可能性があるため、今後がんをアウトカム指標とした疫学研究

の知見の蓄積が必要である。 
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表 8-1 加熱式たばこの能動喫煙による主要なアウトカムの判定結果一覧 

アウトカム 関連性 確からしさ 備考 

呼吸器疾患（喘息） やや弱い やや低い 
メタアナリシスで有意な

関連 

呼吸器疾患（COPD） 判定できない 

 COPD の発症を直接評

価している研究が存在し

ない 

循環器疾患・症状 強い やや高い 

症状に関しての研究が多

く、疾患発症の直接評価は

限定的 

発がん性 判定できない 
直接評価する疫学研究が

存在しない 

妊娠・周産期合併症＊ やや強い やや低い 
複数の周産期リスク増加 

上記以外の周産期・妊娠への

影響 
判定できない 

複数研究あるが、すべて同

一の横断研究 

 

歯科・口腔 判定できない 論文数が限定的 

ニコチン依存 強い やや高い  

抑うつ症状 

・自殺関連行動 
やや弱い やや低い 横断研究が中心 

代謝異常（脂質異常・糖尿病・

メタボリックシンドローム） 
やや強い やや低い コホート研究あり 

新型コロナウイルス感染症 やや弱い やや低い 横断研究が中心 

アレルギー性疾患、椎間板疾

患・腱板断裂、クローン病、

聴覚機能の低下 

判定できない 

横断研究が中心、アレルギ

ー性疾患については、1 報

は未成年対象 

注：「判定できない」は、示された健康アウトカムそのものをエンドポイントとした（複数

の）疫学研究が存在しないもしくは 1 報のみのため、本文書作成作業班の総意として現時

点では「判定できない」とした。 投票にあたり、たばこ産業が実施した研究及び資金提供

した研究は結論に採用していない。 

*  妊娠高血圧症候群、常位胎盤早期剥離、胎児発育不全、早産、切迫早産、分娩誘発 
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（５）受動喫煙による健康影響（第 5 章） 

 加熱式たばこの屋内使用により、ニコチンや発がん物質を含むエアロゾルが呼出され、非

喫煙者への受動喫煙が発生することが確認され、関連性は「強い」、証拠の確からしさは「高

い」と判定した。バイオマーカーに基づく非喫煙家族の曝露評価では「やや強い」関連性、

確からしさ「やや高い」と判定した。特に注目すべきは、加熱式たばこの副流煙中の発がん

物質 NNK 量または NNK の代謝物である NNAL 量が紙巻たばこに比べ少ないにもかかわ

らず、受動喫煙者の曝露量が紙巻たばこの受動喫煙者と同程度となる場合があることであ

る。これは、加熱式たばこを家族の近くで使用する割合が高いことが影響した可能性が考え

られている。 

 受動喫煙の健康影響については、呼吸器症状への影響が「やや弱い」関連性・確からしさ

「やや低い」、心血管系への影響が「やや弱い」関連性・確からしさ「低い」と判定した。

発がん性及び妊娠への影響、歯科・口腔粘膜疾患、未成年・子どもへの影響については直接

評価した研究はきわめて限られているか研究論文がないため、いずれも現時点では「判定で

きない」とされた。 

表 8-2 加熱式たばこの受動喫煙による主要アウトカムの判定結果一覧 

アウトカム 関連性 確からしさ 備考 

加熱式たばこによる空気中

の有害物質の発生 
強い 高い 

健康影響のアウトカムで

はない 

受動喫煙の曝露（バイオマ

ーカー） 
やや強い やや高い  

呼吸器症状への急性影響 やや弱い やや低い 論文数が限定的 

心血管系への急性影響 やや弱い 低い 

心血管関連症状との関連

であり、疾患との直接関連

についての研究はない 

発がん性 判定できない 
直接評価する 疫学研究が

存在しない 

歯科・口腔粘膜疾患 判定できない 研究が存在しない 

妊娠・胎児・周産期への影響 判定できない 
横断研究１報のみ 

 

未成年・子どもへの影響 判定できない 

横断研究でかつ、疾病や症

状のアウトカムでは、１つ

の論文のみ 

注：「判定できない」は、示された健康アウトカムそのものをエンドポイントとした（複数

の）疫学研究が存在しないため、本文書作成作業班の総意として現時点では「判定できない」
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とした。 投票にあたり、たばこ産業が実施した研究及び資金提供した研究は結論に採用し

ていない。 

 

（６）実験研究（第 6 章） 

 動物実験及び細胞実験からは多くの生体影響を示す結果が報告されていた。しかしなが

ら結果は、研究の資金源によって顕著に異なる傾向を示したものもある。例えば、独自資金

研究では、呼吸器系を中心に多くのアウトカムにおいて有害影響が報告されていた。一方、

たばこ産業資金研究はほぼ一貫して有害性の大幅な低減を報告しており、両者の研究間に

明確な乖離が認められた。エビデンスの解釈において研究の資金源を考慮することが必要

である。 

（７）社会的・政策的影響（第 7 章） 

 欧州の一部の国、ロシア等では加熱式たばこの公共の場所での使用に紙巻たばこと同様

の規制を適用する国がある。加熱式たばこによるハームリダクションについては、18 報の

文献のうち 1 報のみが、加熱式たばこによるハームリダクションについて、明示的に支持

すものだった。多くの文献が証拠不十分との立場をとっており、現時点で科学的証拠に基づ

いて支持されてはいない。 

（８）総括 

 以上を総括すると、加熱式たばこは能動喫煙による循環器疾患やニコチン依存をはじめ、

多様な健康アウトカムとの関連性が認められた。加熱式たばこにおいて、一部の有害物質へ

の曝露は紙巻たばこより低減されるものの、依然としてヒトの健康リスクは懸念されるレ

ベルにとどまっており、曝露低減が十分なされていることを示す科学的根拠は得られてい

ない。 

 発がん性については、がんの発症をエンドポイントとした疫学研究が存在しないため、現

時点では判定できないが、リスクの可能性を示唆する知見やリスクが懸念される知見も得

られており、今後の長期的な疫学研究に基づく知見の蓄積が不可欠である。 

 受動喫煙については、発がん物質の体内取り込み量が紙巻たばこの受動喫煙と同程度と

なる場合があることは、公衆衛生上きわめて重要な知見といえる。 

 実験研究での結果では、多くの研究でたばこ産業資金研究と独立資金研究の間の結論の

乖離があり、エビデンスに基づく政策判断を実施する際には十分に配慮が必要である。 

 

8.2  今後の研究の方向性 

 本報告書を通じて、加熱式たばこの健康影響に関する科学的知見には多くの研究ギャッ

プが存在することが明らかになった。独立資金による研究においては、今後は以下の方向性

が重要と考えられる。 

（１）能動喫煙による長期的影響（がん・慢性疾患など）の研究 

 加熱式たばこの発がん性については、がんの発症をエンドポイントとした疫学研究の実

施が最も喫緊の課題である。COPD や循環器疾患についても同様である。日本は世界に先



202 

駆けて加熱式たばこが普及した国であり、2013 年の販売開始から既に 10 年以上が経過し

ていることから、コホート研究により疾病をアウトカムとした健康影響の評価ができる研

究体制の構築・整備が必要である。特に、加熱式たばこのみの喫煙者と、紙巻たばこからの

切替者を区別した解析が求められる。紙巻たばこの喫煙歴という交絡因子を統計学的に適

切に制御するための研究デザインの工夫が必要であり、大規模レジストリの構築やレセプ

トデータとの連結研究も有用と考えられる。なお、紙巻たばこでは自己申告の喫煙率とコチ

ニン等のバイオマーカーによる喫煙率との間には大きな乖離が存在しバイアスを生じるこ

と 1)が確認されており、今後の加熱式たばこの疫学研究においてはバイオマーカーによる曝

露確認を組み込んだ研究デザインが望ましい。また、疫学研究に加えて、動物実験・細胞実

験も実施し、因果関係について総合的に研究を進めることが推奨される。 

（２）受動喫煙の健康影響に関する研究の拡充 

 加熱式たばこの受動喫煙に関する疫学研究は極めて限られている。特に、受動喫煙による

慢性影響（発がん性）を直接評価した研究は存在せず、妊婦・胎児への影響についても国内

の 1 研究の報告にとどまっている。加熱式たばこ喫煙者の喫煙行動の特性（家族の近くで

の使用増加）を踏まえた曝露評価研究が必要であり、室内環境における曝露評価モデルを用

いた受動喫煙によるリスク評価に関する研究やバイオマーカー測定と健康アウトカムを同

時に評価する前向きコホート研究の実施が必要である。発がん性を評価する研究は時間が

かかるが、積極的に取り組むべきである。また、胎児への影響も懸念されるため、妊婦を対

象とした受動喫煙の健康影響評価についても重要である。 

 加えて、子どもの受動喫煙による健康影響についても研究の拡充が求められる。本文書第

5 章で示したとおり家庭内で家族の近くで加熱式たばこを使用する割合が高く、周囲の非喫

煙者 が日常的にエアロゾルに曝露されている可能性がある。小児は成人と比較して体重あ

たりの換気量が大きく、臓器の発達途上にあること 2,3)から、受動喫煙の影響を受けやすい

集団である。家庭内における小児の曝露実態の把握と健康影響の評価は、今後の重要な研究

課題である。 

（３）禁煙・離脱に関するエビデンスの蓄積 

 加熱式たばこの使用が禁煙を促進するか否かは、公衆衛生上の最重要課題の一つである。

現時点で、禁煙に対する加熱式たばこの有効性を直接評価したランダム化比較試験（RCT）

は存在しない。今後は、RCT を含む質の高い介入研究を通じて、加熱式たばこの紙巻たば

こ禁煙効果及び完全禁煙効果を厳密に評価する必要がある。併せて、加熱式たばこが、すで

に禁煙していた元喫煙者の再喫煙を誘発するリスク評価と対策の検討も求められる。 

（４）若年層・未成年への影響に関する研究 

 若年層における加熱式たばこの使用実態や健康影響については、大規模横断研究が蓄積

されつつあるが、縦断研究は極めて限られている。加熱式たばこが若年層にとってのゲート

ウェイ（入口製品）となるリスク、すなわち紙巻たばこや他のニコチン製品への移行を促進

する可能性については、長期追跡による検証が必要である。また、喫煙開始年齢が若いほど

健康リスクが高まるという紙巻たばこでの知見を踏まえ、若年期からの加熱式たばこ使用
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が成人後の健康に及ぼす長期的影響についても研究が必要である。 

（５）曝露評価手法の標準化と製品モニタリング体制の構築 

 加熱式たばこの有害物質評価に用いられる現在の喫煙プロトコルは、実際のヒトの喫煙

行動を必ずしも反映していないことが指摘されている。ヒトの喫煙トポグラフィ（吸引量、

吸引間隔、吸引回数等）を反映した曝露評価手法の標準化が必要である。また、たばこ産業

が有害物質の測定に用いている捕集法（インピンシャー法等）は低濃度成分の分析には感度

が不十分であり、低濃度物質を高感度に測定するための捕集法（カートリッジ法）を適用す

ると加熱式たばこからも多数の有害物質が検出されるとの知見が得られている 4)。加熱式た

ばこのエアロゾルには紙巻たばこの煙には含まれない固有の化学物質も検出されており、

これらの新規有害物質の毒性評価は十分に行われていない。 

 加熱式たばこ製品は発売以降、加熱温度、デバイス構造、たばこスティック・カプセルの

形状等において継続的な改良が行われている。その周期は約２年程度であり、製品の世代に

よって有害物質の排出特性が異なる可能性がある。さらに、日本ではメンソールやフレーバ

ー（香料）入りの製品が広く流通しているほか、サードパーティー製の互換デバイスも市場

に存在し、品質のばらつきが課題となっている。新たな製品が市場投入されるたびに、その

化学組成や毒性を迅速に評価できる体制の整備が求められる。 

 

 以上の研究課題に取り組むことにより、加熱式たばこの健康影響に関するエビデンスの

空白を埋め、科学的根拠に基づいた公衆衛生施策の策定と実装に資することが期待される。

日本は加熱式たばこの世界的普及の発端となった国であり、その健康影響の科学的エビデ

ンスの拡大と適切な規制の実現に向けて、国際的な先導的役割を果たすことが求められて

いる。 
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用語解説 

 

本文書において重要な用語を以下に解説する（五十音順・ABC順）。 

 

 

アクロレイン (Acrolein) 

 アクロレインは強い反応性を持つ不飽和アルデヒドであり、気道上皮の炎症や酸化スト

レスを引き起こす。 

 

アセトアルデヒド (Acetaldehyde) 

  エタノールの代謝中間体としても知られる有害な化学物質であり、IARC はグループ 2B

（ヒトに対して発がん性がある可能性がある）に分類している。上気道や消化管の粘膜を刺

激し、DNA損傷を引き起こす性質がある。 

 

アレルギー疾患 

 免疫系が本来無害な環境物質（アレルゲン）に対して過剰に反応することで生じる疾患群

であり、アトピー性皮膚炎、アレルギー性鼻炎、気管支喘息、食物アレルギーなどが含まれ

る。遺伝的素因と環境因子の相互作用により発症する。 

 

う蝕（むし歯） / 歯周疾患 

 う蝕は口腔内の細菌が産生する酸によって歯の硬組織が脱灰・崩壊する疾患であり、歯周

疾患は歯を支える歯肉・歯根膜・歯槽骨などの組織に炎症や破壊が生じる疾患である。喫煙

は歯周疾患の主要な環境リスク因子の一つである。 

 

横断研究 （Cross-sectional study） 

 横断研究とは、ある特定の集団において、ある一時点（または短い期間）のデータを収集

し、疾病の有病割合や要因（生活習慣など）と結果の関連を一度に調べる研究手法であり、

断面的研究と呼ばれることもある。「喫煙習慣」と「肺がんの有病率」のように、原因と結

果を同時に調査し両者の関連性を調べることが多いが、原因が先か、結果が先か（時間的前

後関係）が不明確なため、因果関係を証明することはできない。 

 

改正健康増進法 / 指定たばこ 

 受動喫煙を防止するために 2020年に全面施行された日本の法律である。加熱式たばこは、

発生した煙（蒸気を含む。）が他人の健康を損なうおそれがあることが明らかでない「指定

たばこ」として分類されている。 
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加熱式たばこ (HTP: Heated Tobacco Products) 

 葉タバコを燃焼させるのではなく電気で加熱し、ニコチンと香りをエアロゾル化（蒸気化）

して吸入する仕組みのたばこ製品である。2026年３月現在、アイコス（IQOS、フィリップ・

モリス（PM））、プルーム（Ploom、日本たばこ産業（JT））、グロー（glo、ブリティシュアメ

リカンタバコ（BAT）のシリーズ商品がそれぞれ主に販売されている。 

加熱温度によって高温型（200～350℃）、中高温型（150℃程度）、低温型（30-40℃）がある

が、昨今わが国では高温型が主流となっている。 

 

加熱式たばこ専用喫煙室 

 改正健康増進法の第二種施設（飲食店等）において、経過措置として設置が認められてい

る、飲食や業務など喫煙以外の行為を行いながら加熱式たばこを使用することができる喫

煙室である。 

 

過剰発がんリスク（Excess Cancer Risk） 

 ある特定の要因（放射線、化学物質、喫煙など）に曝露された集団が、そうでない集団と

比較して、がんの発症・死亡する比率がどれだけ増加するかを示す指標である。 

 

気管支喘息 

 気道の慢性炎症と気道過敏性の亢進により、繰り返す喘鳴・呼吸困難・咳嗽・胸苦しさを

特徴とする疾患である。アレルゲンや大気汚染物質、たばこ煙などの環境因子が発作の誘因

や増悪因子として指摘されている。 

 

急性好酸球性肺炎 (AEP; Acute Eosinophilic Pneumonia ) 

 急性好酸球性肺炎は、間質性肺炎の一種とされる好酸球性肺疾患の病型の一つで、若年か

ら中年の喫煙者で報告されることが多いとされる。好酸球が肺に急速に浸潤し、発熱・呼吸

困難・低酸素血症を伴う重篤な呼吸不全を短期間で引き起こす疾患である。喫煙の開始や吸

入物質の変更が発症の契機となることが知られており、ステロイド治療への反応は良好で

あることが多い。 

 

禁煙への移行阻害・再喫煙 

 加熱式たばこなどの使用をきっかけに、紙巻たばこなどのたばこ製品の完全な使用中止

に至らず、禁煙が遅延したり、過去にたばこをやめた者が再びたばこを吸い始めたりする現

象である。 

 

グリセロール / プロピレングリコール (Glycerol/Propylene glycol) 
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 いずれも食品や医薬品に広く使用される多価アルコールであり、たばこ製品や電子たば

こにおいてはエアロゾルを生成するための基剤として用いられる。加熱された状態で繰り

返し吸入した場合の気道への影響が懸念されている。 

 

血管内皮機能障害 /血流依存性血管拡張反応 (FMD; Flow-Mediated Vasodilation) 

 血管の内皮細胞による一酸化窒素（NO）の産生低下などにより、血管拡張能が障害された

状態であり、動脈硬化の初期段階と位置づけられる。FMD（血流依存性血管拡張反応）はそ

の評価指標として広く用いられている。 

 

誤飲事故 

 乳幼児が加熱式たばこのスティックを誤って飲み込む事故が多数報告されており、新た

な危険性として指摘されている。近年では、スティック内に誘導加熱用の金属片が含まれて

おりその金属片が消化管を傷つけるなどの事故事例が報告されている。 

 

コチニン（Cotinine） 

 ニコチンの主要な代謝産物であり、生体内のニコチン曝露量を示す実践的なバイオマー

カーである。 

 

コホート研究 (Cohort Study) 

 調査時点で、仮説として考えられる要因を持つ集団（曝露群）と持たない集団（非曝露群）

を追跡し、両群の疾病の罹患率または死亡率を比較する研究方法である。過去のデータや記

録を基に、特定の因子（例：喫煙）に曝露した集団と非曝露の集団を過去の時点から現在ま

でさかのぼって追跡し、疾患の発生率などを比較することを後ろ向きコホート研究という。

一方で、曝露した集団と、非暴露の集団を現在設定し、将来の病気発生まで追跡・観察する

研究手法を前向きコホート研究という。 

 

細胞毒性 / 遺伝毒性 

 細胞毒性とは化学物質や物理的因子が細胞の生存や機能に障害を与える性質であり、遺

伝毒性とは DNA 損傷や染色体異常など遺伝情報に変異を引き起こす性質である。これらは

がん原性評価や安全性試験における基本的な評価項目である。 

 

資金源バイアス (Funding Bias) 

 加熱式たばこの健康影響や細胞毒性に関する研究において、たばこ産業の資金提供を受

けた研究は有害性が低いと結論づける傾向が強く、独立した研究とで結論が異なることが

多い現象である。 
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常位胎盤早期剥離 

 分娩前に胎盤が子宮壁から剥離する産科救急疾患であり、母体の大量出血や胎児の低酸

素症を引き起こし、母子ともに生命を脅かす。喫煙、高血圧、外傷などがリスク因子として

知られている。 

 

受動喫煙 

 他人のたばこの煙にさらされることである。受動喫煙により、ニコチンをはじめとする有

害化学物質への曝露が生じ、疾病、傷害、死亡を引き起こすことが科学的に明らかになって

いる。英語では passive smoking, secondhand smoking と呼ばれる。 

 

主流エアロゾル / 呼出煙 

 たばこ製品の使用者が直接吸い込む煙や蒸気（主流煙・主流エアロゾル）と、使用者の口

から吐き出される煙や蒸気（呼出煙）のことである。呼出煙は室内環境に放出され、周囲の

非使用者への二次曝露（受動喫煙）の原因となる。 

 

心拍変動 (HRV; Heart Rate Variability)  

 心拍変動（HRV）は心拍の拍動間隔のゆらぎを示す指標であり、自律神経機能の評価に用

いられる。ニコチンやカテコールアミンなどの交感神経刺激物質により、心拍数や血圧の急

激な上昇が生じることがある。 

 

酸化ストレス 

 生体内における活性酸素種（ROS）の産生と抗酸化防御機構のバランスが崩れた状態であ

る。過剰な酸化ストレスは DNA、タンパク質、脂質に損傷を与え、がん・心血管疾患・神経

変性疾患など多くの疾患の病態に関与する。 

 

生殖毒性 

 化学物質や環境因子が生殖機能に及ぼす有害な影響の総称であり、雌雄の性機能・生殖能

力や、子どもの発生（胎児・出生後の成長）に有害な影響が生じることを指す。生殖能への

影響と子の発生への影響に大きく分けられる。化学物質に暴露した親から生まれた子ども

の生殖能力への影響（2世代生殖毒性）を見る場合もある。 

 

胎児発育不全 (SGA; Small for Gestational Age) / 低出生体重 (LBW; Low Birth Weight) 

 胎児発育不全（SGA）は胎児の推定体重が在胎週数の基準値と比べて小さい（10パーセン

タイル未満など）である状態であり、低出生体重（LBW）は出生体重が 2,500g 未満の新生児

を指す。喫煙、母体の栄養不良、胎盤機能不全などが主なリスク因子である。 
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代謝シグネチャー（Metabolic signature） 

特定の要因（たとえば、加熱式たばこの煙）によって引き起こされる、細胞内の複数の「代

謝物の増減パターン」や「特徴的なプロファイル（一連の変化）」全体を指す。 

 

多環芳香族炭化水素 (PAH; Polycyclic Aromatic Hydrocarbons) 

 たばこ煙に含まれる発がん性物質のグループであり、不完全燃焼などによって生じる。 

 

多製品併用 (Dual use / Poly use) 

 一定期間内に加熱式たばこと紙巻たばこ、または電子タバコなど 2 種類以上の製品を併

用する状態である。国内の加熱式たばこ使用者の多くは紙巻たばこを併用している。 

 

たばこ特異的ニトロソアミン (TSNA) 

 たばこ葉の乾燥・熟成・燃焼の過程で生成される、たばこ製品に特有の発がん性物質のグ

ループである。代表的なものに NNKや NNNがあり、NNKは肺がんの、NNNは食道がんや口腔

がんの原因となるため、国際がん研究機関（IARC）によりいずれもグループ 1（ヒトに対し

て発がん性がある）に分類されている。また、NNAL は、発がん性物質である NNK が体内で

代謝されて生じる物質で、生物学的半減期が長く、受動喫煙レベルの有効なバイオマーカー

として広く用いられる。 

 

タール 

 たばこの煙には、不完全燃焼によって発生する燃焼副生成物が多数含まれており、一酸化

炭素やガス状成分をのぞいた粒子状の成分の総体を、タール（たばこのヤニ）と呼ぶ。ター

ルにはニコチンをはじめとする有害物質や発がん性物質が数多く含まれている。 

 

ニコチン依存 

 ニコチンの反復曝露により脳内の報酬系が変化し、耐性の形成や離脱症状の出現を特徴

とする慢性的な状態である。ニコチンを含有するたばこ製品全般が依存の形成・維持に関与

する。 

 

尿中総ニコチン代謝物 (TNM; Total Nicotine Metabolites) 

 ニコチンが体内で代謝されて尿中に排出される物質の総量であり、子どもや家族への受

動喫煙レベルの定量的な評価に用いられる。 

 

妊娠高血圧症候群 (HDP; Hypertensive Disorders of Pregnancy) 

 妊娠中に高血圧を発症し、蛋白尿や臓器障害などを伴う疾患群の総称である。重症化する

と子癇（痙攣発作）や HELLP症候群に進展し、母児ともに重大な合併症を引き起こしうる。 
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ハームリダクション (Harm reduction) 

 ある行為に伴う健康リスクを完全になくすのではなく、より害の少ない代替手段に置き

換えることで被害を軽減しようとする公衆衛生上の概念である。 

 

標準紙巻たばこ （Certified Reference Cigarette） 

 たばこの成分分析等で世界的に使用されている試験研究用の紙巻たばこのことである。

ケンタッキー・タバコ研究開発センターによって生産されており、3R4F、1R6F いう呼称が

付いている。加熱式たばこの有害性成分を、従来の紙巻たばこと比較する際の標準（対照）

として、この 3R4F（または 1R6F）が使用される。 

 

フルフラール（Furfural） 

 フルフラールは糖類の熱分解により生成されるアルデヒドであり、粘膜への刺激性と細

胞毒性が報告されている。 

 

ベンゾ-a-ピレン (Benzo[a]pyrene) 

 PAH の一種で、DNA と結合して細胞に突然変異を引き起こす強力な発がん性物質であり、

肺がんリスクを高める。 

 

慢性閉塞性肺疾患 (COPD; Chronic Obstructive Pulmonary Disease) 

 有害な粒子やガスへの長期にわたる曝露により、進行性の気流閉塞と肺実質の破壊（肺気

腫）を特徴とする慢性呼吸器疾患である。喫煙が最大の危険因子であり、世界的な死亡原因

の上位を占めている。 

 

免疫抑制 / T細胞機能抑制 

 免疫系の機能が低下し、T細胞やマクロファージなどの免疫細胞の活性が抑制された状態

である。免疫抑制が生じると、感染症に対する防御力の低下やがん細胞の免疫監視機構の破

綻につながりうる。 

 

ランダム化比較試験 Randomized Controlled Trial（RCT） 

 研究の対象者を 2つ以上のグループにランダムに分け（ランダム化）、各グループに喫煙

あり、喫煙なしなどの条件を割り当てて効果を検証する試験法である。ランダム化により検

証したい方法以外の要因がバランスよく分かれるため、公平に比較することができる。ラン

ダム化比較試験では、被実験者も実験者も振り分けられるグループを選ぶことはできない

ため無作為化比較試験ともいう。 
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離脱症状 / 渇望 

 ニコチンの使用を中断した際に生じる、いらだち・不安・集中困難・強い吸いたい欲求（渇

望）などの一連の症状である。これらの症状はニコチン依存の診断基準の一つであり、禁煙

の大きな障壁となる。 

 

DNAメチル化 / エピジェネティック変化 

 遺伝子の塩基配列を変えずに遺伝子の発現を制御する仕組み（エピジェネティクス）にお

ける変化である。DNA メチル化はその代表的な機構であり、環境因子や化学物質の曝露によ

って異常が生じると、がんをはじめとする疾患の発症に関与するという報告がある。 

 

IARC発がん性分類 

 国際がん研究機関（International Agency for Research on Cancer, IARC）は、世界保

健機関（WHO）のがん専門の研究機関である。IARC発がん性分類は、人に対する発がん性に

関する様々な物質・要因（作用因子）の評価分類であり、人に対する発がん性があるかどう

かの「証拠の十分さ」を示すもので、その程度に応じて 4段階（1：人に対して発がん性が

ある、2A：おそらく発がん性がある、2B：発がん性があるかもしれない、3：発がん性を分

類できない）に分類されている。  

 

NNAL（4-(methylnitrosamino)-1-(3-pyridyl)-1-butanol） 

 日本語では 4-（メチルニトロソアミノ）-1-（3-ピリジル）-1-ブタノールと呼び、たばこ

特異的ニトロサミン（TSNA）の中で最も強力な発がん性物質の一つである NNK（4-

(methylnitrosamino)-1-(3-pyridyl)-1-butanone）が、体内の酵素によって還元（代謝）さ

れることで生成される。 

 

Margin of Exposure（MOE、曝露マージン、曝露余裕度） 

 ヒトの曝露量に対する健康リスク（どの程度健康に影響を及ぼすか）の程度を数字で表し

たものである。ヒトの無毒性量等（無毒性量、最小毒性量、無影響量、最小影響量など）に

対して、ヒトの曝露量がどの程度離れているかを示す。ヒトに対する無毒性量等を曝露量で

割り算して算出する。一般に、MOEの値が大きいほどリスクは低く、小さいほどリスクが高

いと判断される。 

 

MPOWER 

たばこ規制枠組条約に盛り込んだ規制・対策の中から、WHOが政策パッケージとして提示

する６つの主要政策の頭文字をとり MPOWERと呼ばれている。具体的には、「Monitor（たば

こ使用と政策のモニタリング）」「Protect（受動喫煙からの保護）」「Offer（禁煙支援・治療）」

「Warn（たばこの危険性の警告）」「Enforce（たばこの広告・販促・後援の禁止）」「Raise（た
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ばこ税の引き上げ）」のことを指す。条約締約国が包括的なたばこ対策を推進する際の実務

的な指針、指標となっている。 

 

PM2.5 / 超微粒子 (UFP) 

 大気中に浮遊する微小な粒子状物質であり、PM2.5は粒径が約2.5μm以下の粒子を指す。

超微粒子（UFP）は粒径 0.1μm以下の粒子であり、粒子は小さいほど肺胞領域にまで到達し

てより深刻な健康被害をもたらすおそれがある。 

 

PMTA / MRTP (米国 FDA の審査制度) 

 米国食品医薬品局（FDA）におけるたばこ製品の市販前申請（PMTA）と、リスク修飾たば

こ製品（MRTP）の申請制度である。アイコスは「曝露低減」の表示は許可されたが、病気に

なるリスクが下がるという「リスク低減」の表示は認められていない。 

 

TPD (Tobacco Products Directive) 

 欧州連合（EU）におけるたばこ製品の規制枠組みであり、加熱式たばこは「新型たばこ

（novel tobacco products）」に分類され、健康保護を重視した規制が行われている。 

 

WHO FCTC (たばこ規制に関する世界保健機関枠組条約) 

 たばこの消費と受動喫煙の健康被害から現在および将来の世代を保護することを目的と

した国際条約である。加熱式たばこについては、「たばこ製品」であり、FCTC の規制対象と

すべきであるとされている。 
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